
1 宮城県土地開発公社 40 仙台空港ビル（株）

2 （株）東北ハンドレッド 41 仙台エアカーゴターミナル（株）

3 （財）宮城県地域振興センター 42 （財）宮城県下水道公社

4 仙台臨海鉄道（株） 43 宮城県住宅供給公社

5 阿武隈急行（株） 44 （財）宮城県建築住宅センター

6 くりはら田園鉄道（株） 45 （財）宮城県スポーツ振興財団

7 （財）宮城県伊豆沼・内沼環境保全財団 46 （財）みやぎ婦人会館

8 （財）宮城県文化振興財団 47 （財）宮城県文化財保護協会

9 （財）慶長遣欧使節船協会 48 （社）宮城県危険物安全協会連合会

10 （財）宮城県国際交流協会 49 （財）東北自治研修所

11 （社福）宮城県社会福祉協議会（※平成17年４月１日,（社福）宮城 50 （財）東北開発研究センター

県福祉事業団及び（財）宮城いきいき財団と統合したため,経営評価シート省略) 51 （社）宮城県公衆衛生団体連合会

12 （社福）恩賜財団済生会支部宮城県済生会 52 （財）宮城県生活衛生営業指導センター

13 （財）みやぎ産業振興機構 53 （財）宮城県環境事業公社

14 （株）テクノプラザみやぎ 54 （財）宮城県地域医療情報センター

15 宮城県職業能力開発協会 55 （財）宮城県母子福祉連合会

16 （財）宮城勤労者いこいの村 56 （財）宮城県腎臓協会

17 （財）仙台勤労者職業福祉センター 57 （社）宮城県計量協会

18 （財）みやぎ産業交流センター 58 石巻産業創造（株）

19 （株）仙台港貿易促進センター 59 宮城県信用保証協会

20 （社）宮城県国際経済振興協会 60 宮城県漁業信用基金協会

21 （社）宮城県物産振興協会 61 宮城県農業信用基金協会

22 （社）宮城県観光連盟 62 （財）みやぎ農業担い手基金

23 （社）宮城県農業公社 63 仙台港流通ターミナル（株）

24 宮城県農業会議 64 （社）宮城県トラック協会

25 （社）宮城県畜産物価格安定基金協会 65 （社）みやぎ原種苗センター

26 （社）宮城県配合飼料価格安定基金協会 66 （社）宮城県青果物価格安定相互補償協会

27 （株）宮城県食肉流通公社 67 石巻埠頭サイロ（株）

28 宮城県土地改良事業団体連合会 68 （社）宮城県畜産協会

29 （財）みやぎ林業活性化基金 69 （財）かき研究所

30 （社）宮城県林業公社 70 （財）翠生農学振興会

31 （社）宮城県漁業無線公社 71 宮城県商工会連合会

32 （財）宮城県水産公社 72 （財）みやぎ建設総合センター

33 （株）インテリジェント・コスモス研究機構 73 （財）七ヶ宿ダム自然休養公園管理財団

34 （社）宮城県建設センター 74 塩釜港開発（株）

35 宮城県道路公社 75 仙台空港鉄道（株）

36 （財）宮城県フェリー埠頭公社 76 （財）宮城県体育協会

37 （財）石巻湾漁業振興基金 77 （財）宮城県野外活動振興協会

38 （財）仙台湾漁業振興基金 78 （財）暴力団追放宮城県民会議

39 宮城県開発（株） 79 （社）宮城県交通安全協会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　団体改革計画表及び経営評価シート

別紙２



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

1,720,532 1,825,485 1,109,946 1,000,958

1,028,088 313,179 301,330 132,973

115,946 70,548 12,755 0

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

5,323,349 4,583,193 1,875,280 2,127,200 1,133,930 1,381,100 1,327,080 1,327,080
760,359 9,443,657 698,995 691,000 681,987 3,540,740 418,890 406,140

1,764,073 141,504 0 317,360 109,469 419,650 400,790 588,590
- 3,134 18,920 28,410 34,272 41,430 43,610 47,080

28,339,644 20,962,212 20,234,641 20,276,690 19,205,737 15,439,020 15,444,820 14,853,010
694,912 460,295 274,319 339,300 269,674 292,210 285,840 272,180
224,441 208,373 203,620 191,700 180,869 154,130 156,670 154,270
178,190 171,762 167,140 151,160 148,044 124,000 120,590 119,590

2 2 2 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

20 19 17 15 15 12 11 11

2 1 0 0 0 0 0 0

71,922 41,479 7,975 4,700 0 0 5,000 5,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

71,922 41,479 7,975 4,700 0 0 5,000 5,000

71,922 41,479 7,975 4,700 0 0 5,000 5,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

14,403,775 15,246,811 15,514,275 15,726,180 15,358,111 12,777,940 12,547,950 12,253,010

収 入 事業収入(a) 2,738,214 9,745,886 799,103 1,105,600 890,709 4,083,160 957,980 1,138,240

事業外収入(b) 35,647 11,794 4,799 1,730 2,324 710 300 180

その他の収入(c) 723,148 10,277 0 0 0 0 0 0

計(d) 3,497,009 9,767,957 803,902 1,107,330 893,033 4,083,870 958,280 1,138,420

支 出 事業費(e) 2,533,274 9,529,902 718,487 912,300 813,711 3,876,110 802,050 949,140

管理費(f) 222,441 208,373 203,620 191,700 180,869 172,910 156,670 154,270

事業外支出(g) 102,440 144,986 122,394 153,100 140,519 164,580 158,990 153,240

その他の支出(h) 215,147 199 0 0 247 0 0 0

計(i) 3,073,302 9,883,460 1,044,501 1,257,100 1,135,346 4,213,600 1,117,710 1,256,650

△ 84,294 △ 125,581 △ 240,599 △ 149,770 △ 242,066 △ 129,730 △ 159,430 △ 118,230

423,707 △ 115,503 △ 240,599 △ 149,770 △ 242,313 △ 129,730 △ 159,430 △ 118,230

423,707 △ 115,503 △ 240,599 △ 149,770 △ 242,313 △ 129,730 △ 159,430 △ 118,230

資 産 流 動 資 産 39,044,147 31,348,861 30,592,502 30,291,140 29,313,136 25,198,850 25,154,650 24,461,190

固 定 資 産 524,580 389,324 330,277 322,780 321,498 313,050 305,980 298,540

計 39,568,727 31,738,185 30,922,779 30,613,920 29,634,634 25,511,900 25,460,630 24,759,730

負 債 流 動 負 債 388,518 37,593 217,328 59,230 238,808 31,670 460 460

固 定 負 債 28,555,373 21,191,259 20,436,717 20,435,730 19,369,406 15,584,600 15,596,660 15,013,990

（うち引当金等） 215,729 220,846 187,010 143,970 144,104 126,010 136,770 145,910

計 28,943,891 21,228,852 20,654,045 20,494,960 19,608,214 15,616,270 15,597,120 15,160,360

資 本 基本（資本）金 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

剰 余 金 等 10,574,836 10,459,333 10,218,734 10,068,960 9,976,421 9,845,630 9,813,510 9,695,280

計 10,624,836 10,509,333 10,268,734 10,118,960 10,026,421 9,895,630 9,863,510 9,745,280

※平成18年度以降の上記目標数値については、平成16年5月に策定した「経営健全化計画」による目標値である。

283.4

-

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

常勤職員数

○新しい経営健全化計画の策定
 ・ トップセールスの実施
 ・ 組織の簡素合理化（2部5課制）
 ・ 職員数削減による経費の縮減
 ・ 管理経費の見直し･縮減

①課　　　　　題

358.4

△ 69.4

376.3

-

271.1

△ 46.4

Ｈ１４（実績）

△ 14.0

-

0.0

-

357.3

-

-

△ 16.8

-

△ 12.6

△ 20.4

12274.8

-

△ 16.2

-

83390.2

419.2

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

21.8

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

○新しい経営健全化計画に基づく
改善の実施
 ・ 公有地取得等の事業量の確保
 ・ 造成土地の販売促進
 ・ 土地の賃貸等の有効活用
 ・ 組織の簡素合理化
　　（事務局３課制）
 ・ 職員数削減による経費の縮減
○経理基準要綱の改正に伴う計画
の見直しの実施

△ 2.6

△ 13.9

△ 86.7

△ 19.5

△ 1.3

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○新しい経営健全化計画（H16.5策
定）に基づく改善の実施
 ・ 造成土地の販売促進
 ・ 土地の賃貸等による有効活用
 ・ 職員数削減による経費の縮減

理事長　吉田協一

http://www2.dango.ne.jp/miyagi

国・地方公共団体等の委託に基づく、土地取得のあっせん・調査・測量等

△ 87.1

△ 41.8

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

企画部企画総務課

50,000千円（100％）

H13～H16増減率
（％）

-

64.8

Ｈ１６年度

-

△ 100.0

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

686

6.5

675

66.0

681

0.42.0

10049.5

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

-

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 1.3

△ 46.5

△ 4.4

17.1

1.公有地取得事業

022-265-2725

3.あっせん事業(手数料等収入)

2.土地造成事業

①経営改善
（効率化等）に
向けた取組目
標（単位：千
円）

１人当たり人件費（月）（千円）

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

附帯等事業収入の確保
借入金の圧縮(期末残)
支払利息の縮減

県からの貸付金残高(e)

③県からの
財政的関与
（単位：
千円）

経営指標 定義

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

14076.6

人件費÷12(月)÷（役員数+職員数）

県の損失（債務）保証額(g )

△ 100.0

　 うち県職員（派遣職員）

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

△ 20.0

（1） 前年度の経営目標の達成状況
に関する評価結果（概要）
　
事業量は公有地取得、土地造成及
びあっせん等事業の中で、随時依頼
として見込んでいたものが確保でき
ず大幅減となった。
　また、公有用地の処分については
目標をほぼ達成したが、造成土地の
処分は1/3に止まった。
　その他については、支払利息が借
入金の減少等により大幅に圧縮され
たほか、各事項とも目標を上回っ
た。

（2） 本年度以降の目標設定の考え
方
　
平成16年5月に策定した「経営健全
化計画」に基づき、目標を設定した。
○経営健全化の骨子
　経営の健全化を図るため、公有地
取得等の一定事業量を確保するとと
もに、造成土地の早期販売と、処分
するまでの間の土地の賃貸を拡充し
資産の有効活用を図る。
　また更なる組織の簡素合理化と人
件費の縮減をはじめ管理経費の節
減を図る。

（3） 委員会意見（Ｈ17年　3月）への
対応

①保有地の早期処分と借入金の圧
縮が公社運営の最優先課題である
と捉え、引き続き役職員一丸となり
取組む。
②販売体制の強化を図り、経済・土
地需要動向を踏まえた販売促進活
動を計画し、積極的・効果的な企業
誘致活動を実施する。
③県に三本木用地の早期買取りの
要請を継続していくとともに、公社直
接処分とされた用地については早期
の処分に努めるとともに、処分する
までの間の賃貸による有効活用の
促進を図る。

△ 46.5

-1.8

71.6 65.4

多額の借入金と保有
土地があることから，
経営安定化に向けて
の経営健全化計画を
策定する必要がある。

○経営健全化計画を策定【～H13】
○新しい経営健全化計画の策定【～H16.5】
○新しい経営健全化計画に基づく改善の実施【H16
～】
○平成17年1月の経理基準要綱の改正に伴う，｢新
しい経営健全化計画」の見直し実施【～H17】

●県の職員派遣を平成14年度で終了する。

うち人件費の縮減

②役職員数
（単位：
人）

④収支計算
書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「　経営改善する団体　」

⑤貸借対照
表
（単位：
千円）

　土地開発公社は昭和57年の設立以来，国や県をはじめとする地方公共団体の公有地の先行取得，工業団地の造成，販売等，地域の秩序ある発展のために大きな役割を果たしてきたところである。
　しかし，近年は地方公共団体の財政状況の悪化等による先行取得依頼の激減や景気低迷による工業団地等分譲地の販売不振が続き経営状況は極めて厳しい状況にある。
　このことから，平成13年度に経営健全化計画を策定し，借入金の支払利息圧縮のための低利への借換，管理経費の見直し，販売推進体制の強化などの対策を進めてきたところであるが，分譲地の販
売が予想以上に厳しい状況にあること，平成14年度に懸案となっていた長期保有地の県による再取得が行われたことなどにより，計画の見直しが必要となった。これを受け，公社事業の効果的推進のた
め長期的視野に立ち，今後10ヵ年にわたる新しい経営健全化計画を策定し，経営目標をたて，経営基盤となる事業収益の安定確保，財務の改善等経営の健全化に向け公社役職員一丸となり取組むこと
とした。
　さらに，平成17年1月に土地開発公社の経理基準要綱の改正があり，資産評価方法の見直しが行われたことから，計画の見直しに着手することとしている。
　県としては，この見直しに当たり協力していくとともに，新しい経営健全化計画の実現に向け必要な助言・指導を行い経営改善の支援をしていく。

事業量の確保
公有用地の処分促進
造成土地の処分促進

【H17.3】
団体に対する意見

①公有用地、造成
土地の処分と借入
金の圧縮は大きな
関係にある。公有用
地、造成土地の処
分が現在公社に課
せられた最優先課
題であることを再認
識すべき。
②15年度造成土地
処分ゼロの原因を
分析して16年度以
降の販売促進方法
を再検討する必要
があるのではない
か。
③公有土地につい
ては県への買取依
頼を継続すると共
に、公社側での処分
案件を増やす必要
もあると思われる。

【H18.3】
団体に対する意見

①公有用地等の処
分が進まなければ、
借入金の減少に結
びつかない。これが
公社最大の課題で
ある。公社は「積極
的な営業活動に努
める」としており，
「企業誘致活動計
画」に基づき行動し
ている。この実効性
を高めるために「誰
が，いつ，どこに，ど
の物件を売り込む」
といった販売行動ス
ケジュールを作成
し，公有用地等のよ
り積極的な処分に
努めるべきである。

○経営健全化計画策定(H13済)
 ・ 借入金の低利資金への借換
 ・ 販売促進組織新設(企業誘致課)
 ・ トップセールスの実施
 ・ 職員数削減による経費の縮減
 ・ 管理経費の見直し･縮減
 ・ 不用不急資産の売却(公用車)

●H14年度末で派遣終了(1名)

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

１　 宮城県土地開発公社      

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区上杉一丁目2番3号

事業内容

公共・公用施設用地の取得・造成・処分

(代表) 022-222-2772

住宅用地、工業用地、流通業務団地等の造成・処分

主要事業名

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

昭和57年12月1日

  １　基本情報(団体記入)

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

692

0.9

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移
（Ｄ）評価結果及び取組目標
設定の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

常勤役員数

20.9
△ 19.6

8.4
△ 14.8管理経費の縮減



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　

1 1

3

1 1

4

2 2

5

2 2

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

3 3

2 2

3 3

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

7

1 1

8

3 3

9

3 3

10

1 1

11

3 3

12 理事会 監事

4 4

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

- -

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

- -

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

3 3

17

1 1

18 理事会 監事

3 3

19

2 2

20

1 1

1　15、16年度委託事業なし。
2　総資本に占める借入金の割合
は、年々低下傾向にある。
3　補助金はない。(H13～H15は委
託金のみ)
4　適正な数値は一般的には150%程
度以上とされる。流動資産に商品土
地が計上されている。
5　報酬・給与の一部カット等で、人
件費の上昇を抑制している。不足退
職給与の引当を行っている。

6　取組目標
ァ.公共事業の抑制及び厳しい経済
情勢下で、公有地取得事業、土地
造成事業共に大幅減となった。
ィ.目標対比98.7％と、ほぼ目標を達
成した。
ゥ.役職員一丸となった積極的な営
業活動を行ったにもかかわらず、処
分実績が低迷し、厳しい状況となっ
た。
ェ.賃貸収入の増加により、120.6％と
目標を達成した。
ォ.期末借入金残高は、圧縮・減少し
目標を達成した。
ヵ.借入金の減少及び当初設定金利
が実質金利(1.6%⇒1.4%)より高かっ
たため目標を達成した。
ｷ.事務経費の節減合理化により、目
標額を上回り達成した。
ｸ.時間外勤務手当ての縮減等によ
り目標を達成した。
8　保有土地の利活用促進と人件費
をはじめとする経費の削減等に努め
たが、工業・流通団地等の造成土地
処分の低迷と、斡旋事業収入が皆
無になる等公有地取得事業量の減
少等により、昨年と同様に最終損益
で2億42百万円余の欠損となった。
9　欠損の計上に伴い、前年度に引
続き剰余金が減少しているが、借入
金の着実な減少により、財務の健全
性を示す総資本対自己資本比率は
H14年度以降33％台で推移してい
る。
11　 事業量の確保、造成土地の処
分及び収支計算については、経営
改善による早期の黒字転換を期し
て、「事業量の確保」「造成土地の処
分」目標を高く設定した。

12　一部の保有土地について、地価
公示及び地価調査の結果を参考に
推定時価を試算しているが、正確な
評価は行っていない。なお、新経理
基準要綱に基づきH17年度末を目
途に時価把握することを検討してい
る。
14，15　制度上、設立団体(県)で検
討すべきものである。
16　現在は、団体概要、事業概要及
び商品案内(工業団地等）等に止
まっており、経営情報の公開につい
て、年度内の実施に向けて検討す
る。
17　顧客からの意見やクレーム等に
ついては、常に経営トップへ情報が
伝達されるよう措置を講じている。

18　公有地の先行取得に対する社
会的要請は、若干低下することは否
めないが、地域開発を通じて果たす
当公社の地域振興への役割は、今
後とも大きい。
20　役員報酬及び管理職給与の一
部カットを継続する。

Ⅰ全評価項目を通して

◆　宮城県の厳しい財政状況等が
続き，大規模公共事業の圧縮等に
よる先行取得依頼の皆無が続いた
ことや，景気低迷による工業団地等
分譲地の販売不振が続き経営状況
は極めて厳しい状況にある。これら
のことから，評価結果は当然厳しい
結果となっており，妥当なものと判
断される。
◆　土地処分を最優先課題として
取り組み，公有用地の処分につい
ては計画どおり処分できたが，造成
土地については販売価格の見直
し，積極的な営業活動の展開等を
図ったものの目標に及ばなかった。

Ⅱ 各評価項目ごとに

6，8，9　県からの先行取得依頼の
皆無や造成土地の販売の低迷を受
けた評価となっている。先行取得事
業の安定確保のためにも，県として
も事業依頼を増加できるよう庁内各
課等に働きかけるとともに，造成土
地についても関係機関と調整し利
活用方策を検討していきたい。

12　17年1月の経理基準要綱改正
に伴い，資産評価に時価評価（簿
価と時価の乖離が50％以上の場
合）が取り入れられたことから，全て
の保有資産について状況把握する
よう指導を進めていく。

14，15　役員については，「公有地
の拡大の推進に関する法律」（昭和
47年法律第66号）により県において
任免を行っている。その必要性を役
員の更新時期でもある今年度末ま
でに整理・検討したい。

16　IT化が急速に進展する中，年
度内に情報公開できるよう支援して
いきたい。

17　今後も，顧客等からの意見・ク
レームについては真摯に受け止
め，処理できるよう，体制づくりに万
全を期すよう指導していきたい。

Ⅲ 結論

18　長引く景気低迷と宮城県の財
政悪化による弱まりが現在の公社
経営に大きな影響を及ぼしている
状況にある。このような状況下で
は，本来の公社の役割を果たすこ
とが困難ではあるものの，地域開
発を通じた地域振興という社会的
要請は引き続きあるものと認識して
いる。

19　経営基盤の強化に向け，今回
の経理基準要綱改正を踏まえた経
営健全化計画の見直しを図り，そ
の実現に向け必要な助言・指導を
行い，経営改善を支援していく。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件
数および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

オ

カ

キ

ク

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「管理経費の縮減」

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

宮城県、国、市町村等地方公共団体、民間事業者。

　公共団体に代わって行う、公有地となるべき土地の先行取得と管理並びに公共団体の土地利用計画ほか各種計画と整合した工業用地等の土地造成と
事業者等への処分。

１　宮城県土地開発公社
県担当課　企画部企画総務課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

　公有地及び工業用地等の取得、造成、管理、処分等を行うことにより地域の秩序ある整備と経済振興を図り、もって県民福祉の増進に寄与する。

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「借入金の圧縮」(期末残)

取組目標 「支払利息の縮減」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安
全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標 「うち人件費の縮減」

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

ア 取組目標 「事業量の確保」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

イ 取組目標 「公有用地の処分促進」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

ウ 取組目標 「造成土地の処分促進」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

エ 取組目標 「附帯事業収入の確保」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

842,064 1,722,733 1,865,258 1,848,713

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

548,346 1,386,166 1,441,439 1,250,000 1,430,133 930,000 990,000 1,050,000

300,395 517,010 645,403 480,000 415,816 430,000 450,000 470,000

21,209 34,732 38,142 35,000 35,492 35,000 37,000 40,000

51,022 84,841 90,419 75,000 96,628 70,000 75,000 80,000

3 3 3 3 3 3 3 3

0 0 0 0 0 0 0 0

8 10 14 13 13 14 14 14

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

45,000 50,000 50,000 45,000 45,000 40,000 30,000 30,000

0 0 0 0 0 0 0 0

45,000 50,000 50,000 45,000 45,000 40,000 30,000 30,000

45,000 50,000 50,000 45,000 45,000 40,000 30,000 30,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 920,974 2,022,750 2,215,405 1,880,000 1,978,072 1,485,000 1,552,000 1,640,000

事業外収入(b) 99,857 129,430 132,822 120,000 132,348 115,000 105,000 105,000

その他の収入(c)

計(d) 1,020,831 2,152,180 2,348,227 2,000,000 2,110,420 1,600,000 1,657,000 1,745,000

支 出 事業費(e) 842,064 1,722,733 1,865,258 1,931,000 1,848,713 1,527,000 1,434,000 1,522,000

管理費(f) 144,774 223,385 267,519 216,000 213,334 218,000 218,000 218,000

事業外支出(g) 2,660 3,412 2,022 3,000 2,077 1,000 1,000 1,000

その他の支出(h) 7,759 0 766 0 0 0 0 0

計(i) 997,257 1,949,530 2,135,565 2,150,000 2,064,124 1,746,000 1,653,000 1,741,000

31,333 202,650 213,428 △ 150,000 46,296 △ 146,000 4,000 4,000

23,574 202,650 212,662 △ 150,000 46,296 △ 146,000 4,000 4,000

22,622 201,699 137,600 △ 150,000 7,450 △ 150,000 0 0

資 産 流 動 資 産 400,753 521,809 669,314 669,314 974,115 700,000 700,000 700,000

固 定 資 産 84,055 76,206 171,254 171,254 152,137 240,000 240,000 240,000

計 484,808 598,015 840,568 840,568 1,126,252 940,000 940,000 940,000

負 債 流 動 負 債 237,784 145,852 194,425 194,425 480,685 417,000 417,000 417,000

固 定 負 債 10,802 160,094 70,620 70,620 62,594 90,000 90,000 90,000

（うち引当金等） 10,802 14,241 18,120 18,120 20,094 22,000 22,000 22,000

計 248,586 305,946 265,045 265,045 543,279 507,000 507,000 507,000

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 2,328,500 2,328,500 2,328,500 2,328,500 2,328,500 2,328,500 2,328,500 2,328,500

剰 余 金 等 △ 2,092,278 △ 1,890,578 △ 1,752,977 △ 1,752,977 △ 1,745,526 △ 1,895,500 △ 1,895,500 △ 1,895,500

計 236,222 437,922 575,523 575,523 582,974 433,000 433,000 433,000

※平成17年度以降の上記目標数値については，平成17年5月末日現在の目標値である。

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

平成6年１０月7日

  １　基本情報(団体記入)

-

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

535

2.1

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数

２　株式会社東北ハンドレッド

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区本町3-6-16

事業内容

興行、広告、育成・地域交流、物品販売その他

022-216-1011

主要事業名

１６年度は目標であったＪ１昇格が叶わなかったが、業績においては昨年と比較すると、大手スポンサーの撤退による広告収入の減、入場者数の減などの影響はあったものの、６年連続の単年度黒字を計上し
た。依然として累積赤字の解消が課題となっているが、県としては会社の自立的な財政運営、経営健全化に向けた取組を見守りながら補助金の見直しを図っていきたいと考えている。１８年度以降は補助対象
事業のメニュー化等を含めた見直しを検討しており、補助金の額については流動的である。

事業収入（単位：千円）

広告収入（単位：千円）

ﾌｧﾝｸﾗﾌﾞ収入（単位：千円）

【H17.3】
団体に対する意見
①財務面ではこれ以
上の資本金食い込
みを避けるため期間
損益を必ずプラスに
することが重要で、
そのため１６年度以
降の収支計画は最
低限達成が必要とさ
れる。
②来期（Ｈ１７年度）
のＪ２確定に伴い、
改革計画の見直し
が必要である。

【H18.3】
団体に対する意見
①厳しい経営のも
と、これ以上の資本
食込みを避けるた
め，期間利益をプラ
スにするという命題
は消えることは無
い。関係者の奮起を
期待したい。
②確実な入場料収
入及び広告収入を
確保するための仕組
みづくりなど積極的
な取組が必要であ
る。
③会社の安定化を
図るには，巨額の累
積欠損額を解消する
必要がある。そのた
めには，外形標準課
税対策も踏まえ，資
本金を１億円以下に
減資することを検討
すべきである。

○経営計画を作成した。
○517,010千円の協賛金を確保し
た。また、802,239円千円の入場料
収入を確保した。
○選手及びフロント人数の適正管
理を行っている。
○事業計画に基づく予算管理を計
画どおり実施している。
●新たな環境（Ｊ１）での財政支援
を実施した。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

経営努力により近年
は黒字を確保してい
るものの、累積欠損
金は解消されていな
いことから、今後一
層の経営努力が必
要である。

○確実な収支見込みの範囲内での効率的なチーム
運営（選手補強を含む）を行う
○広告協賛金、入場料収入等の確実な確保を図る
●県のＪリーグ推進助成金を見直す。

育成・ＨＴ収入（単位：千円）

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「出資者の立場から経営改善を働きかける団体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目標設定
の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

ーー

ー 7.7

344.3

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

県の損失（債務）保証額(g )

－

　 うち県職員（派遣職員）

経営指標 定義

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

①経営改善
（効率化
等）に向け
た取組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

プロサッカーチーム「ベガルタ仙台」の運営

022-216-1013

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

県からの補助金等収入依存度（％）

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

-

0.0

Ｈ１６（実績）

8.6

△ 415.4

2.2

△ 51.9

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

378

ー

292

ー

402

2.34.4

168.5

H13～H16増減率
（％）

2.1

4.7

Ｈ１６年度

ー

代表取締役社長　名川　良隆

http://www.vegalta.co.jp

119.5

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

企画部企画総務課

582,000千円（24.9％）

○Ｊ１昇格を目指しつつ必要最
低限の適正な財政運営を実施
する。
○継続及び新規協賛企業の
確保に努め、効果的なＰＲ等
による安定した入場料収入を
確保する。
●自立的な財政状況を考慮し
た財政支援を実施する。

57.8

△ 16.5

△ 13.2

43.8

△ 25.7

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○Ｊ２降格に伴い見直した収
支計画に基づき実施した結
果、全体的な収入減となった
が、当期利益で7,450千円（前
年比94.6％減）を計上した。
○広告収入については、大手
協賛企業の撤退の影響もあ
り、415,816千円（前年比
35.6％減）となり、入場料収入
については、Ｊ２の影響から
741,683千円（前年比14.5％
減）となった。
○収支計画の範囲内での選
手補強を実施し、業容拡大に
よる機構改革によりフロント体
制を強化した。
●自立的な財政運営を踏まえ
た補助金の見直しを実施し、
5,000千円の減額とした。

9.5

△ 6.7

202.7

-

△ 27.6

-

357.8

3.4

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

△ 35.0

7.7

県からの貸付金残高(e)

（1） 前年度の経営目標の達成
状況に関する評価結果（概要）
　　収入面においては、興行収
入の増加により、広告収入や
グッズ販売の不振を吸収し、目
標を達成することができた。ま
た、支出面においても、選手補
強が成功し、結果として予算内
に収まったこと、各支出項目につ
いての予算管理が徹底されたこ
とにより、支出額は目標内に収
まった。その結果、６年連続の単
年度黒字を計上することができ
た。

（2） 本年度以降の目標設定の
考え方
    収入の動向、チーム戦力、企
業体力等総合的に勘案しながら
目標を設定した。

（3） 委員会意見（Ｈ17年　3月）
への対応
    ①16年度については、期間
損益をプラスにするべく、収入の
見込みを勘案しながら、支出の
執行を行った。来期以降につい
ても、期間損益のプラスを念頭
に支出のコントロールをしたい。
②J２降格に伴い、収入支出の
全面にわたり見直しをおこなっ
た。17年度については、企業体
力を考慮の上、J1昇格達成のた
めに必要な最小限度の予算を計
上している。

△ 2,113.4

△ 11.1

0.0

-

△ 24.2

-

○平成１５年１月に策定した新中
期ビジョンの計画運営規模に基づ
き実施し、経常利益213,428千円
（前年度比5.3％増）、当期利益
137,600千円（前年度比31.8％減）
を計上した。
○収入計画に基づく営業活動及
び入場者の確保等に努め、入場
料収入867,369千円（8.1％増）を
確保できた。
○平成１５年１月に策定した新中
期ビジョンを踏まえた要員管理を
実施した。
○予算管理の徹底を図った。
●Ｊ１という環境を踏まえた財政支
援を実施（50,000千円）をするとと
もに、今後の財政支援のあり方を
検討した。

①課　　　　　題

△ 24.9

△ 13.1

△ 17.4

-

△ 15.4

△ 415.4

Ｈ１４（実績）

△ 28.1

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

-

△ 1.4

△ 11.1

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△ 11.1

常勤職員数



平成１６年度経営評価シート    ２ 株式会社東北ハンドレッド    県担当課 企画部企画総務課 
 

団体の使命 ベガルタ仙台を通じ、宮城県民に夢と希望を与える。 
団体の顧客 宮城県民を初め、他の都道府県民 経営 

戦略 
団体の目的 ベガルタ仙台の活動を通じ、青少年の健全育成、スポーツ文化の振興および地域の活性化を図る。 

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ① ①
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ① ①
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ③ ③
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ③ ③

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「事業収入」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 イ 取組目標「広告収入」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ③ ③

 ウ 取組目標「ファンクラブ収入」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 エ 取組目標「育成・ホームタウン収入」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ② ②
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ② ②
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ③ ③

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ②

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ①

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ② ②

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ① ①

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ① ①

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない - -
総 

 

合 

  

基本は収支バラン

スの取れた経営を

心がけている。 
5．管理部門強化の

ために、契約社員を

増員したため。 
6.ア・入場料収入の

安定確保とチーム

ブランドを背景と

した事業収入の増

加に努めた。 
イ・J２降格によりス

ポンサーの撤退が

あり、苦戦を強いら

れた。 
ウ・アに伴う結果。 
エ・ジュニアサッカ

ースクール「若林

校」を開校し、小学

生の入会に努力し

た。 
 
7.経営基盤の強化の

ために増員した。 
8.J2に降格し、事業

規模が縮小したも

のの、単年度黒字を

計上できた。 
9.流動資産が大きく

伸び財務内容は好

転した。 
14.常勤監査役は、銀

行出身者で支店長、

検査部、常勤監査役

を歴任し経験豊富

である。 
  
15 .民間企業の代表

者やサッカー界に

精通した方々に就

任いただいている。 
 
16 .決算の状況につ

いては、株主総会後

に河北新報に掲載

している。また、会

社のホームページ

において、役員名

簿、収支の状況を公

開している。 
 
17 .顧客であるサポ

ーターの声をネッ

ト上の掲示板（ベガ

ルタインフォ等）に

て把握している。 
 
18 .ホームゲームの

観客数やテレビの

視聴率から実感す

る。 

Ⅰ全評価項目を通

して 

 昨年は事業収入

が目標を上回った

こともあり、広告収

入の減が吸収され、

総合的には目標達

成となった。評価結

果については概ね

妥当と判断される。

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

6 イ・取組目標の中

で収入の大きな柱

となる広告収入が

唯一未達成となっ

たが、これは大手協

賛企業の撤退が最

後まで、尾を引いた

結果である、今後も

更なる協賛企業獲

得に向けた会社の

経営努力が望まれ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16 今後はその他の

決算状況について

の公開も指導して

いきたい。 

 

Ⅲ 結論 

19 昨年は目標を

達成し、単年度黒

字となったもの

の、広告収入の確

保、累積赤字の解

消等の課題もあ

り、今後も経営の

健全化を見守りな

がら助言・指導を

していきたい。 

 

 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

1,999 3,016 3,200 3,874

2,627 2,777 1,238 1,378

1,419 2,393 1,311 868

40,219 81,082 34,533 42,657

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

6 9 12 12 12 12 12 12
1,999 3,016 3,200 9,100 3,874 9,100 9,100 9,100
35.7 23.7 26.5 29.1 31.9 30 30 30

1 0 1 1 1 1 1 1

0 0 1 1 1 1 1 1

6 5 6 6 6 6 6 6

3 3 2 2 2 3 3 3

987 0 14,175 0 31,096 5,000 0 0

9,850 39,244 34,477 34,907 32,941 43,209 43,209 43,209

0 0 0 0 0 0 0 0

10,837 39,244 48,652 34,907 64,037 48,209 43,209 43,209

10,837 39,244 48,652 34,907 64,037 48,209 43,209 43,209

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 40,219 81,082 34,533 35,000 42,657 30,000

事業外収入(b) 22,456 62,320 53,729 53,767 42,877 62,069

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 62,675 143,402 88,262 88,767 85,534 92,069

支 出 事業費(e) 27,726 62,083 36,883 40,900 36,778 40,586

管理費(f) 20,959 52,394 46,806 46,959 44,183 59,162

事業外支出(g) 9,876 16,717 10,264 10,262 10,262 262

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0

計(i) 58,561 131,194 93,953 98,121 91,223 100,010

4,114 12,208   △   5,691 △　354   △  5,689   △ 7,940

4,114 12,208   △  5,691   △  354   △  5,689   △ 7,940

3,614 12,555   △ 6,180   △  9,354 4,311 ※１

資 産 流 動 資 産 30,281 58,158 32,290 33,000 33,909 ※１

固 定 資 産 711,756 712,104 711,614 702,514 711,614 ※１

計 742,037 770,262 743,904 735,514 745,523 ※１

負 債 流 動 負 債 23,544 39,214 19,036 20,000 16,344 ※１

固 定 負 債 0 0 0 0 0 ※１

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 ※１

計 23,544 39,214 19,036 20,000 16,344 ※１

資 本 基 本（ 資本 ） 金 707,000 707,000 707,000 707,000 707,000 707,000

剰 余 金 等 11,493 24,048 17,868 8,514 22,179 17,868

計 718,493 731,048 724,868 715,514 729,179 724,868

※平成17年度以降の上記目標数値については，平成１７年３月２６日現在の目標値である。

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

平成５年２月１日

  １　基本情報(団体記入)

ー

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

495

55.1

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数

３　財団法人宮城県地域振興センター

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

宮城県仙台市青葉区上杉一丁目２番３号

事業内容

県の発展にとって必要なテーマに関連した調査研究

０２２－２１３－５０５０

機関誌等による地域振興情報の提供

主要事業名

　地方分権や市町村合併が推進されている現在、市町村を熟知したシンクタンクとして県内市町村等からは当センターに対する期待が依然にも増して多くなっている。このため、センターでは県内地域
の発展方向などの研究・提言を行うプランナーとしての役割をより重点的に果たしていくため、センターの人材育成を目指した特別研究員（非常勤職員）の採用や、運営の強化を図ることなどを柱とした
新たな運営計画である「改革方針」を策定しており、当面はこの改革方針の実現に取り組んでいくこととする。

　経営改善、収支状況……平成１６年度は受託事業の確保において、ほぼ目標どおり推移し、全体の収支において実質的に約４４０万円の黒字となった。また、資金繰りからも平成５年２月のセンター
設立以来はじめて金融機関からの借入もなく事業運営することができている。これらのことからも経営改善にむけた取組は概ね良好である。しかし、近年の県や市町村における財政状況からしてもセン
ターの経営環境は引き続き厳しい状況が続くと思われるので、センターの設立趣旨等から独自性の発揮する自主調査研究事業の必要性は十分に考慮しつつも、改革方針の項目の一つである、「経営
改善を優先した事業展開とするため、当分の間、受託事業の増額に努める」という方針を優先させて対処すべきである。
　役職員数……改革方針に基づき、事業の内容や業務量に応じた対応を可能とするため、特別研究員を採用するなど柔軟で機動的な組織体制をとっている。現在の常勤職員の給与については、県４
名、市町村１名、民間１名、プロパー１名の計７名の常勤職員のうち、プロパー職員を除いた６名について、全て派遣元で負担している。将来的には人的自立も視野に入れてはいるが、当分の間は引き
続き県から４名の派遣職員が必要と考えている。
　監事の外部有識者選任……現在、県出納長と仙台市収入役が監事（無給）となっているが、事業規模及び経費負担面からしても現状のままが合理的である。
　役員等の民間経験者の登用……理事及び評議員には、既に民間の役員が登用されているので、現状で十分と考える。
　経営状況前年比……基本金運用収入が多くを望めない現状では、収支状況は受託事業の増減によるところが大きい。ここ数年の収支状況をみるとトータル的にはそれ程悪くはない。

　改革計画に基づく改革は、ほぼ順調に推移してきている。しかし、低金利による基本財産収入の伸び悩みなど、当該団体の経営環境はいまだ厳しい状況にある。そのため、今年度で終了する改革方
針について検討・見直しして、引き続き改革に努める必要がある。

研究員数（非常勤を含む）
地域開発等調査研究費（千円）

受託事業の再委託率（％）

【H17.3】
団体に対する意見
①　受託事業につ
いては収支が合い
償うよう事業実施
前から計画を組み
立てる必要があ
る。
②　Ｈ１６予算で、
受託調査の特別
会計で赤字予算を
組んでいるが、問
題ではないか。

【H18.3】
団体に対する意見
①　受託調査を請
負う場合は、一件
ごとに再委託費や
内部人件費、事務
費を見積り、収支
合い償うよう受注
することが基本と
なるので、予算化
においても収支見
合いの設定にすべ
きである。
②　受託調査の固
定費を上回る売上
確保に留意すべき
と考える。そのた
めには，団体の得
意分野やノウハウ
をアピールし，売
上増につなげる工
夫が必要である。

○センターの組織、運営の強化な
どを柱とした新たな運営計画の改
革方針（平成１５年度～１７年度を
対象）を策定。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

人材確保、組織・運
営体制の強化

調査研究機関として、ノウハウの蓄積に努めながら
人材確保、組織・運営体制の強化に取り組む。
（Ｈ１４～Ｈ１７）

　

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善、県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

38.70ー

1.4 1.4

169.6

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（流動資産÷流動負債）×100

県の損失（債務）保証額(g )

－

　 うち県職員（派遣職員）

経営指標 定義

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円）

支出額(d)のうち一般財源

地域開発等調査研究

０２２－２１３－５０１１

研修会等の開催

情報収集・提供事業

地域振興に関連した企画調査等の受託（受託金額）受託事業（特別会計）

流動比率（％）

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

△ 83.9

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 19.4

△ 39.6

33.9

△ 97.4

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

509

0.00

430

1.4

797

27.417.3

128.6

H13～H16増減率
（％）

76.4

ー

Ｈ１６年度

43.80

△61.2

6.1

理事長　大村虔一

http://mrira.or.jp

地域開発の方法等の研修

△47.5

93.8

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

企画部政策課

400,000千円（56.6％）

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

○平成１７年度までの「改革
方針」の実現に努力する。
併せて、公益事業として「地
域開発等調査研究」を充実
させ、センターの独自性を
発揮する。

ー

ー

ー

ー

△ 0.6

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○平成１７年度までの「改
革方針」の実現に努力し
た。併せて、公益事業とし
て「地域開発等調査研究」
を充実させ、センターの独
自性を発揮する。

ー

207.5

50.0

ー

148.3

134.9

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

0.0

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

0.0

県からの貸付金残高(e)

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
      地域開発研究に関し
ては、経費節減等を図った
こと等もあり目標を下回っ
たものの、事業内容はほ
ぼ計画（目標）どおり実施
できた。また、再委託率に
ついては件数的には昨年
度と同じではあるが、さら
に研究員数を目標どおり
確保しながら研究能力の
強化等のための職員研修
等を実施し、低率化に努め
たい。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
　　　調査研究機関として、
今後も一定の研究員数の
確保を図りながら、セン
ター内部にノウハウを蓄積
する観点から、引き続き３
つの経営目標を設定して
いきたい。

（3） 委員会意見（Ｈ17年
3月）への対応
      特別会計においては、
受託事業の効率的な運営
を図り、黒字となるよう努
力する。

※１については、例年どお
り第一四半期の結果を見
て９月１日現在で目標値
を設定する。

ー

△ 24.7

0.0

0.0

7.6

ー

ー

○平成１７年度までの「改革方
針」の実現に努力した。併せて、
公益事業として「地域開発等調査
研究」を充実させ、センターの独
自性を発揮する。

①課　　　　　題

△ 29.7

44.8

10.4

ー

9.6

△ 39.6

Ｈ１４（実績）

ー

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

ー

△ 6.0

31.2

ー

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△ 24.7

常勤職員数



区分 県の考え方

1 理事会 監事

③ ③

2 　

① ①

3

② ②

4

① ①

5

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

② ②

② ②

② ②

ー ー

7 　

① ①

8

③ ③

9

② ②

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

④ ④

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

② ②

17

② ②

18 理事会 監事

① ①

19

① ①

20

ー ー

Ⅰ全評価項目を通して
  地方分権や市町村合併が推進されてい
る現在、市町村を熟知したシンクタンクと
して県内市町村等からは当センターに対
する期待が依然にも増して多くなってい
る。このため、センターでは県内地域の発
展方向などの研究・提言を行うプランナー
としての役割をより重点的に果たしていく
ため、センターの人材育成を目指した特
別研究員（非常勤職員）の採用や、運営
の強化を図ることなどを柱とした新たな運
営計画である「改革方針」を策定してお
り、当面はこの改革方針の実現に取り組
んでいくこととする。

Ⅱ 各評価項目ごとに
　６ ８ ９……経営改善、収支状況
　平成１６年度は受託事業の確保におい
て、ほぼ目標どおり推移し、全体の収支
において実質的に約４４０万円の黒字と
なった。また、資金繰りからも平成５年２
月のセンター設立以来はじめて金融機関
からの借入もなく事業運営することができ
ている。これらのことからも経営改善にむ
けた取組は概ね良好である。しかし、近
年の県や市町村における財政状況からし
てもセンターの経営環境は引き続き厳し
い状況が続くと思われるので、センターの
設立趣旨等から独自性の発揮する自主
調査研究事業の必要性は十分に考慮し
つつも、改革方針の項目の一つである、
「経営改善を優先した事業展開とするた
め、当分の間、受託事業の増額に努め
る」という方針を優先させて対処すべきで
ある。
　７……役職員数
　改革方針に基づき、事業の内容や業務
量に応じた対応を可能とするため、特別
研究員を採用するなど柔軟で機動的な組
織体制をとっている。現在の常勤職員の
給与については、県４名、市町村１名、民
間１名、プロパー１名の計７名の常勤職
員のうち、プロパー職員を除いた６名につ
いて、全て派遣元で負担している。将来
的には人的自立も視野に入れてはいる
が、当分の間は引き続き県から４名の派
遣職員が必要と考えている。

　14……監事の外部有識者選任
　　現在、県出納長と仙台市収入役が監
事（無給）となっているが、事業規模及び
経費負担面からしても現状のままが合理
的である。
　15……役員等の民間経験者の登用
　　理事及び評議員には、既に民間の役
員が登用されているので、現状で十分と
考える。
　19……経営状況前年比
　　基本金運用収入が多くを望めない現
状では、収支状況は受託事業の増減によ
るところが大きい。ここ数年の収支状況を
みるとトータル的にはそれ程悪くはない。

Ⅲ 結論
　改革計画に基づく改革は、ほぼ順調に
推移してきている。しかし、低金利による
基本財産収入の伸び悩みなど、当該団
体の経営環境はいまだ厳しい状況にあ
る。そのため、今年度で終了する改革方
針について検討・見直しして、引き続き改
革に努める必要がある。

１　件数は横ばいだ
が、委託金額の大き
な物があったため平
均で上昇した。
２　Ｈ１６は借入なし

９　特別会計におけ
る短期借入がなかっ
た。

14 単年度の予算規
模も比較的小さく、執
行自体も県にほぼ同
様の取扱になってい
ることから執行の自
由度が狭く公認会計
士に依頼するほどで
はない。また、監事
のほか、宮城県担当
課及び監査委員事
務局の監査も受けて
いる。
15 常勤・非常勤役員
には民間人を登用し
ていないが、理事に
は複数名の民間人
が就任しているた
め。
16 平成１７年度中に
は全面公開すべく、
ＨＰのリニューアルを
行っている。

17 顧客である市町
村等については、年
数回営業活動を行っ
ており、その際に意
見交換を行ってい
る。
18 市町村合併や人
口減少など地域環境
が変化しているため
市町村計画の見直し
が不可欠となってい
る。
　

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件
数および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経
営幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「受託事業の再委託率の低下」

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

宮城県、県内市町村、各種団体、民間

　県内各地域の福祉や環境、文化、交通など様々な分野で調査研修し、地域づくり、計画づくり等に関する提言を行っていく。

３　　財団法人宮城県地域振興センター
県担当課　企画部政策課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

県内の各地域が抱える課題に対し、多彩な知恵のネットワークによって果敢に取り組み、真に豊かな地域の実現に貢献する。

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「研究員の拡充」

取組目標 「地域開発等研究費の充実」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価
格と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等
安全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標 「○○○」

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

667,574 634,690 584,877 599,585

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

518,669 556,747 593,530 611,900 608,160 612,640 617,149 621,691

55,014 60,060 56,268 59,100 50,466 52,470 52,800 52,800 （1） 前年度の経営目標の 【H17.3】

達成状況に関する評価結 団体に対する意見

△ 14 △ 6 △ 3 △ 2 △ 2 0 △ 1 △ 1 果（概要）

4 4 4 4 4 3 3 3

0 0 0 0 0 0 0 0 　ほぼ達成。

103 97 94 92 92 93 92 91

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 （2） 本年度以降の目標設

0 0 0 0 0 0 0 0 定の考え方

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 　収入増及び経費削減を

0 0 0 0 0 0 0 0 図ることに重点的に取組

0 0 0 0 0 0 0 0 みます。 【H18.3】

0 0 0 0 0 0 0 0 団体に対する意見

収 入 事業収入(a) 650,500 645,445 629,745 630,000 610,943 592,050 595,990 598,000 （3） 委員会意見（Ｈ17年

事業外収入(b) 23,683 26,488 11,650 4,000 5,492 8,350 8,350 8,350 　3月）への対応

その他の収入(c) 10,000 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 684,183 671,933 641,395 634,000 616,435 600,400 604,340 606,350 　増収に取組むとともに

支 出 事業費(e) 442,794 417,848 397,643 416,000 456,778 448,460 450,470 450,530 経営の効率化を図りながら

管理費(f) 224,780 216,842 187,232 188,000 142,807 142,410 137,570 138,170 向こう三年間の目標値を

事業外支出(g) 2,696 2,370 6,825 0 497 250 250 250 設定した。

その他の支出(h) 1,675 3,106 0 0 0 0 0 0

計(i) 671,945 640,166 591,700 604,000 600,082 591,120 588,290 588,950

3,913 34,873 49,695 30,000 16,353 9,280 16,050 17,400

12,238 31,767 49,695 30,000 16,353 9,280 16,050 17,400

82,333 13,317 24,510 4,000 7,668 4,080 7,500 8,000

資 産 流 動 資 産 763,101 872,057 783,549 797,000 694,274 698,000 705,000 713,000

固 定 資 産 1,551,221 1,496,640 1,624,878 1,625,000 1,669,116 1,670,000 1,670,000 1,670,000

計 2,314,322 2,368,697 2,408,427 2,422,000 2,363,390 2,368,000 2,375,000 2,383,000

負 債 流 動 負 債 192,853 224,111 242,872 240,000 176,933 165,463 154,963 154,963

固 定 負 債 226,970 239,337 236,474 238,919 249,100 261,100 271,100 271,100

（うち引当金等） 222,468 239,337 236,474 238,919 249,100 261,100 271,100 271,100

計 419,823 463,448 479,346 478,919 426,033 426,563 426,063 426,063

資 本 基本（資本）金 720,000 720,000 720,000 720,000 720,000 720,000 720,000 720,000

剰 余 金 等 1,174,499 1,185,249 1,209,081 1,223,081 1,217,357 1,221,437 1,228,937 1,236,937

計 1,894,499 1,905,249 1,929,081 1,943,081 1,937,357 1,941,437 1,948,937 1,956,937

※平成17年度以降の上記目標数値については，平成17年4月1日現在の目標値である。

昭和45年11月7日

  １　基本情報(団体記入)

－

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

390

－

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

323.0

４　　仙　台　臨　海　鉄　道　株　式　会　社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市宮城野区港四丁目11番2号

事業内容

鉄道貨物輸送

022-258-5211

鉄道事業

　徹底した経費削減により経常収支は黒字であるが、輸送機関間の競争により運賃の値下げが続き減収となっている。しかしながら、近年のモーダルシフトの推進や、主要な取引相手であるキリン
ビール（株）から新製品が発売されたことから、今後輸送量の増加が見込まれる。ホームページの開設による顧客の増加も見込まれ、出資者の立場から、輸送量の確保に向けた取り組みに対する
助言をしていく。

（増収策）　石油（トン）

輸送量　ビール（トン）

（経費削減策）

　人員を削減し、海上コンテナを中
心に輸送量確保に努めた。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

常勤役員数

　運賃の値下げが続いて
いることから、１７年度目
標は輸送量の増加に比
べ、収入は減となってい
る。

①(H15とH16目標
を見ると）輸送量
の伸びに比べて
事業収入が伸び
ていない。取組目
標である石油、
ビール輸送量と事
業収入をリンクさ
せるとともに、環
境変化を十分見
込んで、目標値を
設定することに留
意すべきである。

②改善内容
区分：「出資者の立場から経営改善を働きかける団体」

主要事業名

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

県からの補助金等収入依存度（％）

県からの単年度貸付金(f )

－

県からの受託事業の再委託率（％）

　経営状況は黒字
を確保しているが、
運賃の値下げによ
り減収傾向にある
ため、輸送量の増
加を図る必要があ
る。

　○短期経営目標を設定し、輸送量・収入の確保、
コスト削減に努める。また、ホームページを営業活
動に活用する。

職員数のスリム化

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県の損失（債務）保証額(g )

①課　　　　　題

－

１人当たり人件費（月）（千円）

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

経営指標 定義

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

県からの貸付金残高(e)

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

0.7

－

－

－

－

4.0

△ 3.1

－

－

－借入金依存度（％）

370

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

395.6 389.1

383 393

－

－

0.5

支出額(d)のうち一般財源

△ 43.3

△ 0.3

△ 49.7

△ 2.6

－

△ 1.5

△ 43.3

当期利益(又は△当期損失)

－

－

Ｈ１６年度

－

企画部総合交通対策課

240,000千円 （33.3％）

－

Ｈ１５年度

△10.2

事業費（単位：千円） H13～H16増減率
（％）

代表取締役社長　西　重樹

http://www.geocities.jp/s_rintetu/

－

Ｈ１４年度

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100 －

022-258-7366

　引き続き収入増及び経費
にの節減に努めるともに、
ホームページを活用した積
極的な営業活動を展開す
る。

0.1

0.2

△ 6.5

4.8

0.2

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

　一般貨物については景
気の影響もあり、輸送量
が減少したが、車扱、国
際海上コンテナは順調に
輸送量を確保できた。ま
た、徹底した経費削減に
努めた。

Ｈ１４（実績）

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

　主要出荷（石油・ビール）の輸
送量確保を図ることを基本に、国
際海上コンテナの輸送促進、ＪＲ
コンテナの新規顧客開発を併せ
て推進した。併せて、職員数のス
リム化、物件費の削減、外注工
事の直轄化により経費削減に努
めた。

△ 46.8

－

△ 25.0

－

4.8

0.1

52.0

△ 1.8

－

392.4

－

－

常勤職員数

－

1.1

－

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

　 うち県職員（派遣職員）

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

0.0

Ｈ１６（実績）

0.3

①　17年度、18年
度、19年度の目標
営業収入は16年
度実績より固めに
見積もっており実
現可能性は高いと
思われる。既存顧
客、見込顧客の荷
動きをきめ細かく
捕らえ，取引先拡
張に向けた取組を
継続するなど，収
益機会に結びつ
けることが重要で
ある。　また，運賃
の値下げは時代
の趨勢からいって
もやむを得ないの
で，引き続き、徹
底した経費削減に
努め、経営の安定
につなげるべきで
ある。



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④ （３－　5　）

2 　 業務体制の見直し等に

④ ④ よる人件費の抑制

3

④ ④

4

① ①

5

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 （４－　8　）

理事会 監事

② ②

③ ③

① ① （４－　9　）

－ －

7

① ①

8

④ ④

9

③ ③

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

（　14　）

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ① （　15　）

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。 (   16   )

② ② ８月中に全て公開予定。

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

② ② （　17　）

17

① ①

18 理事会 監事 （　18　）

① ①

19

② ②

20

－ －

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標 「　　　　　　　　　　　　」

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安
全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「増収策　（石油）」

取組目標 「増収策　（ビール）」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

仙台港湾地区進出企業（新日本石油精製㈱、キリンビール㈱）他

仙台港湾地区の活性化

４　　　仙　台　臨　海　鉄　道　株　式　会　社
県担当課　企画部総合交通対策課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

仙台港湾地区と内陸部を結ぶ物流

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「職員数のスリム化」

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

Ⅰ　 輸送機関間の競争
による運賃の値下げが続
き、減収、減益となった
が、経常収支は黒字を維
持しており、諸経費の削
減に努めた結果、支出は
前年に比べ１．４％の増
にとどまっていることか
ら、評価は妥当である。

Ⅱ   ③、⑥～⑨：財政的
関与なし
　　　⑫、⑬、⑭、⑮、⑰：
各項目とも十分に対応さ
れていることから、指導は
特に必要ないものと考え
る。
　
Ⅲ   徹底した経費削減に
より経常収支は黒字であ
るが、運賃の値下げが続
き減収となっている。しか
しながら、近年のモーダ
ルシフトの推進や、主要
な取引相手から新製品が
発売されたことから、今後
輸送量の増加が見込ま
れる。ホームページの開
設による顧客の増加も見
込まれ、出資者の立場か
ら、輸送量の確保に向け
た取り組みに対する助言
をしていく。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

　仙台港地区の物流、近
年推進されているモーダ
ルシフトの担い手として、
社会的要請は引き続き高
まっている。

　営業部の定期的な顧客
訪問により把握。

　経費削減等に努めたも
のの、運賃値下げ等によ
る収入減が収支を悪化さ
せたが、引き続き黒字を
保つことが出来た。

大幅な財務体質の悪化
はない。

民間経営者・重要幹部を
選任済。

監査人に公認会計士を
選任済.

５

８



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

958,728 907,700 905,937 857,210

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

3,057 2,966 2,887 2,879 2,826 2,808 2,770 2,732

3 3 3 3 3 3 3 3

0 0 0 0 0 0 0 0

90 89 90 91 88 86 79 78

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

6,500 23,633 10,455 12,863 12,591 54,382 77,689 64,037

0 0 0 0 0 0 0 0

6,500 23,633 10,455 12,863 12,591 54,382 77,689 64,037

6,500 23,633 10,455 12,863 12,591 54,382 77,689 64,037

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 908,841 876,633 848,769 836,895 812,987 803,946 787,703 771,842

事業外収入(b) 2,782 5,425 7,334 10,153 12,986 4,083

その他の収入(c) 24,910 117,781 71,099 9,681 57,389 180,459 301,967 787,318

計(d) 936,533 999,839 927,202 856,729 883,362 988,488 1,089,670 1,559,160

支 出 事業費(e) 864,000 826,273 809,340 835,366 783,282 803,369 760,238 784,421

管理費(f) 94,728 81,427 96,597 82,779 73,928 68,465 67,706 70,477

事業外支出(g) 1 127 1,095 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 91,371 38,022 3,181 32,479 180,459 301,967 781,127

計(i) 958,729 999,198 945,054 921,326 889,689 1,052,293 1,129,911 1,636,025

△ 47,106 △ 25,769 △ 50,929 △ 71,097 △ 31,237 △ 63,805 △ 40,241 △ 83,056

△ 22,196 641 △ 17,852 △ 64,597 △ 6,327 △ 63,805 △ 40,241 △ 76,865

△ 26,666 △ 15,172 △ 22,322 △ 74,097 △ 10,797 △ 68,275 △ 44,711 △ 81,335

資 産 流 動 資 産 683,309 703,102 608,420 615,094 580,478 523,845 462,347 290,272

固 定 資 産 440,637 440,695 418,633 390,860 396,143 374,534 397,628 525,140

計 1,123,946 1,143,797 1,027,053 1,005,954 976,621 898,379 859,975 815,412

負 債 流 動 負 債 100,442 125,867 103,363 112,138 89,564 94,034 98,504 102,974

固 定 負 債 172,882 182,480 110,562 136,280 84,727 70,290 72,127 104,429

（うち引当金等） 172,882 182,480 110,562 136,280 84,727 70,290 72,127 104,429

計 273,324 308,347 213,925 248,418 174,291 164,324 170,631 207,403

資 本 基本（資本）金 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000

剰 余 金 等 △ 649,378 △ 664,550 △ 686,872 △ 742,484 △ 697,670 △ 765,945 △ 810,656 △ 891,991

計 850,622 835,450 813,128 757,516 802,330 734,055 689,344 608,009

※平成１７年度以降の上記目標数値については，平成１７年３月２５日現在の目標値である。

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

ー

331.9

ー

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

331.9

常勤職員数

○引き続き常勤役員の不補充（平
成１３年度１名減）
○ホームページによるイベント等
の広報
○パンフレット等による利用促進
○会社の経営診断を実施した

①課　　　　　題

△ 1.1

△ 68.6

2.6

214.4

18.3

-

Ｈ１４（実績）

△ 9.8

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
　長引く景気の低迷や沿
線人口の減少、少子・高
齢化、モータリゼーション
の一層の進展などから輸
送人員、収益は目標を下
回る結果となりましたが、
業務の効率的運営と人件
費、経費の削減に努め一
応の成果をだすことがで
きました。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
　（１）のとおり、当社経営
環境の悪化が続いてい
る。又、無償譲受鉄道施
設の経年劣化も進行し、
安全性の確保・向上が緊
急の課題となっている。こ
れらの諸情勢に対応する
ため、経営改善対策を強
化し、地域の足としての鉄
道を継続していくことを目
指し「新長期経営計画」を
策定。減少傾向にあるご
利用者の維持・確保、拡
大に向けた取り組みを積
極的に行い、Ｈ２０年度２
７４万人の輸送人員を目
指すことにしている。

（3） 委員会意見（Ｈ17年
3月）への対応
　平成１６年度から１０年
間の新長期経営計画を策
定し、平成１７年３月２５日
の第９６回取締役会議に
おいて了承された。

-

331.9

0.0

ー

ー

11.9

648.1

ー

ー

△ 2.3

△ 0.6

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

588.6

452

558.6

○平成１６年度に策定した
新長期経営計画（H16～
H25）に基づき、①利用者
の確保・拡大、②効率的人
員体制の構築と給与制度
の見直し、③徹底した経費
の削減を図る

△ 5.5

△ 8.0

5.0

△ 17.0

△ 8.5

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○平成１５年度に実施した
経営診断の結果を踏まえ
た新長期経営計画（H16
～H25）を策定した
○ホームページによるイ
ベント等の広報
○パンフレット等による利
用促進

△ 17.0

△ 5.7

代表取締役社長　千葉　眞弘

http://www5.ocn.ne.jp/^abukyu/

△１０．６％

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

企画部総合交通対策課

384,000千円（２５．６％）

H13～H16増減率
（％）

1.4

―

Ｈ１６年度

―

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

448

―

475

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

―

鉄道による旅客運輸事業[福島駅（福島県）から槻木駅（宮城県）までの２市４町を縦断し、東北本
線に接続する５４．９ｋｍを営業区間に、仙台市及び福島市周辺における通勤・通学者等の地域
の足として運営するために設立された第三セクター鉄道会社]

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

ー

0.0

Ｈ１６（実績）

-

ー

-

△ 7.4

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

鉄道事業

　 うち県職員（派遣職員）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（流動資産÷流動負債）×100

県の損失（債務）保証額(g )

455.6

経営指標 定義

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円）

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

2.4

流動比率（％）

――

― ―

0.7

680.3

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

利用客の伸び悩み
により累積欠損金
が増加傾向にあ
る。また、緊急安全
評価を受け、緊急
に安全対策が必要
な施設が指摘され
ており、厳しい経営
環境が予想される。

○平成１５年度から沿線フリーウォーキング等のイベ
ントを実施し集客に努力している。
○平成１３年度から常勤役員を削減している。
○平成１２年度から職員数を削減している。
○平成１１年度に新駅を設置し、利用者確保を図って
いる。
○空きスペースの貸し出しによる収益増を図ってい
る。

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「出資者の立場から経営改善を働きかける団体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

平成１６年度に策定した新長期経営計画(H16～H25)をベースに、前期５か年について経営健全化５か年計画及び毎年度予算執行計画を提出させ、必要な指導・助言を行う。

輸送量（輸送人員）（単位：千人）

【H17.3】
団体に対する意
見
①実施済みの「経
営診断」を踏まえ
た「新経営計画」
を早急に策定し実
施に移すべきであ
る。そうでないと
「経営診断」自体
陳腐化してしまう
恐れがある。

県に対する意見
なし

【H18.3】
団体に対する意
見
①　効率的な人員
体制を取り組み事
項としているが、
効率性を追い求
めた結果がサー
ビスの低下につな
がらないようにし
なければならな
い。また安全な運
行が脅かされるこ
とのないよう十分
考慮した人員体制
を構築していかな
ければならない。
②　輸送量の減少
は、沿線人口の減
少によるものばか
りが原因とは言え
ない。輸送量を確
保するために、休
日の輸送量を増
加させるなどの取
組も必要である。

○常勤役員の不補充（平成１３年度
１名減）とした
○正職員を１名減とした
○年齢が満５５歳に到達した時点で
昇級停止とした
○ホームページを開設しイベント等
の周知をし利用促進を図った。
○あぶくまの里ウォーキングガイドを
作成し、配布した。
○たけのこ狩り、納涼列車、芋煮会
のイベントを実施した。
○卸町駅、梁川駅、梁川希望の森
公園前駅の空きスペース貸し出しに
よる増収

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

５　阿武隈急行株式会社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

福島県伊達郡梁川町字五反田１００番地の１

事業内容

０２４－５７７－７１３２

主要事業名

０２４－５７７－７１５６

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

昭和５９年4月5日

  １　基本情報(団体記入)

ー

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

428

1.1

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　

4 4

3

2 2

4

2 2 【４】流動資産、流動負債

5 ともに前年より減少

1 1

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

3 3 【６】利用客の減少傾向

ー ー

ー ー

ー ー

7

1 1 【７】期中退職（死亡１名、

8 　自己都合退職２名）

2 2

9

4 4

10

4 4

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

4 4

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

4 4

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

3 3

17

1 1

18 理事会 監事

2 2

19

3 3

20
【20】常勤役員報酬約8%
ｶｯﾄ、役付手当10%ｶｯﾄ

1 1

【１９】利用客の減少による収入
減。鉄道施設の安全診断結果に
基づく保全整備事業費の増加。

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向

「輸送量」

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

①目標を達成

①報酬・給料カット

①十分把握

②登用手続中

②選任手続中

①目標を達成

取組目標

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい

５　阿武隈急行株式会社
県担当課　企画部総合交通対策課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

仙台市と福島市を結ぶ都市間旅客輸送路線としての機能を有し、両市周辺における通勤・通学の公共輸送機関及び沿線地域産業、観光の振興を図る。

沿線地域住民及び線区外からのご来線ご利用者。

特定地方交通線に指定された旧国鉄丸森線を転換し、更には県境を越えて福島市までの鉄道を地域の足として運営。

③上昇傾向 ④該当なし

②横ばい

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化

②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

③今後予定

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

Ⅰ全評価項目を通して

　評価結果については概
ね妥当である。

Ⅱ 各評価項目ごとに
【３】前期から６％、約３千
万円の減額となっていお
り、評価に値する。
【６】通勤定期輸送人員に
おいて前期と比べ３．７ポ
イント増加している点につ
いては、一応の評価に値
するが、通学定期及び定
期外の輸送人員の減少
により、総計では２．１ポ
イントの減少となっている
ことから、輸送人員の維
持・確保に努力するととも
に、拡大に向けた営業活
動を展開すべきである。
【８】鉄道事業営業収益が
前期と比べ４．２％減少し
たが、鉄道事業営業費が
５．４％減少し、経費節減
に努めている。
【１６】情報公開規程の策
定と併せ、ホームページ
への財務諸表等の掲載
に努めるべきである。

Ⅲ 結論
平成１６年度に策定した
新長期経営計画をベース
に、前期５か年について
経営健全化５か年計画及
び今年度の予算執行計
画を提出させ、必要な指
導・助言を行う。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない

【17】駅職員は顧客から直接
伺っている。会社には電話で
御意見をいただいている。

【８】利用客の減少傾向減少で収
入が減少したが人件費、経費の削
減に努めた

【９】資産、負債ともに前年より
減少、未処理損失が増加。

【１４】商法特例法に基づき会計に
関する部分については会計監査
人（公認会計士）の監査を受けて
いる。

【16】平成17年9月末まで
に公開予定。



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

141,399 143,450 140,476 129,047

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

225 218 214 197 188 183 172 ※

0 0 0 0 0 0 0 ※

0 0 0 0 0 0 0 ※

23 23 22 21 21 21 21 ※

0 0 0 0 0 0 0 ※

0 0 0 0 0 0 0 ※

39,425 38,000 38,941 19,000 19,000 19,000 検討中 ※

0 0 0 0 0 0 検討中 ※

39,425 38,000 38,941 19,000 19,000 19,000 検討中 ※

39,425 38,000 38,941 19,000 19,000 19,000 検討中 ※

0 0 0 0 0 0 0 ※

0 0 0 0 0 0 0 ※

0 0 0 0 0 0 0 ※

0 0 0 0 0 0 0 ※

収 入 事業収入(a) 79,967 76,759 70,345 68,348 68,633 66,391 61,414 ※

事業外収入(b) 4,296 4,757 12,452 5,755 4,961 4,508 3,200 ※

その他の収入(c) 62,607 63,825 61,254 60,000 60,000 60,000 60,000 ※

計(d) 146,870 145,341 144,051 134,103 133,594 130,899 124,614 ※

支 出 事業費(e) 141,399 143,450 140,476 131,659 129,047 128,092 127,157 ※

管理費(f) 0 0 0 0 0 0 0 ※

事業外支出(g) 829 659 1,039 1,122 770 852 1,122 ※

その他の支出(h) 2,191 0 0 0 0 0 0 ※

計(i) 144,419 144,109 141,515 132,781 129,817 128,944 128,279 ※

△ 57,965 △ 62,593 △ 58,718 △ 58,678 △ 56,223 △ 58,045 △ 63,665 ※

2,451 1,232 2,536 1,322 3,777 1,955 △ 3,665 ※

785 191 1,606 392 1,625 115 △ 4,665 ※

資 産 流 動 資 産 129,686 136,055 145,344 147,841 144,445 148,081 149,564 ※

固 定 資 産 175,447 164,386 154,101 152,418 145,499 138,262 132,146 ※

計 305,133 300,441 299,445 300,259 289,944 286,343 281,710 ※

負 債 流 動 負 債 121,300 118,749 118,478 120,525 108,906 106,745 106,777 ※

固 定 負 債 7,773 5,441 3,109 1,555 1,555 0 0 ※

（うち引当金等） 7,773 5,441 3,109 1,555 1,555 0 0 ※

計 129,073 124,190 121,587 122,080 110,461 106,745 106,777 ※

資 本 基本（資本）金 246,000 246,000 246,000 246,000 246,000 246,000 246,000 ※

剰 余 金 等 △ 69,940 △ 69,749 △ 68,143 △ 67,821 △ 66,517 △ 66,402 △ 71,067 ※

計 176,060 176,251 177,857 178,179 179,483 179,598 174,933 ※

※平成１７年度以降の上記目標数値については，平成１７年６月３０日現在の目標値である。

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

大正７年１２月

  １　基本情報(団体記入)

ー

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

348

27.0

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

６　くりはら田園鉄道株式会社　

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

宮城県栗原市若柳字川北塚ノ越１１

事業内容

旅客輸送主体の鉄道経営

0228-32-2137

主要事業名

　平成１８年度末で鉄道事業を廃止することが株主総会で決定している。定期乗客の減少傾向が続いているので、引き続き経費削減に努めるとともに、沿線２市等が運営する五郷活性化協議会と
一体となった利用増進に取り組む必要がある。また、くりでん対策協議会において鉄道事業の廃止に伴う諸課題について検討を継続して行う必要がある。
　なお、鉄道事業廃止までの移行期間（16～17年度）については、これまでの補助金額の１/２である19,000千円の補助とする。

輸送人員の確保（単位：千人）

【H17.3】
団体に対する意
見
①設定された経営
目標の達成状況
を注視していく。

【H18.3】
団体に対する意
見
①法人の清算に
向けた取組を注視
していく。
②これまでのイベ
ントに加え，廃止
までの１年あまり，
「お別れイベント」
などを企画して，
話題性のある効
果的な広報戦略
に努められたい。

調査分析

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

県と沿線２市からの
運営補助金により
収支バランスをた
もっている。定期利
用客の大幅減少に
より厳しい経営環境
に置かれている。平
成１９年３月で鉄道
事業廃止が決まっ
ており、会社清算や
代替交通等対処す
べき問題が山積し
ている。

○平成１６年６月の株主総会で平成18年度末まで
に鉄道事業を廃止することが正式決定した。
●バス転換までの移行期間(16～17年度）について
は19,000千円の補助を行う。
○●平成17年４月の町村合併により、沿線２市及
び県で構成する「くりでん対策協議会」が新メンバー
の下、旧町から引き継いだ鉄道事業廃止に伴う諸
課題について検討を行うことになっている。【Ｈ16
～】
○くりはら田園鉄道の石越駅の無人化により経費
の節減を図っている。【Ｈ13～】

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「出資者の立場から経営改善を働きかける団体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

－－

32.8 33.4

122.7

経営指標 定義

鉄道事業

0228-32-2593

△ 48.2

－

10.6

△ 2.0

ー

県の損失（債務）保証額(g )

－

　 うち県職員（派遣職員）

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

ー

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

ー

0.0

Ｈ１６（実績）

0.2

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
      定期客の大幅な減収
を定期外、グッズ類販売
増で補い経費節減にも鋭
意努力した結果、昨年に
引き続き目標を上回る事
ができました。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
      平成１８年度末で鉄
道事業を廃止する事に決
定している関係で通学定
期客の大幅な減収が予想
されますが１６年度同様経
費節減を図りながらグッズ
類、記念乗車券等販売で
増収に努めてまいります。

（3） 委員会意見（Ｈ17年
3月）への対応
設定した経営目標を達成
するよう努力する。

※　平成19年３月末で鉄
道事業を廃止することが
決まっている。

△ 92.9

0.0

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

335

－

346

33.3

339

H13～H16増減率
（％）

14.2

34.5

Ｈ１６年度

－

取締役社長 佐藤　勇

△ 8.7

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

企画部総合交通対策課

25,000千円（10.1％）

26.1

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

26.8

106.9

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

新たな支援の実施

対策協議会での検討

常勤職員2名不補充

△ 5.0

△ 1.2

△ 2.0

△ 100.0

0.1

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

株主総会で鉄道事業の廃
止決定

新たな支援の実施

対策協議会での検討

常勤職員2名不補充

△ 100.0

△ 3.4

ー

ー

132.6

ー

114.6

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

△ 2.7

0.0

存廃決定

現行補助金を廃止し、地元にお
ける存続廃止の検討結果により
新たな支援を検討

常勤職員１名不補充

①課　　　　　題

△ 3.3

△ 9.1

△ 0.7

0.0

△ 0.7

△ 3.2

Ｈ１４（実績）

2.5

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

ー

0.0

ー

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

0.0

常勤職員数



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　

2 2

3

1 1

4

1 1

5

2 2

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

2 2

－ －

－ －

－ －

7

1 1

8

2 2

9

2 2

10

3 3

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

4 4

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

4 4

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

3 3

17

2 2

18 理事会 監事

3 3

19

2 2

20

- -

【６】増収対策：サポーター
ズクラブ、イベント、旅行会
社との提携による団体客の
誘客
ｱ)サポーターズクラブ会員
募集による団体客の誘客
　　15年度：617名
　　16年度：521名
ｲ)イベントによる誘客
　　15年度：8回、234名
　　16年度：4回、174名
ｳ)旅行会社との提携による
団体客の誘客
　　15年度：実績無し
　　16年度：63回、3,005名
　　　※グッズ類の販売
　　　　　　　588,150円

　上記のような取組を行っ
たが、定期乗客が減少傾向
にあり（対前年度比21%
減）、目標を達成できなかっ
た。

【１４】決算時税理士へお願
いしている。
【１５】経費節減のため

【１６】当課のHP上に当該会
社についてのページを設け
ているので、この中で情報
公開する方向で検討中。

【１７】駅や車内などで職員
が乗客からの意見、クレー
ム等があった場合に聞き取
り、会社として改善努力をし
ている。

【１８】マイカー普及のため

Ⅰ全評価項目を通して
　
　　概ね評価結果につい
ては、妥当である。

Ⅱ 各評価項目ごとに
　
　【６】【８】【９】
　　平成１８年度末で鉄道
事業の廃止が決定された
ことから、バス転換までの
移行期間（16～17年度）
について、これまでの補
助金額の１/２の19,000千
円の補助をすることとし
た。

　

　【１４】【１５】
　　平成１８年度末で鉄道
事業を廃止することが決
定されており、特に問題
はない。

Ⅲ 結論
　【１８】　　社会事情から
やむを得ないと思われ
る。

　【１９】　　平成１８年度末
で鉄道事業を廃止するこ
とが決定し、今後さらなる
定期客の減少も見込まれ
ることから、引き続き経費
削減に努めるとともに、沿
線２市等が運営する五郷
活性化協議会と一体と
なった利用増進策等に取
り組む必要がある。

　

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

鉄道利用客

地域振興と住民の足の確保

６　くりはら田園鉄道株式会社
県担当課　企画部総合交通対策課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

地域振興と住民の足の確保

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「輸送人員の確保」

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://www7.ocn.ne.jp/^izunum

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

19,739 17,008 17,542 17,382

2,956 2,834 2,835 1,987

2,315 3,235 3,286 3,067

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

19,739 17,008 17,542 17,100 17,382 16,890 16,890 16,890
2,956 2,834 2,835 2,798 1,987 1,964 1,964 1,964
2,315 3,235 3,286 3,179 3,067 2,771 2,771 2,771

　　　ー 　　　ー 　　　ー 500 782 700 700 700

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

6 4 4 4 4 4 4 4

0 0 0 0 0 0 0 0

21,540 24,802 24,847 25,143 25,010 23,743 23,743 23,743

20,900 10,200 9,300 9,634 9,655 9,634 9,634 9,634

0 0 0 0 0 0 0 0

42,440 35,002 34,147 34,777 34,665 33,377 33,377 33,377

38,119 34,926 34,071 33,682 34,543 33,282 33,282 33,282

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 60,524 52,719 44,066 44,266 48,057 49,266 49,266 49,266

事業外収入(b) 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 60,524 52,719 44,066 44,266 48,057 49,266 49,266 49,266

支 出 事業費(e) 31,241 32,393 26,317 26,316 29,678 31,316 31,316 31,316

管理費(f) 21,571 15,610 15,905 17,250 15,609 17,250 17,250 17,250

事業外支出(g) 9,735 5,322 792 700 965 700 700 700

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 62,547 53,325 43,014 44,266 46,252 49,266 49,266 49,266

△ 2,023 △ 606 1,052 0 1,805 0 0 0

△ 2,023 △ 606 1,052 0 1,805 0 0 0

20,387 2,928 △ 339 0 846 0 0 0

資 産 流 動 資 産 8,330 4,148 3,633 2,300 5,076 5,000 　　（※１） 　　（※１）

固 定 資 産 284,149 288,209 287,504 286,804 287,395 288,228 　　（※１） 　　（※１）

計 292,479 292,357 291,138 289,104 292,472 293,228 　　（※１） 　　（※１）

負 債 流 動 負 債 5,506 1,929 362 100 0 0 　　（※１） 　　（※１）

固 定 負 債 3,716 4,242 4,930 5,630 5,780 6,513 　　（※１） 　　（※１）

（うち引当金等） 3,716 4,242 4,930 5,630 5,780 6,513 　　（※１） 　　（※１）

計 9,221 6,171 5,292 5,730 5,780 6,513 　　（※１） 　　（※１）

資 本 基本（資本）金 257,815 258,610 258,715 258,815 258,829 258,929 　　（※１） 　　（※１）

剰 余 金 等 25,443 27,576 27,131 24,559 27,863 27,786 　　（※１） 　　（※１）

計 283,258 286,186 285,846 283,374 286,692 286,715 　　（※１） 　　（※１）

※平成17年度以降の上記目標数値については，平成１７年６月２日現在の目標値である。

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

－

△ 9.7

△ 0.2

－

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△ 3.7

県からの貸付金残高(e)

6.5

－

Ｈ１４（実績）

△ 1.5

－

5.5

－

－

流動負債なし

－

△ 10.5

常勤職員数

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
 
 ・目標とした各事業実績
は、再委託業務の競争入
札や経費の削減等を実施
した結果、目標とした額よ
り下回り、経営改善をす
ることができた。
・また、自主財源の確保と
して、Ｈ１５に設立した財
団運営資金寄付金が目
標額をクリアしてきてい
る。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方

・県からの受託収入は、県
財政が厳しいことからマイ
ナスとなったが、他の受託
収入（国等）により、事業
収入が増加傾向にあるこ
とから、収入、支出ともに
１６年度の実績を上回る
目標値を設定した。

（3） 委員会意見（Ｈ17年
3月）への対応

・今後とも経費削減を継続
するとともに、事業収入の
増加を図り、経営改善に
努力していく。

※Ｈ１７～Ｈ１８の貸借対
照については、中長期経
営計画を策定していない
ため記入していない。

－

△ 3.7

－

－

2.5

○再委託を競争入札として
コスト削減を図る。

○事業収入増加策の検討
を行う。

0.3

0.3

－

12.7

0.0

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○再委託を競争入札で実
施。

○財団運営資金寄付金
呼びかけ強化。

○警備等業務を競争入札で実
施。

○印刷物を自ら作成印刷。

○築館町、迫町の自然観察施設
の管理運営受託に向け、関係者
による検討会の開催。

①課　　　　　題

理事長　川合　　宏

県有地の保全管理を行う事業

△ 32.7

△ 11.9

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

環境生活部　自然保護課

１００，０００千円（３８．６％）

H13～H16増減率
（％）

72.1

ー

Ｈ１６年度

16.30

32.4

△ 1.2

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

421

17.90

393

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

ー

410

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

△ 5.1

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 0.3

12.7

12.7

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

サンクチュアリセンター管理運営事業

買上用地維持管理事業

マコモ植栽業務受託事業

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

県からの補助金等収入依存度（％）

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

０２２８－３３－２２１７

－

10.5

△ 27.5

2.5

－

△ 2.8

0.0

214.9

66.4

県の損失（債務）保証額(g )

－

　 うち県職員（派遣職員）

経営指標 定義

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円）

19.0020.40

ー ー

1004.8

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

70.1

151.3

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

　団体運営の健全
化に向けた経費節
減による経営改善
を行う必要がある。

○清掃、保守業務の委託は原則として競争入札と
する。【Ｈ１４～】

○徹底した管理運営コストの削減を実施する。【Ｈ１
４～】

○事業費財源となる財団運営資金寄付金の増加を
図る。【Ｈ１６～】

財団運営資金寄付金（千円）

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「その他の経営改善」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

　財団の設立経緯は、昭和４２年に伊豆沼・内沼が国の「天然記念物」に指定され、その後、保護団体から行政を含む２７の諸団体による「伊豆沼管理協議会」がつくられた。昭和６１年に（財）宮城
県伊豆沼・内沼環境保全財団が設立された。施設管理は、平成３年から受託を開始した。
　このように、当該財団は、現在、施設管理のほか、伊豆沼・内沼の自然環境保全に関する総合的な施策と教育的効果の向上や自然保護思想の普及、調査研究等、公益的事業を展開している。
財団の活動内容に収益的事業を見いだすことは困難であり、財政基盤も脆弱な状況にあることから、今回の経営計画は妥当なものであると考えられ、県は、今後とも支援をしていく必要がある。
　評価推進委員会からの意見は「施設の管理運営においては経済性と効率性をよりいっそう高める方策を今後も継続して検討していく必要がある」とあり、今後、施設管理において、指定管理者制
度の導入がなされること等から、なお、一層の経費削減を進める一方、調査、研究事業などを生かした、事業収入の増加を図る方策等の検討について指導していきたい。

ｻﾝｸﾁｭｱﾘｾﾝﾀｰ管理運営（千円）

マコモ植栽業務受託事業（千円）

買上用地維持管理事業（千円）

【H17.3】
団体に対する意
見
①１５年度収支差
額は実績でプラス
となったので、経
営努力が評価で
きる。
②当該法人は収
入の大部分が県
からの委託金、補
助金で占められて
いることから、施
設の管理運営に
おいては経済性と
効率性をよりいっ
そう高める方策を
今後も継続して検
討していく必要が
ある。

【H18.3】
団体に対する意
見
①国からの受託
事業の成果実現
と団体の効率的
運営に努めるべき
である。

○清掃業務を競争入札で実施。

○小災害工事及び小修繕工事に
おいて競争入札を実施。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

７　財団法人宮城県伊豆沼・内沼環境保全財団

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

宮城県栗原市若柳字上畑岡敷味１７番地２

事業内容

宮城県伊豆沼・内沼サンクチュアリセンターの管理運営

０２２８－３３－２２１６

イネ科の水生植物のマコモを使い水質浄化及び渡り鳥の給餌に活用する。

主要事業名

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

昭和６３年１１月６日

  １　基本情報(団体記入)

－

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

414

77.4

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数



区分 県の考え方

1 理事会 監事

① ①

2 　

④ ④

3

② ②

4

① ①

5

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

① ①

① ①

① ①

① ①

7

① ①

8

③ ③

9

③ ③

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

③ ③

17

① ①

18 理事会 監事

① ①

19

② ②

20

ー ー

１　競争入札の実施によ
る。

３　低金利により独自財源
の確保が困難である。

４　事業予算の増による。

５　給料等の削減により、
前年度とほぼ同額であ
る。

６　目標とした主な事業の
経費削減は、再委託業務
の入札の実施や事業の
効率化などにより、目標よ
り低い経費で事業が完了
し目標を達成できた。運
営資金は、ＰＲにより目標
を達成した。

７　事務局長が総務課長
及び業務課長を兼務。

１１　事業の実施が予算
に応じ完了した。

１４　規定で監事監査前に
公認会計士の監査を受け
ている。

１５　商工会及び農協。

１６　今年度中の公開に
向けて検討を進めてい
る。

１７　来館者に対してアン
ケートを実施している。

１８　財団が実施している
ブラックバス駆除事業に
対して県内外から大きな
期待が寄せられている。
１９　少予算・少人数で成
果を上げてきている。

Ⅰ全評価項目を通して

　　財団においては、取組
計画に基づき経営改善の
努力を行っており、その結
果が評価に反映されたと
認められる。

Ⅱ 各評価項目ごとに

　　各評価項目ともに概ね
目的、目標を達成してい
るが、１６情報公開などに
おいて改善の余地があ
る。

Ⅲ 結論

　　当該財団は、現在、施
設管理のほか、伊豆沼・
内沼の自然環境保全事
業の推進や自然教育・学
習等を通じて自然保護思
想の普及啓発を図ってい
る。
　また、調査、研究事業を
継続的に実施しており、
近年のブラックバスの駆
除等においては、その活
動が県内外の注目を集め
ている。
これまでの経営改善にお
いては、再委託における
競争入札の実施や経費
の削減などにより、一定
の成果を上げており評価
できる。
今後は、調査、研究事業
などを生かした事業収入
の増加を図るなど、財団
経営の安定化を図るよう
指導していきたい。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「買上用地維持管理事業」

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一般県民

伊豆沼・内沼の自然環境の保全及び総合的な施策を推進し、併せて地域福祉の向上に寄与すること。

７　財団法人宮城県伊豆沼・内沼環境保全財団
県担当課　環境生活部自然保護課　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

伊豆沼・内沼の野生動植物の保護増殖及び環境保全に関する調査研究、情報の収集等

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「サンクチュアリセンター管理運営」

取組目標 「マコモ植栽業務委託事業」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標 「運営資金寄付金のＰＲ」

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

309,620 286,803 288,057 270,824

31,372 28,929 25,564 22,164

51,737 83,251 58,980 65,521

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

△ 2,107 △ 11,141 △ 3,609 △ 9,000 2,133 △ 7,000 △ 7,000 △ 7,000

31,372 28,929 25,564 24,686 22,164 23,452 23,452 23,452

52.3 55.2 58.8 55.2 55.6 55.2 55.2 55.2

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

14 13 12 12 12 12 12 12

10 8 7 6 6 3 3 3

321,500 288,503 289,433 288,780 271,748 262,296 262,296 262,296

20,161 21,913 15,887 20,200 13,000 18,600 18,600 18,600

0 0 0 0 0 0 0 0

341,661 310,416 305,320 308,980 284,748 280,896 280,896 280,896

341,661 307,503 305,320 306,831 284,748 279,805 279,805 279,805

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 379,167 370,650 348,862 371,068 340,458 323,796 323,796 323,796

事業外収入(b) 48,616 33,840 33,848 38,241 33,842 36,904 36,904 36,904

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 427,783 404,490 382,710 409,309 374,300 360,700 360,700 360,700

支 出 事業費(e) 379,352 372,328 348,895 372,564 337,777 324,869 324,869 324,869

管理費(f) 10,741 11,528 10,887 11,920 11,622 12,227 12,227 12,227

事業外支出(g) 41,464 29,193 25,703 24,825 22,378 23,604 23,604 23,604

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 431,557 413,049 385,485 409,309 371,777 360,700 360,700 360,700

△ 3,774 △ 8,559 △ 2,775 0 2,523 0 0 0

△ 3,774 △ 8,559 △ 2,775 0 2,523 0 0 0

6,226 △ 8,559 △ 2,775 △ 4,397 2,526 △ 3,062 △ 5,888 △ 5,888

資 産 流 動 資 産 74,273 57,826 46,775 46,775 64,212 64,212 64,212 64,212

固 定 資 産 1,179,693 1,179,693 1,179,693 1,175,296 1,179,696 1,176,634 1,170,746 1,164,858

計 1,253,966 1,237,519 1,226,468 1,222,071 1,243,908 1,240,846 1,234,958 1,229,070

負 債 流 動 負 債 59,144 51,256 42,980 42,980 57,894 57,894 57,894 57,894

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0 0 0

計 59,144 51,256 42,980 42,980 57,894 57,894 57,894 57,894

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 1,158,000 1,158,000 1,158,000 1,158,000 1,158,000 1,158,000 1,158,000 1,158,000

剰 余 金 等 36,822 28,263 25,488 21,091 28,014 24,952 19,064 13,176

計 1,194,822 1,186,263 1,183,488 1,179,091 1,186,014 1,182,952 1,177,064 1,171,176

※平成１８年度以降の上記目標数値については，平成１７年５月２７日現在の目標値である。

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

-

43.1

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△ 1.7

-

県からの貸付金残高(e)

○自主鑑賞事業の収入確保策の
実施。
○ミーティングカルチャールーム
の利用促進。
●派遣職員１名削減（8名→7名 ）

①課　　　　　題

△ 4.9

9.0

△ 3.8

－

△ 3.0

△ 100.0

Ｈ１４（実績）

0.0

△ 1.4

0.0

-

△ 3.6

-

110.9

△ 50.0

△ 0.7

81.2

△ 428.2

0.0

108.8

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
・経営改善に向けた取組
及び県からの財政的関与
については，自主鑑賞事
業の収入確保，各事業の
見直し及び経費節減等に
より目標を達成した。
・役職員数については，県
派遣職員から人材派遣会
社派遣職員に１名シフトし
た。
（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
・自主鑑賞事業について
は，県民が内外の優れた
芸術文化を身近で親しむ
ことができるよう音楽・演
劇等を公演し，芸術文化
の普及に努めるとともに，
収支の差が小さくなるよう
チケットの販売促進，経費
の節減等事業の改善を図
る。
・文化振興事業について
は，各事業の見直しを図
り，経費の節減を図る。
・会議室の利用率の確保
については，利用促進を
更に図ることとし，長期利
用等増加要因のなかった
平成１４年度の利用率を
基に，それより下がらない
ように努力する。
（3） 委員会意見（Ｈ17年３
月）への対応
・自主事業の収益性の向
上については，集客力の
ある鑑賞事業の実施や収
入の増収及び事業費の圧
縮についての具体策を再
検討する。

△ 221.2

○自主鑑賞事業の収入確
保策の実施。
○ミーティングカルチャー
ルームの利用促進。
●派遣職員3名削減（6名→
3名）

△ 0.3

△ 0.2

0.0

-

△ 0.3

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○自主鑑賞事業の収入確
保策の実施。
○ミーティングカルチャー
ルームの利用促進。
●派遣職員１名削減（7名
→6名）

-

0.0

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

理事長　　西　澤　潤　一

http://www1.neweb.ne.jp/wb/kenmin

県民が優れた芸術文化に親しむことができるような鑑賞事業を実施

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

平成４年１０月１日

△ 29.3

△ 12.5

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額 1,155,000千円（　99.7％）

H13～H16増減率
（％）

環境生活部生活・文化課

76.1

-

Ｈ１６年度

54.1

26.6

5.8

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

551

47.1

570

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

-

581

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

△ 3.5

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 10.9

-

5.2

5.5

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

県民会館管理運営業務受託事業

０２２－２２３－８７２８

文化意識啓発事業

文化振興事業

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

常勤職員数

県の損失（債務）保証額(g )

－

　 うち県職員（派遣職員）

経営指標 定義

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

①経営改善
(効率化等)
に向けた取
組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

- -

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

112.8

76.7

125.5

県民会館運営費収
支における収入不
足を解消するため、
より一層効率的な
会館運営のあり方
を検討する必要が
ある。

○収支バランスに一層留意した催事を継続実施す
る。【H13～】
○施設利用者へのサービスの向上。
●県の派遣職員を段階的に削減する。

会議室の利用率の確保（％）　

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「県の業務委託のあり方の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

●　施設管理運営費（委託費）の算定にあたっては，清掃、警備及び維持管理委託費等の再委託に係る分について，契約実績を踏まえた算定を行い，経費の削減に努めることとする。
●　自主鑑賞事業の実施にあたっては，入場者等のアンケート等の結果を参考とし，県民が優れた文化芸術を身近に親しむことができるよう努めるとともに経費の節減と収入の確保について指導して
いくこことする。

自主鑑賞事業の収支差の改善（千円）

文化振興事業費（支援等）の見直し（千円） 【H17.3】
団体に対する意見
・自主事業の収益
性の向上について
は１５年度に立て
た具体策を再検討
し，鑑賞事業の拡
大ないしは人を呼
ぶ鑑賞事業の実
施などによる収入
の増加を図り，か
つ，事業費の圧縮
策を検討する必要
がある。

県に対する意見
・施設管理運営費
については県担当
自体が第三者の
立場で現場の状
況をよく確認して，
委託費実績額が
委託費積算額に
見合うかどうかを
検討し，どうすれ
ば委託費圧縮が
可能かについて常
に検討を加えてい
く必要がある。

【H18.3】
団体に対する意見
①宮城県の芸術
文化の振興を図る
ための取組と平成
18年度からの指定
管理者としての運
営状況を注視して
いく。

○歌舞伎、バレエ、コンサート等の
自主事業を実施し、収入確保に努
めた。
○舞台技術職員１名の退職を補充
せず、従来の委託に加えて外部へ
の委託を拡大した。
●平成１４年４月１日付けで派遣職
員を２名削減した（10名→8名）

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

常勤役員数

８　財団法人宮城県文化振興財団

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区国分町三丁目３番７号

事業内容

県民会館利用者へのサービスの向上を図り ，芸術文化育成を進めるため，県民会館の管理
運営業務を受託

０２２－２２５－８６４１

多様な文化振興事業を行うことにより，本県の文化活動の一層の活性化を図る

主要事業名

  １　基本情報(団体記入)

-

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

546

79.8

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移
（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

56.352.8



区分 県の考え方

1 理事会 監事

② ②

2

④ ④

3

② ②

4

② ②

5

① ①

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

① ①

① ①

① ①

7

① ①

8

② ②

9

② ②

10

① ①

11

① ①

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

④ ④

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

① ①

17

① ①

18 理事会 監事

① ①

19

② ②

20

－ －

５　県職員の派遣から人
材派遣会社からの派遣職
員に変更（１名）したことに
よる。
６　ア　収入の確保及び経
費の節減等により，赤字
から黒字に転じた。
　　イ　各事業の見直しを
行うとともに，経費を節減
した。
　　ウ　会議室の利用促
進を図った。

　
８　当期収支差額につい
ては赤字から黒字に転じ
改善されているが，収入
については目標を下回っ
た。
９　前年度と比較すると改
善されているが，H14年度
比ではあまり変化はなく，
H13年度実績を下回った。

14　税務・会計業務を会
計事務所に委託している
ことや，財政規模が小さ
いことなどにより，当分の
間予定していない。
15　財政規模が小さいこ
となどにより，当分の間予
定していない。

17　自主鑑賞事業におけ
るアンケート結果の分析
や，苦情に対する適切な
対応を行った。
18　宮城県の文化活動の
一層の活性化を図り，個
性豊かなみやぎの文化の
創造に寄与するための事
業の展開をより強く求めら
れている。

Ⅰ全評価項目を通して
　財団の評価結果は概ね
妥当である。
　財団は、県民会館の維
持管理・運営、文化意識
啓発事業、文化情報提供
事業等を行っており、県
民会館の運営収支におけ
る収入不足を解消する努
力を行っている。また、よ
り一層効率的な会館運営
を行うため、自主鑑賞事
業の実施により収入の確
保を図るとともに歳出の
更なる削減に努めてい
る。引き続き財団の自助
努力を求めながら、経費
の節減について指導に努
めていくこととする。
　また、県民会館の指定
管理者制度への移行につ
いては、平成１８年度から
実施することとしており、
条例改正等移行の準備を
進めている。

Ⅱ 各評価項目ごとに
 　5　「一人あたりの人件
費の低下傾向」について
は、県からの派遣職員を
削減し、代替えとして人材
派遣会社から補充したこ
とにより、人件費の削減
が図られた。
　14「監事に公認会計士
等有識者の選任」及び15
「役員等経営幹部に民間
経営者等の登用」につい
ては、今後その必要性に
ついて検討していくととす
る。

Ⅲ 結論
　本県の中核的な文化振
興組織として、文化振興
を先導的、多角的及び全
県的に推進するため、自
主事業等の一層の充実と
経費の節減を重視した経
営努力を推進していくこと
とする。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

⑤著しく悪化

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「会議室の利用率の確保」

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

　県民

　県民の自由な発想と活力を生かしながら，広範，多様な文化振興事業を行うことにより，本県の文化活動の一層の活性化を図り，もっ
て個性豊かなみやぎの文化の創造に寄与する。

８　財団法人宮城県文化振興財団
県担当課　環境生活部生活・文化課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

　官民一体となった本県の中核的文化振興組織として，本県の文化振興を先導的，多角的，全県的に推進する。

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「自主鑑賞事業の収支バランスの改善」

取組目標 「文化振興事業費（支援等）の見直し」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

③目標を未達成

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

278,327 328,882 285,496 226,490

21,659 14,251 16,773 18,603

6,785 5,564 4,442 1,218

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

114,245 95,662 83,895 100,000 90,702 91,000 91,000 91,000
60 56 106 100 94 95 95 95

6,650 6,000 5,820 5,645 5,645 5,475 5,310 5,150
10,000 8,000 6,000 4,000 4,000 2,000 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

9 8 8 8 8 7 7 7

3 3 3 3 3 2 2 2

248,338 297,959 256,695 226,726 226,490 223,064 218,064 206,064

6,650 6,000 5,820 5,645 5,645 5,475 5,310 5,150

0 0 0 0 0 0 0 0

254,988 303,959 262,515 232,371 232,135 228,539 223,374 211,214

254,988 303,959 262,515 232,371 222,135 213,539 223,374 211,214

0 0 0 0 0 0 0 0

10,000 8,000 6,000 4,000 4,000 2,000 0 0

10,000 8,000 6,000 4,000 4,000 2,000 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 306,854 366,789 328,762 295,931 294,295 282,533 277,203 264,883

事業外収入(b) 17,821 18,685 16,137 14,865 14,893 12,720 10,720 10,720

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 324,675 385,474 344,899 310,796 309,188 295,253 287,923 275,603

支 出 事業費(e) 306,772 348,700 306,713 295,886 289,411 285,426 278,712 266,552

管理費(f) 8,713 27,911 29,274 10,671 10,626 11,736 9,211 9,051

事業外支出(g) 11,126 10,660 8,000 6,050 6,000 3,000 0 0

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 326,611 387,271 343,987 312,607 306,037 300,162 287,923 275,603

△ 1,936 △ 1,797 912 △ 1,811 3,151 △ 4,909 0 0

△ 1,936 △ 1,797 912 △ 1,811 3,151 △ 4,909 0 0

△ 1,478 △ 2,672 1,163 △ 78 3,554 △ 3,679 △ 448 △ 227

資 産 流 動 資 産 58,222 49,538 42,304 42,304 36,602 36,602 36,602 36,602

固 定 資 産 1,018,516 1,021,931 1,021,149 1,020,520 1,020,159 1,019,532 1,019,135 1,018,883

計 1,076,738 1,071,469 1,063,453 1,062,824 1,056,761 1,056,134 1,055,737 1,055,485

負 債 流 動 負 債 58,169 50,228 41,048 41,048 30,802 30,802 30,802 30,802

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0 0 0

計 58,169 50,228 41,048 41,048 30,802 30,802 30,802 30,802

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000

剰 余 金 等 18,569 21,241 22,405 21,776 25,959 25,332 24,935 24,683

計 1,018,569 1,021,241 1,022,405 1,021,776 1,025,959 1,025,332 1,024,935 1,024,683

※平成１７年度以降の上記目標数値については，平成１７年６月１日現在の目標値である。

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

平成４年１月１１日

  １　基本情報(団体記入)

△ 50.0

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

317

76.1

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

９　財団法人慶長遣欧使節船協会

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

石巻市渡波字大森３０－２

事業内容

県有財産である宮城県慶長使節船ミュージアム及び慶長遣欧使節船サン・ファン・バウティ
スタの管理運営の受託

０２２５－２４－２２１０

宮城県慶長使節船ミュージアムの常設展示以外に集客対策の一環として、特別展・企画展
を開催するほか、各種イベントを開催

主要事業名

慶長使節船ミュージアムは、支倉常長の偉業を伝える博物館的学習機能を持ち、多くの人に学習・体験の場を提供する施設であることから、引き続き集客キャラバン等を強化し入館者の増加を図る必
要がある。また、ミュージアムの設置目的や役割を踏まえ、維持管理、企画事業及び調査研究事業について、その大部分については県からの委託金及び補助金であることから、効率性を重視しつつ、
なお一層の経費節減について指導していくこととする。

入場者の確保（人）
ＰＲ活動の強化（訪問箇所）
経費削減：県からの補助金（千円）

【H17.3】
団体に対する意見
当該法人の運営
原資のほとんどは
県、石巻市からの
委託費、補助金で
賄われていること
から、委託費、補
助金の効果を最大
限にする施策が必
要とされる。その
ための具体的な事
業展開や取組の
内容を、団体改革
計画表の４の「評
価結果及び取組
目標設定の考え
方」の欄に記載す
る必要がある。

【H18.3】
団体に対する意見
①県及び石巻市
からの派遣職員の
減員を図り，人件
費圧縮に継続的
に努めてほしい。
維持補修費につい
ては，受託収入に
より費用を捻出し
ている状況である
ので，受託事業の
適正な執行に努め
るべきである。
②教育的な側面を
併せ持つ施設であ
り，児童・生徒の
集客は重要である
が，いくばくかの観
覧料を徴収するこ
とを検討し，収益
につなげるべきで
ある。

○新潟県、岩手県、山形県及び福
島県の旅行代理店へキャラバンを
実施した。
○サン・ファン祭り、サン・ファン感
謝デーを開催した。
○金華山観光連盟観光施設共通
割引券を発行した。
○企画展「常長のあしあと」、特別
展「海の信仰」を開催した。
●補助金を650千円削減して6,000
千円、貸付金を2,000千円削減して
8,000千円とした。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

慶長使節船ミュージ
アムへの入館者の
確保及び経費の節
減を図る必要があ
る。

○平成12年度から北関東・東北各県の旅行代理店
への集客キャラバンを実施しており、継続実施する。
○周辺市町の施設と連携した集客イベントを実施す
る。
○魅力ある特別展を開催しており、継続実施する。
●公益事業補助金及びショップ運営費貸付金を削
減する。【H14～】

経費削減：県からの借入金（千円）

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善及び県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

30.854.1

0.7 0.4

103.0

経営指標 定義

サン・ファンショップ運営事業

企画事業

管理運営受託事業

０２２５－９７－３３９９

△ 255.8

10.4

△ 50.0

△ 4.5

－

県の損失（債務）保証額(g )

－

　 うち県職員（派遣職員）

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

△ 50.0

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

△ 1.5

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 2.4

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）

入場者の確保について、
入場料の値下げ・高校生
以下無料ということで、１０
万人に設定したが、９０，７
０２人であった。前年度よ
り６，８０７人増は、ＰＲ効
果・事業内容の充実を図っ
た結果と考えている。
ＰＲ活動の強化について、
観光協会等とタイアップ
し、主に北関東・東北地方
を重点に営業活動を実施
した。
経費削減について、補助
金・貸付金とも年次計画で
削減に取り組んでいる。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
入場者の確保について、
前年度の実績をふまえ目
標値を９１，０００人とし、こ
れ以上の入場者確保に努
める。
ＰＲ活動の強化について、
前年度と同様の活動を展
開する。
経費削減について、年次
計画で実施する。

（3） 委員会意見（Ｈ17年
3月）への対応
具体的な取組としては、企
画事業として、慶長遣欧使
節等の歴史的事績・船舶
及び海洋に関する学習・
体験の場を提供することと
しており、「木造船体験講
座、「木工教室」」や特別
展として「毛利コレクショ
ン」の開催を企画してい
る。

△ 203.5

△ 1.5

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

309

43.0

330

0.6

328

H13～H16増減率
（％）

75.1

0.3

Ｈ１６年度

35.6

△ 82.0

理事長　一力　一夫

http://ww51.et.tiki.ne.jp/^santiuan/

宮城県慶長使節船ミュージアム内に設置されているサン・ファンショップの運営

△ 14.1

△ 18.6

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

環境生活部生活・文化課

500,000千円（ 50.0　％）

78.9

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

78.5

100.0

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

○関東、東北各県の旅行代
理店への集客キャラバンの
継続。
○サン・ファン・バウティスタ
進水10周年記念事業実施。
○魅力ある特別展等を継続
実施。
●補助金645千円削減して
5,000千円、貸付金2,000千
円削減して2,000千円とし
た。

△ 0.1

△ 0.1

0.0

－

△ 0.1

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○関東、東北各県の旅行
代理店への集客キャラバ
ンの継続。
○サン・ファン・バウティス
タ進水10周年記念事業実
施。
○魅力ある特別展等を継
続実施。
●補助金175千円削減し
て5,645千円、貸付金2,000
千円削減して4,000千円と
した。

－

0.0

－

－

118.8

△ 33.3

△ 50.0

98.6

1.1

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

0.3

△ 12.5

○関東、東北各県の旅行代理店
への集客キャラバンの継続。
○サン・ファン・バウティスタ進水
10周年記念事業実施。
○魅力ある特別展等を継続実
施。
●補助金180千円削減して5,820
千円、貸付金2,000千円削減して
6,000千円とした。

①課　　　　　題

△ 4.0

△ 14.6

△ 1.4

－

△ 1.9

△ 255.8

Ｈ１４（実績）

0.0

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

－

△ 3.0

△ 3.0

－

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△ 3.9

常勤職員数



区分 県の考え方

1 理事会 監事

3 3

2 　

1 1

3

1 1

4

1 1

5

1 1

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

3 3

1 1

1 1

1 1

7

1 1

8

1 1

9

3 3

10

1 1

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

4 4

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

1 1

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

2 2

17

1 1

18 理事会 監事

2 2

19

2 2

20

－ －

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標 「経費削減：県からの借入金」

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安
全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「入館者１０万人」

取組目標 「ＰＲ活動の強化：エージェント訪問100箇所」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合
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も
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て
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計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

児童・生徒・学生及び一般観光客　

慶長遣欧使節に関する調査研究及び資料収集並びに展示、船舶及び海洋に関する資料収集及び展示、海事思想の普及・啓蒙、
ミュージアム及びパークの管理運営

９　財団法人慶長遣欧使節船協会
県担当課　環境生活部生活・文化課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

慶長遣欧使節等の歴史的事績並びに船舶及び海洋に関する学習・体験の場を提供することにより、地域の振興及び青少年の健全育成

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「経費削減：県からの補助金」

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

（記入の手引き参照）

1　額的には減少してい
る。

2　年次計画で対応してい
る。
3　年次計画で対応してい
る。

4　年度内事務処理に努
めている。
5　人件費の抑制（派遣職
員の給与カット分）

6－ア　入館料の値下げ、
高校生以下無料に伴い、
１０万人を設定したが、未
達成となった。しかしなが
ら、前年度より６，８０７人
の増加があったことは、
館自らの営業努力と事業
内容の充実を図った結果
と考えられる
6－イ　100箇所の訪問を
予定していたが，94箇所
の実績であったため，ほ
ぼ目標を達成した。
6－ウ　毎年度3％減を目
標にしており，達成でき
た。
6－エ　毎年度200万円減
を目標にしており，達成で
きた。
8　当期利益が黒字に転
じることができたので，著
しく改善したものと判断し
た。
9　流動資産の減，流動負
債の減，余剰金の増か
ら，変化なしと判断した。

15　理事長→河北新報社
取締役会長（一力一夫）
16　ホームページ工事中
につき，復旧しだい速や
かに公開する予定。
17　毎年4回延べ136日間
アンケート調査を実施して
いる。

Ⅰ全評価項目を通して
　財団の評価結果は概ね
妥当である。
　財団は，慶長使節船
ミュージアムの維持管理・
運営，慶長遣欧使節に関
する調査研究及び海洋文
化の普及を行っている。
毎年受託金及び補助金
が減少している中で，経
費の節減を図りつつ特別
展や企画展等を開催して
おり，地域住民に親しま
れている施設となってい
る。一方，入館者につい
ては，観覧料を見直し（減
額）したものの，当初見込
みを下回っており，今後
の入館者増加につながる
対策が必要である。
　以上のことから，引き続
き経費の節減を行うととも
に入館者増加のための
対策の検討について，指
導に努めていくこととす
る。
　また，ミュージアムの指
定管理者制度への移行
については，平成１８年度
から実施することとしてお
り，平成１８年度の１年間
は，財団を指定管理者と
して指名する予定となっ
ている。
Ⅱ 各評価項目ごとに
　　1及び3の受託事業及
び補助事業等の額は，県
の財政節減対策により減
少しており，経費節減を
図りながら事業の実施に
努めている。
　　6-アについては，入館
者10万人の目標設定に
対し約9万人と目標を若
干下回ったが，この主な
理由として，冬季における
大雪や低温が主な要因と
思われることから，前年
度に対し7千人程度増加
していることについては，
評価できるものと思われ
る。
　　6-エ借入金について
は，サンファンショップの
活動資金であるが，営業
努力により県からの借入
は平成17年度で終了する
見込みとなっている。
　14　「監事に公認会計士
等有識者の選任」につい
ては，今後その必要性に
ついて検討していくことと
する。
Ⅲ 結論
　復元船（木造船）を核と
した慶長使節船ミュージ
アムは，全国的にも例を
見ない施設であり，慶長
使節に関する調査研究や
知識の普及は，博物館的
機能を有していることか
ら，今後益々経費の節減
を図りながら設置目的に
沿った事業を展開してい
きたいと考えている。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

28,488 23,257 19,572 24,471

3,221 3,010 2,095 9,366

12,157 10,017 11,547 8,857

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

281 272 284 330 276 288 318 348
186 175 170 185 167 158 168 178
95 97 114 145 109 130 150 170

99.7 139.4 124.8 - 76.2 108.4 - -
100.4 89.1 94.2 - 103.3 - - -

39,496 54,912 68,508 57,726 52,182 56,588 - -
5,284 3,844 2,953 21,877 19,050 22,594 - -

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

6 5 5 5 5 5 5 5

2 2 2 2 2 2 2 2

5,283 3,843 2,953 21,877 19,050 22,594 21,491 20,417

59,740 72,767 70,496 63,916 59,760 62,032 54,898 52,627

0 0 0 0 0 0 0 0

65,023 76,610 73,449 85,793 78,810 84,626 76,389 73,044

65,023 76,610 73,449 85,793 78,810 84,654 76,389 73,044

－ － － － － － － －

－ － － － － － － －

－ － － － － － － －

－ － － － － － － －

収 入 事業収入(a) 29,735 28,888 31,796 48,516 48,491 53,351 47,395 46,740

事業外収入(b) 80,438 116,831 103,378 98,993 94,805 91,689 88,515 86,240

その他の収入(c) － － － － － － － －

計(d) 110,173 145,719 135,174 147,509 143,296 145,040 135,910 132,980

支 出 事業費(e) 67,970 60,582 57,042 66,609 58,912 70,380 59,111 57,692

管理費(f) 39,496 54,912 68,508 57,726 52,182 56,589 57,101 56,060

事業外支出(g) 7,603 30,883 7,409 23,146 22,183 19,746 17,604 16,877

その他の支出(h) － － － － － － － －

計(i) 115,069 146,377 132,959 147,481 133,277 146,715 133,816 130,629

△ 4,896 △ 658 2,215 28 10,019 △ 1,675 2,094 2,351

△ 4,896 △ 658 2,215 28 10,019 △ 1,675 2,094 2,351

2,493 27,442 7,586 4,328 13,467 5,207 6,358 5,278

資 産 流 動 資 産 25,527 25,083 43,296 25,949 44,398 34,962 37,405 39,247

固 定 資 産 1,051,171 1,078,892 1,071,517 1,079,365 1,077,178 1,083,482 1,088,086 1,088,663

計 1,076,698 1,103,975 1,114,813 1,105,314 1,121,576 1,118,444 1,125,491 1,127,910

負 債 流 動 負 債 2,133 1,197 17,176 0 9,429 0 0 0

固 定 負 債 17,884 18,655 5,928 7,277 6,971 8,175 9,379 10,583

（うち引当金等） 17,884 18,655 5,928 7,277 6,971 8,175 9,379 10,583

計 20,017 19,852 23,104 7,277 16,400 8,175 9,379 10,583

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 1,016,600 1,039,760 1,043,110 1,045,410 1,043,860 1,043,960 1,044,060 1,044,160

剰 余 金 等 40,081 44,363 48,599 52,627 61,316 66,309 72,052 73,167

計 1,056,681 1,084,123 1,091,709 1,098,037 1,105,176 1,110,269 1,116,112 1,117,327

※平成17年度以降の上記目標数値については，平成17年4月1日現在の目標値である。

昭和６２年８月１日

  １　基本情報(団体記入)

－

（Ｃ ）
H16実績～H17目
標
対比（％）

405

54.3

（Ｂ）年度別目標

8.4

                 個人(人)

（Ａ）実績推移

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

管理費の節減(前年比％）
事業費の節減(前年比％）

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

4.3

19.3
-

１０　財団法人宮城県国際交流協会

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区堤通雨宮町４番１７号

事業内容

国際交流に関する普及啓発のための日本語講座等の開設や情報誌の発行など。
国際交流人材登録事業としてホストファミリー・日本語ボランティア教師の登録。
外国人・留学生支援事業として保健・医療通訳ボランティアの育成及び相談コーナーの設
置など。
外国人留学生里親促進，災害時通訳ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ，外国人相談ｾﾝﾀｰ，住まいるｻﾎﾟｰﾀｰ，観
光通訳ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱなど

０２２－２７５－３７９６

国際協力に関する普及啓発を図るための国際協力ボランティアの養成や国際協力セミ
ナー等の開催。海外技術研修員受入事業

主要事業名

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与を見直す団体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

　当該団体の収入の４割強は県補助であり，人件費１００％の他に，事務費補助，事業費補助となっており，県の補助金に大きく依存している。
　今後は，県の財政もますます厳しさを増すことが見込まれ，協会としての自主財源を確保し，経済的に自立していくことは不可欠であり，県への依存状況を改めていく必要があることから，上記改善計画による組織の効率化
や財務内容の見直し等により経営改善を指導していく。

※　委員会意見（H17．3月）への対応状況
①　今後予算化に際しては本意見に配慮する。なお，17年度国際交流事業補助金の交付決定に際し，管理事務費等に係る削減努力分を織り込んだ金額で交付決定した。
②　本意見を踏まえ，検討を開始した。

【H17.3】
県に対する意見
①県からの補助金は管理費、事業
費の不足を補填する性格があるの
で、支出額の見積りは削減努力後
の目標額として予算化する必要が
ある。
②海外移住者援護事業の敬老金
の交付(H15　7695千円）について、
県内在住の高齢者にも交付してい
ないことからも、その必要性を再検
討すべきではないか。

【H18.3】
団体に対する意見
①設定された経営目標の達成状況
を注視していく。

県に対する意見
①敬老金の支給について抜本的見
直しを早急に行うべきである。

・会員特典として旅行代金の割引
を旅行会社と提携のうえ付加する
などの会員増加策を15年度から
講じることとした。
・ＪＩＣＡ国際協力員制度を活用し，
ＪＩＣＡ職員1名の派遣（給与等はＪＩ
ＣＡ負担）を受け業務の拡充を
図った。
・(財)宮城県農業拓殖基金協会か
ら寄附金21,160千円を基本財産に
受け入れ財政基盤を強化した。
・県委託の留学生里親促進事業
を見直し，委託料を1,121千円
（41.2%)削減した。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

－ －

252

県の人的・財政的
関与，県からの事
業委託のあり方を
検証する必要があ
る。

●県の協会運営等補助金及び留学生里親促進委
託料を削減する【Ｈ14～15】。
○人員削減や事業規模の縮小などによる経営改善
ではなく，組織の効率化や財務内容の見直しなどで
改善を進めるものとする【Ｈ16～】。
●中長期的には，県職員の派遣廃止，県補助金（協
会運営等補助金等）の大幅縮減を目指す【Ｈ16～】。
●短期的には，人件費の縮減，県補助金（協会運営
等補助金等）の削減を行う【Ｈ16～】。
（県補助金の縮減にあたっては，県補助金からプロ
パー職員人件費の一部を除外し，県委託事業へ計
上することにより，補助から受託への切替による自
立への方向付けを進める。)

受託事業量の拡大(千円）

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県の損失（債務）保証額(g )

-

　 うち県職員（派遣職員）

経営指標 定義

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

－

支出額(d)のうち一般財源

常勤職員数

国際交流事業

０２２－２７２－５０６３

海外移住事業

国際協力事業

賛助会員の確保(人)
        内訳　団体(人)

管理費の抑制(千円)

常勤役員数

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

18.6

0.0

Ｈ１６（実績）

8.1

△ 116.7

8.4

△ 11.0

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

506

－

439

－

495

59.0

1197

－

H13～H16増減率
（％）

55.0

－

Ｈ１６年度

－

△ 27.1

理事長　柿﨑征英

http://www.h5.dion.ne.jp/̃mia

海外県人会に対する助成及び海外移住者敬老金の支給など。

190.7

△ 14.1

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

環境生活部国際交流課

750,000千円 （71.9％）

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

2094

52.6

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

・県職員の派遣廃止を視野にいれつつ，組織
の効率化を図るべく現在の２課制見直しを検討
する。

・民間や他財団等の資金の活用を視野に入れ
多文化共生事業などタイムリーな事業の企画
に取り組む。

・受益者負担を原則として事業収入の増加策を
実施する。

・会員増加策及び特定公益増進法人の再認定
を受け寄付金募集策について，積極的な取り
組みを検討する。

0.6

△ 0.3

△ 100.0

17.3

0.5

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

・県派遣職員の職位を下げ，プロ
パー職員を昇格させるなど，人材
育成，士気高揚，人件費（補助金）
圧縮を図った。
・県補助金からプロパー職員人件
費の一部を除外するなど県補助
金の縮減を図った。
・新たに特別会計を設け県委託事
業を主として収益事業（請負業）を
開始し，少額であるが事業により
運営経費を生み出すよう努めた。
・事業のスクラップ＆ビルドを検討
したほか，受益者負担の考え方に
立って事業収入の増加に向け受
講料等のアップを１７年度から実
施することとした。
・会員増加策及び特定公益増進
法人の再認定を受け寄付金募集
策について，積極的な取り組みを
検討した。

17.3

△ 50.2

470.8

0.0

18.6

－

0.0

－

（Ｄ）評価結果及び取組目標設定の考
え方

-

（Ｅ）経営目標・評価推進委員会の
意見

△ 5.4
１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
　・「会員数」については，数値として
は未達成であるが，今後とも会員獲
得に努めてまいりたい。Ｈ１7の団体
数には市町村合併に伴うもの（24件）
を減じた上、新規会員の目標値（15
件）を加算している。
　・「受託事業量の拡大」の増は県委
託事業として６事業を受託したことに
よるものである。
　また，事業の効率化等によって「事
業費」の縮減に努めてまいりたい。

２　本年度以降の目標設定の考え方
・単なる管理費，事業費節減ではな
く，収入に占める管理費割合の節減，
受託事業量の拡大として，より具体的
な目標を設定する。

３　委員会意見（Ｈ１７年３月）への対
応

△ 61.3

7.4

0.0

-

1.2

・１５年度末で退職した職員の
補充を行い，人員を確保しつつ
人件費の圧縮を図った。
・プロパー職員の一層の人材
育成に努め，県からの派遣職
員の職位引き下げについて検
討した。
・事務事業の見直しにより県か
らの補助金を（H14対比で，事
務・事業費△615千円）削減し
たほか，自主財源となる会費増
収のため個人会員獲得のＰＲ
を行うとともに，各種事業を行う
際に参加者から適正な負担を
いただくなど事務事業の見直し
を進めた。
・県補助金からプロパー職員人
件費の一部を除外し県委託事
業へ計上することによる補助金
縮減の可能性について検討し
た。

①課　　　　　題

10.0

△ 3.3

19.5

－

10.1

△ 116.7

Ｈ１４（実績）

△ 21.3

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

－

3.8

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

7.4

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2

④ ④

3

② ②

4

③ ③

5

① ①

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

③ ③

① ①

② ②

① ①

② ②

7

① ① 　

8

① ①

9

② ②

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ －

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。

② ②

17

① ①

18 理事会 監事

① ①

19

② ②

20

－ －

Ⅲ　インターネットや海外旅行
の普及，経済のグローバル化
等により海外が身近になるに
伴い，国際交流・協力も県民に
身近で関心の高いものとなり，
関係民間団体も増加している。
また外国籍県民も現在約
17,000人と急増しており彼らへ
の各種支援事業をはじめ，県
民・団体への情報提供や市町
村・団体活動への支援・ネット
ワーク化など協会活動への社
会的要請は非常に強くなって
おり，本県国際交流活動の基
盤を支える協会の存在意義は
一層高まっている。
　しかし，県財政が厳しさを増
すことが見込まれ，協会として
自主財源を確保し，県への依
存状況を改め経済的に自立し
ていくことは不可欠である。収
益事業に一定の制限のある公
益法人によるソフト事業のみの
実施という枠組みの中で，自主
財源をいかに確保するかは大
きな課題であるが，組織の効
率化や財務内容の見直し，自
主財源の確保等による経営改
善を指導していく。
　

１４　④予定なし
　会計内容に応じ，有識者の
選任について指導を検討して
いく。

５　①　県派遣職員の職位
を下げたこと，定年退職者
に代わり20歳代の新規職
員の採用により人件費が
抑えられた。

Ⅰ 全評価項目を通して
　本評価は，16年度決算資料
に基づき協会の評議員会，理
事会（監事出席）で検討，評価
されており，又経営指標等各
数値と評価結果も整合してお
り，評価は妥当と認められる。

Ⅱ 各評価項目毎の検討
　経営改善に向けた取組の方
針としては，人員削減や事業
規模縮小等による経営改善で
はなく，組織の効率化や財務
内容の見直しなどで改善を進
めるよう指導し，中長期的には
県職員の派遣廃止，県補助金
の大幅縮減を目指し，，短期的
には人件費の縮減，県補助金
の削減を目指すこととしてい
る。
　16年度は，管理費・事業費の
節減・抑制について確実に実
績をあげており概ねプラス評価
としたい。

６　ア　③　団体会員，個
人会員の退会を防げず未
達成となったが，今後会
員獲得に努めてまいりた
い。
６　イ　①　15年度には退
職者がいたことから管理
費が大きかったが，16年
度には新規職員の採用等
により人件費が抑えられ
実績で前年比76.2％と
なった。
６　ウ　②　16年度は事業
費の増が見込まれたが，
事業執行の効率化に努め
た結果，事業収入増にか
かわらず事業支出を前年
比103.3％に抑えた。
６　エ　①　16年度の目標
を57,726千円としていた
が，人件費・事務費の抑
制に努め16年度実績
52,182千円で目標を達成
した。
６　オ　②　16年度の目標
を21,877千円としていた
が，年度末に受託内容を
清算した結果，実績で
19,050千円となりほぼ達
成した。
８　①　経常収支におい
て，13・14年度ともマイナ
ス，16年度目標28千円に
対し，支出減の結果，実
績は10,019千円となった。
９　②　流動比率では，
470.8％となっていること，
剰余金等の増加(実績
H15：48,599千円，　H16：
61,316千円)を評価した。
14　④　現在、県出納局次
長、町村会事務局長，農
協中央会常務理事が監事
（無給）となっているが，事
業規模及び経費負担面か
ら現状のままが合理的で
ある。
15　①　理事，評議員に経
済団体・民間会社の役員
等が就任している。
16　②　事業計画・報告，
財務諸表を公開している。
17　①　一般県民等(外国
籍県民を含む)対象の講
座，セミナーでのアンケー
ト実施，協会登録ボラン
ティア・民間活動団体との
情報交換会議等で意見収
集に努めている。
18　①　県内の地域国際
化の進展は著しく当協会
へのニーズは高い。

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安
全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

取組目標 受託事業量の拡大

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

③含み益有り①含み損益なし ②含み損有り

③目標を未達成

取組目標 「事業費の節減」

⑤著しく悪化

③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
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改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
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３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「会員の確保」

取組目標 「管理費の節減」

　　　　１０ 　財団法人宮城県国際交流協会
県担当課　環境生活部国際交流課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

世界に開かれた宮城を目指し県民参加による国際交流・協力活動を推進すること。

③目標を未達成

①目標を達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善

オ

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

③変化なし ④一部悪化

①既に全て公開 ②既に一部公開

②目標をほぼ達成

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし②選任手続中

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

④著しく弱まる

①報酬・給料カット ②その他の方法

①良化 ②横ばい

②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

②変化なし ③少し弱まった

②登用手続中 ③今後予定

②目標をほぼ達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

イ

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向

外国籍住民を含めた一般県民・団体

地域の国際化

平成16年度経営評価シート

ア

②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向

ウ

④把握していない

エ 取組目標 「管理費の抑制」

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

160,741 155,777 135,342 150,709

70,372 66,604 54,494 59,673

6,346,375 6,217,184 6,353,219 5,926,873

456,755 529,044 554,357 436,181

154,261 143,305 140,514 144,239

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

※ ※ ※ ※ ※ 136,247 125,347 115,319

※ ※ ※ ※ ※ 13,000 16,500 20,000

※ ※ ※ ※ ※ 335 290 250

※ ※ ※ ※ ※ 76,609 70,480 64,841

※ ※ ※ ※ ※ 5 5 5

※ ※ ※ ※ ※ 0 0 0

※ ※ ※ ※ ※ 415 415 415

※ ※ ※ ※ ※ 0 0 0

※ ※ ※ ※ ※ 3,484,253 3,135,827 2,979,035

※ ※ ※ ※ ※ 638,429 574,586 545,856

※ ※ ※ ※ ※ 440 440 440

※ ※ ※ ※ ※ 4,123,122 3,710,853 3,525,331

※ ※ ※ ※ ※ 2,141,313 1,927,181 1,830,821

※ ※ ※ ※ ※ 0 0 0

※ ※ ※ ※ ※ 0 0 0

※ ※ ※ ※ ※ 0 0 0

※ ※ ※ ※ ※ 0 0 0

収 入 事業収入(a) ※ ※ ※ ※ ※ 7,437,112 7,294,084 7,151,056

事業外収入(b) ※ ※ ※ ※ ※ 55,620 55,620 55,620

その他の収入(c) ※ ※ ※ ※ ※ 0 0 0

計(d) ※ ※ ※ ※ ※ 7,492,732 7,349,704 7,206,676

支 出 事業費(e) ※ ※ ※ ※ ※ 1,209,695 1,170,695 1,131,695

管理費(f) ※ ※ ※ ※ ※ 5,993,811 5,889,783 5,785,755

事業外支出(g) ※ ※ ※ ※ ※ 35,390 35,390 35,390

その他の支出(h) ※ ※ ※ ※ ※ 0 0 0

計(i) ※ ※ ※ ※ ※ 7,238,896 7,095,868 6,952,840

※ ※ ※ ※ ※ 253,836 253,836 253,836

※ ※ ※ ※ ※ 253,836 253,836 253,836

※ ※ ※ ※ ※ 253,836 253,836 253,836

資 産 流 動 資 産 ※ ※ ※ ※ ※ 1,487,842 1,487,842 1,487,842

固 定 資 産 ※ ※ ※ ※ ※ 2,240,738 2,240,738 2,240,738

計 ※ ※ ※ ※ ※ 3,728,580 3,728,580 3,728,580

負 債 流 動 負 債 ※ ※ ※ ※ ※ 652,652 652,652 652,652

固 定 負 債 ※ ※ ※ ※ ※ 211,140 211,140 211,140

（うち引当金等） ※ ※ ※ ※ ※ 155,520 155,520 155,520

計 ※ ※ ※ ※ ※ 1,019,312 1,019,312 1,019,312

資 本 基本（ 資本 ）金 ※ ※ ※ ※ ※ 521,000 521,000 521,000

剰 余 金 等 ※ ※ ※ ※ ※ 2,188,268 2,188,268 2,188,268

計 ※ ※ ※ ※ ※ 2,709,268 2,709,268 2,709,268

※平成１７年度以降の上記目標数値については，平成１７年５月２６日現在の目標値である。

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

常勤職員数

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

①課　　　　　題

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100 ※

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

△ 6.5

△ 4.5

会 長 浅 野 史 郎

http://www.miyagi-sfk.net/

いきいき財団で行っている高齢者の社会参加・促進事業

△ 15.2

△ 6.2

事業費（単位：千円）

保健福祉部社会福祉課

１０，０００千円（９０．９％）

※

※

Ｈ１６年度

※

Ｈ１４（実績）

Ｈ１４年度

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

③改革スケジュール

※

Ｈ１５年度

※

※

※

※

※

※

※

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

経営指標 定義

高齢者の生きがい対策事業

社会福祉事業従事者の研修

その他の社会福祉事業 七つ森希望の家・介護研修センター・やすらぎの里・トレーニングホーム・なかやま山荘

第１種・第２種事業 船形コロニー・啓友学園・敬風園・和風園・偕楽園・援護寮・太白荘・ひまわりホームの受託

社会福祉事業従事者を対象に必要な知識・技能を研修し、本県の人材確保を図る

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（Ｄ）評価結果及び取組目標
設定の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

※※

※ ※

※

○経営改善を行うとともに、（社福）宮城県福
祉事業団及び（財）宮城いきいき財団との統合
について、平成１７年度に統合することが望ま
しい
○●団体の主体性の確立と責任の明確化を図る
ため，県福祉施設の新たな委託システムについ
て検討，実施する。【H13～検討　H16～実施】
●団体職員の任免等に関する県の関与の在り方
を見直す【H14～】
●県の福祉事業団運営費補助金（民生バス運行
経費）を削減する【H14～】
●県の派遣職員を削減する【H14～】
●県の財政支出について，必要な見直しを行う
【H14～】
○明るい長寿社会づくり推進事業補助金等の見
直しを行う。
○経営改善の検討組織を設置して検討する。

元気高齢者の支援(千円)

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

県の損失（債務）保証額(g )

団体の自立的運営の推進に努め，福祉三団体統合による地域福祉を強力かつ総合的に推進するための目標設定であり妥当と考えられる。また今回の統合によるケースメリットを活かした県財政支
出の必要な見直しについても進めていく。

地域福祉総合推進事業(千円)

社会福祉事業従事者の研修（人）

船形コロニーの地域生活移行(人）

【H17.3】
県に対する意見
１　平成１７年４月
に向けた手続きの
実施状況を注視
する。

【H18.3】
団体に対する意
見
①３団体統合の効
果を最大限引き出
せるような事務事
業見直しを継続
し，県の財政負担
軽減を実現された
い。

県に対する意見
①３団体統合の効
果を最大限引き出
せるような事務事
業見直しを継続
し，県の財政負担
軽減を実現された
い。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

今日の社会福祉改
革の流れを踏ま
え、より強力かつ
総合的に地域福祉
を推進していく必
要がある。

１１　社会福祉法人宮城県社会福祉協議会

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙 台 市 青 葉 区 上 杉 １ 丁 目 ２ 番 ３ 号

事業内容

市町村社協事業強化推進・ボランティアセンター・権利擁護・運営適正化事業など

昭 和 27 年 5 月 17 日

  １　基本情報

△ 6.6

※

※

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
　自立的運営を推進し，統
合による地域福祉を強力か
つ総合的に推進することを
目標に設定を行った。

（3） 委員会意見（Ｈ17年　3
月）への対応
　平成１７年４月１日，３団体
統合の登記済みである。

※

地域福祉総合推進事業

022-265-4469

H13～H16増減率
（％）

022-225-8476

主要事業名

○●委託のあり方について団体と協議し、
新たな委託方式についての試案を検討し
た。
●理事長の選出は、県の承認を不要とし
た。また、職員の採用、任免は、医師の採
用を除き、事業団の裁量とした。
●補助金を15,613千円（概ね50％）削減
し、17,623千円とした。
●平成14年4月1日で30名削減（32名→2
名）
○本団体については，施設から地域へ，措
置から利用へ，個別サービスから総合サー
ビスへといった今日の社会福祉基礎構造改
革の流れの中で，より強力かつ総合的な地
域福祉の推進の中核機関に脱皮するといっ
た視点で，更に他の関係団体との統合も視
野に入れ，その機能強化を検討する必要が
議論された。
○担当課と団体との打合せを実施し，今後
の方向性について意見交換した。
○担当課との打合せを実施し，今後の方向
性について検討し，検討結果をとりまとめ
た。
○団体の検討組織で各事業の改善方向につ
いて検討した。
○明るい長寿社会推進事業補助金を対前年
度比13,000千円削減し，62,907千円とし
た。

※宮城県福祉事業団，宮城いきいき財団とＨ１７．４に合併したため記入できない

※宮城県福祉事業団，宮城いきいき財団とＨ１７．４に合併したため記入できない

Ｈ１７

●県の財政支出
について，必要
な見直しを行う

Ｈ１６（実績）

○●新委託システムで施
行済。
○３団体で合併契約を締
結し，統合に向けた手続
きを進めた。
○検討結果に従い経営改
善を実施した。
○補助事業，委託事業の
より効率的な執行に努め
た。

Ｈ１５（実績）

○統合に関する検討委員会
による協議を踏まえ、理事
会及び評議員会で統合を基
本方針とすることに決定し
た。
○●委託方法について改善
した。
○総合企画委員会による協
議を踏まえ，理事会及び評
議員会で統合を基本方針と
することに決定した。
●平成１６年度の補助金に
ついて，平成１５年度比で
１，３４６千円減少した。
○統合については，団体の
検討組織で検討を行った。
○検討結果に従い，ＳＵＮ
クラブなど経営改善を実施
した。
○補助事業，委託事業のよ
り効率的な執行に努めた。

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

212,234 236,527 241,996 233,381

70,380 - - -

53,722 41,904 39,497 35,328

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

40 45 45 － 45 45 45 45

39 43 45 － 42 41 42 42

13,094 13,938 12,086 － 12,240 13,000 13,000 13,000

県と協議 県と協議 用地選定・計画策定 県と協議 耐震診断・県と協議 改修工事

275,370 225,566 229,002 227,000 216,836 216,000 215,000 214,000

48,381 53,772 56,961 60,000 65,854 71,000 79,500 85,000

33 53 33 40 26 35 35 35

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

34 25 24 23 24 24 23 23

0 0 0 0 0 0 0 0

282,614 236,527 236,996 248,380 233,381 232,026 230,000 0

0 0 0 0 0 0 0 200,000

0 0 0 0 0 0 0 0

282,614 236,527 236,996 248,380 233,381 232,026 230,000 200,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 328,926 272,758 276,998 284,480 270,827 267,076 271,000 265,000

事業外収入(b) 11,084 12,162 11,768 9,100 10,662 10,368 10,500 10,500

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 340,010 284,920 288,766 293,580 281,489 277,444 281,500 275,500

支 出 事業費(e) 336,336 278,431 281,493 291,433 268,709 271,687 265,000 260,000

管理費(f) 374 937 3,983 1,647 3,749 5,257 4,500 4,000

事業外支出(g) 1,546 161 101 500 138 500 400 400

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 338,256 279,529 285,577 293,580 272,596 277,444 269,900 264,400

1,754 5,391 3,189 0 8,893 0 11,600 11,100

1,754 5,391 3,189 0 8,893 0 11,600 11,100

1,754 5,391 3,189 0 8,893 0 11,600 11,100

資 産 流 動 資 産 80,775 59,339 78,313 83,630 101,275 103,196 110,993 116,790

固 定 資 産 17,432 17,135 13,868 11,870 10,601 10,304 10,007 9,710

計 98,207 76,474 92,181 95,500 111,876 113,500 121,000 126,500

負 債 流 動 負 債 29,326 2,202 14,720 15,000 25,522 22,000 21,000 21,000

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0 0 0

計 29,326 2,202 14,720 15,000 25,522 22,000 21,000 21,000

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 20,500 20,500 20,500 20,500 20,500 20,500 20,500 20,500

剰 余 金 等 48,381 53,772 56,961 60,000 65,854 71,000 79,500 85,000

計 68,881 74,272 77,461 80,500 86,354 91,500 100,000 105,500

※平成　年度以降の上記目標数値については，平成　年　月　日現在の目標値である。

臨時職員等を活用し，人件費の
削減に努める。また，診療所事業
の充実等により，自主財源の確
保に努める。

（2）　本年度以降の目標設定の
考え方

（3）　委員会意見（Ｈ１７年３月）へ
の対応

【H17.3】
県に対する意
見
①乳児院の運
営は県の委託
費によるものと
思われるが，当
該施設の民設
民営化について
は資金計画も
含めて基本構
想の策定が必
要とされてお
り，県担当の積
極的関与が望
まれる。

【H18.3】
県に対する意
見
①乳児院の民
設民営化に主
体的に取り組む
べきである。

－

△ 1.4

40.2

県の委託事業の費
用対効果の検証及
び乳児院の老朽化
を踏まえ，民営化等
の運営形態を含め
委託事業のあり方
を検討する。

①課　　　　　題

1.8

－

1.9

用地選定に向けて済生会と協議
を継続したが，結果的に困難と
いう結論に達し，翌年度に建物
の耐震診断を行い，その結果を
踏まえ，建物を移転すべきか，改
修で対応するかの検討を行うこ
とにした。

-

県の損失（債務）保証額(g )

-

　(e)，(f)のうち無利子貸付金 -

△ 1.4

△ 2.8

1.1

-

396.8

-

県からの補助金等収入依存度（％）

-

83.1

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

-

-

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

建物の耐震診断を行い，そ
の結果を踏まえ，建物を移
転すべきかどうか検討を行
う。
その上で，済生会と協議を
行い，民設民営に向けての
事業計画を策定する。

△ 2.8

1.5

△ 13.8

-

6.0

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

用地の選定，事業計画の策定

従って民営化の移行年度を完成
年度とする改修工事の検討を実
施したい。

耐震診断の結果等を踏まえ、現
施設は「建て替え」から「改修」に
方向転換することが有力となっ
た。

Ｈ１４（実績）

275.4

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（1） 前年度の経営目標の達成状
況に関する評価結果（概要）6.2

-

262.3

0.0

-

経営基盤強化(自主財源確保)（千円）

2,694.8

83.0

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

現計画を全面的に見直し、その
結果をもとに県と協議した。

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

常勤役員数

１人当たり人件費（月）（千円）

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

保健福祉部子ども家庭課

０千円（　　０％）

H13～H16増減率
（％）

師　研也

http://business3.plala.or.jp/saisei-m/

昭和２7年５月２６日

Ｈ１６年度

0.0

-

10.0

△ 34.2

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

433

0.0

427

532.0

0.00.0

0.0

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

-

0.0

Ｈ１６（実績）

7.8

－

△ 13.8

宮城県乳児院

０２２－２９３－５１５２

宮城県済生会仙台診療所

宮城県母子健康支援センター

乳児院及びセンターと一般患者の診療

主要事業名

県からの貸付金残高(e)

　 うち県職員（派遣職員）

0.0常勤職員数

補助金(b)

委託金(a)

-

△ 0.6

経営指標 定義

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

地域還元活動の拡大（人）

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

（Ａ）実績推移

人件費削減（千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目標設定
の考え方

△ 0.4

7.8

34.6

△ 2.4

0.0

0.0 0.0

（Ｅ）経営目標・
評価推進委員
会の意見

0.0

458

82.9

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

430

83.8

（Ｂ）年度別目標

●県立乳児院を将来的廃止し，民設・民営方式での
実施を行う。

民説民営化に伴う施設建て替え（千円）

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

支出額(d)のうち一般財源

民設民営に向けて今後も協議を重ね，県としての指導・助言や財政的な面も含めた支援を行う。

宮城県乳児院の定員（人）

暫定定員（人）

年間収容延人員（人）

済生会と協議。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１２　社会福祉法人恩賜財団済生会支部宮城県済生会

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市宮城野区東仙台六丁目１番１号

事業内容

家庭で養育できない乳幼児の養育

０２２－２９３－１２８１

  １　基本情報(団体記入)

経済的理由により出産費用を負担できない妊婦の出産



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　

4 4

3

2 2

4

2 2

5

2 2

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

3 3

1 1

2 2

2 2

7

1 1

8

1 1

9

2 2

10

1 1

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

4 4

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

4 4

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

3 3

17

2 2

18 理事会 監事

1 1

19

2 2

20

- -

　イ　定年等による退職者
の補充については、乳児
保育職員の大半が臨時
職員となってしまうことは
問題があるので、若年職
員を補充した。

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

取組目標 「地域還元活動の拡大」

①目標を達成 ③目標を未達成

取組目標 「民設民営化に伴う施設の建替（用地選定等）」

取組目標

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

「人件費削減」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

乳幼児及び児童

宮城県乳児院及び済生会仙台診療所の運営を通じて、本県における社会福祉の増進に寄与することを目的としている。

１２　社会福祉法人恩賜財団済生会支部宮城県済生会
県担当課　保健福祉部子ども家庭課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

明治天皇による「施薬救療」の理念を趣意として各種社会福祉施設及び医療機関を全国に展開している社会福祉法人である。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「経営基盤強化」

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

Ⅰ全評価項目を通して
　評価結果については全
般的に妥当であると思わ
れる。なお，民設・民営に
向けて，施設の建て替え
を改修に切り替えることで
経費削減が可能となった
ことは評価できる。

Ⅱ 各評価項目ごとに
　経済性及び効率性は改
善の跡が見られることか
ら，今後も適切な指導運
営に向けて助言指導を
行っていく。また，監事や
経営幹部については現行
通りで適切であると思わ
れる。なお，顧客からのク
レーム等については，今
後より一層把握に努めて
いくよう指導していく。

Ⅲ 結論
　今後は民設・民営化に
向けて法人と協議を重ね
ていくとともに，経費削減
等に向けて適切な指導助
言を行っていく。

　

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

15　民間経営者の登用に
ついては、本会の最重要
課題である民設民営化問
題が解決した後に検討す
る。

　ウ　経営基盤を強化す
るため、自主事業の収入
額４８１０万円の中から経
費等の節減により剰余金
８８９万３千円を生み出し
ている。

　ェ　公衆活動として乳幼
児、保育園児及び同施設
職員並びに児童相談所措
置児童の健康診断、予防
注射を精力的に実施する
と共に保育士養成学校の
保育実習施設として実習
生を受入ている。

14　当会の事業規模等か
ら見て県の監査委員事務
局長の経歴を持つ現監事
で十分代行できていると
考える。

６　ア　現有施設・建
物は耐震診断の結果、
「耐震補強の必要な
い」とのことであっ
た。　従って、現計画
の「民設民営化に伴う
施設の建て替え（用地
選定等）」は、「民設
民営化に伴う施設の改
修」に切替えることに
より大幅な費用削減が
可能となった。



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

3,018,339 3,111,708 2,807,978 2,100,489

334,063 300,209 468,205 336,040

36,773 54,703 40,891 40,729

0

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

1.84 1.41 1.30 1.27 1.26 1.24 1.21 1.18
△ 5.50 △ 4.25 △ 5.93 △ 12.87 △ 17.38 △ 12.06 △ 10.16 △ 10.42

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

40 37 38 37 37 37 37 37

5 3 4 5 5 4 3 3

431 431 348 0 4,580 5,000 5,000 5,000

360,427 285,712 372,430 481,056 433,589 443,309 345,830 341,875

0 0 0 2,150 0 0 0 0

360,858 286,143 372,778 483,206 438,169 448,309 350,830 346,875

264,221 232,841 284,735 427,073 385,283 406,436 340,752 336,797

5,768,627 5,164,523 4,804,277 4,941,621 4,406,720 4,549,063 4,612,628 4,622,453

30,250 17,000 15,700 27,000 12,900 27,000 27,000 27,000

5,768,627 5,164,523 4,804,277 4,941,621 4,406,720 4,549,063 4,612,628 4,622,453

724,150 628,835 549,101 688,646 824,768 975,423 1,094,185

収 入 事業収入(a) 1,406,435 1,387,451 1,139,337 936,475 1,014,039 970,242 942,594 939,258

事業外収入(b) 262,954 281,772 255,839 117,490 153,227 89,468 124,930 76,350

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 1,669,389 1,669,223 1,395,176 1,053,965 1,167,266 1,059,710 1,067,524 1,015,608

支 出 事業費(e) 1,236,622 1,307,807 1,005,710 897,369 884,743 925,472 928,968 884,053

管理費(f) 67,475 71,803 73,326 74,083 70,286 72,253 71,393 73,361

事業外支出(g) 378,938 313,121 243,283 162,430 210,208 112,907 101,682 147,798

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 1,683,035 1,692,731 1,322,319 1,133,882 1,165,237 1,110,632 1,102,043 1,105,212

△ 13,646 △ 23,508 72,857 △ 79,917 2,029 △ 50,922 △ 34,519 △ 89,604

△ 13,646 △ 23,508 72,857 △ 79,917 2,029 △ 50,922 △ 34,519 △ 89,604

△ 13,646 △ 24,508 71,857 △ 80,917 1,029 △ 51,422 △ 35,019 △ 90,104

資 産 流 動 資 産 5,514,378 5,006,479 4,257,884 4,632,004 4,157,288 3,977,693 3,905,299 3,891,630

固 定 資 産 6,476,312 6,087,426 5,852,512 6,146,052 5,532,001 5,293,019 5,196,686 5,178,498

計 11,990,690 11,093,905 10,110,396 10,778,056 9,689,289 9,270,712 9,101,985 9,070,128

負 債 流 動 負 債 883,013 962,239 579,283 773,378 849,040 812,361 797,576 794,784

固 定 負 債 8,148,304 7,196,802 6,524,392 7,078,874 5,832,499 5,501,523 5,382,100 5,442,639

（うち引当金等） (212.938) (234.865) (232,585) (248,714) (253,135) (272,134) (253,150) (272,149)

計 9,031,317 8,159,041 7,103,675 7,852,252 6,681,539 6,313,884 6,179,676 6,237,423

資 本 基本（資本）金 222,352 222,352 222,352 222,352 222,352 222,352 222,352 222,352

剰 余 金 等 2,737,021 2,712,512 2,784,369 2,703,452 2,785,398 2,734,476 2,699,957 2,610,353

計 2,959,373 2,934,864 3,006,721 2,925,804 3,007,750 2,956,828 2,922,309 2,832,705

※平成17年度以降の上記目標数値については，平成17年6月1日現在の目標値である。

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

 平成１１年４月１日

  １　基本情報(団体記入)

109.3

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

627

40.5

（Ｂ）年度別目標

産業経済部新産業振興課

1,776,776 千円（　74.6 ％）

（Ａ）実績推移

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

１３　　財団法人　みやぎ産業振興機構

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区上杉一丁目14番2号

事業内容

中小企業者当の生産設備等の導入支援

     022-225-6636

中小企業等の創業・経営革新、情報化、取引ﾏｯﾁﾝｸﾞ等の支援

主要事業名

  当該団体は、県中小企業支援センターとして、活力ある中小企業等の育成と地域経済の活性化に向けて、創業・経営革新、産学連携研究開発、事業再生、情報化等の総合的な支援を実施している。
また、緊急経済産業再生戦略においても、新事業創出支援の拡充、アグリビジネスの推進、事業再生などの支援を行っており、中小企業等の支援機関として、その役割はますます大きなものとなってい
る。このように、県等の政策目的を達成するために補助金等の財政支出が行われ、創業・経営革新を中心とする事業へ政策シフトの展開が図れられてきており、今後もさらにその取り組みを推進する必
要がある。その一方で、当該財団の財務構造の特徴として、景気の動向に左右される機械・設備類貸与事業等の収益に依存するところが大きく、当該財団が経済情勢に適合しつつ、効率的で安定的な
運営が確保できるよう収益事業のあり方や低金利下での基金事業のあり方について検討を行う必要がある。また、人件費等固定経費の削減に努めるとともに、県職員の派遣についても、事業難度や事
業規模を勘案しながら、派遣職員数の適正化を図る必要がある。
   また、経営目標・評価推進委員会の意見については、各事業の内容・目的を踏まえながら統合可能な補助金についてはできるだけ統合し、共通経費の圧縮などによる機構への補助金額の見直しを行
う。

①設備・機械類貸与事業の未収事故率
（％）

②経常的利益の削減率（％）

【H17.3】
県に対する意見
①県からの補助金
は各事業の事業費
の補填目的のもの
が多い。事業費は
各事業毎ではなく、
共通する管理経費
を各事業に横断的
に配分するなどし
て、機構全体として
圧縮することが必要
と認められ、県でも
補助対象となる事
業費の精査を十分
に実施する必要が
ある。

【H18.3】
団体に対する意見
①収支のバランス
に見合った自主事
業を展開すべきで
ある。
②中小企業等の支
援機関として、その
役割は大きいもの
がある。しかし県の
厳しい財政状況の
中においては、経費
削減はもとより、新
たな自主財源の確
保や資産の有効活
用に、引き続き積極
的に取り組んでいた
だきたい。

県に対する意見
①団体に対して，県
の政策に照らした数
値目標を示すべき
である。
②受益者負担の在
り方について県の
考え方を整理すべ
きである。

・検討会を開催し、現状認識の共
通化を図り、事業毎のあり方と財
源確保の方法論を併せて協議し、
可能なものについて、その実施体
制の確保を行った。
・平成１４年４月１日で１名削減

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

県の財政的関与の
あり方を検証する
必要がある。

●県の財政的支出の検証を行い、必要な見直しを
行う。
〔Ｈ１４～〕
●県の派遣職員を段階的に削減する。

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（Ｄ）評価結果及び取組目標
設定の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

――

2.7 1.0

735.0

経営指標 定義

高度技術振興事業

中小企業経営資源強化対策事業

機械設備貸与・資金貸付事業

    022-263-6923

△ 2,609.7

2.8

△ 46.3

△ 9.2

3.2

県の損失（債務）保証額(g )

-

　 うち県職員（派遣職員）

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

3.2

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

9.2

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 1.8

（1） 前年度の経営目標の達成状況
に関する評価結果（概要）
①取組目標「未収事故率の改善」に
ついては、事故率を1.27％までの改
善を目標としたところであるが、貸与
審査と債権管理の適正化により
1.26％の結果となり、目標を達成し
た。
②取組目標「経常的経費の削減」に
ついては、目標削減率について、16
年度の目標値を12.87％に設定しま
したが、事務所の一元化をはかる等
により最終結果は17.38％と大きく上
回り、目標を達成した。

（2） 本年度以降の目標設定の考え
方
①取組目標「未収事故率の改善」
は、前年度に引き続き、機械設備貸
与事業における貸与審査及び債権
管理の適正化により、未収事故率を
逓減し、収益事業の財務の改善を
図ることとして、自立的な事業運営
の指標として設定。前年度の達成値
（1.26％）を基準とし、年度別目標の
修正を行うもの。
②取組目標「経常的経費の削減」
は、職員人件費及び一般的経費の
削減により支出の見直しをはかるこ
ととし、平成11年度の当該支出に対

する各年度の削減率を設定。
（3） 委員会意見（Ｈ17年　3月）への
対応

該当なし

△ 5,097.3

2.3

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

622

―

564

4.1

631

33.9

3.4

Ｈ１６年度

―

　   理事長　　櫻　井　　英　樹

http://www.joho-miyagi.or.jp

高度技術開発の支援及び研究開発型企業の育成支援

0.6

△ 30.4

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

H13～H16増減率
（％）

10.8

39.2

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

41.0

624.0

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

・ミッション事業の確実な実
施。特定資産の有効活用に
ついて具体的な手法を関係
機関と調整。緊急産業経済
再生戦略事業終了後を見据
えた機構として必要な事務
事業の見直し。
・事務事業の円滑化を図り
ながら、派遣職員を１名減ら
す。また、緊急産業経済再
生戦略事業終了後の事業
体制の検討を行う。

△ 4.3

△ 4.3

△ 4.3

△ 5.7

△ 1.7

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

・効率的な組織体制整備とし
て高度技術部を泉区から青
葉区上杉の事務所に移転し
たほか、債権等の管理を専門
に対応する管理課の新設、情
報課の新事業支援課への統
合を行った。また、事業基金
の活用について国の地域再
生計画へ要望した。
・派遣職員については、緊急
産業経済再生戦略事業によ
る業務量の増加に伴い、結果
として１名増となった。

7.5

△ 5.5

0.0

-

489.6

△ 20.0

520.0

△ 30.6

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

△ 1.6

0.0

・重点事業、廃止事業を整理し、
ミッションに対応した事業を段階
的に実施するとともに、事業運営
に必要な財務基盤の課題への
対応策を措置した。また、効率的
な組織体制整備について意思決
定を行った。
・中小企業再生支援協議会の業
務円滑化のために、職務命令派
遣していたものを正式な派遣に
切り替えることにより１名増。

①課　　　　　題

△ 4.3

△ 41.6

4.6

-

△ 4.7

△ 2,609.7

Ｈ１４（実績）

△ 4.3

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

19.8

2.2

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

5.5

常勤職員数



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

③ ③

3

③ ③

4

③ ③

5

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

① ①

① ①

－ －

－ －

7

① ①

8

② ② ８　受託事業の管理費収入か

9 ら収支差額増

② ② ９　正味財産額の増加

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

② ②

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

④ ④

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

① ①

17

① ①

18 理事会 監事

① ①

19

② ②

20

ー ー

15　理事・監事ともに民間経
営者等を既に登用済み

・目標値1.27％　　達成値
1.26％

・目標値△12.87％  達成値
△17.38％

12　投資事業保有株の市場
での株価下落

２　貸与事業の落込みで自主
財源が減少し短期借入増加

３　再生戦略関連事業の増
加

４　上記２との関連で短期借
入増加したため

14　監事に民間金融機関役員を選任
顧問として公認会計士月１回指導

Ⅰ全評価項目を通して
・取組目標は目標値を達
成しており、その他の評
価項目についての評価も
概ね妥当と思われる。な
お、借入金依存度が貸与
事業の落ち込みにより上
昇しているが、自主財源
の確保及び経営の安定
化という観点から早急な
対応が必要である。

Ⅱ 各評価項目ごとに
・県からの補助金等収入
依存度が上昇している理
由は、再生戦略事業によ
るものであるが、これは
当該団体が県の政策目
的を実施する機関として
の役割が増していること
によるもの。再生戦略事
業終了後の平成18年度
以降は、県からの補助金
額は減少する予定。な
お、補助金の統合による
共通経費の圧縮などによ
る補助金額の見直しが必
要。
・経営改善に向けた取組
目標については、目標を
達成しているが、当該団
体の安定的な財政運営
を行うためには、引き続
き取り組みを推進する必
要がある。
・県職員の派遣について
は、平成17年４月から１
名減としたが、今後とも事
業難度、事業規模等を勘
案して適正化を図る。
・昨年度から継続検討を
行っている含み損の解消
策については、当該団体
の安定的な財政運営を
行うためにも、できるだけ
損失額が発生しない方策
の検討が必要である。

Ⅲ 結論
・当該団体は、中小企業
等の支援機関として県の
政策目的を実施する役割
はより強まっている。しか
し、厳しい県財政の状況
の中で安定的な財政運
営を行っていくためには、
これまでどおり経費削減
を行うだけではなく、新た
な自主財源の確保や資
産の有効活用などを検討
し、実施していくことが必
要である。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件
数および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

県内中小企業等

中小企業等の創業・経営革新の促進及び経営基盤の強化等を図るための総合的支援

１３　　財団法人みやぎ産業振興機構
県担当課  　産業経済部新産業振興課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

中小企業支援機関

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「未収事故率の改善」

取組目標 「経常的経費の削減率」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安
全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資 額

H13年度 H14年度 H15年度 H16年度

97,449 95,328 87,730 83,546

137,502 47,551 23,437 14,199

1,641 1,543 913 501

－ －

2.4 1.4

5.3 8.9

Ｈ１３ Ｈ１４ H15 H16目標 H16実績 H17目標 H18目標 H19目標

99.0 97.5 90.4 95.0 96.1 97.0 97.0 97.0

28,152 29,963 27,452 27,800 31,790 32,000 32,000 32,000

14,117 14,642 14,011 11,850 6,060 18,430 45,000 40,000

57,640 59,626 59,873 58,500 72,474 71,523 72,000 72,000

5 5 4 4 4 4 4 4

0 0 0 0 0 0 0 0

5 5 5 5 5 5 5 5

0 0 0 0 0 0 0 0

15,936 17,417 23,333 13,097 13,420 23,700 23,700 10,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

15,936 17,417 23,333 13,097 13,420 23,700 23,700 10,000

15,935 17,415 23,333 13,097 14,199 23,700 23,700 10,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事 業 収 入 （ a) 236,592 144,422 112,080 106,860 98,247 110,430 112,000 115,000

事業外収入(b) 63,379 49,854 49,364 56,200 52,115 53,400 53,400 53,000

そ の 他 の 収 入 (c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 299,971 194,276 161,444 163,060 150,362 163,830 165,400 168,000

支 出 事 業 費 (a) 222,475 129,780 98,069 95,010 92,143 92,000 67,000 80,000

管 理 費 ( ｆ ) 57,640 59,626 59,873 58,500 72,474 71,523 72,000 72,000

事業外支出(g) 1,040 283 679 550 934 100 100 100

そ の 他 の 支 出 (h) 0 0 0 0 911 0 0 0

計(i) 281,155 189,689 158,621 154,060 166,462 163,623 139,100 152,100

18,816 4,587 2,821 9,000 △ 15,189 207 26,300 15,900

18,816 4,587 2,821 9,000 △ 16,100 207 26,300 15,900

17,865 3,637 471 950 △ 16,101 △ 763 17,400 15,000

資 産 流 動 資 産 1,141,140 849,306 669,501 432,508 429,103 395,058 412,583 427,583

固 定 資 産 2,348,688 2,606,267 2,753,187 3,000,000 2,966,185 3,000,000 3,000,000 3,000,000

計 3,489,828 3,455,573 3,422,688 3,432,508 3,395,288 3,395,058 3,412,583 3,427,583

負 債 流 動 負 債 47,284 43,140 33,484 31,000 19,375 19,375 19,000 19,000

固 定 負 債 73,605 39,857 16,157 21,000 18,967 19,500 20,000 20,000

（うち引当金等） 3,035 3,795 4,483 3,795 5,695 6,200 6,700 6,700

計 120,890 82,998 49,641 52,000 38,342 38,875 39,000 39,000

資 本 基本（資本）金 3,555,000 3,555,000 3,555,000 3,555,000 3,555,000 3,555,000 3,555,000 3,555,000

剰 余 金 等 △ 186,061 △ 182,424 △ 181,953 △ 181,003 △ 198,054 △ 198,817 △ 181,417 △ 166,417

計 3,368,938 3,372,575 3,373,047 3,373,997 3,356,946 3,356,183 3,373,583 3,388,583

※平成17年度以降の上記目標数値については、平成17年6月25日現在の目標値である。

③県から
の財政的

関与
（単位：
千円）

・経費圧縮を継続して実施しなが
ら受託事業の増加、賃貸収入の
安定、増加を図る。

－

66.9

－

－

－

県からの貸付金残高(e)

県からの単年度貸付金（ｆ）

支出額(d)のうち一般財源

Ｈ１４年度Ｈ１３年度

　 うち県職員（派遣職員）

2413.4 1968.7

261 277

0.7

204.1

１人当たり人件費（月）（千円）

(県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×１００

1999.4

356

県からの補助金収入依存度（％）

流動比率（％）

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％） （長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×１００

人件費÷１２（月）÷（役員数+職員数）

(D)評価結果及び取組目標設
定の考え方

－

9.0

－

2.5
①事業会社、地公体との連絡を
密にし当社で受託可能な事業を
提案し受託事業の増加に務め
る。②外形標準課税の資本割部
分は減資等を実施しない限り削
減は不可能であるため繰越損失
解消と租税公課負担軽減を考慮
し減資を検討する。③賃貸事業
収入は入居当初の減免によるも
のであり短期間での改善は不可
能であるが入居率の維持により
目標との乖離を縮小するよう努め
る。

0.9

(C)H16実績-H17目
標

対比（％）

△ 95.3

△ 7.9

Ｈ１５年度

ー

0.5

14.4

・入居率の向上については，営業
努力により入居率が上昇したため
賃貸料引き下げ実施は今年度見
送り。
・採算管理の徹底については，分
析測定機器の更新は採算を考慮
し今年度実施せず。採算の取れな
い事業については今年度受託せ
ず。
・経費の削減については，リース
料削減，コンサルタント料の引き
下げ，ビル管理費の値下げ，修繕
費の抑制等 各種経費削減策を

・研究室の入居率向上のために
  賃貸料等の見直しを実施。
・受託事業・自主事業の採算管
  理の徹底。
・経費削減策の実施（修繕費の
  削減、再ﾘｰｽによるﾘｰｽ料の削
  減、業務委託費の削減等）。
 
・余資運用の多様化（外債・仕
  組債等による運用）による営
  業外収益の増強。

・研究室の入居率維持向上
・人件費の抑制
・受託事業・自主事業の採
  算管理の徹底。(継続)
・経費削減策の実施（設備
  投資の抑制による減価
  償却費、修繕費の圧縮等)

2.8

0.0

0.0

0.4

8.9

1.4

県からの補助金等(補助金収入＋委託金収入+負担金収入）÷収入合計×１００

（流動資産÷流動負債）×１００

8.9

294

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）（団体記入。ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入）

（２）本年度以降の目標設定の考
え方

－

2214.7

0.0

－

0.0

補助金(b)

(4)経費の削減（千円）

（E）経営目標・評価推
進委員会の意見

ー

0.0

Ｈ１６年度

0.0

産業経済部新産業振興課

事業費（単位：千円）

△ 69.4

H13-H16増減率
（％）

代表取締役社長　櫻井英樹

http://www.tpminc.co.jp/

△ 89.6

1,000,000 千円 （28.1％）

△ 14.2

(B)年度別目標(A)実績推移

1.1

76.6

－

△ 89.3

△ 101.3

△ 1.3

△ 0.2

12.4

△ 1.3

①経営改
善（効率
化等）に
向けた取
組目標

（単位：千
円）

△ 100.0

支出額(d) ((a)+(b)+(c）)

②役職員
数

（単位：
人）

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

常勤役員数

委託金(a) 76.6

(e),(f)のうち無利子貸付金

仙台市泉区高森二丁目１番地の４０

事業内容

21世紀プラザ研究センターの運営管理、研究室及び分析測定機器等の賃貸

各種受託事業の採択及び共同研究を遂行

主要事業名

022-374-3100

賃貸事業

022-377-9300

昭和63年3月31日

研修事業他

調査研究事業

各種研修会の開催及び共同開催等事業への協力

経営指標 定義

 当該団体は，ベンチャー企業，研究開発型企業支援の拠点の1つとなっている。低廉な賃借料で利用できる研究施設は必要不可欠なものであり，そのことは，高い入居率を維持していることを見ても明らかで
ある。また，産学交流の場としても，今後さらに重要性を増していく施設である。その反面，当該団体の収益構造は，例えば，事業収入のうち受託調査事業収入は変動が大きいなど不安定である。また，設立当
初は，資本の運用益で営業損失をカバーするという収支計画であったが，長く続く低金利下にあっては，その事業外収入の大きな増は見込めない状況である。さらには，今期からは外形標準課税の導入による
租税負担の増加により営業費用が増加している。そのため，賃貸事業における入居率維持向上，人件費の抑制，受託事業・自主事業の採算管理の徹底，経費削減策実施に力を入れながら，新たな安定した
収益の確保についても検討を重ねていくことが必要である。

(1)研究室の入居率向上(％）

(2)給与等の削減（千円）

(3)採算性を重視した事業の
　　実施（千円）

・平成14年1月から入居4年目以降の減
  免措置運用の廃止等を実施した。
・受託事業・自主事業は採算性を検討
  の上実施した。

累積欠損を抱えて
いることから、経費
削減等による経営
改善が必要である。

  ６　団体の取組計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方　　（県記入）

△ 1.7

○研究室の入居率向上のために賃貸料等の見直し及
び営業の強化を行う。
○平成１２年度から受託事業・賃貸事業等において，
より採算性を重視した事業を実施しており，継続実施
する。

当期利益(又は△当期損失)

１４　株式会社テクノプラザみやぎ

  ３　主な経営指標の推移（団体記入）

  ２　事業内容（団体記入）

①課　　　　　題

負担金(c）

県の損失（債務)保証額（ｇ）

⑤貸借対
照表

（単位：千
円）

④収支計
算書

（単位：千
円）

当期収支差額(d-i）

  １　基本情報(団体記入）

②改善内容
区分：「出資者の立場からの改善の働きかけ」

経常収支(a+b)-(e+f+g)

  ５　改革計画（県記入）　（○は団体が主体的に実施する事項、●は県が主体的に実施する事項）

Ｈ１６（実績） Ｈ１７Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１４（実績）

0.0

△ 101.4

（３）委員会意見(H17年3月)への
対応

①大口賃貸先の退去に伴い賃貸
料収入が当初目標比未達成と
なった。②本年度より導入された
外形標準課税による租税公課増
により一般管理費が大幅に増加
し収支悪化の要因となっている。
③人件費の漸増が収支悪化の要
因となっている。

【H17.3】
団体に対する意見
１経営評価シートの評
価結果のうち，
（1）「４．売上高の減少
は，主に受託事業の
縮小による。（受託事
業については採算性
を重視した結果によ
る。）」となっているが，
受託事業の縮小により
採算性は2,528千円悪
化しており，採算性を
重視して意図的に縮
小したかのような記載
は誤りであり，カッコ書
きは削除すべきであ
る。
（2）「６．ウ事業収益の
減少は主にテナント入
居率の低下に伴う賃
貸事業収入の減少」と
なっているが，賃貸事
業事業収益（粗利）が
目標を下回ったのにも
かかわらず事業収益
合計（粗利）が目標を
上回った理由は，主に
受託調査事業（障害者
IT関連事業）における
経費（人件費・諸経費
等）が当初目標より下
回ったためである。
（3）「８．賃貸事業収入
の減少及び市場金利
低迷に伴う債券平均
利回り低下による。」と
なっているが，「収支計
算」が悪化した理由
は，主に受託事業縮
小による粗利の減少
及び法人税等の税負
担の増加である。
このように自社の現状
分析に誤りが多いの
は，適切な経営が行わ
れていることに疑念を
生じさせるものである。

【H18.3】
団体に対する意見
①財務体質の改善に
引き続き努めていただ
きたい。

県に対する意見
①団体に対して，県の
政策に照らした数値目
標を示すべきである。

（１）前年度の経営目標の達
成状況に関する評価結果（概

要）



１４　　株式会社テクノプラザみやぎ
県担当課　産業経済部新産業振興課

　団体の使命

　団体の顧客

　団体の目的

区 分

3 1 県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。
取締役会 監査役 1

主 4 4

な 2 借入金の依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。 2

経 1 1

営 3 県からの補助金収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。 3

指 3 3

標 4 流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 4

の 2 2

推 5 一人当たり人件費は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 5

移 3 3

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期と当期実績との比較。 6

4 ア 取組目標「研究室の入居率向上」 取締役会 監査役 ア

2 2

営 イ 取組目標「給与等の削減」（人件費の抑制） イ

改 3 3

善 ウ取組目標「採算性を重視した事業の実施」（事業収益の増強） ウ

に 3 3

向 エ 取組目標「経費の削減」 エ

け 2 2

て 7 「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 7

の 2 2

取 8 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 8

組 4 4

計 9 「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 9

画 4 4

10 累積欠損金がある場合、その解消につとめたか。 10

4 4

11 上記 の当期目標設定は適当であったか。 11

3 3

団 12 市場性のある有価証券※および販売予定の土地等資産について、帳簿価格と時価を比較し、含み損益 12

体 の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。
取締役会 監査役

改 1 1

革 13 上記 で「②含み損あり」と評価した場合、その解消策に努めたか。 13

計 1 1

画 14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 14

表 4 4

以 15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。 15

外 1 1

の 16 インターネットによる情報公開に努めているか。 16

も 3 3

の 17 団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を把握している 17

か。

2 2

18 団体設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。 18

1 1

19 以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較してよくなっているか。 19

3 3

20 上記 で「③やや悪化」「④大分悪化」と評価した場合は、トップや経営幹部の経営責任はどのように

負うか。

2 2 20
.

売上高の減少は、主に受託事業
の縮小による。主受注先の県での
予算削減の影響を受け減少した。

新規借入金はなし。日本政策
投資銀行からの借入は16年度
で完済。

③上昇傾向 ④該当なし

④該当なし

②横ばい ③低下傾向

②横ばい

再委託なし

補助金なし。H11年度以降H15
年度まで増加。H16年度は一
時的に減少。

④該当なし

経
営
戦
略

ハイレベルの産業支援機能を持つ頭脳拠点を整備し、地域産業の技術の高度化、活性化を図る

研究開発・技術開発を目的とする県内の企業（主に中小起業・ベンチャー企業）および起業家

21世紀プラザ整備計画の中核施設である「21世紀プラザ研究センター」の管理運営を核に地域企業の育成や地域産業の振興に寄与する

県の考え方評　　　  　    価　      　　　項　    　  　　目　　　 評 価 結 果（コメント）

①低下傾向

②横ばい

③上昇傾向

③上昇傾向

①上昇傾向

①低下傾向 ②横ばい

①低下傾向 ②横ばい

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

③上昇傾向①低下傾向

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

常勤役員・職員の増員は行わ
ず人件費の削減に努める。
（県の給与支給基準に準じる）

賞与引当金の計上基準の変
更、建物老朽化による修繕費
による経費増。①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

常勤役員・職員の増員は行わ
ず現行の人件費を維持（県の
給与支給基準に準じる）

期中にテナントの入退出が相次ぎ入居
率は向上したものの、入居当初の減免
により賃貸収入は減少した。

賃貸事業収入減少、租税公課負
担増および市場金利低迷に伴う
債券平均利回りの低下による①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化

常勤役員・職員の増員は行わ
ず現行の人件費を維持

事業収益減少は主にテナント入替
に伴う減免発生により賃貸事業収
入が減少したことによる

外形標準課税適用による租
税負担の増加によるもの。

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化

③含み益あり

当期損失計上により累積欠損
額増加

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化

④把握していない

保有有価証券は全て元本
保証かつ満期保有目的の
公共債および社債のみであ
り、時価が著しく簿価を下
回っている債券はない

収入見込みでやや目標が
高い

④解消策検討中

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①含み損なし

①該当なし ②解消済み ③一部解消

②含み損あり

①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし

①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし

①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし

④著しく弱まる

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない。

③少し弱まった

①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化

①報酬カット ②その他の方法 ③特に負わない

Ⅰ全評価項目を通して
・団体の評価結果は概ね妥
当であると思われる。なお，
外形標準課税導入による租
税負担増が累積欠損の増
加に大きく結びついているこ
とは確かであり，安定した収
益をあげるための対応が必
要であると考える。

Ⅱ 各評価項目ごとに
・補助均等収入依存度は，
前期に比べ引き下がってお
り，他の安定した収入確保
について検討する必要があ
る。
・経営改善に向けた取組目
標については，目標達成に
は至っておらず，引続き事
業収益の増を目指し取組み
を推進する必要がある。
・インターネットによる情報
公開については，既に一部
公開をしているが，さらに進
んだ情報公開に努める必要
がある。

Ⅲ 結論
・ 当該団体は，ベンチャー
企業，研究開発型企業支援
の１つの拠点となっている。
低廉な賃借料で利用できる
研究施設は必要不可欠なも
のであり，そのことは，高い
入居率を維持していることを
見ても明らかである。また，
産学交流の場としても，今
後さらに重要性を増していく
施設である。その反面，当
該団体の収益構造を見る
と，事業収入のうち受託調
査事業収入は変動が大きく
不安定である。また，設立当
初は，資本の運用益で営業
損失をカバーするという収
支計画であったが，長く続く
低金利下にあっては，その
事業外収入の大きな増は見
込めない状況である。さらに
は，今期からは外形標準課
税の導入による租税負担が
増加している。そのため，今
後は，取組目標の達成に力
を入れながら，安定的な収
入確保に向けて検討を重ね
ていくことが必要である。

①より強まった ②変化なし

該当なし

会計上の指導および助言
は、社外の公認会計士から
定期的に受けているため

役員の多くは主要株主であ
る民間企業の役員が選任さ
れている

当社独自のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを作
成し、事業内容および入居
者情報等を公開している

顧客からの意見やクレーム
等は少ないため、件数・内
容を集計管理するまでは
行っていない

研究室の入居率は常に90%以上で
あり、ベンチャー企業向け支援等
も順調に推移している

外形標準課税による租税負
担増加が大きく経常損失計
上、繰越損失増加。

業績向上に向けた取組強化により
経営責任を負う

平成16年度経営評価シート

6 7 8 9 10

12

19



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

38,400 33,828 38,238 44,823

17,190 20,345 18,258 14,803

33,817 33,772 33,013 25,895

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 H１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

2,506 2,496 2,668 2,700 3,192 2,900 2,700 2,700

61 69 51 80 51 50 55 60

18 33 55 60 77 100 70 75

2,609 2,513 2,547 2,600 2,566 2,600 2,630 2,660

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

7 7 7 7 7 7 7 7

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

62,510 51,618 50,070 48,775 48,775 47,460 47,460 47,460

0 0 0 0 0 0 0 0

62,510 51,618 50,070 48,775 48,775 47,460 47,460 47,460

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事 業 収 入 143,174 139,029 140,247 131,729 134,706 128,268 126,931 127,046

事 業 外 収 入 12,031 6,180 7,294 9,371 8,615 2,664 2,664 2,664

そ の 他 の 収 入 0 0 0 0 0 0 0 0

計 155,205 145,209 147,541 141,100 143,321 130,932 129,595 129,710

支 出 事 業 費 89,810 88,131 89,696 82,688 85,703 73,082 70,495 69,937

管 理 費 65,089 57,989 57,144 58,412 57,754 58,427 59,100 59,773

事 業 外 支 出 0 0 0 0 0 0 0 0

そ の 他 の 支 出 0 0 0 0 0 0 0 0

計 154,899 146,120 146,840 141,100 143,457 131,509 129,595 129,710

306 △ 911 701 0 △136 △ 577 0 0

306 △ 911 701 0 △136 △ 577 0 0

1,311 △ 548 △ 267 0 △1,337 △ 1,117 △1,117 △1,117

資 産 流 動 資 産 5,448 1,573 2,182 150 2,095 1,000 1,000 1,000

固 定 資 産 75,583 79,396 80,317 81,060 80,659 80,185 80,111 80,037

計 81,031 80,969 82,499 81,210 82,754 81,185 81,111 81,037

負 債 流 動 負 債 4,025 1,061 969 150 1,518 1,000 1,000 1,000

固 定 負 債 38,996 42,445 44,335 45,247 45,378 46,021 47,064 48,107

（うち引当金等） 38,996 42,445 44,335 45,247 45,378 46,021 47,064 48,107

計 43,021 43,506 45,304 45,397 46,896 47,021 48,064 49,107

資 本 基本（ 資本 ）金 0 0 0 0 0 0 0 0

剰 余 金 等 38,010 37,463 37,195 35,813 35,858 34,164 33,047 31,930

計 38,010 37,463 37,195 35,813 35,858 34,164 33,047 31,930

※平成17年度以降の上記目標数値については，平成17年6月1日現在の目標値である。

  ５　改革計画(県記入)

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)
　当協会は，職業能力開発促進法に基づく必置団体であり，県との連携のもとに職業訓練，技能検定及び技能向上対策等職業能力開発の推進を担っている中核的団体である。協会費補助金につ
いては，雇用保険法に基づく職業能力開発事業に対する助成制度であり，国より算定基準等が示されているが，県の財政状況により平成14年度以降，約9百万円減額している状況であり，当協会の
財政状況も厳しくなっており，職業能力開発事業自体も縮小せざるを得ないものとなっている。
　今回の取組計画では，事業の見直しを行うとともに，改革の柱である会員の拡大，技能検定受検者及び各講習会の受講者の拡大を図ることによる自主財源の確保を行うこととしている。厳しい経
営環境を反映して大幅な会員増加を望めない状況であり平成16年度から実施された技能検定受検資格の緩和により，平年ベースよりある程度の伸びは期待できるものの，平成17年度以降伸びは
鈍化し，やがて平年ベースに戻るものとなる。これらの改革計画は，当協会における財政状況を根本的に改善するものではないが，現状における的確な対策であると認められる。

  １　基本情報(団体記入)

０２２－２７１－９２４２

522

225.2

一人当たり人件費（月）（千円） 518

技能検定事業

主要事業名

-

１５　宮 城 県 職 業 能 力 開 発 協 会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区青葉町１６－１

事業内容

技能検定試験（国家検定）の実施

認定職業訓練団体の育成及び各種講習会等の実施

昭和５４年１０月１日

能力開発振興事業

０２２－２７１－９２６０

技能検定試験受検者数の増
加（単位：人）

(C)
H16実績～H17目標
対比（％）

33.9

経営指標 定義

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×１００

35.5

(B) 年度別目標

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

(A) 実績推移 (E)経営目標・評価
推進委員会の意
見

(D)評価結果及び取組目標
設定の考え方

Ｈ１４（実績）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

Ｈ１５（実績）

△4.7

-

1.3

-

△8.6

△52.3

△4.7

１　県内事業所・団体のニーズ把
握による現業務の見直しを行っ
た。

２　県内事業所・団体のニーズの
把握に努めた。

　 うち県職員（派遣職員）

当期利益(又は△当期損失)

②　改善内容
区分：「自主財源の拡大」

県からの貸付金

　うち無利子貸付金

③　改革スケジュール

Ｈ１６（実績）

（１）　前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
①会員の拡大について、職
業能力開発推進者選任企
業で未加入企業に対し、文
書等により積極的にＰＲを
行い加入促進を図った。
②技能検定受検者の拡大
について
イ　業界団体等に対し、受
検資格の改正について積
極的にＰＲに努めた結果、
受検者の大幅増となった。
ロ　業界団体のニーズの把
握に努め、実施職種の拡
大を図った。

（２）　本年度以降の目標設
定の考え方
①技能検定試験受検資格
の改正について、関係団体
等に対し更なる周知徹底を
図り受検者の拡大を図る。
②業界団体のニーズの把
握に努め、実施職種の拡
大を図る。

（３）　委員会意見（Ｈ１７年
３月）への対応
平成17年度の技能検定受
検申請者数については、前
年度の実績を踏まえ、平年
ベース算出数の１０％増を
見込んで設定したものであ
る。前年度実績よりは約
９％の減となるが、今年度
から平年ベースに戻ること
が予想されるので、妥当な
計画数と考えます。

0.0

②役職員
数
（単位：
人）

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

負担金(c）

常勤職員数

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

補助金(b)

委託金(a)

○　会員の拡大を図り，自主財源の増収を図る。

○　技能検定試験の受検者及び各種講習会受講
者の拡大を図ることにより，自主財源の拡大を図
る。

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期収支差額

経常収支

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

①　課　　　　　題

団体運営の健全化
に向けた財源確保
等による経営改善
を行う必要がある。

-

1.4

△34.1

産業経済部 産業人材育成課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

△ 23.4

H1３～H1６増減率
（％）

会 長 　菅 原 　雅

http://www.miyagi-syokunou-kyoukai.com

△ 13.9

０千円 （0.0％）

16.7

34.0

-

Ｈ１６年度

-

△0.5

職業能力開発関係未加入
団体への訪問及び文書によ
る加入の促進を図る。

２　①関係業界団体等への
ＰＲにより受検の勧奨を図っ
ていく。　②業界団体のニー
ズ把握に努め，希望職種を
実施していく。

Ｈ１７

【H17.3】
団体に対する意
見
①受検資格が緩
和される年度を
H16年度と明記
し、H16年度の目
標値をもっと引き
上げるべきであっ
た。また、H17の目
標値がH16実績値
に対して大きく減
少するのであれ
ば、その理由を目
標設定の考え方
に明記すべきであ
る。

【H18.3】
団体に対する意
見
①設定された経営
目標の達成状況
を注視していく。

29.9

1.2

△14.7

324.3

△4,8

-

△69.1

-

１　職業能力開発関係未
加入団体への訪問及び文
書による加入促進を図っ
た。

２　①技能検定受検資格
の緩和措置により受検機
会が拡大したことを業界
団体等に周知した。②業
界団体のニーズ把握に努
め，希望職種を実施した。

1.4

0.3

△8.3

△1.9

△16.5

324.3

１　職業能力開発推進者選任の
促進による会員の拡大を図っ
た。

２　県内事業所等を訪問し，受
講・受検のＰＲ及びニーズの把握
に努めた。

138.0

支出額(d)のうち一般財源

支出額(d) ((a)+(b)+(c）)

-

（流動資産÷流動負債）×１００

519

流動比率（％）

４８時間講習受講者数の
増加（単位：人）
会員増に伴う会費の増収
（単位：千円）

40.3

△2.7

0.0

-

-

-

-

-

△2.7

-

△2.0

△9.1

-

①経営改
善（効率
化等）に
向けた取
組目標

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×１００

技能検定学科試験準備講
習受講者の増加（単位：

-

-

530

148.3

企業内キャリア形成の支援

135.4

受託事業

Ｈ１３年度

-（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×１００



平成１６年度経営評価シート          １５ 宮城県職業能力開発協会        県担当課 産業経済部産業人材育成課 
 

団体の使命 職業能力開発促進法に基づき、民間における職業能力の開発・向上を促進する準公共的団体として国、県及び中央職業能力開発協会と連携して

事業を推進する。 

団体の顧客 宮城県内の企業・団体・労働者を対象とする。 

経 

営 

戦 

略 団体の目的 民間における職業訓練や職業能力の開発・向上、技能評価制度の普及・促進及び技能継承と振興を図ることを目的とする。 

   
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

 

１ 受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし  ４  ４

２借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし  ４  ４

３ 補助金収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし  ２  ２

４ 流動比率・一人当たり売上高は，前期以前に比べて上昇傾向 

にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向  ２  ２

５ 一人当り人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 

３ 

主 

な 

経 

営 

指 

標 

の 

推 

移 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向  ２  ２

 ６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

 ア 取組目標「技能検定試験受検者の増加」  理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成  １  １

 イ 取組目標「技能検定学科試験準備講習会受講者の増加」 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成  ３  ３

 ウ 取組目標「４８時間講習受講者の増加」 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成  １  １

 エ 取組目標「会員増による会費の増収」 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成  ２  ２

７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成  １  １

８ 「収支計算」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化  ３  ３

９「貸借対照」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化  ３  ３

10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化  １  １

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。 

 

  

    

 ４ 

 

 経 

 営 

 改 

 善 

 に 

 向 

 け 

 て 

 の 

 取 

 組 

 計 

 画 

 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた  １  １

 12 市場性のある有価証券及び販売予定の土地等資産について，帳簿

価格と時価を比較し，含み損益の有無を把握しているか。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損益有り ③把握していない  １  1

13 上記12 で「②含み損益有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中  １  １

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 

 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし  ４  ４

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。 

 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし   1   1

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。 

 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし  ２  ２

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム 

等の件数及び内容を把握しているか。 

 

団 

 体 

 改 

 革 

 計 

 画 

 表 

 以 

 外

の

も

の 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない   1   1

 18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。

理事会 監 事

  ①要請はある ②変化なし ③少し弱まる ④著しく弱まる   1   1

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなって 

いるか。 

 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化  ２  ２

20 上記19 で「③やや悪化」「④大分悪化」と評価した場合は，ト 

ップや経営幹部の経営責任はどのように負うか。 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない ---- ----

 

   

 総 

  

 

 合 

 

 

 

 

 

 

３ 県補助金の削減は継続している

が、受託事業収入が大幅に減少したた

め、横ばいとなったもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 公認会計士等を選任するほどの

財政規模ではないため。 

 

Ⅰ 全評価項目を通して 

  協会事業は，県補助金の減額措置

及び受託事業の減少により全体とし

て縮減の方向にあり，収入に占める

補助金の占める割合は，見かけ上横

ばいとなっているもので，評価コメ

ントは妥当なものと認められる。 

 

Ⅱ 各評価項目ごとに 

３ 職業能力開発協会費補助金は，職

業能力開発促進法及び雇用保険法に

基づく職業能力開発事業に対する助

成措置であり今後も継続していく必

要がある。補助金は，協会が職業訓

練指導事業及び技能検定試験実施事

業等に要する経費に充当しているが

，県の財政状況を反映し，国で示す

算定基準額より大幅な減額措置の上

，交付しており，この状況は今後も

続くものと考えている。 

６ア 関係団体等へのＰＲと受検資格

緩和により目標を達成した。 

 イ 技能検定受検者が増加したにも

かかわらず，目標を下回ったこと

から，引き続きＰＲ等に努めてい

く。 

 ウ 受検資格の緩和と関係団体等へ

のＰＲにより目標を達成した。 

 エ 未加入団体への加入促進を引き

続き図っていく必要がある。 

14 公認会計士等を選任するほどの財

政規模ではなく，その必要性は認め

られない。 

15 構成員は，県内に事業所を置く事

業主等である。 

16 協会業務の情報提供のため内容を

充実するよう指導する。 

17 技能検定は，関係団体からの意見

要望を徴し，各種講習会・会議では

アンケートを実施している。 

18 協会は，職業訓練，技能検定及び

技能向上対策等職業能力開発の推

進を図っていく中核的団体であり

，民間企業における当団体への社

会的要請は高いため，県として健

全運営に向けた適切な指導・助言

に努める。 

Ⅲ 結論 

  会員の拡大，技能検定受検者及び

各講習会の受講者の拡大を図ること

による自主財源の確保を柱とする改

革計画は当協会における財政状況を

根本的に改善するものではないが，

 現状における的確な対策であり，こ

れらの対策が的確に推進できるよう

必要な助言と指導を行っていく。 

 



１　基本情報

所在地

電　 話 県出資 4,500千円（45.0％）

２　事業内容

３　主な経営指標の推移

県からの受託事業の再委託率（％） (県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費)×100 －
借入金依存度（％） (長短借入金＋割引手形)÷(資産合計+割引手形)×100 －
県からの補助金収入依存度（％） 県からの補助金等(補助金収入＋委託金収入＋負担金収入)÷収入合計×100 －
流動比率（％） (流動資産÷流動負債)×100

一人当たり人件費（月） （千円） 人件費÷12（月）÷（役員数＋職員数）

４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）

寒冷地手当の廃止（千円

賞与の削減（千円）

旅費の削減（千円）

退職手当金の削減（千円

② 常勤役員数

役職員数 　　うち県職員(派遣職員)

(単位：人) 常勤職員数

　　うち県職員(派遣職員)

収 入 事 業 収 入

事業外収入

その他の収入

計

④ 支 出 事   業   費

収支計算 管   理   費

(単位：千円) 事業外支出

その他の支出

計

資 産 流 動 資 産

固 定 資 産

計

⑤ 負 債 流 動 負 債

貸借対照表 固 定 負 債

(単位：千円) (うち引当金等)

計

資 本 基本(資本)金

剰 余 金 等

計

　（注）平成１７年度以降の上記目標数値については、平成１７年４月１日現在での目標値である。

５　改革計画

６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方

６．インターネッ
トによる情報公
開について，県
の考え方が積
極的に公開する
よう指導，となっ
ている反面，団
体では必要ない
と判断してお
り，見解が整合
していない。団
体は公開を検
討すべきであ
る。

【Ｈ１８．３】
団体に対する意
見
①設定された経
営目標の達成
状況を注視して
いく。

－
－
－

－
－

－
－
－

－

10,000

65,993 64,883

15,385 16,401

-
3.1

-

雇用・能力開発機
構が設置する勤労
者福祉施設（栗駒
いこいの村）につい
ては、平成１７年度
までに施設の廃
止、民営化等の合
理化を進める方針
が出されていること
から今後の施設の
運営方向について
検討する必要があ
る。

①課　　　　　題

経　営　指　標

10,000

△ 3,267

71,521

2,411

0

294,144

-

-

　経営改善については、平成１６年度は余暇に対する顧客ニーズの多様化による宿泊客の減少などで収支は悪化したものの、経費節減等の目標は達成しており、概ね評価
できる。
　施設が栗駒町（当時：現栗原市）に譲渡されたことにより、県との直接の委託契約はなくなり、県との関わりが希薄になっていることから、現在県職員が充て職となっている役
員のあり方を見直すとともに、指定管理者制度の趣旨に合致するよう法人のあり方について見直す方向で関係市町と協議していく。
インターネットでの情報公開への取組みについて委員会から意見があり，団体では早期実施へ取り組む方針である。

「いこいの村栗
駒」の運営につ
いて，当該団体
が指定管理者
に指定されたこ
とから，制度の
趣旨に合致する
よう法人のあり
方等について関
係市町と協議を
行う。

-

H１７

63,467

10,000

○国の特殊法人改革の動向を踏まえ、関係行政機
関と協議の上、経営計画の策定の中で検討する。

栗駒町に対し、「いこいの村栗駒」の譲
渡を受けるよう要請するとともに、国の
特殊法人改革の動向を踏まえ、譲渡後
の運営方針等について協議した。

施設の栗駒町（現栗
原市）への譲渡手続
きを進めるとともに，
譲渡後の法人の運
営について関係町村
と協議した。

「いこいの村栗駒」
の運営について，
指定管理者の募集
が行われ，当該団
体が指定管理者に
指定されたことか
ら，制度の趣旨に
合致するよう法人
のあり方について
関係町村と協議を
行った。

(２) 本年度以降の目標
設定の考え方

黒字決算実現のため
に必要な，経費，利用
者をもとに設定した。

(３)委員会意見（Ｈ１７
年３月）への対応

【Ｈ１７．３】
団体に対する意見

-

-
-

△ 97.1

△ 0.8

7.8

インターネットによる情
報公開については，今
後早めに実施できるよ
う取り組む。

15.5
15.5

△ 118.8

△ 35.8
-

△ 0.1

△ 152.5

-

7.5

1.2

1,036.7
△ 229.6

0.0
8.2

53.7

△ 3.6
36.7

△ 152.5

△ 10.3

②改善内容
区分：「国の特殊法人改革を踏まえた見直しをする団体」

改 革 ス ケ ジ ュ ー ル

H１４(実績) H１５（実績） Ｈ１６（実績）

7,537 △ 8,187

72,714

（Ａ）実　績　推　移 （Ｂ）年 度 別 目 標
H１４実績

68,648

10,608

65,033 68,192

H１５実績 H１９目標H１８目標H１６実績H１６目標

21,888 22,768

10,913 1,538

20,913 11,538 17,537 1,813 20,608

11,888

10,000 10,000 10,000 10,000

12,768

49,434 45,114

43,816 41,714

43,816 41,714 41,280 39,072

41,280 39,072

94,602 90,960

23,280 23,078

49,434 45,114

23,515

45,133

89,256

22,177 23,169 23,753 24,395

15,697 17,311

86,906 76,421 82,570 65,280

△ 4,101

15,482 15,150

79,120 75,810

△ 9,375 △ 9,507 △ 9,726

60,020 66,873 47,969

△ 12,637 6,365

5,632

△ 13,488 5,632

△ 13,488△ 12,637 △ 4,101

291,733 288,824
2,411 6,365

286,789 283,567 281,718 291,451

70 70

0 00 0 0

95 2,313 70 2,392

207,314 217,047

77,686 75,748

213,952 210,763 210,841 205,470

75,878 75,705 74,334 74,334

287,350 287,350276,187 293,154 270,079

1,4501,450

290,237

1,584 1,502 1,450 1,450347 2,260

0

267,819
00 0

274,685 291,704

0
0

313,146
0

292,560 285,900 285,900
0 0

0 0 0
0

0 0
0 0 0 0 0

0 0
0 0 0 0

0

0 0 0 0

0
35

0

0
0 0

0 0

0

0
0 0

33

0
00 0

33

0 0 0
3,776 470 596 1,566

869 0
3,625

当期利益(又は△当期損失)

       経 常 収 支

     当期収支差額

0
1,975

1

35

0

0

0 0
8,731 2,000 2,0005,000 4,521

0 0

県からの貸付金

うち無利子貸付金

2,322
536

支出額(ｄ)のうち一般財源

0
0
0

0

0

H13～H16増減率

（％）

定　　　　　　　　義 Ｈ１３年度 Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

77,686 △7.875,748

Ｈ１６年度

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

82,127
Ｈ１３年度 Ｈ１４年度

75,705

ﾌｧｸｽ ０２２８-４６-２０４８

１６　財団法人宮城勤労者いこいの村

宮城県栗原市栗駒沼倉耕英東１ 設 立 昭和51年6月25日 代 表 者 産業経済部　労政・雇用対策課理事長　遠藤正明 県担当課
0228-46-2011 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://www6.ocn.ne.jp/̃ikoimura/

事業費（単位：千円）
事　業　内　容

財団法人宮城勤労者いこいの村の管理運営

H１７目標

　主 要 事 業 名

 宿 泊 施 設 運 営

288,787

0

0
0

0

15,533

70

1,827

45,133

75,085

73,723

0

207,995

283,150
7,087

7,087

負担金(ｃ)

支出額(ｄ)（ (ａ)+(ｂ)+(ｃ) ）

0

1
0

2,000
329

1 1

0

14,181

24,181

①効率化
等経営改

善に向けた
取組目標

35
0
0

2,812

③県から
の財政的
関　 与
（単位：千

円）

委託金(ａ)

補助金(ｂ)

39,828

39,828

66,619

10,000

74,310

16,490

90,800

26,791

306,638
6,855

6,855

850

82,127

224,437

74

0

0
33 32

1
0 0

33

1 1

313,493

0 0

0

0

0 0 0

0

1
0

H１３実績

118

0.0

259.1 196.6
289319

671.3
①評価シートの１

-

（Ｅ）経営目標・評価
推進委員会の意見

277.4
332

△ 55.8
－

－

322.5
317

（Ｃ）H１６実績～
H１７目標対比(％)

(１) 前年度の経営目標
の達成状況に関する
評価結果（概要）
全国的な宿泊客減少
の中、誘客等努力をし
たが目標達成できず，
特に屋外施設のキャン
プ場の落ち込みが顕
著であった。

（Ｄ）評価結果及び取
組目標設定の考え方



                                     　　　　　　　　　　　　　 １６　財団法人宮城勤労者いこいの村

理事会監　事

③

理事会監　事

理事会

平成16年度経営評価シート

評価結果（コメント） 県の考え方

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

区分 評　　　価　　　項　　　目　　

県担当課　産業経済部　労政・雇用対策課

監　事

①

総
合

20

幹部の経営責任はどのように負うか。

19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営

18

③少し弱まった

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記

②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか

①より強まった ②変化なし ④著しく弱まる

④ ④

④

③

④

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

19

①良化

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

インターネットによる情報の公開に努めているか。

17 団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数

及び内容を把握しているか。

①既に選任済

①既に登用済

④予定なし③今後予定②選任手続中

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし

16

④予定なし

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

②登用手続中 ③今後予定

14

①該当なし ②解消済み

13 上記 12 で「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

③一部解消 ④解消策検討中

監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか

①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない

12

③高すぎた ④低すぎた①適当 ②ほぼ適当

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格と時価を比
較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全確実なもので、満期保
有を目的とするもの　を除く。

上記 109

③変化なし

③変化なし ④一部悪化

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

 「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

④一部悪化 ⑤著しく悪化

10

9

①著しく改善 ②一部改善

11

①該当なし ②解消済み ③一部解消

876  の当期目標値の設定は適当であったか。

④変化なし ⑤さらに悪化

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向に

①低下傾向 ②横ばい ④該当なし

②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

⑤著しく悪化

8  「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

①上昇傾向

①目標を達成

③目標を未達成

③目標を未達成

 「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

①著しく改善 ②一部改善

②横ばい ③低下傾向

①低下傾向

②横ばい

②横ばい ③上昇傾向

2

3

4

県からの補助金収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向に

①低下傾向

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

 エ　取組目標

③目標を未達成

①目標を達成

6

 ウ　取組目標　「　退職手当金の削減　　   　　　　　　　　　　　　　

③目標を未達成②目標をほぼ達成

 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

４
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

①目標を達成

7

 ア　取組目標　「　賞与の削減　　　　　　　　　」

②目標をほぼ達成

 イ　取組目標　「　旅費の削減　　　　　　　　　」

②目標をほぼ達成①目標を達成

３
主
な
経
営
指
標
の
推
移

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。5

③上昇傾向 ④該当なし

③上昇傾向

1

①低下傾向

④

④

① ①

① ①

① ①

①

③③

－

①

－

①

④

④

①

① ①

①

④

①①

①①

③ ③

理事会監　事

③ ③

①

③

①

④

①

③

14
　　経費節減のため

勤労者の福祉の向上

勤労者及びその家族

勤労者の余暇活動の普及と健康増進を図り、福祉の向上に寄与する

①

④ ④
Ⅰ　全評価項目について
キャンパーの減少や宿泊客
の減少等厳しい環境の中
で，経費削減・利用者増加に
取り組んでおり，評価結果は
妥当と思われる。委員会の
「ＨＰによる情報公開」につい
ての意見に，「早期に取り組
む」と評価に反映されてい
る。

Ⅲ　結論

団体の考えを尊重

団体の考えを尊重

14

15

16

17

  実施について指導助言
していく

Ⅱ　各評価項目ごとに

9
　　宿泊客，オートキャン
プ場利用者の減少によ
る収入の減少のため

4
　　誘客等努力をしたが
目標に届かず

5
　　正職員数の削減，賞
与の削減による

6
　　正職員数の削減，諸
規程の改正等による

8
　　収入減少と車両備品
購入のため

7
常勤役員１名のみ

18

19 　　景気の影響もあり，
目標に届かなかった

指定管理者制度により設立目的の
必要は弱まりつつあるものの，地域
からの要請に応える事業（学校行事
や老人クラブ等の受け入れ）を積極
的に実施している

施設自体が「勤労者福祉施設」でなくなっ
たため，設立目的が弱まったとの評価で
あり，これまで蓄積したノウハウ，地域と
のつながり等活用した指定管理者制度に
合致する法人のあり方について，関係市
町と協議し，指導・助言していく。

19 施設が栗駒町（現栗原市）に譲渡された
ことにより、県との直接の委託契約はなく
なり、県との関わりが希薄になっているこ
とから、現在県職員が充て職となってい
る役員のあり方を見直すとともに、指定
管理者制度の趣旨に合致するよう法人
のあり方について見直す方向で関係市
町と協議し，指導・助言いく。

20
既に賞与等のカットを実
施済み

18

　　支出の増加（栗原市
への負担金）に見合う収
入を目標として設定した
ため

団体の考えを尊重

16

今後，早めに実施

11

15

17
　　利用者アンケート等
により把握している。

専務理事は施設のプロ
パー職員である。



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

183,638 163,482 161,683 159,243

1,118,424 1,009,798 917,298 833,791

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

284,022 232,669 293,680 300,000 299,210 307,500 228,000 300,000

233 189 232 240 244 245 187 240

250,160 235,013 241,599 245,300 237,909 246,410

2,310 2,265 2,397 2,470 2,277 2,345 2,305 2,325

2 2 2 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

85 81 75 78 75 79 79 79

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 1,313,491 1,172,858 1,156,103 1,158,350 1,046,372 1,087,670 1,108,395 1,144,672

事業外収入(b) 205,331 180,114 117,178 205,308 122,329 162,005 146,200 117,478

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 1,518,822 1,352,972 1,273,281 1,363,658 1,168,701 1,249,675 1,254,595 1,262,150

支 出 事業費(e) 1,302,062 1,173,280 1,078,981 1,091,457 993,035 1,032,322 1,096,544 1,094,897

管理費(f) 188,986 153,966 153,272 165,201 145,854 117,943 151,654 148,078

事業外支出(g) 27,711 25,194 31,337 107,000 29,785 99,410 6,000 19,000

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 1,518,759 1,352,440 1,263,590 1,363,658 1,168,674 1,249,675 1,254,198 1,261,975

△ 143,814 △ 89,873 △ 56,752 △ 73,838 △ 54,564 △ 59,065 △ 82,093 △ 62,593

63 532 9,691 0 27 0 397 175

279 △ 25,269 31,474 △ 9,312 △ 92,415 1,538 △ 10,648 6,702

資 産 流 動 資 産 161,136 157,996 179,388 146,500 182,750 139,000 139,000 139,000

固 定 資 産 194,143 162,624 181,536 181,674 182,112 207,046 193,398 202,100

計 355,279 320,620 360,924 328,174 364,862 346,046 332,398 341,100

負 債 流 動 負 債 132,047 127,657 141,488 123,050 143,904 121,550 116,550 116,550

固 定 負 債 80,000 75,000 70,000 163,936 65,000 60,000 55,000 50,000

（うち引当金等） 0 0 0 0 98,936 105,936 112,936 119,936

計 212,047 202,657 211,488 307,840 208,904 181,550 171,550 166,550

資 本 基本（資本）金 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000

剰 余 金 等 103,232 77,962 109,436 100,124 17,022 18,560 7,911 14,613

計 143,232 117,962 149,436 140,124 57,022 58,560 47,911 54,613

※平成１７年度以降の上記目標数値については，平成１７年４月１日現在の目標値である。

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

481

①　課　　　　　題

3.9

32.4

4.0

-

6.9

△ 8

Ｈ１４（実績）

0.4

△ 13.1

127.0

－

2.9

－

126.0

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

0.0

－

Ｈ１６（実績）

9.0

△ 23.9

0.0

運営方針並びに役員のあ
り方について仙台市と協議
する。

13.7

△ 5.2

△ 15.5

△ 7.7

2.7

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

仙台市は雇用能力開発
機構から譲渡許可を受
け，施設を取得した。県と
の委託契約は解除され
た。
運営方針並びに役員のあ
り方について仙台市と協
議した。

7.1

　　国の特殊法人改革の動向を
踏まえ，運営方針を仙台市と協
議した。仙台市が施設の譲渡を
受けることを決定し，雇用能力開
発機構に譲渡許可申請を行っ
た。

理事長　菅野昭夫

http://www.sendai-sunplaza.com/

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

産業経済部労政・雇用対策課

１０，０００千円 （ ２５．０％ ）

経営指標

H13～H16増減率
（％）

17.8

Ｈ１６年度

△ 25.4

△ 13.3

Ｈ１５年度

－

支出額(d)のうち一般財源

－

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

－

－

－

－

県の損失（債務）保証額(g )

－

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

－

022-257-3358

0.0

△ 19.1

233.8

6.9

－

Ｈ１４年度

2.7

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

会館事業 利用件数(件)

流動比率（％）

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

123.0

（Ｃ ）
H16実績～H17目
標
対比（％）

　 うち県職員（派遣職員）
②役職員
数
（単位：
人）

常勤職員数

3.5

5.3

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
ホール事業は好調であっ
たが、会館事業は新規参
入による競争の影響を受
けやすく、収入の落ち込
みが予想を超えていた。
また、退職給与引当金の
計上は予算設定の段階で
は予定していなかった。事
業全体でみると、利用者
数は前年を上回ってい
る。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
これまでの利用状況の推
移と利用者ニーズを予測
し設定した。

（3） 委員会意見（Ｈ17年
3月）への対応
①　目標実現に向け取り
組んでいく。
②経営評価ｼｰﾄの内容
を、監査・理事会で諮っ
た。

△ 1.0

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

378464 395

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

雇用・能力開発機構が
設置する勤労者福祉施
設（仙台サンプラザ）に
ついては，平成１７年度
までに施設の廃止，民
営化等の合理化を進め
る方針が出されているこ
とから，今後の施設の
運営方針等について検
討する必要がある。

○国の特殊法人改革の動向を踏まえ，関係行政機
関と協議の上，経営計画の策定の中で検討する。

②　改善内容
区分：「経営改善又は県の関与を見直しする団体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

Ｈ１５（実績）

③　改革スケジュール

Ｈ１７

022-257-3333

　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

主要事業名

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

県からの補助金等収入依存度（％）

122.0

定義

会館事業

　　現在県の関与は出捐金１０，０００千円：２５．０％，及び理事・監事就任であり，県の補助金は該当がない。また，１６年４月１５日に施設を独立行政法人雇用能力開発機構から仙台市が買い取
り，県の２次委託から，仙台市から施設を無償貸与されての管理運営にスタイルが変わり，県の関与の度合いが今後低下することが見込まれる。
　　「フルキャストスタジアム宮城に近い」という立地上のメリットを生かした会館事業・ホール事業への取組みを見守るとともに，公共的な施設としてのあり方と収益性とのバランス等の運営方針につ
いて仙台市と協議していく。
委員会から「理事会及び監事による評価シートの作成（評価等）が望まれる」との意見があったが，昨年度から指導等行い，平成１６年度分については理事会及び監事による評価シートの作成（評価
等）が行われた。

ﾎｰﾙ事業 利用人数(人)

ﾎｰﾙ事業 利用日数(日)

会館事業 利用人数(人)

【H17.3】
団体に対する意
見
①目標値の実現
状況を注視してい
く。
②理事会及び監
事による評価シー
トの作成が望まれ
る。

【H18.3】
団体に対する意
見
①設定された経営
目標の達成状況
を注視していく。

国の特殊法人改革の動向を踏ま
えた運営方針を仙台市と協議し
た。
　仙台市において施設の譲渡受入
について検討委員会を立ち上げ，
譲渡を受ける方向の検討結果が
なされた。

　 うち県職員（派遣職員）

－

常勤役員数

①経営改
善（効率
化等）に向
けた取組
目標

１７　　財団法人仙台勤労者職業福祉センター

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市宮城野区榴岡5丁目11番1号

事業内容

仙台勤労者職業福祉センター（仙台サンプラザ）の整備および管理運営

平成1年4月1日

  １　基本情報(団体記入)

ホール事業

－ －

－ － －

－

－

23.022.0 19.0



区分 県の考え方

1 理事会 監事 Ⅰ 全評価項目を通して

④ ④

2 　 　 2

① ①

3

④ ④

4

② ②

5 6

① ①

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

② ②

Ⅱ 各評価項目ごとに

① ①

③ ③

③ ③

7 7 寄附行為変更，理事削減済み

① ①

8 8

④ ④

9

④ ④

10 9

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 14 14 団体の考えを尊重

④ －

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

① ①

17 17 17
特に問題はないと考え
る

① ①

18 理事会 監事 18

② ②

19

② ② 18

20

－ －

会館（宿泊・宴会等）事
業については，前年度
より収入が減少した。
新規進出の民間ホテル
との競合やハウスウェ
ディング等の消費者
ニーズの多様化，少子
化による需要の減少や
規模縮小（招待客の減
少）という厳しい環境の
中で，目標を上回る常
勤職員の削減等経費
節減への取組みも見ら
れ，評価内容は妥当で
あると考えられる。

経営指標・取組目標に
対する取組みを引き続
き注視していく。

施設の無償貸与を受け
て，今後の運営方針並
びに役員のあり方につ
いて仙台市と協議して
いく。

　　結　　論

発生した時点で口頭もしくは、文書
により上層へ報告がなされる。ま
た、幹部職員が２４時間常駐してい
る。

９．５でのコメントのとおり、退職給
与引当金の計上のため、前期まで
と比べると資本(正味財産)が減少
した。

現在のところ予定はないが、従来
より公認会計士へ税務代理のほ
か、決算書類のチェック、会計業務
の指導を依頼している。

当期収支差額を前期と比べると大
きく減少している。これは、会館事
業の利用人数の減少による減収が
影響している。

借入金は毎年計画的に返済してい
る。

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標 「会館事業 利用件数」

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安
全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「ﾎｰﾙ事業 利用人数」

取組目標 「ﾎｰﾙ事業 利用日数」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

　勤労者及び一般

　使命を達成するために施設の利用の促進を図り、管理運営に万全を期すこと

１７　財団法人仙台勤労者職業福祉センター
県担当課　産業経済部労政・雇用対策課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

　勤労者への職業情報の提供をはじめ、教養、文化、研修並びにスポーツ等の活動の場を提供し、勤労者の福祉の充実を図ること

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「会館事業 利用人数」

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中

②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

ホール事業については，16年度の
経営指標数値は上昇しているが、
これは退職給与引当金の繰入を要
支給額全額を計上したことによる一
時的なものであり、実質的な人件
費の支出額は低下傾向にある。

会館事業については，新規ホテル
参入などによる宿泊者数の減、さら
に婚礼件数の減が、施設利用人数
に影響を及ぼしている。会議・展示
会は、前期まで好調だったことをう
け、目標を若干高く設定したため達
成できなかったが、利用人数は前
期を上回っている。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件
数および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし

Ⅲ



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

18,689 14,621 14,119 14,687

194,177 185,091 190,978 183,106

980 1,044 1,143 1,120

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

48.4 48.9 47.5 49.0 49.2 49.5 50.0 50.0
81 92 95 100 90 100 100 100

0 1 1 1 1 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

8 6 6 7 7 6 6 6

1 1 1 1 1 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 9,624 0 0 0 0 0

0 0 9,624 0 0 0 0 0

0 0 9,624 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 349,191 356,172 351,604 352,800 369,266 347,500 360,000 360,000

事業外収入(b) 6,493 14,971 11,446 5,051 7,081 7,489 10,151 21,151

その他の収入(c)     

計(d) 355,684 371,143 363,050 357,851 376,347 354,989 370,151 381,151

支 出 事業費(e) 213,846 200,756 206,240 210,631 198,992 213,143 262,700 283,000

管理費(f) 73,420 89,111 85,933 85,734 100,026 89,843 78,190 73,500

事業外支出(g) 40,456 43,299 42,912 49,500 74,570 59,000 14,300 5,000

その他の支出(h)     　

計(i) 327,722 333,166 335,085 345,865 373,588 361,986 355,190 361,500

27,962 37,977 27,965 11,986 2,759 △ 6,997 14,961 19,651

27,962 37,977 27,965 11,986 2,759 △ 6,997 14,961 19,651

52,275 85,670 56,546 73,252 69,357 45,003 23,961 7,651

資 産 流 動 資 産 186,133 206,623 251,270 250,000 241,844 250,000 250,000 250,000

固 定 資 産 1,973,578 2,022,367 2,050,953 2,110,953 2,117,404 2,169,404 2,177,704 2,165,704

計 2,159,711 2,228,990 2,302,223 2,360,953 2,359,248 2,419,404 2,427,704 2,415,704

負 債 流 動 負 債 74,226 57,836 74,522 60,000 62,190 60,000 60,000 60,000

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0 0 0

計 74,226 57,836 74,522 60,000 62,190 60,000 60,000 60,000

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 1,779,000 1,779,000 1,779,000 1,779,000 1,779,000 1,779,000 1,779,000 1,779,000

剰 余 金 等 306,485 392,154 448,701 521,953 518,058 580,404 588,704 576,704

計 2,085,485 2,171,154 2,227,701 2,300,953 2,297,058 2,359,404 2,367,704 2,355,704

※平成17年度以降の上記目標数値については，平成17年5月13日現在の目標値である。

１８　財団法人みやぎ産業交流センター
  １　基本情報(団体記入)

仙台市宮城野区港三丁目１番７号 平成６年８月１日 理事長　石附成二 産業経済部国際経済課

022-254-7111 022-254-7110 http://www.yumemesse.or.jp 900,000千円 （50.5％）

  ２　事業内容(団体記入)

主要事業名 事業内容
事業費（単位：千円） H13～H16増減率

（％）

展示会等開催事業費 展示会，会議，イベント，大会等の企画，誘致，開催及びこれらに対する協力 △ 21.4

施設管理・補修費 屋内総合展示施設の管理運営 △ 5.7

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

経営指標 定義 Ｈ１３年度 Ｈ１４年度 Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

情報収集・提供 産業情報の収集及び提供・その他目的を達するために必要な事業 14.3

- --

- - -県からの受託事業の再委託率（％） （県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100 -

借入金依存度（％） （長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100 -

-

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100 250.8 357.3 337.2 387.8

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100 -

351 413

2.7-

476 486

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標 （Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

展示場稼働率（単位：％） 0.6
（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）

大規模・長期間の顧客の
獲得に成功し，事業収入
が近年の最高額となった。
また，予定額を上回る特
定預金を行い，財務体質
が一層強化された。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方

これまでの経緯をふまえ，
継続性の観点から現時点
で想定される目標値とし
た。

H16年度の職員増員につ
いては，企業からの派遣
職員が平成15年度末まで
に退職したことから，円滑
な事務局運営を確保する
ため有期限の職員を常勤
職員に切り替え事務局の
体制の整備を図ったもの
であり，実質的総職員数
の増減はない。

（3） 委員会意見（Ｈ17年
3月）への対応

指定管理者制度導入の動
向を見極めながら，検討を
深めた上で統合に関連す
る目標値を設定したい。

②役職員
数
（単位：
人）

-

常勤職員数 △ 14.3

　 うち県職員（派遣職員） -

常勤役員数 100.0

　 うち県職員（派遣職員）

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

委託金(a) -

補助金(b) -

負担金(c） -

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】 -

支出額(d)のうち一般財源 -

県からの貸付金残高(e) -

県からの単年度貸付金(f ) -

　(e)，(f)のうち無利子貸付金 -

県の損失（債務）保証額(g ) -

④収支計
算書
（単位：
千円）

△ 5.9

5.8

　

△ 5.7

7.1

△ 10.2

△ 20.9

　

△ 3.1

経常収支(a+b) - (e + f +g) △ 353.6

当期収支差額 (d - i) △ 353.6

当期利益(又は△当期損失) △ 35.1

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

3.4

2.5

2.5

△ 3.5

-

-

△ 3.5

0.0

12.0

2.7

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

【H17.3】
団体に対する意見
①稼働率のより一
層の向上が重要
である。
②統合による具体
的な効率化策を盛
り込み、関連する
目標値を設定すべ
きである。

県に対する意見
①指定管理者制
度導入への対応と
して、「現在、派遣
している県職員の
維持・廃止を今後
検討する」、と記載
すべきであった。

【H18.3】
県に対する意見
①指定管理者の
公募を控え，施設
補修積立金の処
理方針及び施設
大規模修繕に対
する対応方針を速
やかにまとめるべ
きである。

展示場催事件数（単位：件） 11.1

①課　　　　　題
②改善内容

区分：「統合することが望ましい団体」

③改革スケジュール

Ｈ１４（実績） Ｈ１５（実績） Ｈ１６（実績） Ｈ１７

・両団体の長に指定管理
者制度移行の対応につい
て説明し、了解を得た。
・指定管理者制度への対
応を優先して実施し、事務
局統合は当面その対応を
見守ることとなった。

・指定管理者制度移行への
対応を行う。

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)
　管理経費の早期縮減を図るため、引き続き、（株）仙台港貿易促進センターとの事務局統合に向けた取組を進めるものとする。　ただし、今年度においては、平成１８年度からの指定管理者制度導入
に伴い、財団が指定管理者となれることが、財団の存続及び事務局統合の前提条件であることから、今後の指定管理者公募への対応として、より効率的な管理運営及びサービスの向上を求めるもの
とする。

仙台港背後地にお
いて、国際見本市、
展示会等を行う施
設（夢メッセみやぎ）
を管理運営してお
り、隣接して貿易促
進のための業務を
展開している（株）仙
台港貿易促進セン
ターとの一体的・効
率的な業務を推進
するため、同セン
ターとの統合を視野
に入れて検討する
必要がある。

○県としては、（株）仙台港貿易促進センターと統合
（事務局統合）することが望ましい。（平成１７年度を
目標）

・県と両団体とのワーキンググルー
プにおいて、統合を目指す上での
課題、問題点の抽出と解決策の課
題についての検討を行った。
・当面、前倒しで事務局統合を検
討すべきと認識された。

・両団体のトップにより、平成１７
年度中の事務局統合の基本方針
を確認した。



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2

4 4

3

4 4

4

1 1

5

3 3

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

1 1

2 2

－ －

－ －

7

1 1

8

1 1

9

2 2 9 特定預金増加

10

1 1

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

1 1

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

1 1

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

1 1

17

1 1

18 理事会 監事

1 1

19

1 1

20

- -

4　剰余金の増加により流
動比率が高まったものと
思われる。

６ ア　住宅関連業界を中
心に使用期間や規模の
大きい顧客の獲得に成功
したため。

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

①低下傾向 ②横ばい

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

　

④著しく悪化

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

Ⅲ　結論
（株）仙台港貿易促進セン
ターとの事務局統合によ
り、より効率的な運営を進
めるものとする。
平成１８年度からの指定
管理者制度の導入に伴
い、指定管理者公募への
対応として、より効率的な
管理運営及びサービスの
向上を求めるものとする。

17　顧客及び来場者を対
象にアンケート調査を
行っている。

①既に全て公開 ②既に一部公開

総
　
　
合

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①良化 ②横ばい ③やや悪化

③今後予定 ④予定なし

①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし

①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

⑤著しく悪化①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし

エ 取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

ウ 取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

イ 取組目標 「展示場催事件数」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

ア 取組目標 「展示場稼働率」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

④該当なし

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

③上昇傾向 ④該当なし

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

団体の目的 見本市・展示会の誘致開催等および施設の管理運営。　

評  価  項  目 評価結果（コメント）

Ⅰ 全評価項目を通して
 　おおむね妥当な評価で
ある。なお、稼働率につい
ては目標を達成したが、
平日催事の誘致による一
層の向上を求めていく。

　
　
Ⅱ 各評価項目ごとに
　６　催事件数が目標を下
回ったが、利用日数では
昨年を上回っており、総
体的にみるとほぼ目標を
達成したと考えられる。
　７　県職員の派遣は、平
成１６年度限りで廃止して
いる。

　

平成16年度経営評価シート

１８　財団法人みやぎ産業交流センター
県担当課　産業経済部国際経済課

経
営
戦
略

団体の使命 見本市・展示会等の諸活動を行うことにより宮城県産業の振興に資するとともに県民文化の向上に寄与する。

団体の顧客 業界団体，企業，自治体，個人など　

８　事業収入が近年の最
高額となり、予定額を上
回る特定預金を行った。



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度Ｈ14年度Ｈ15年度Ｈ16年度

231,321 176,916 170,365 167,132

46,369 31,106 23,689 29,048

－ 1,219 3,448 62,701

　

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 H15実績 H16目標 H16実績 H17目標 H18目標 H19目標

　 　 　 　 　 　 　 　

4 4 4 4 4 4 4 4

0 0 0 0 0 0 0 0

9 5 5 5 5 12 12 12

1 0 0 0 0 0 0 0

109,309 99,989 91,977 91,750 92,085 89,565 89,565 89,565

0 0 0 0 0 0 0 0

19,149 17,913 18,494 18,494 18,494 19,749 19,749 19,749

128,458 117,902 110,471 110,244 110,579 109,314 109,314 109,314

8,925 5,985 3,990 3,990 3,885 3,780 3,780 3,780

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事 業 収 入 (a) 231,321 209,241 197,501 258,281 260,200 272,280 272,280 272,280

事 業 外収 入(b) 464 611 459 92 36,991 60 60 60

そ の 他 の収 入( ｃ) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 231,785 209,852 197,960 258,373 297,191 272,340 272,340 272,340

支 出 事 業 費 (e) 208,020 194,937 192,772 255,129 271,282 259,740 259,740 259,740

管 理 費 (f) 54,540 45,584 47,692 53,200 35,576 34,540 34,540 34,540

事 業 外 支 出 (g) 15,638 1,767 1,691 1,767 4,305 960 960 960

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 278,198 242,288 242,155 310,096 311,163 295,240 295,240 295,240

△ 46,413 △ 32,436 △ 44,195 △ 51,723 △ 13,972 △ 22,900 △ 22,900 △ 22,900

△ 46,413 △ 32,436 △ 44,195 △ 51,723 △ 13,972 △ 22,900 △ 22,900 △ 22,900

△ 47,363 △ 33,386 △ 45,145 △ 52,673 △ 14,922 △ 23,850 △ 23,850 △ 23,850

資 産 流 動 資 産 1,084,647 1,096,772 567,568 （※１） 320,564 （※１） （※１） （※１）

固 定 資 産 1,379,962 1,329,145 1,763,828 （※１） 1,970,713 （※１） （※１） （※１）

計 2,464,609 2,425,917 2,331,396 （※１） 2,291,277 （※１） （※１） （※１）

負 債 流 動 負 債 29,378 71,293 65,599 （※１） 73,431 （※１） （※１） （※１）

固 定 負 債 556,804 510,347 465,898 （※１） 432,874 （※１） （※１） （※１）

（うち引当金等） 609 677 880 （※１） 910 （※１） （※１） （※１）

計 586,182 581,640 531,497 （※１） 506,305 （※１） （※１） （※１）

資 本 基本（ 資本 ）金 2,187,500 2,187,500 2,187,500 2,187,500 2,187,500 2,187,500 2,187,500 2,187,500

剰 余 金 等 △ 309,074 △ 342,460 △ 387,605 △ 440,278 △ 402,527 △ 426,377 △ 450,227 △ 474,077

計 1,878,426 1,845,040 1,799,895 1,747,222 1,784,973 1,761,123 1,737,273 1,713,423

（注）平成１７年度以降の上記目標数値については，平成１７年５月３１日現在での目標値である。

仙台港国際ビジネスサポートセンター（ｱｸｾﾙ）の管理・運営

仙台国際貿易港物流ターミナルの管理・運営

ー

ー

ー

ー

③県から
の財政的

関与
（単位：
千円）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

73.3 66.7

県からの貸付金(e)

県の損失（債務）保証額(g)

県からの単年度貸付金(f)

(e),(f)のうち無利子貸付金

80.0 33.373.3 60.0 80.0 80.0

流動比率（％）

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（流動資産÷流動負債）×１００

－

0

－

－

5.9

△ 1.3

3,688.2

△ 83.8

－

1,538.7

△ 0.1

－

－

21.4

支出額(d)のうち一般財源

常勤職員数

　 うち県職員

　 うち県職員（派遣職員）

補助金(b)

負担金(c）

支出額(d) ((a)+(b)+(c）)

委託金(a)

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×１００

305.9

55.8

436.6865.2

H13-H16増減率
（％）

-

△ 27.7

327.5

38.1

△ 37.3

26.8

19.9

事業費（単位：千円）

42.0 30.6

56.2

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

経営指標 定義

県からの受託事業の再委託率（％） （県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×１００

借入金依存度（％）

（C）Ｈ１６実績～
Ｈ１７目標
対比(%)

－

県からの補助金等（県からの補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×１

329.0

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記載)

（Ｄ）評価結果及び取組目
標の設定の考え方

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の

意見
【H１７年３月】
団体に対する意
見
①アクセルの入
居率の向上が重
要である。目標
値の達成状況を
注視していく。
②統合による具
体的な効率化策
を盛り込み，関連
する目標値を設
定すべきである。

【H１８年３月】
県に対する意見
①施設の活用方
法について根本
的に見直しを図
り，思い切った方
向転換も含めて
検討すべきであ
る。

63.9

県からの補助金等収入依存度（％）

TICT事業

39.8

△ 2.7

347.5

55.4

21.7 22.0

賃貸オフィス（アクセル）の入
居率（入室数/全体数）（％）

66.7

当期収支差額(d-i)

△ 4.5

△ 2.9

常勤役員数

140

63.9

－

4.6

△ 77.7

△ 5.1

  １　基本情報(団体記載)

Ｈ１３年度 Ｈ１４年度 Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

CY事業

主要事業名

BSC事業

仙台港高砂コンテナターミナル等の管理

事業内容

１９　株式会社仙台港貿易促進センター

  ２　事業内容(団体記載)

０２２－２５９－６７１５

平成７年１２月４日 産業経済部国際経済課代表取締役社長　赤間信彦 

www.sendai-port-faz.jp 710,000千円（32.5％）

仙台市宮城野区港３－１－３

０２２－３８８－６７１０

－

－

△ 8.6

0

－

59.8

－

△ 2.7

6.8

⑤貸借対
照表

（単位：千
円）

①経営改
善（効率
化等）に
向けた取
組目標

（１）　前年度の経営目標
の達成状況に関する評価
結果（概要）
目標とした仙台港国際ビ
ジネスサポートセンター
（アクセル）の賃貸オフィス
の入居率は達成すること
ができなかった。
　
（２）　本年度以降の目標
設定の考え方
目標とした経営改善に当
たっては、収入増が必要
であることから、仙台港国
際ビジネスサポートセン
ター（アクセル）の賃貸オ
フィスの入居率を想定す
る。
　
（３）　委員会意見（Ｈ１７年
３月）への対応
今年度も引き続き入居率
の向上に努める。統合に
よる具体的な効率化策に
ついては、みやぎ産業交
流センターの指定管理者
制度の導入を注視しつつ
検討中である。
（※１）
H16年度目標・Ｈ17以降の
貸借対照については、作
成していない。

  ５　改革計画(県記入)　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

②役職員
数

（単位：
人）

④収支計
算書

（単位：千
円）

経常収支(a+b)-(e+f+g)

当期剰余金（又は△当期損失）

課　　　　　題
改善内容

区分：「統合が望ましい団体」

改革スケジュール

Ｈ１４（実績） Ｈ１５（実績） Ｈ１６（実績） Ｈ１７

前年度に引き続き、アクセルの入居率の向上に努め，収入の増加と経費の圧縮を図る。また、（財）みやぎ産業交流センターとの運営面での連携を進め、経営の効率化を図る。

・両団体の長に対して、指
定管理者制度移行の対応
について説明し、了解を得
た。
・財団法人みやぎ産業交
流センターが、指定管理
者制度への対応を優先し
て実施したため、事務局
統合は当面その対応を見
守ることとなった。

・みやぎ産業交流センター
の指定管理者制度移行へ
の対応を見守る。

・当面、前倒しで事務局統合を検討
すべきと認識された。

  ６　団体の取組計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台港背後地におい
て、国際見本市、展
示会等を行う施設（夢
メッセみやぎ）を管理
運営している（財）み
やぎ産業交流セン
ターと、隣接して貿易
促進のための業務を
展開し、仙台港国際
ビジネスサポートセン
ター等を運営している
㈱仙台港貿易促進セ
ンターは、一体的・効
率的な業務をするた
め、統合を視野に入
れて検討する必要が
ある。

○県としては、（財）みやぎ産業交流センターと統合
（事務局統合）することが望ましい（平成１７年度を目
標）。

・県と両団体のワ-キンググループ
において、統合を目指す上での課
題、問題点の抽出と解決策の課題
についての検討を行った。

・両団体のトップにより、平成１
７年度中の事務局統合の基本
方針を確認した。



県担当課 産業経済部国際経済課平成16年度経営評価シート １９ 株式会社仙台港貿易促進センタ－

仙台港周辺における貿易を促進することによって，地域経済の活性化及び住民生活の向上に寄与する。経 団体の使命
営

宮城県民，仙台港の利用者戦 団体の顧客
略

各種輸入関連基盤施設の整備を行い，外国貨物の物流高度化・流通促進を図る。団体の目的

評 価 項 目 評価結果(コメント) 県の考え方区分

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 Ⅰ 全評価項目を通３ 理事会 監 事 １ 委託事業の見直しを

して主 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし １ １ 徹底している。

２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 概ね妥当な結果とな ２ 借入金の返済を徹底

考える。引き続き，経 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし １ １ して行っている。

３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 アクセルの入居率の営 ３ 委託金・負担金の見

向上に努め，(財)み指 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし １ １ 直しを徹底している。

４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 やぎ産業交流センタ標 ４ 仙台国際貿易港物流

ーとの運営面での連の ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ３ ３ ターミナル建設が終了

。推 ５ 一人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 携を図る必要があるし、流動資産が減って

固定資産が増加した。移 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ３ ３

５ 正職員の補充に臨時

職員を充てるなど，人６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

ア 取組目標「賃貸オフィス（アクセル）の入居率（入室数／全体数） Ⅱ 各評価項目ごと理事会 監 事 件費の削減を徹底して

に４ ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ３ ３ 行ったが、前期に比べ

イ 取組目標 １ ３県の財政的ると若干上昇した。

６ 関与について，現時経 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － － 入居者の出入りはあ

ウ 取組目標 点では，目標値の修営 ったが、最終的に目標を

正の必要はないと考改 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － － 達成することができなか

エ 取組目標 えている。善 った。

－ －に ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。向

１ １け ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

８ 仙台国際貿易港物流て ８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

ターミナルの開業に伴の ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ２ ２

い，収入が増加した。取 ９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

９ 未処理損失が増加し組 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ３ ３

た。計 10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。

アクセルの入居が進画 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ５ ５ 10

まなかった。11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。

２ ２①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

12 含み益として社有地 12 今後とも，社有地に12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格

１５，２９８．００㎡ ついて有効活用を図る団 と時価を比較し，含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等

（内３，３００㎡を賃借 よう助言していく。体 安全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

中）を把握している。改 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ３ ３

なお、簿価は、１７革 13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。

６ ４６３ ６７０円 購計 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 １ １ ， ， （

入価額６４，７１３，６画 14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

７０円＋造成費１１１，表 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

７５０，０００円 、固定以 15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。 ）

資産評価額は、２５９，外 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

９４３，６１６円。の 16 インターネットによる情報の公開に努めているか。

14 常勤監査役を置いても ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ３ ３

いる他、独立監査人との 17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件

して、公認会計士から数及び内容を把握しているか。

監査を受けている。①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ２ ２

15 地元企業の社長が役

18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 Ⅲ 結論理事会 監 事 員となっている

16 社会的要請に答え総 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる １ １ ホームページの内容

19 以上を総合的に判断し 経営状況は前年度と比較して良くなっているか るため，改革計画に， 。 の見直しを行う。

則って，より一層の①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ２ ２ 17 利用者である入居者か

20 上記19 で「③やや悪化 「④大分悪化」と評価した場合は，トップや経 収入の増加と経費の合 」 ら、直接聴取した。

。営幹部の経営責任はどのように負うか。 削減を指導していく

－ －①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

1,773 1,794 1,106 1,557

203 250 911 5,642

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 H１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

0 1 3 2 3 3 3 3
32 32 31 32 31 34 34 34

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

3 3 3 3 3 6 6 6

1 1 1 1 1 2 2 2

0 0 0 0 0 1,610 1,610 1,610

14,600 23,660 24,920 22,724 23,926 31,986 31,986 31,986

900 900 900 900 900 900 900 900

15,500 24,560 25,820 23,624 24,826 34,496 34,496 34,496

15,500 24,560 25,820 23,624 24,826 34,496 34,496 34,496

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事 業 収 入 (a) 0 0 0 0 0 0 0 0

事 業 外 収 入 (b) 18,126 26,974 28,222 26,074 32,985 43,900 43,900 43,900
そ の 他 の 収 入 ( ｃ ) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 18,126 26,974 28,222 26,074 32,985 43,900 43,900 43,900

支 出 事 業 費 (e) 1,806 2,044 2,017 2,500 7,134 8,180 8,180 8,180

管 理 費 (f) 14,835 26,746 27,716 23,574 26,195 35,720 35,720 35,720

事 業 外 支 出 (g) 0 93 0 0 0 0 0 0

そ の 他 の 支 出 (h) 0 0 108 0 0 0 0 0

計(i) 16,641 28,883 29,841 26,074 33,329 43,900 43,900 43,900

1,485       △1,909       △1,619 0       △344 0 0 0

1,485       △1,909       △1,619 0       △344 0 0 0

1,485       △1,909       △1,619 0       △344 0 0 0

資 産 流 動 資 産 6,246 4,414 2,823 677 2,390 677 677 677

固 定 資 産 0 0 0 0 0 0 0 0

計 6,246 4,414 2,823 677 2,390 677 677 677

負 債 流 動 負 債 0 77 106 0 17 0 0 0

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 77 106 0 17 0 0 0

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 0 0 0 0 0 0 0 0

剰 余 金 等 6,246 4,337 2,717 677 2,373 677 677 677

計 6,246 4,337 2,717 677 2,373 677 677 677

※平成１７年度以降の上記目標数値については，平成１７年５月３０日現在の目標値である。

100

519

（１）　前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
前年度の経営目標につい
ては，達成及びほぼ達成
することができた。

（２）　本年度以降の目標設
定の考え方
引き続き，同じ目標を掲げ
て，経費の節減及び収入
増に努める。

（３）　委員会意見（Ｈ1７年
３月）への対応
①②他県との共同事業を
拡充する。
②③ソウル事務所と大連
事務所の存在意義につい
てＰＲし、会員数の増加に
努める。

△ 100

ー

ー

14,058.8

39.0

　広域連携事業を展開す
る。

ー

△ 71.7

△ 100

ー

△ 71.5

  ５　改革計画(県記入)　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

Ｈ１６（実績）

ー

　山形県との間で広域連携事業
を実施した。

①課　　　　　題

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

△ 100

ー

33.9

33.7

100

100

36.4

14.7

ー

ー

ー

0

ー

　山形県、岩手県との間で
広域連携事業を実施した。

ー

△ 100

31.7

△ 100

ー

△ 100

ー

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×１００

5,732.5

91.1

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×１００

　 うち県職員（派遣職員）
②役職員

数
（単位：

人）

④ 収 支
計 算 書
（ 単 位 ：
千 円 ）

ー ー

ー

495

ー

2,663.2

ー

85.5

0.0

39.0

０千円 （　０．０％）

△１２．２

75.3

ー

Ｈ１６年度

ーー

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の

意見

産業経済部国際経済課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

H13～H16増減率
（％）

理事長　浅野史郎

http://www.pref.miyagi.jp/gb/kokushinkyou

2,679.3

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

0.0
9.7

Ｈ１４（実績）

△ 71.7

ー

△ 71.5

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

当期収支差額(d-i)

経常収支(a+b)-(e+f+g)

③県から
の財政的

関与
（単位：
千円）

負担金(c）

委託金(a)

　県からの単年度貸付金(f)

　(e),(f)のうち無利子貸付金

補助金(b)

支出額(d) ((a)+(b)+(c）)

支出額(d)のうち一般財源

海外事務所運営事業

０２２ー２６３ー２２１０

平成４年１０月２３日

事務局運営事業

経営指標 定義

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×１００

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

●北海道及び北東北３県の動向を踏まえ，広域連
携の可能性について検討を行う（Ｈ１４～）。

（Ｃ）H16実績～H17
目　　　標
対比（％）

209

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

常勤職員数

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目

標

　本協会は，ソウル事務所の運営母体として設立されて以来，これまで，本県と韓国との経済交流等への取組には，一定の成果を上げてきたものと考える。今後は，これまでに培ってきた基盤を活か
しながら，県の事業と連携し，運営の効率化及び経費の削減を図るとともに，会員数の拡大に努める。また，山形県と共同化したソウル事務所と岩手県と共同で設置した大連事務所を活用して，広域
連携事業を実施する。

広域連携事業の実施（件数）

会員数の拡大（団体数）
【H１７年３月】
団体に対する意見
①他県との共同設
置について，事務
所の場所，人員，
負担割合など踏み
込んだ議論をし，
取組目標の指標
設定など計画へ反
映させるべき。
②事業の効率的
な展開と会員数の
増加に努める必要
がある。
③法人（ソウル事
務所）の存在意義
について，定期的
に評価する必要が
ある。

【H１８年３月】
団体に対する意見
①事業の効率的
な展開と会員数の
増加に努める必要
がある。
②海外事務所の
活動評価について
は，具体的な指標
と数値目標を掲げ
て行うべきであ
る。

　山形県とのソウル事務所連携に
向けた情報交換を行い，共同事業
の取組の検討を行った。

　 うち県職員（派遣職員）

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与の見直し」

　韓国ソウル事務
所・中国大連事務
所の運営について，
費用対効果を検証
の上，団体の今後
のあり方を検証する
必要がある。

⑤ 貸 借
対 照 表
（ 単 位 ：
千 円 ）

  １　基本情報(団体記入)

県からの貸付金残高(e)

　県の損失（債務）保証額(g)

339

91.5

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×１００

２０　社団法人宮城県国際経済振興協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区本町三丁目６ー１６　本町分庁舎５階

事業内容

ソウル事務所において韓国国内の経済情報の収集・提供や活動支援等

事務局運営に係る事務事業

主要事業名

０２２ー２６３ー２１３１



県担当課 産業経済部国際経済課平成16年度経営評価シート ２０ 社団法人宮城県国際経済振興協会

貿易の振興，県内企業の海外進出，国際観光の展開等の環境整備団体の使命

経

宮城県民，県内外の企業等営 団体の顧客

戦

宮城県の産業経済の発展，宮城県経済の国際化略 団体の目的

評 価 項 目 評価結果(コメント) 県の考え方区分

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 Ⅰ 全評価項目を通３ 理事会 監 事

して主 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４

２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 概ね妥当な結果とな

考える。引き続き，経 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４

３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 会員数の拡大と広域営

連携事業の実施に努指 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし １ １

。標 ４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 めていく必要がある

１ １の ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

５ 一人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。推

１ １移 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 ６ Ⅱ 各評価項目ごと

ア 取組目標「広域連携事業の実施」 に理事会 監 事 ァ．山形県・岩手県との

３県の財政的関与４ ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １ 間で共同事業を実施でき

イ 取組目標「会員数の拡大（団体数 」 について，現時点で） た。

は，目標値の修正の経 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ３ ３ イ．海外での商談会に協

ウ 取組目標 必要はないと考えて営 力したことが企業の間で

いる。改 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － － 評価されたが、会員数の

増加までには至らなかっ善 エ 取組目標

た。に ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。向

１ １け ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 ８ ９て

海外事務所運営費等経の ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ２ ２

費節減に、より一層の努取 ９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

力をした。組 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ２ ２

10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。計

１ １画 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。

２ ２①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格

と時価を比較し，含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等団

理事会 監 事体 安全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

１ １改 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。革

１ １計 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中

県商工会連合会長、画 14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 14

旅行会社仙台支店長表 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

銀行頭取、地元企業以 15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。 15

社長等。外 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。の

１ １も ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし

会員である県内企業の 17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件 17

から、直接聴取した。数及び内容を把握しているか。

２ ２①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 Ⅲ 結論理事会 監 事

社会的要請に答え総 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる １ １

19 以上を総合的に判断し 経営状況は前年度と比較して良くなっているか るため，改革計画に， 。

則って，より一層の①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ２ ２

20 上記19 で「③やや悪化 「④大分悪化」と評価した場合は，トップや経 運営の効率化と経費合 」

営幹部の経営責任はどのように負うか。 の削減を指導してい

く。①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

56,011 44,811 29,659 36,824

36,080 25,327 14,573 10,032

2,510 769 638 622

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

(※1) (※1) (※1) (※1) (※1) (※1) (※1) (※1)

0 0 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0

8 7 7 7 7 7

0 0 0 0 0 0

34,046 25,257 11,417 1,290 1,770 12,994 (※2) (※2)

6,000 6,060 4,500 26,000 6,013 22,000 (※2) (※2)

0 0 0 0 0 0 (※2) (※2)

40,046 31,317 15,917 27,290 7,783 34,994 0 0

40,046 31,317 15,917 27,290 7,783 34,994 (※2) (※2)

0 0 0 0 0 0 0 0

9,000 9,000 9,000 79,000 9,000 39,000 (※2) (※2)

0 0 0 70,000 0 0 (※2) (※2)

0 0 0 0 0 0 (※2) (※2)

収 入 事業収入(a) 162,308 133,757 103,348 126,482 109,354 376,042 (※1) (※1)

事業外収入(b) 16,183 18,192 14,877 12,289 13,164 12,235 (※1) (※1)

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 (※1) (※1)

計(d) 178,491 151,949 118,225 138,771 122,518 388,277 (※1) (※1)

支 出 事業費(e) 104,500 84,140 48,778 64,398 49,971 196,348 (※1) (※1)

管理費(f) 66,867 62,250 68,038 72,529 68,615 188,403 (※1) (※1)

事業外支出(g) 7,251 6,597 2,012 1,862 3,122 2,353 (※1) (※1)

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 (※1) (※1)

計(i) 178,618 152,987 118,828 138,789 121,708 387,104 (※1) (※1)

△ 127 △ 1,038 △ 603 △ 18 810 1,173 (※1) (※1)

△ 127 △ 1,038 △ 603 810 (※1) (※1)

△ 127 △ 1,038 △ 603 810 (※1) (※1)

資 産 流 動 資 産 35,262 41,522 31,780 36,920 (※1) (※1)

固 定 資 産 59,390 58,176 57,909 60,794 (※1) (※1)

計 94,652 99,698 89,689 97,714 (※1) (※1)

負 債 流 動 負 債 12,989 20,929 13,265 18,251 (※1) (※1)

固 定 負 債 59,109 57,922 57,676  60,576  (※1) (※1)

（うち引当金等） 56,109 54,922 54,676 57,576 (※1) (※1)

計 72,098 78,851 70,941 78,827 (※1) (※1)

資 本 基本（資本）金 20,000 20,000 20,000 20,000 (※1) (※1)

剰 余 金 等 2,554 847 △ 1,252 △ 1,114 (※1) (※1)

計 22,554 20,847 18,748 18,886 (※1) (※1)

※平成１７年度以降の（注）上記目標数値については，平成１７年４月１日現在での目標値である。

（注）平成１７年７月、東京･池袋にアンテナショップを設置。

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

昭和30年7月11日

  １　基本情報(団体記入)

333.3

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

579

13.5

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

２１　社団法人宮城県物産振興協会

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区上杉１丁目１４－２

事業内容

県産品の売買（仕入）

０２２－２６３－５０５０

物産展等開催経費

主要事業名

　東京アンテナショップの平成１７年度内の開設に向けて必要な支援を行う。
　また，平成１７年度の(社)宮城県観光連盟との統合に向け，平成１４年度に両団体事務局及び所管課からなるワーキンググループで調査検討報告書をまとめ，平成１５年度からは報告書をもとに
各団体での検討を進めているところであり，議論がスムーズに行われるよう適切な支援を行う。

※(県に対する）委員会意見（Ｈ17年3月）への対応状況。
統合について，議論がスムーズに行われるよう適切な支援を行う。

【H17.3】
団体に対する意
見
①統合が予定より
遅れており，効率
化を図るために早
急に統合を実現
すべきである。

【H18.3】
団体に対する意
見
①社団法人宮城
県観光連盟との
統合が予定より遅
れている。統合に
よって観光と物産
の一元化を図り，
宮城県の認知度
を高めることが期
待される。効率化
を図るためにも早
急に統合を実現
すべきである。
②東京アンテナ
ショップを有効に
活用し，新たな商
品の開発やヒット
商品の育成などを
目指すべきであ
る。

両団体による検討WGの設置によ
る検討。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

物産，観光という県内
資源を活用した一体
的な業務展開による
効果的な産業振興を
推進するため，宮城
県観光連盟との統合
を視野に入れた検討
を行う必要がある。

○県としては，(社)宮城県観光連盟と統合すること
が望ましい。【H17年を目標】
・ワーキンググループ設置による検討【H14～】

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

ーー

9.5 10.0

239.6

経営指標 定義

県産品愛用運動事業

県内外販路開拓事業

買取販売事業

０２２－２６３－５３６９

-

174.6

△ 24.6

216.9

－

県の損失（債務）保証額(g )

－

　 うち県職員（派遣職員）

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

－

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

634.1

-

Ｈ１６（実績）

-

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
県産品の販路拡大事業で
ある各物産展の売上が概
ね好調に推移したため、
初期の目標を達成するこ
とが出来た。しかし、東京
アンテナショップの開設に
向けて、鋭意物件調査を
実施したが開設に至ら
ず、課題を残す結果となっ
た。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
　改善事項として、平成１
７年度の(社)宮城県観光
連盟との統合が掲げられ
ていたが、県下市町村合
併の動向を見極めながら
再度検討することになり、
現時点ではまだ意思決定
がなされていない。
　当団体は，経営改善等
の指導は受けておらず，
あえて数値目標を掲げる
ためには，指標の考え
方，選定等について団体
としての総会等での意思
決定が不可欠である。

（3） 委員会意見（Ｈ17年
3月）への対応
　改善事項として、平成１
７年度の(社)宮城県観光
連盟との統合が掲げられ
ていたが、県下市町村合
併の動向を見極めながら
再度検討することになり、
現時点ではまだ意思決定
がなされていない。

-

349.6

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

549

ー

554

9.0

579

H13～H16増減率
（％）

6.4

9.2

Ｈ１６年度

ー

24.8

会長　吉田　久剛

http://www.miyagibussan.or.jp/

県内イベント等開催経費

27.8

65.7

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

食産業・商業振興課

０千円（　　０％）

20.6

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

22.4

271.5

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

県下市町村の合併動向を
見守りながら，(社)宮城県
物産振興協会内企画財政
委員会で引き続き検討。

-

-

-

-

-

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

両団体の会員レベルでの
検討
企画財政委員会での検
討。

-

-

0.0

－

202.3

－

198.4

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

0.0

両団体の会員レベルでの検討。
（WG等の検討成果の審議）

①課　　　　　題

243.9

△ 7.1

292.9

－

218.1

44.8

Ｈ１４（実績）

-

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

－

265.9

－

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

349.6

常勤職員数



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　

2 2

3

1 1

4

2 2

5

2 2

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

－ －

－ －

－ －

－ －

7

2 2

8

2 2

9

2 2

10

3 3

11

－ －

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

4 4

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

1 1

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

3 3

17

1 1

18 理事会 監事

1 1

19

1 1

20

- -

８-②，９-②，１０-③：
物産展等手数料収入増
加のため

１４-④：
定款第９条第２項により監
事は，総会において会員
の中から選任することと
なっている。
なお，公認会計士事務所
指導を受けている。

１５-①：
会社代表取締役，団体正
副会長等

１７-①：
物産展顧客ｱﾝｹｰﾄ，物産
展での直接意見等

１９-①：
東京での出展者数増によ
る物産展等手数料収入増
加のため

Ⅰ全評価項目を通して

概ね妥当であり，平成１５
年度からの懸案となって
いる（仮称）東京アンテナ
ショップの平成１７年度内
の開設に向けて必要な支
援を行う。

Ⅱ 各評価項目ごとに

特に買取販売事業での経
営改善に向けて，新規物
産展等を開拓し，県産品
の販路拡張に努めるなど
経営改善の努力が認めら
れる。

Ⅲ 結論
今後，定款等についてイ
ンターネットで情報公開し
ていくよう指導する。
また，平成１７年度の(社)
宮城県観光連盟との統合
に向け，議論がスムーズ
に行われるよう適切な支
援を行う。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一般消費者，物産関係事業者当

県産品の振興

２１　社団法人宮城県物産振興協会
県担当課　産業経済部食産業・商業振興課　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

　県産品の販路拡大

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

2,102 2,739 3,088 －

89,369 98,173 80,646 －

2,496 1,847 2,429 －

※平成１６年度から事業の構成が大幅に変更になった。

－ － － 43,500

－ － － 38,511

－ － － 4,829

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

3 3 3 3 3 3

0 0 0 0 0 0

23,436 16,090 11,737 10,610 11,126 10,230

51,000 49,000 48,000 47,520 47,520 45,468

900 800 800 800 800 1,600

75,336 65,890 60,537 58,930 59,446 57,298

75,336 65,890 60,537 58,930 59,446 57,298

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

収 入 事 業 収 入 (a) 26,536 38,131 24,703 25,400 28,032 25,110 ※１ ※１

事 業 外収 入(b) 90,544 88,316 86,541 84,922 84,838 85,055 ※１ ※１

その他の収入c 0 0 0 0 0 0 ※１ ※１

計(d) 117,080 126,447 111,244 110,322 112,870 110,165 ※１ ※１

支 出 事 業 費 (e) 95,949 104,596 88,018 89,871 87,901 94,343 ※１ ※１

管 理 費 (f) 23,997 21,729 24,074 22,950 22,425 20,901 ※１ ※１

事 業 外 支 出 (g) 0 0 0 7,000 0 7,000 ※１ ※１
そ の 他 の 支 出

(h)
0 0 0 0 0 0 ※１ ※１

計(i) 119,946 126,325 112,092 119,821 110,326 122,244 ※１ ※１

△ 2,866 122 △ 848 △ 9,499 2,544 △ 12,079 ※１ ※１

△ 2,866 122 △ 848 △ 9,499 2,544 △ 12,079 ※１ ※１

△ 3,020 159 684 △ 2,620 2,139 △ 12,454 ※１ ※１

資 産 流 動 資 産 43,550 68,222 49,521 46,460 52,822 0 ※１ ※１

固 定 資 産 32,915 37,828 43,107 47,313 47,009 49,828 ※１ ※１

計 76,465 106,050 92,628 93,773 99,831 49,828 ※１ ※１

負 債 流 動 負 債 28,429 55,039 35,829 33,440 38,268 0 ※１ ※１

固 定 負 債 37,303 42,118 45,222 47,832 47,847 48,566 ※１ ※１

（うち引当金等） 37,303 42,118 45,222 47,832 47,847 48,566 ※１ ※１

計 65,732 97,157 81,051 81,272 86,115 48,566 ※１ ※１

資 本 基本（ 資本 ）金 0 0 0 0 0 0 ※１ ※１

剰 余 金 等 10,733 8,893 11,577 12,501 13,716 1,262 ※１ ※１

計 10,733 8,893 11,577 12,501 13,716 1,262 ※１ ※１

※平成１７年度以降の上記目標数値については，平成１７年６月２７日現在の目標値である。

　平成１７年度の（社）宮城県物産振興協会との統合に向け、平成１４年度に両団体事務局及び所管課からなるワーキンググループで調査検討報告書をまとめている。さらに平成１５年度には両団
体が各統合委員会を立ち上げて、検討を開始した。今後は両団体での検討が円滑に進むように適切な支援を行う。

ー

ー

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×１００

（B)年度別目標（A)実績推移

※１ 【H17.3】
団体に対する意
見
①統合が予定より
遅れており、効率
化を図るために、
早急に統合を実
現すべきである。

【H18.3】
団体に対する意
見
①社団法人宮城
県物産振興協会
との統合が予定よ
り遅れている。統
合による相乗効果
で，宮城県への集
客数を増加させる
ことが期待され
る。効率化を図る
ためにも早急に統
合を実現すべきで
ある。

２２　　　社団法人宮城県観光連盟

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区本町三丁目８番１号　宮城県庁内

事業内容

魅力ある観光地作りを促進するための受入体制の整備強化と各種観光情報の収集発信

観光客誘致を図るため、観光資源の整備・情報提供を広範囲に行う

主要事業名

⑤ 貸 借
対 照 表
（ 単 位 ：
千 円 ）

  １　基本情報(団体記入)

観光啓発研修事業

県からの貸付金残高(e)

県の損失（債務）保証額(g)

547

54.0

経営指標 定義

　(e),(f)のうち無利子貸付金

県からの単年度貸付金(f)

０２２－２１１－２８２２ ０２２－２１１－２８２９

④ 収 支
計 算 書
（ 単 位 ：
千 円 ）

当期収支差額(d-i)

両団体による検討ワーキンググ
ループの設置による検討

　 うち県職員（派遣職員）

当期利益(又は△当期損失)

改善内容
区分：「県として廃止・統合することが望ましい団体」

観光・物産という県
内資源を活用した
一体的な業務展開
による効果的な産
業振興を推進する
ため、（社）宮城県
物産振興協会との
統合を視野に入れ
た検討を行う必要
がある。

経常収支(a+b)-(e+f+g)

③県から
の財政的

関与
（単位：
千円）

負担金(c）

観光開発・啓発・研修事業 観光客受入態勢の整備強化、観光業界の地位向上、観光関係者の意識の啓発を図る

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

○県としては、（社）宮城県物産振興協会と統合す
ることが望ましい〈H17を目標〉。
○ワーキンググループ設置による検討【Ｈ１４～】

（C)
H16実績～H17目標

対比（％）

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

常勤職員数

　 うち県職員（派遣職員）

観光開発促進事業

情報収集・発信事業 観光情報を広く発信するため、各種情報を収集・整備し、情報発信に努める

観光客誘致対策事業 観光客の誘致促進を図るため、観光関係団体と連携し誘致促進事業に努める

一人当たり人件費（月）（千円）

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×１００

ー

昭和２４年６月１４日

観光宣伝事業

常勤役員数

①経営改
善に向け
た取組目

標

②役職員
数

（単位：
人）

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×１００

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×１００

Ｈ１４（実績）

△ 100.0

－

△ 90.8

Ｈ１５（実績）

改革スケジュール

Ｈ１７

△ 574.8

（E)
経営目標・評価推
進委員会の意見

（D)
評価結果及び取組目標

設定の考え方

ー

宮城県産業経済部観光課

事業費（単位：千円）

Ｈ１５年度

－

H13～H16増減率
（％）

会　長　　浅　野　史　郎

http://www.miyagi-kankou.or.jp/

観光業界の地位向上及び観光事業従事者の意識啓発と受入体制の強化

－

０千円 （　０　％）

－

48.5

－

Ｈ１６年度

－

－

－

－

－

596

－

138.0

64.3

153.0

604

52.0

両団体の統合検討委員
会での検討

1.5

△ 43.6

10.8

△ 574.8

－

Ｈ１６（実績）

両団体の統合検討委員会での
検討

課　　　　　題

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

△ 2.4

△ 10.4

0.3

△ 4.3

△ 8.1

ー

138.0

支出額(d)のうち一般財源 △ 3.6

統合問題検討委員会の設
置
実施（統合の手続後）

6.0

△ 50.1

△ 100.0

1.5

△ 90.8

  ５　改革計画(県記入)　　〈○は団体が主体的に実施する事項、●は県が主体的に実施する事項）

１　前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）

　県物産振興協会との統
合についての意志決定は
されていないが、これまで
３回開催した統合問題検
討委員会の意見を基に、
事業の組み換えを行っ
た。

２　本年度以降の目標設
定の考え方

　統合問題検討委員会の
意見を基に、更なる事業
の見直し、事業のあり方に
ついて、検討委員会で議
論を深める。

３　委員会意見（Ｈ17年3
月）への対応

　これまで事業評価・事業
の在り方等の検討を進め
る中、景気低迷、市町村
会費の減額や合併をはじ
め、観光業界団体からの
会費減額や改訂を望ま
れ、事業規模の絞り込み
が避けられない状況と
なっている。
　この状況下、統合に向け
更に事業への検討を加
え、諸問題を解決する必
要が生じてきている。

　※平成１８年以降の目
標等については、物産振
興協会との統合につい
て、両団体で個別に検討
されていることから、現時
点では具体的に収支計
算・貸借対照等を記載す
ることが不可能である。

△ 682.2

△ 3.6

ー

ー

ー

△ 6.8

7.3

－

0.0

100.0

支出額(d) ((a)+(b)+(c）)

ー

補助金(b)

委託金(a)

129.0

806

Ｈ１３年度 Ｈ１４年度

25.0

－

－

－



平成１６年度経営評価シート 

  ２２ 社団法人宮城県観光連盟 
    県担当課 産業経済部観光課   

 
団体の使命 県内の観光資源を広く内外に紹介宣伝し,観光客誘致促進に努め地域経済の活性化と県内観光産業の振興発展を図る 

団体の顧客 一般観光客、観光事業従事者等 

 経 
 営 
 戦 
 略 団体の目的 県内における観光事業の振興を図り、地方文化の発展と体位の向上に資し、併せて国際親善に寄与する 

 

区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし １ １
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ２ ２
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 
 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 １ １
５ 一人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 １ １

 ３ 
 主 
 な 
 経 
 営 
 指 
 標 
 の 
 推 
 移  

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。   理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 
 
 
  
 
  
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 
 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ２ ２
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 
 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ２ ２
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 １ １
11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。 
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ２ ２

 
 

４ 
 
 経 
 営 
 改 
 善 
 に 
 向 
 け 
 て 
 の 
 取 
 組 
 計 
 画 

 
 

12 市場性のある有価証券及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と

   時価を比較し，含み損益の有無を把握しているか。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益あり ④把握していない １ １
13 上記12 で「②含み損益有り」と評価した場合，その解消に努めたか。 
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 １ １
14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ３ ３
15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。 
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １
16 インターネットによる情報の公開に努めているか。 
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし １ １

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件

   数及び内容を把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない １ １

 
 団 
 体 
 改 
 革 
 計 
 画 
 表 
 以 
 外

の 

も 

の 

 

18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる １ １
19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。 
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ２ ２

20 上記19 で「③やや悪化」「④大分悪化」と評価した場合は，トップや経

   営幹部の経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

 
 総 
 
 
 合 

  

 
 
 
 
 
３他の収入額の増

減により各年度で

の増減はあるが、

ほぼ横ばい。 
  
４県からの委託額

が減となったが、

広告協賛が増とな

り上昇傾向となっ

た。 
 
 
 
 
 
 
 
８市町村会費の一

律５％減分を、広

告協賛による事

業収入で補うこ

とができた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
14（社）宮城県物産

振興協会との統合

時に選任について

検討する予定 
 
 
17 電話等での内容

把握 

Ⅰ全評価項目を通じ

て 
平成１６年度事業

においては，事業構成

の見直しを行ってい

る。 
なお，県が観光客の

誘致及び県内観光産

業の振興発展を図る

上で，当該団体は密接

かつ重要なパートナ

ーである。従って，各

評価項目毎にその状

況について常に気を

配り，適切な指導・助

言に努める。 
 
 
 

Ⅱ各評価項目ごとに

  
当該団体が行った

各項目毎の評価は適

当なものと認められ

る。 
 
 
 

Ⅲ結論 
 
平 成 １ ７ 年 度 の

（社）宮城県物産振興

協会との統合に向け、

平成１４年度に両団

体事務局及び所管課

からなるワーキング

グループで調査検討

報告書をまとめてい

る。 
 さらに平成１５年

度には両団体が各検

討委員会を立ち上げ

て検討を開始した。

 今後は、両団体での

検討が円滑に進むよ

うに適切な支援を行

う。 
  

 
 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

2,744,052 3,106,749 2,939,763 2,127,448

749,441 477,259 1,172,551 1,501,576

857,717 873,796 776,003 690,233

754,235 442,071 456,057 463,399

109,941 111,982 111,414 108,918

223,558 243,442 234,342 227,126

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

80 72 61 53 53 53 53 51
5.1(49.0) 7.7(41.3) 3.3(38.0) 10.0(28.0) 2.2(43.5) 16.6(26.9) 14.0(12.9) 12.9(0)

23,891 153,413 122,340 77,336
△ 17,792 △ 110,235 △ 128,554 △ 79,874

671,752 408,104 157,210 0
55,306 4,040 48,494 1,605 51,307 2,330 1,000 1,000

1 1 1 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

80 72 61 53 53 53 53 51

1 0 0 0 0 0 0 0

777,693 479,146 502,185 468,700 502,276 439,250 409,000 394,000

907,208 667,430 1,009,266 1,579,390 1,092,616 1,155,990 955,770 828,730

0 0 0 0 0 0 0 0

1,684,901 1,146,576 1,511,451 2,048,090 1,594,892 1,595,240 1,364,770 1,222,730

619,528 543,163 674,593 819,236 702,992 682,940 594,900 541,810

0 0 0 0 0 0 0 0

520,000 460,000 400,000 340,000 340,000 280,000 220,000 160,000

520,000 460,000 400,000 340,000 340,000 280,000 220,000 160,000

2,788,053 7,475,972 1,821,264 1,834,614 1,834,614 2,051,000 2,000,000 1,950,000

収 入 事業収入(a) 5,398,817 5,211,719 5,639,660 5,497,021 5,153,430 4,963,440 4,436,570 4,082,580

事業外収入(b) 25,425 88,669 29,072 7,179 41,790 9,080 7,000 7,000

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 5,424,242 5,300,388 5,668,732 5,504,200 5,195,220 4,972,520 4,443,570 4,089,580

支 出 事業費(e) 5,184,419 5,125,633 5,516,403 5,341,628 4,974,975 4,762,730 4,214,700 3,939,120

管理費(f) 178,615 157,945 96,053 153,601 126,544 200,090 220,870 142,460

事業外支出(g) 5,902 11,770 7,782 7,366 42,394 7,370 7,000 7,000

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 5,368,936 5,295,348 5,620,238 5,502,595 5,143,913 4,970,190 4,442,570 4,088,580

55,306 5,040 48,494 1,605 51,307 2,330 1,000 1,000

55,306 5,040 48,494 1,605 51,307 2,330 1,000 1,000

55,306 5,040 48,494 1,605 51,307 2,330 1,000 1,000

資 産 流 動 資 産 6,856,142 5,450,124 4,900,907 3,669,673 3,379,781 3,521,670 3,345,580 3,178,300

固 定 資 産 1,501,926 1,545,259 1,351,259 1,197,920 1,170,053 1,004,770 954,530 906,800

計 8,358,068 6,995,383 6,252,166 4,867,593 4,549,834 4,526,440 4,300,110 4,085,100

負 債 流 動 負 債 1,612,652 1,516,420 1,997,069 1,529,500 1,142,507 1,430,690 1,359,150 1,291,190

固 定 負 債 6,345,628 5,074,135 3,801,774 2,932,047 2,903,349 2,589,480 2,460,000 2,337,000

（うち引当金等） 1,179,587 966,365 886,598 890,660 874,367 761,520 811,520 801,520

計 7,958,280 6,590,555 5,798,843 4,461,547 4,045,856 4,020,170 3,819,150 3,628,190

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 1,225,200 1,225,200 1,225,200 1,225,200 1,220,200 1,220,200 1,220,200 1,220,200

剰 余 金 等 △ 825,411 △ 820,371 △ 771,877 △ 770,272 △ 716,222 △ 713,892 △ 712,892 △ 711,892

計 399,789 404,829 453,323 454,928 503,978 506,308 507,308 508,308

※平成17年度以降の上記目標数値については，平成17年6月1日現在の目標値である。

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

昭和４５年１２月１１日

  １　基本情報(団体記入)

△ 17.6

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

506

26.6

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数

　　処分額
　　差損額

１人当たり人件費（月）（千円）

２３　社団法人宮城県農業公社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区堤通雨宮町４番１７号

事業内容

経営規模を縮小する農家等から農用地等を買入・借入て、規模拡大する農家等へ売渡・貸付する事業

０２２（２７５）９１９１

県営牧場の管理運営を受託する事業

主要事業名

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

・改革計画を前提としつつも，当面は，本県農業施策としての農地保有合理化事業の主な遂行機関としての公社機能を維持し，合理的・効果的な業務執行体制等の確保が必要である。
・農地保有合理化事業の市町村段階への移行については，引き続き関係機関への啓発を行うものの，公社が掲げる長期保有地問題のようなリスク発生の余地があるとともに，昨今の農地価額の下
落傾向や営農環境の厳しさから，その具体化についてはなお時間を要するものと考えられる。
・経営改善に向けた取組目標の実現に向けては適切な指導・助言を継続するが，長期保有地の処分及び累積欠損の解消を加速的にすすめるためには，県としての対応についても公社と十分な協
議・検討を継続し推進することが必要である。

①職員定数の削減（人）　
②長期保有地の処分(ha)

　　残高（簿価）

【H17.3】
団体に対する意見
①農地保有合理化事業
の長期保有土地の処分
の促進を計画として具体
化すべきである。
②長期保有土地の処分
面積及び未処分土地の
面積だけでなく、処分金
額及び未処分土地の金
額を計画表に記載すべき
である。
③土地の処分と平行し
て、今後も、借入金の圧
縮を図るべきである。
④累積損失解消の計画
スケジュールが遅く、より
早期の解消計画を立案
し、実行に移すべきであ
る。
⑤職員定数削減につき、
Ｈ１９目標がＨ１６達成見
込となっていることは評価
できる。職員削減計画の
実施状況を注視していく。

【H18.3】
団体に対する意見
①農地保有合理化事業
の長期保有土地の処分
促進計画の達成に重点
的に取り組むべきであ
る。
②土地の処分と平行し
て、今後も，借入金の圧
縮を図るべきである。
③累積損失解消の計画
スケジュールが遅く、より
早期の解消計画を立案
し、実行に移すべきであ
る。
④事業の選択と集中を図
り，取り組む課題につい
て早期に成果を出す必要
がある。
⑤未収金の早期回収に
取り組む必要がある。

県に対する意見
①団体は、「自助努力に
も限界があり公的支援の
要請を行う」としており、
県の施策、財政方針に左
右される側面が強いこと
から、県としての団体支
援のあり方について検討
し、早期に結論を出すこと
が重要である。

・１室１局制（７２名体制）

・計画に合わせた職員配置

・市町村事業としての取組みにつ
いて啓発

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

245.4

地域の実態をより
反映した農地の流
動化を促進するた
め，農地保有合理
化事業の検証を行
うとともに，段階的
に市町村等に移行
する方策を検討す
る必要がある。ま
た，引き続き累積欠
損金解消に向けた
経営改善を行う必
要がある。これらの
状況を踏まえ，効率
的な団体運営の在
り方を検討する必要
がある。

○組織及び業務の縮小を図る。

○職員定数の削減を図る。【H１７まで】

●農地保有合理化事業については，市町村段階で
の農地保有合理化法人の条件・環境が整った地域
において，段階的に当該法人へ事業を移行する。
【H１４～】

●県の職員派遣を平成１３年度で終了する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【H１３終了】

③累積欠損の解消(千円)

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「県の業務の委託等の在り方を見直し，業務の縮小

や競合分野を民間へ切り替える団体」

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

-－

68.5 53.6

-

　 うち県職員（派遣職員）

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

58.1

△ 82.6

△ 2.9

県からの単年度貸付金(f )

5.8

農地保有合理化事業

経営指標 定義

優良肉用牛資源供給事業

岩出山牧場管理受託事業

県をはじめ会員市町村、農業団体等から受託して実施する事業

畜産環境総合整備事業

畜産基盤再編総合整備事業

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

△ 12.5

0.0

Ｈ１６（実績）

0.3

△ 95.5

1.6

△ 38.6

654.5

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

508

－

586

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

65.8

30.7

55.0

Ｈ１６年度

-

△ 0.9

△ 22.5

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

産業経済部農業振興課

472,600千円（51.2%）

H13～H16増減率
（％）

100.4

△ 19.5

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

理事長　伊藤孝雄

http://www.miyagi-agri.com

優れた肉質で定評のある宮城の和牛に肉量も加味した新しい牛づくりを実施する事業

０２２（２７５）９１９５

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

農業農村整備事業関連等受託事業

畜産生産基盤整備・環境汚染防止・周辺環境整備を総合的に実施し、畜産経営の合理化を進める事業

既存の畜産地帯の再編整備を推進し、飼料基盤造成・改良整備、農業用施設整備等を総合的に進める事業

497

0.0

0.0

△ 4.3

-

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

542.1
△ 519.6

11.8

△ 39.2

359.4

21.631.0

425.1

・継続（５３名体制）

・継続

・継続

△ 14.1

△ 0.5

25.2

△ 10.8

0.5

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

・継続（５３名体制）

・継続

・継続

△ 12.9

△ 0.6

295.8

-

△ 95.5

△ 17.6

-

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
①目標を達成
Ｈ１６末に達成した。
②目標を未達成　担い手
の買入による規模拡大意
欲の低下及び公社提示価
格と時価のギャップ拡大
等で思うように売却できな
かった。
③目標を達成
自主事業開拓等による事
業拡大及び人員削減等の
経費削減により収支を大
幅に改善し、目標を達成し
た。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
①事業量を勘案しながら
前年度に引き続き最小の
人員で最大の効果を目指
す。
②棚卸資産を再評価し売
買損失引当金の強化に努
める一方、公社の自助努
力にも限界があり公的支
援のあり方等について県
当局と協議を進める。
③前年度に引き続き自主
事業を開拓するとともに経
費を削減し累積欠損の解
消に努める。

（3） 委員会意見（Ｈ17年
3月）への対応
　長期保有地については、
本年度から処分額、差損
額等を標記した。その他に
ついては、計画的な対応
により改善に努める。

△ 95.5

0.0

0.0

-

・継続（６１名体制）

・継続

・継続

①課　　　　　題

△ 3.7

△ 78.3

△ 4.3

-

△ 3.4

△ 95.5

Ｈ１４（実績）

4.2

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

常勤職員数

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

県の損失（債務）保証額(g )

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）



平成１６年度経営評価シート

２３ 社団法人宮城県農業公社
県担当課 産業経済部農業振興課

団体の使命 本県の農業・農村を活性化するための総合的実践機関としての役割を担う

経

団体の顧客 農業者・会員営

戦

団体の目的 農業経営の規模拡大と安定化を図るとともに本県農業の健全な発展に資する。略

評 価 項 目 評価結果(コメント) 県の考え方区分

２ ３ 自主事業開拓によ Ⅰ全体評価３ １ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

④ ④ る事業拡大及び経費削減 公社事業全体における主 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

により収支を大幅に改善 経営改善に向けた真摯な ２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。

② ② した。 な取組みが，目標利益経 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

４ 最小の人員で最大の を大幅に上回る成果と営 ３ 県からの補助金収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。

， 。指 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ② ② 効果を発現した。 なり 高く評価できる

４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。の

① ① ５ 定期昇給及び成果給推 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

の増加分を本給３．２％ Ⅱ各評価項目移 ５ 一人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。

② ② 等の削減で吸収した。 ３，６～11①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

公社事業の主な部分は

６ 県の施策との関連が強６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

ア Ｈ１６末に目標を達成 く，県の財政方針に左ア 取組目標「職員定数の削減」 理事会 監 事

，４ ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ① した。 右されるところであり

イ 担い手の買入による規 自立的な運営に向けたイ 取組目標「長期保有地の処分」

③ ③ 模拡大意欲の低下及び公 検討・協議をより一層経 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

社提示価格と時価とのギ 推進する必要がある。営 ウ 取組目標「累積欠損の解消」

① ① ャップ拡大等により目標 12～14改 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

を下回った。 長期保有地の含み損問善 エ 取組目標

棚卸資産を再評価し売 題については，引き続に ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

買損失引当増額等を検討 き取組みについて検討向 ７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

① ① するが、公社の自助努力 ・協議を継続するととけ ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

にも限界があり公的支援 もに，新年度早期に，て ８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

① ① の要請を行う。 公認会計士の監事就任の ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化

，取 ９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 ウ 自主事業開拓による事 の実現について助言し

① ① 業拡大及び人員削減等経 経営改善に資すること組 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化

費削減により収支を大幅 とする。計 10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。

③ ③ に改善した。画 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。

② ② Ⅲ結論①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

累積欠損金問題及び

12 棚卸資産を再評価し 長期保有地に係る含み12 市場性のある有価証券及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と

含み損の不足分の補填の 損問題が公社における団 時価を比較し，含み損益の有無を把握しているか。 理事会 監 事

② ② あり方・売渡方法等につ 最大の要改善事項であ体 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない

いて、Ｈ１７引き続き検 る。県としての対応方改 13 上記12 で「②含み損益有り」と評価した場合，その解消に努めたか。

③ ③ 討する。 向を検討し，問題解決革 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中

14 Ｈ１７の定款改正に に向けた公社との協議計 14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

③ ③ より選任予定。 を継続する。画 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし

15 Ｈ１６は、経営判断表 15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

④ ④ 等について外部公認会計以 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし

士に委嘱し助言・指導を外 16 インターネットによる情報の公開に努めているか。

② ② 得ている。の ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし

17 顧客による評価制度も 17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件

を採用し、一部把握しての 数及び内容を把握しているか。

② ② いるものの不十分な点も①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

あり、今後顧客本位の一

層の徹底のため改善に努18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 理事会 監 事

① ① 力する。総 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

19 大幅な経営状況の良19 以上を総合的に判断し 経営状況は前年度と比較して良くなっているか， 。

① ① 化は目標達成に向けて役①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化

職員が一丸となって取り合 20 上記19 で「③やや悪化 「④大分悪化」と評価した場合は，トップや経」

組んだ成果である。営幹部の経営責任はどのように負うか。

－ －①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

3,811 4,014 5,878 5,538

13,000 7,445 8,504 4,392

12,457 9,354 7,213 8,022

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

2,701 2,055 2,203 2,200 2,245 1,500 1,100 1,100
10 11 9 12 8 10 10 10

472 376 461 400 419 300 200 200

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

11 11 12 11 11 12 12 12

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 2,415 3,000 3,045 3,000 3,000 3,000

36,186 33,711 25,873 30,215 18,407 24,936 26,590 26,590

57,739 59,411 58,256 58,250 58,072 60,260 53,250 53,250

93,925 93,122 86,544 91,465 79,524 88,196 82,840 82,840

60,686 60,824 56,469 55,000 53,212 55,000 55,000 55,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 48,511 42,318 35,736 30,345 29,134 28,828 27,387 27,387

事業外収入(b) 83,597 83,936 84,358 81,597 83,423 77,697 73,812 73,812

その他の収入(c) 30 20 15 0 0 0 0 0

計(d) 132,138 126,274 120,109 111,942 112,557 106,525 101,199 101,199

支 出 事業費(e) 48,511 42,318 35,655 30,345 29,134 28,828 27,387 27,387

管理費(f) 83,333 83,730 84,114 81,597 83,268 77,697 73,812 73,812

事業外支出(g) 31 737 0 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 131,875 126,785 119,769 111,942 112,402 106,525 101,199 101,199

233 △ 531 325 0 155 0 0 0

263 △ 511 340 0 155 0 0 0

263 △ 511 340 0 155 0 0 0

資 産 流 動 資 産 ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１

固 定 資 産

計

負 債 流 動 負 債

固 定 負 債

（うち引当金等）

計

資 本 基本（資本）金

剰 余 金 等

計

※平成17年度以降の上記目標数値については，平成17年6月1日現在の目標値である。

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

-

△ 28.4

35.5

3.8

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

3.4

常勤職員数

継続
継続

①課　　　　　題

△ 1.1

△ 6.9

△ 1.1

-

△ 5.2

-

Ｈ１４（実績）

-

（1） 前年度の経営目標の達成
状況に関する評価結果（概要）
 ・農業委員会活動強化，農業者
年金業務－目標を達成
 ・農業法人育成支援－未達成，
次年度以降適正数に変更

（2） 本年度以降の目標設定の
考え方
・農業委員会活動強化
  市町村農業委員会の業務に
必要な農地関連法や農業情勢
について，農業委員及び関係職
員に対し年間５回程度の研修を
実施し，その資質の向上と業務
執行の効率化等を図る。市町村
合併，農業委員会法の改正によ
り，農業委員および農業委員会
職員の減員が予想される。
・農業法人育成支援
 農業経営基盤強化促進法に基
づく県の基本方針は，平成２０
年までに法人設立の目標を３０
０法人としている。この目標達成
に向けた育成支援を実施する。
・農業者年金業務
　農業者年金加入促進を図るた
め，農業委員会職員及び農協
職員への制度説明，事務手続
き等の研修会を年３回程度実施
し，効率的な事務運営に寄与す
る。市町村合併により農業委員
会数も減り，農業委員会職員の
削減も予想される。
　
（3） 委員会意見（Ｈ17年　3月）
への対応
　農業委員会法の改正結果を
踏まえた目標値を設定し，その
達成に努める。
（※１） 特別法による団体のた
め，貸借対照表を作成していな
い。

-

10.9

-

-

△ 5.4

-

－

-

-

－

25.0

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

△ 33.2

9.1

県からの貸付金残高(e)

評価実施
検討終了

-

-

-

-

-

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

継続
継続

-

-

会長　森谷　尚生

農業者年金指導業務と相談業務

△ 66.2

45.3

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

農業振興課　農地調整班

0千円（0.0％）

H13～H16増減率
（％）

70.7

－

Ｈ１６年度

－

△ 35.6

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

480

－

425

－

421

71.971.8

－

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

△ 1.5

-

Ｈ１６（実績）

-

-

△ 6.7

-

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

農業委員会活動強化対策事業

０２２－２７６－３８９９

農業者年金業務事業費

農業法人化支援・推進事業費

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

県からの補助金等収入依存度（％）

県の損失（債務）保証額(g )

-

　 うち県職員（派遣職員）

経営指標 定義

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

－－

－ －

－

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

国の特殊法人改革にお
いて，全国農業会議所
の組織の効率化や役割
の明確化，経常的経費
に係る国庫補助廃止等
が検討されていることか
ら，これらの状況を踏ま
えた見直しが必要であ
る。

○事業評価を実施する【Ｈ１４～】
○組織機構等の合理化を図るため組織制度検討
会を設置して検討する【Ｈ１４～】

　

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「国の特殊法人改革を踏まえた見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

　平成１７年４月１日をもって「宮城県新・伊達なむらづくり推進機構」と合併し，業務効率化，組織運営の合理化を図り改革を進めているところである。平成17年度において，市町村合併，農業委員
会法の改正により大幅に目標値を変更したが，今後目標達成状況を注視しつつ，達成に向け指導・助言を続ける。

農業委員会活動強化対策事業（研修会出席人数）

農業法人育成支援・推進事業（設立件数）

農業者年金業務事業（出席人数）

【H17.3】
団体に対する意
見
①目標値の実現
状況を注視してい
く。
②農業委員会法
の改正を踏まえた
目標値を設定し，
実施していく必要
がある。
③農業委員会活
動強化対策事業
（研修会出席人
数）及び農業者年
金事務事業（出席
人数）の目標がＨ
１７から半減して
いるが，その理由
（市町村合併と農
業委員会法の改
正によるもの）を
考え方に明記す
べきであった。

【H18.3】
団体に対する意
見
①団体は農業政
策の中核的支援
機関であるため，
効果的かつ透明
性，効率性を重視
した事業推進が望
まれる。

検討着手
検討着手

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

２４　宮城県農業会議

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区堤通雨宮町４番１７号

事業内容

農業委員会活動強化に対する支援

０２２－２７５－９１６４

農業法人化育成確保に対する支援

主要事業名

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

昭和２９年９月１日

  １　基本情報(団体記入)

-

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

484

72.2

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数



県担当課 産業経済部農業振興課平成１６年度経営評価シート ２４ 宮城県農業会議

団体の使命 法令に基づく行政区の諮問機関としての行政行為の補完と，農業及び農業者の一般的利益代表活動
経

団体の顧客 県，市町村農業委員会，及び農業者等営
戦

団体の目的 農業生産力の発展，及び農業経営の合理化を図り，農業者の地位の向上に寄与すること略

評 価 項 目 評価結果(コメント) 県の考え方区分

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 Ⅰ全評価項目を通し３ 理事会 監 事
て主 ④ ④①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 目標はほぼ達成しな
３ 国及び県の補助金 ており，理事会，幹経 ④ ④①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

３ 県からの補助金収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 等の削減による。 事会の評価はおおむ営

ね妥当と思われる。指 ① ①①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 改革に向け積極的に標
， 。の － －①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 取組み 評価できる

５ 一人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。推
移 ③ ③①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

Ⅱ各評価項目ごとに

６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 ６ ６

ア 取組目標「農業委員会活動強化に対する支援」 ア 農業委員および事 これまでの目標は理事会 監 事
，４ ① ①①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 務局職員を対象に研修 ほぼ達成しているが

イ 取組目標「農業法人育成確保に対する支援」 会等を開催し，組織活 平成17年度において

動の基本となる農地法 市町村合併，農業委経 ② ②①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

ウ 取組目標「農業者年金指導業務と相談業務」 の適正な執行に努め 員会法の改正を考慮営
た。目標を上回る参加 し，大幅に目標値を改 ① ①①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

エ 取組目標 者があった。 変更している。設定善

イ 目標には達しなか した目標の達成に向に － －①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 ったが，繰り越された け助言・指導を行う向
ものが数件あり、法人 とともに，目標値がけ ① ①①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 育成，確保に成果があ 妥当なものなのか検て
った。平成20年までに 証を行う。の ③ ③① ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化著しく改善

９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 300法人の設立を目標取
としているが，16年度組 － －① ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化著しく改善

10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 末で251法人となって計
いる。画 ① ①①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。 ウ 研修会を３回実施

60①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ① ① したほか 相談会を，

回開催し， 件の相502
12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格 談があった。

理事会 監 事と時価を比較し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等

安全確実なもので，満期保有を目的とするものを除く。 14 経済事業を行う団団
体でなく，知事が業務体 ① ①①含み損益なし ②含み損益有り ③把握していない

13 上記12 で「②含み損益有り」と評価した場合，その解消に努めたか。 ・会計の監督権を有し改
ているため。革 ① ①①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 15 役員の選任は法に計
より規定されているた 16画 ④ ④①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。 め。 ホ－ムペ－ジの早表

16 東北農政局のホ－ 期立ち上げ，積極的以 ④ ④①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。 ムペ－ジに情報を提供 な情報の公開につい外
している。会議 て指導する。の ③ ③ とし①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件 年度中のホ－も ては 18
数及び内容を把握しているか。 ムペ－ジの立ち上げをの

目指している。 Ⅲ結論①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①
17 会議等において聞 目標の達成状況を

18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 いた意見やクレ－ムに 注視しつつ，達成に理事会 監 事
は，すぐに対応してい 努めるよう指導・助総 ① ①①要請はある ②変化なし ③少し弱まる ④著しく弱まる

19 以上を総合的に判断し 経営状況は前年度と比較して良くなっているか る。 言を続ける。， 。

19 補助金等が削減さ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ② ②
20 上記19 で「③やや悪化 「④大分悪化」と評価した場合は，トップや経 れたが，人件費等支出合 」

営幹部の経営責任はどのように負うか。 の削減に努めた。

－ －①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない



所 在 地 設 立 代 表 者 県 担 当 課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

36,486 22,489 14,335 0

0 96,852 132,212 62,986

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

11,164 12,158 19,876 9,740 8,899 9,970 9,720 9,720

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 1 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 124,789 137,886 134,772 173,238 173,238 169,148 169,148 169,148

事業外収入(b) 77,571 14,161 42,951 126,516 45,134 27,280 27,280 27,280

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 202,360 152,047 177,723 299,754 218,372 196,428 196,428 196,428

支 出 事業費(e) 36,486 119,342 146,548 168,747 62,986 176,264 176,264 176,264

管理費(f) 11,164 12,158 19,876 9,740 8,899 9,970 9,720 9,720

事業外支出(g) 151,898 19,054 14,382 115,875 140,035 5,903 5,839 5,839

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 199,548 150,554 180,806 294,362 211,920 192,137 191,823 191,823

2,812 1,493 △ 3,083 5,392 6,452 4,291 4,605 4,605

2,812 1,493 △ 3,083 5,392 6,452 4,291 4,605 4,605

132,833 21,013 △ 9,756 - 14,412 - - -

資 産 流 動 資 産 16,100 16,389 9,758 9,758 16,130 16,130 16,130 16,130

固 定 資 産 712,980 732,034 717,274 717,274 725,234 725,234 725,233 725,233

計 729,080 748,423 727,032 727,032 741,364 741,364 741,363 741,363

負 債 流 動 負 債 4,831 3,627 80 80 0 0 0 0

固 定 負 債 8,553 8,087 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 8,553 8,087 0 0 0 0 0 0

計 13,384 11,714 80 80 0 0 0 0

資 本 基本（資本）金 483,800 483,800 483,800 483,800 483,800 483,800 483,800 483,800

剰 余 金 等 231,895 252,909 243,152 243,152 257,564 257,564 257,564 257,564

計 715,695 736,709 726,952 726,952 741,364 741,364 741,364 741,364

※平成17年度以降の上記目標数値については，平成17年6月7日現在の目標値である。

昭和５０年８月１２日

  １　基本情報(団体記入)

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

主要事業名

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

--

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

305

-

（Ｄ）評価結果及び取組目標設
定の考え方

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

常勤役員数

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

-

333.2

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100 - -

２５　社団法人宮城県畜産物価格安定基金協会

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区上杉一丁目２－１６

事業内容

黒毛和種去勢（牛肉）の価格差補てん

０２２－２６４－８７０６

肉豚（豚肉）の価格差補てん

０２２－２６４－８４７０

団体の改革計画については，経費節減による効率的な事業運営が必要と認められるので適宜助言指導を行っていく。

管理費（千円）
 
 

【H17.3】
団体に対する意
見
①目標値の達成
状況を注視してい
く。
②H16目標の事業
外収入126,516千
円及びその他支
出107,778千円が
突出しているが、
その内容（特定預
金取崩収入
106,273千円及び
積立返戻金
107,778千円）を計
画表に明記すべ
きであった。

【H18.3】
県に対する意見
①経営基盤強化
のため，(社)宮城
県配合飼料価格
安定基金協会等
の業務が類似す
る団体との統合に
ついて検討を推進
していくべきであ
る。

理事会及び総会において，肉牛価格
差補てん事業の継続実施についての
合意を得るとともに，前年度並みの価
格差補てん頭数を確保した。（他団体
との統合は，今後の社会経済情勢の
変化を踏まえ検討課題とする。）
役員退任慰労金の廃止，常勤役員の
報酬据置及び印刷製本費・消耗品費
等の事務費を節減した。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

経費節減による効率
的な事業運営が必要
である。また，設立目
的に類似点が見られ
る団体があり，経営
基盤強化に向けた他
団体との統合の可能
性を検討する必要が
ある。

○管理経費負担金収入を確保する。【H14～】

○経営基盤強化を図りつつ他団体との統合についても
将来的な課題として検討していく。【H13】

 

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

県の損失（債務）保証額(g )

-

　 うち県職員（派遣職員）

経営指標 定義

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円）

△ 33.5

12.0

△ 95.8

△ 10.0

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

肉牛価格差補てん事業

肉豚価格差補てん事業

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

県からの補助金等収入依存度（％）

Ｈ１６（実績）

0.0

-

Ｈ１５（実績）

１　前年度の経営目標の達成
状況に関する評価結果（概要）
    平成１５年度末に常勤職員
を廃止したことによる人件費の
大幅な削減等で，目標を達成
した。

２　本年度以降の目標設定の
考え方
　　常勤職員の廃止を継続す
るが，平成１７年度より制度の
一部改正に伴い，パンフレット
等の新規作成等の経費を見込
んで前年を上回る管理費を組
んでいるが，一層の経費節減
に努める。

３　委員会意見（Ｈ17.3）への対
応
　　Ｈ１６目標で事業外収入で
見込んでいた，特定預金取崩
収入（価格補てん財源）は枝肉
価格が堅調に推移したため大
幅に減少した（106,273千円→
24,296千円）。また，その他支
出で見込んでいた積立返戻金
は計画どおり積立者に返戻し
た。
　平成１７年目標の事業費支
出は，アメリカからの牛肉輸入
再開による，枝肉価格の低下
を想定して価格補てん事業に
よる支出の増加を考慮した設
定とした。

-

-

0.0

-

-

-

Ｈ１５年度

430

-

427

-

431

- -

12,197.5

-

Ｈ１６年度

-

ー

H13～H16増減率
（％）

ー

肉牛及び肉豚の価格差補てん契
約頭数の維持拡大による管理経
費負担金収入の確保を図った。

常勤役員の報酬節減と事務経費
の節減に努めた。

会長　阿部長壽

http://www3.ic-net.or.jp/̃ic-check/_chikusan/

 

Ｈ１４年度

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

③改革スケジュール

Ｈ１７

事業費（単位：千円）

-

理事会及び総会において，価格
差補てん事業の継続実施につ
いての合意を得るとともに，価
格差補てん頭数の維持拡大を
図る。

常勤役員の報酬据置と事務経
費の節減を図る。

0.0

0.0

-

-

0.0

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

理事会及び総会において，価格
差補てん事業の継続実施につい
ての合意を得るとともに，価格差
補てん頭数の維持拡大を図っ
た。

前年度末に常勤職員を廃止し，
人件費の大幅な削減を行った。

0.0

-

-

-

常勤職員数

12.0

-

451.8

-

 

①課　　　　　題

△ 2.4

△ 39.6

179.8

-

△ 9.3

△ 33.5

Ｈ１４（実績）

-

0.0

産業経済部畜産課

165.000 千円 ( 34.1％ )

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

-

 

-

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)



　　　　　　　　 　　 　 　 　 　 　

区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　

4 4

3

4 4

4

1 1

5

1 1

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

1 1

- -

- -

- -

7

1 1

8

1 1

9

1 1

10

1 1

11

1 1

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

4 4

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

1 1

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

1 1

17

1 1

18 理事会 監事

2 2

19

1 1

20

- -

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標 　

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「管理費」

取組目標 　

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

肉牛、肉豚生産者

肉牛、肉豚農家の経営安定

　　　　　　　　　　　　　２５　社団法人宮城県畜産物価格安定基金協会

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

牛肉、豚肉の価格差補てん

県担当課　産業経済部畜産課

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 　

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

　４　経営が安定して，負
債が減少し０となった

　５　ベテラン常勤職員の
退職による

　６　会議費，旅費，通信
費，消耗品費等の全般に
わたる節減による

　８　経常収支が前期の
マイナスからプラスへ転
換した

　９　資産が増加し，負債
が減少し０となり，資本の
剰余金も増加した

１４　長年農協運営を行っ
てきた組合長２名を監事
選任するとともに，全農み
やぎ県本部からも経理の
アドバイスを受けている。

１６　新たにＨＰを開設して
情報公開に努めている。

１７　会議等で把握してい
る

Ⅰ全評価項目を通して
　１　団体の「評価結果（コ
メント）」
　　　収支計算書及び貸
借対照表の数値から見
て，妥当な評価である。
　
　２　委員会意見は，一層
の管理費の節減等を目標
にするなどで，取組計画
に反映されている。

Ⅱ各評価項目ごとに
　　６　８　９
　県は財政的関与（委託・
補助・負担）をしていない

　　７　県職員を派遣して
いない

　１２　１３　１４　１５　１６
１７
該当なし

Ⅲ結論
　１８　該当なし
　１９　特になし

　

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

1,005,998 703,630 584,863 859,132

22,820 35,822 40,742 47,980

25,364 29,480 29,720 24,994

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

18,579 22,223 22,689 23,008 20,984 23,420 22,820 22,220

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 1,540,157 1,527,440 802,958 707,464 1,548,875 1,051,421 1,051,421 1,051,421

事業外収入(b) 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 1,540,157 1,527,440 802,958 707,464 1,548,875 1,051,421 1,051,421 1,051,421

支 出 事業費(e) 1,520,094 1,507,410 782,417 684,456 1,528,361 1,031,284 1,001,284 971,284

管理費(f) 18,579 22,223 22,689 23,008 20,984 23,420 22,820 22,220

事業外支出(g) 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 1,538,673 1,529,633 805,106 707,464 1,549,345 1,054,704 1,026,704 998,704

1,484 △ 2,193 △ 2,148 0 △ 470 0 0 0

1,484 △ 2,193 △ 2,148 0 △ 470 0 0 0

3,484 △ 808 △ 2,150 - △ 511 - - -

資 産 流 動 資 産 231,453 170,744 177,250 9,040 3,483 3,000 3,000 3,000

固 定 資 産 16,510 19,092 21,092 22,792 255,375 74,071 74,559 76,559

計 247,963 189,836 198,342 31,832 258,858 77,071 77,559 79,559

負 債 流 動 負 債 223,354 164,839 173,496 211 199 250 250 250

固 定 負 債 3,590 4,787 6,787 8,487 241,110 60,293 62,293 64,293

（うち引当金等） 3,590 4,787 6,787 8,487 8,487 10,487 12,487 14,487

計 226,944 169,626 180,283 8,698 241,309 70,780 74,780 78,780

資 本 基本（資本）金 11,720 13,105 13,105 13,105 13,065 13,065 13,065 13,065

剰 余 金 等 9,298 7,104 4,954 3,754 4,484 3,200 2,700 2,200

計 21,018 20,209 18,059 16,859 17,549 16,265 15,765 15,265

※平成17年度以降の上記目標数値については，平成17年7月1日現在の目標値である。

△ 14.6

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

昭和50年7月17日

  １　基本情報(団体記入)

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

主要事業名

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

--

常勤役員数

２６　社団法人宮城県配合飼料価格安定基金協会

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区錦町一丁目6番25号

事業内容

価格差補てん契約の締結・補てん金の交付

０２２－２２２－２４１６

施設の改善合理化に必要な機械及装置の借受・貸付

団体の改革計画については，経費節減による効率的な事業運営が必要と認められるので適宜助言指導を行っていく。

管理経費の節減（千円） 【H17.3】
団体に対する意
見
①目標値の達成
状況を注視してい
く。
②目標を管理経
費の節減としなが
ら、H16に増加して
いる理由を計画表
に明記すべきで
あった。

【H17.3】
県に対する意見
①経営基盤強化
のため，(社)宮城
県畜産物価格安
定基金協会等の
業務が類似する
団体との統合につ
いて検討を推進し
ていくべきである。

（他団体との統合は，今後の社会経
済情勢の変化を踏まえ検討課題とす
る。）

常勤役員の報酬を据え置き，印刷製
本費・消耗品費等の事務費を節減し
た。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

経費節減による効率
的な事業運営が必要
である。また，設立目
的に類似点が見られ
る団体があり，経営
基盤強化に向けた他
団体との統合の可能
性を検討する必要が
ある。

○経営基盤強化を図りつつ他団体との統合についても
将来的な課題として検討していく。【H13】

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

- -

102.1

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

-

103.6

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100 -

県の損失（債務）保証額(g )

-

　 うち県職員（派遣職員）

経営指標 定義

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円）

０２２－２２２－３５６３

-

11.6

-

△ 32.1

-

11.6

0.0

103.5

-

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

配合飼料価格差補てん事業

肉用子牛生産者補給金事業

畜産環境整備リース事業

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

県からの補助金等収入依存度（％）

③改革スケジュール

Ｈ１７

-

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 28.6

△ 70.7

-

△ 13.9

Ｈ１５（実績）

△ 1.5

-

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

303

-

248

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

-

232

-

-

Ｈ１６年度

-

理事長　青沼栄徳

契約の締結・個体登録・販売・保留の確認

110.3

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

産業経済部　畜産課

５，０００千円（　38.3％）

H13～H16増減率
（％）

常勤役員の報酬据置と事務経
費の節減を図る。

△ 71.0

△ 70.2

25.6

△ 75.0

△ 7.3

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

常勤役員の報酬据置と事務経費
の節減に努めた。

23.6

常勤役員の報酬節減と事務経費
の節減に努めた。

1,758.6

-

-

-

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

279

（Ｄ）評価結果及び取組目標設
定の考え方

１　 前年度の経営目標の達成状
況に関する評価結果（概要）
     目標額23,008千円に対し実績
20,984千円と目標達成した。
 

２　 本年度（以降）の目標設定の
考え方
　　　管理経費の節減に努める。
　　　Ｈ１７目標値は，前年度予算
　　対比で設定した。
　　　なお，前年度には，予算計上
　　していなかった消費税課税業
   者として，税務署に納入すべき
   消費税相当額を含めたため，
   増加している。
３　委員会意見（Ｈ17年3月）への
対応
　　上記のとおり努力する。

-

-

0.0

-

①課　　　　　題

△ 32.1

-

△ 32.5

-

△ 31.9

-

Ｈ１４（実績）

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

-

-

-

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

-

常勤職員数



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　

4 4

3

4 4

4

2 2

5

1 1

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

1 1

ー ー

ー ー

ー ー

7

1 1

8

1 1

9

3 3

10

1 1

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

4 4

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

1 1

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

3 3

17

1 1

18 理事会 監事

2 2

19

2 2

20

ー ー

４H16第4四半期に補てん
発動が無かったことにより
H16は大幅に上昇した（補
てんに係る未収・未払無
かったため）
５常務理事交替に伴い報
酬を下げたことによる

６各経費とも節減に努め
たことによる（消耗品費
は，コピー用紙・トナー経
費が増につながった）

14配合飼料メーカーの管
理職を監事に選任すると
ともに，経理面も全日本
配合飼料価格安定基金
に適宜アドバイスを受け
ている。

16本年度中に導入予定

17会議等で把握している

Ⅰ全評価項目を通して
　１管理経費の削減を達
成するなど，団体の「評価
結果（コメント）」は妥当で
ある
　２委員会意見は取組計
画に反映されている。

Ⅱ各評価項目ごとに
　６８９
　県は財政的関与（委託・
補助・負担）をしていない

　７県職員を派遣していな
い

１２１３１４１５１６１７
該当なし

Ⅲ結論

１８該当なし

１９特になし

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

畜産経営者

畜産経営の安定対策諸事業に協力し、畜産の健全な発展に資する。

２６　社団法人宮城県配合飼料価格安定基金協会
県担当課　産業経済部畜産課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

配合飼料の価格差補てん

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし
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取組目標 「管理経費の節減」

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

 

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

1,085,949 1,188,776 1,248,210 1,219,549

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

245,806 279,481 284,370 281,402 271,939 272,410 272,400 271,530
122,809 133,430 124,214 121,954 121,269 123,524 124,634 125,254

3 4 3 3 4 4 4 4

0 0 0 0 0 0 0 0

74 78 77 79 79 79 80 80

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 57 105 104 104 103 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 57 105 104 104 103 0 0

0 57 105 104 104 103 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 1,085,949 1,188,776 1,248,210 1,197,368 1,219,549 1,189,374 1,187,605 1,189,396

事業外収入(b) 12,594 11,530 11,053 9,987 11,378 10,384 10,385 10,407

その他の収入(c) 0 5,557 11,545 0 35,236 0 0 0

計(d) 1,098,543 1,205,863 1,270,808 1,207,355 1,266,163 1,199,758 1,197,990 1,199,803

支 出 事業費(e) 931,118 954,663 1,002,611 988,755 998,856 993,160 997,868 1,000,137

管理費(f) 140,620 169,326 161,276 172,694 158,825 168,737 157,891 157,096

事業外支出(g) 7,811 8,366 7,710 6,335 6,404 4,578 3,376 2,384

その他の支出(h) 2,448 1,109 12,750 41 35,198 2,510 426 284

計(i) 1,081,997 1,133,464 1,184,347 1,167,825 1,199,283 1,168,985 1,159,561 1,159,901

18,994 67,951 87,666 39,571 66,842 33,283 38,855 40,186

16,546 72,399 86,461 39,530 66,880 30,773 38,429 39,902

142 1,141 32,255 1,701 31,607 4,969 6,024 7,519

資 産 流 動 資 産 497,949 600,412 672,329 (※１） 596,097 544,818 586,124 633,767

固 定 資 産 1,097,668 1,041,628 1,115,236 (※１） 1,093,049 1,033,149 969,638 897,866

計 1,595,617 1,642,041 1,787,565 (※１） 1,689,146 1,577,967 1,555,762 1,531,633

負 債 流 動 負 債 165,054 196,457 336,121 (※１） 251,107 115,925 119,401 121,205

固 定 負 債 386,895 400,774 374,380 (※１） 329,367 348,401 316,696 283,244

（うち引当金等） 96,358 154,774 165,580 (※１） 170,567 189,601 207,896 240,847

計 551,949 597,231 710,501 (※１） 580,474 464,326 436,097 404,449

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 1,824,350 1,824,350 1,824,350 (※１） 1,824,350 1,824,350 1,824,350 1,824,350

剰 余 金 等 △ 780,682 △ 779,540 △ 747,285 △ 745,584 △ 715,678 △ 710,709 △ 704,685 △ 697,166

計 1,043,668 1,044,809 1,077,065 (※１） 1,108,672 1,113,641 1,119,665 1,127,184

※平成１７年度以降の上記目標数値については，平成１７年６月２４日現在の目標値である。

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

昭和５４年５月３１日

  １　基本情報(団体記入)

ー

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

431

0.0

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数

２７　株式会社宮城県食肉流通公社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

登米市米山町字桜岡今泉３１４番地

事業内容

肉畜のと殺・解体・食肉・副生物の処理加工及び売買

0220-55-1111

食肉の冷蔵・冷凍保管、肉畜に関する一切の業務

主要事業名

操業当初の累積欠損金は徐々に縮減されてきているが，引き続きコスト削減等による一層の経営改善が必要と認められるので適宜助言指導を行っていく。
また，昨年より公社の主要な株主団体を構成員とする財務健全化検討委員会が立ち上がったので，連携しながら助言指導を強化していく。

と畜処理頭数（単位：頭）
部分肉加工処理頭数（単位：頭）

 

【H17.3】
団体に対する意
見
①と畜処理頭数と
部分肉加工処理
頭数のH16目標が
減少しているが，
その理由（法改正
による生産者の廃
業が予想され
る。）を記載すべき
であった。
②H15実績の部分
肉加工処理頭数
減少要因として委
託業者の販売不
振と記載されてい
るが，団体は自分
の問題として，そ
の背景が何か記
載すべきであっ
た。

【H18.3】
団体に対する意
見
①　17年3月に設
置された財務健全
化検討委員会で
の検討結果を注
視していく。

と畜処理頭数を増加させた。
平成１４年４月から部分肉カット部
門を完全外注化した。
人件費を抑制し，製造経費を圧縮
した。
１０月から自家発電方式(ﾘｰｽ)に
変更して電力費を節減した。
平成１４年６月からと畜料改定。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

累積欠損金は徐々
に縮減されてきてい
るが，畜産を取り巻
く厳しい環境を踏ま
え，引き続きコスト
削減等による一層
の経営改善が必要
である。

○と畜枠を豚換算1,450頭／日に拡大する。
【H14～】

○部分肉カット部門，内蔵部門の完全外注化を行う。
【H15～】

 

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「出資者の立場から経営改善を働きかける団体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

--

21,6 13,7

200,0

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

県の損失（債務）保証額(g )

△ 92.9

　 うち県職員（派遣職員）

経営指標 定義

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円）

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

食肉処理業、食肉販売業

0220-55-4129

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

県からの補助金等収入依存度（％）

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

ー

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 0.7

△ 54.0

6.2

△ 28.5

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

483

-

443

18,0

512

0.00.0

301,6

H13～H16増減率
（％）

0.0

11,6

Ｈ１６年度

-

代表取締役社長　鷲尾　衛

http://www.m-mcc.co.jp/

12.3

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

産業経済部畜産課

420,000千円（23.0％）

と畜処理頭数の確保を図る
とともに，収益性の高い部
分肉加工処理の頭数増加
を目指す。また，引き続き
製造経費の節減に努める。

△ 5.5

△ 6.6

△ 53.8

5.8

0.4

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

と畜処理頭数は減少した
が，収益性の高い部分肉
加工処理の頭数確保とと
もに，製造経費の節減に
努めた。

11.2

△ 20.0

237.4

ー

ー

305,6

1.9

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

0.2

0.0%

県からの貸付金残高(e)

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
と畜処理から加工処理まで
一貫した更なる衛生管理体
制の強化を図ったものの、
「家畜排せつ物法」が施行
された影響により
と畜実績では前年比12,431
頭減少した。BSEに係るせ
き柱等の適正処理に的確
に対応する中で、増嵩する
汚泥処分費用の
削減を行うため、汚泥乾燥
機の導入を実施した。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
先進的なトレーサビリティシ
ステムの有利性とHACCP
手法による衛生管理の徹
底を図ると共に、公的な品
質管理システム認証取得
に取組み，と畜処理から加
工処理まで委託頭数の強
化に努める。一方、法規制
による牛のせき柱・浄化槽
汚泥・畜産残渣に係る費用
増嵩に対応するため汚泥
乾燥機による経費の削減
並びに全体的なコスト削減
に努めて参ります。

（3） 委員会意見（Ｈ17年　3
月）への対応
家畜排せつ物法の完全施
行や昨年夏の猛暑による
産子数や育成率の低下か
ら，と畜処理頭数は目標を
下回ったが，衛生的処理の
徹底・強化により部分肉加
工は，目標に近い数値を達
成できた。

（※１）予定貸借対照表を
作成していなかった。

△ 84.3

△ 1.0

0.0%

ー

△ 5.2

ー

と畜処理頭数を増加させた。
人件費の抑制と製造経費の圧縮
に努めた。

①課　　　　　題

△ 2.5

△ 8.7

△ 0.6

0.0%

△ 2.5

△ 50.2

Ｈ１４（実績）

△ 8.6

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

ー

△ 1.0

ー

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△ 1.0

常勤職員数



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　

1 1

3

2 2

4

3 3

5

1 1

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

3 3

2 2

ー ー

ー ー

7

3 3

8

3 3

9

3 3

10

3 3

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

1 1

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

4 4

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

2 2

17

2 2

18 理事会 監事

1 1

19

2 2

20

ー ー

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標 　

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「と畜処理頭数」

取組目標 「部分肉加工処理頭数」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成
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③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

農協，畜産農家，大手卸業者等

肉畜のと殺・解体・食肉加工

２７　株式会社宮城県食肉流通公社
県担当課　産業経済部畜産課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

食肉の部分肉流通並びに広域流通に対応

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 　

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

２ 低下傾向

３ 横ばいだが，依
存度は０％に等し
いレベルとなってい
る。

５ 低下傾向

６
ア　家畜排せつ物
法の完全施行や昨
夏の猛暑で豚頭数
が減少し，と畜処理
は未達成となった
が，部分肉加工は
ほぼ目標を達成し
た。

７　品質管理やコン
プイアンスの責任
体制の明確化のた
めに総務部長を新
たに取締役とした。

１０ 平成９年以降８
期連続して単年度
黒字となり，累積欠
損金は減少してい
る。

１４ 常勤監査役を
選任するとともに，
公認会計士による
監査がなされてい
る。

１５ 長年農協運営
を行ってきた組合
長を取締役に選任
して，公社運営を
行っている。

１６ 会社概要等は
公開している。

１７ 会議等で把握
に努めている。

１８ 食肉の安全・安
心の要求は高まっ
ている。

Ⅰ全評価項目を
通して

ⅰＯー１５７やＢＳ
Ｅ等で，食肉の安
心・安全が強く求
められる中で，品
質管理やトレーサ
ビリティ及びＢＳＥ
対策としてのと場
残さや汚泥適正処
理等の対策を実
施しながら８年連
続の単年度黒字
決算は十分評価
できる内容であ
り，公社評価は妥
当である。

ⅱ反映されてい
る。
全国的にも優れた
衛生管理と要望に
応じた部分肉処理
販売体制の強化
により，と畜頭数
が減少する中，部
分肉処理率を伸
ばすなど努力して
いる。

Ⅱ 各評価項目ご
とに
　６ 　８ 　９
修正の必要なし

　７
県職員を派遣して
いない。

１２ １３ １４ １５
１６ １７
該当なし

Ⅲ 結論
１８
該当なし
１９
該当なし

　

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

39,911 34,861 28,353 27,623

1,124,217 1,122,124 1,100,907 970,490

649,063 577,832 571,860 578,254

※受託事業の再委託率の内容は、印刷製本関係であるが、県以外の受託事業の分と合わせて印刷製本の発注をしているため、算出できない。

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

225 304 311 257 298 280 266 253
42 40 39 37 38 38 37 37

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

109 108 108 108 107 106 106 106

0 0 0 0 0 0 0 0

490,283 436,550 443,230 400,000 401,616 400,000 400,000 400,000

457,757 397,936 358,381 350,000 326,391 303,919 300,000 300,000

0 0 0 0 0 0 0 0

948,040 834,486 801,611 750,000 728,007 703,919 700,000 700,000

948,040 834,486 801,611 750,000 728,007 703,919 700,000 700,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 2,857,004 2,731,951 2,487,387 2,232,958 2,341,750 2,167,521 2,112,000 2,006,000

事業外収入(b) 40,521 38,098 36,681 37,042 35,656 31,301 35,000 34,000

その他の収入(c) 40,847 34,960 37,773 3,000 57,238 9,178 3,000 3,000

計(d) 2,938,372 2,805,009 2,561,841 2,273,000 2,434,644 2,208,000 2,150,000 2,043,000

支 出 事業費(e) 2,496,486 2,333,829 2,180,338 1,928,000 2,045,220 1,954,361 1,846,000 1,743,000

管理費(f) 228,834 233,326 205,331 210,000 178,291 184,871 170,000 170,000

事業外支出(g) 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 179,537 149,561 207,191 135,000 165,747 68,768 134,000 130,000

計(i) 2,904,857 2,716,716 2,592,860 2,273,000 2,389,258 2,208,000 2,150,000 2,043,000

172,205 202,894 138,399 132,000 153,895 59,590 131,000 127,000

33,515 88,293 △ 31,019 0 45,386 0 0 0

34,115 26,673 11,237 △ 20,501 69,460 0 0 0

資 産 流 動 資 産 1,801,018 1,476,040 1,508,870 1,500,000 1,552,929 1,503,962 1,483,962 1,463,962

固 定 資 産 4,102,713 4,106,736 4,012,883 4,059,000 4,005,299 4,080,000 4,140,000 4,200,000

計 5,903,731 5,582,776 5,521,753 5,559,000 5,558,228 5,583,962 5,623,962 5,663,962

負 債 流 動 負 債 961,425 548,154 462,003 460,000 460,676 410,000 390,000 370,000

固 定 負 債 1,020,705 1,086,357 1,100,249 1,160,000 1,073,590 1,150,000 1,210,000 1,270,000

（うち引当金等） 1,020,705 1,086,357 1,100,249 1,160,000 1,073,590 1,150,000 1,210,000 1,270,000

計 1,982,130 1,634,511 1,562,252 1,620,000 1,534,266 1,560,000 1,600,000 1,640,000

資 本 基本（資本）金 81,420 81,410 81,410 76,410 76,410 76,410 76,410 76,410

剰 余 金 等 3,840,181 3,866,855 3,878,091 3,862,590 3,947,552 3,947,552 3,947,552 3,947,552

計 3,921,601 3,948,265 3,959,501 3,939,000 4,023,962 4,023,962 4,023,962 4,023,962

※平成17年度以降の上記目標数値については，平成17年6月10日現在の目標値である。

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

-

△ 6.9

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△ 3.3

常勤職員数

１　ISO９００１を本格的に実施し
た
２　業務改善検討委員会におい
て、組織のあり方を検討した。

①課　　　　　題

△ 7.4

△ 12.2

△ 4.4

△ 84.0

△ 7.6

△ 61.3

Ｈ１４（実績）

△ 3.2

0.0

-

337.1

-

269.3

0.0

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

△ 6.0

△ 0.9

１　公式ホームページの充
実
２　各種事業推進協議会の
　　統合整理

1.9

0.5

△ 11.0

7.1

0.0

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

１　職員各自にメールアド
レス付与
２　組織のスリム化
３　連合会に事務局があ
る各種事業推進団体の統
廃合に関する検討を開始
した。

7.1

1.7

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

32.3

187.3

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

会長　佐々木勝志

http://www.mlw.or.jp

土地改良施設の補修や延命のための事業

△ 13.7

△ 30.8

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

産業経済部農村基盤計画課

30,000千円 （0.7％）

H13～H16増減率
（％）

29.9

-

Ｈ１６年度

※

△ 10.9

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

650

※

681

-

645

29.7

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

△ 0.4

0.0

Ｈ１６（実績）

0.0

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）

　事業収入は新潟県の災
害受託もあり予想した程
の落ち込みはなかった。し
かしながら、そのための経
費の増加、職員の入院等
の対応により事業費は増
加した。管理費等の節減
に努めたこともあり、当期
収支は若干のプラスとす
ることができた。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方

　時間外、事業収入は対
前年度95％、車輌は2年
で1台の減、収支同額、固
定資産・固定負債は職退
分のみ

（3） 委員会意見（Ｈ17年
3月）への対応

　　退職分の補充はせず、
新規採用の抑制を行う。
また、昇給延伸制度の制
定により人件費の削減を
行う。

基本金には土地改良基金
の額を記載

△ 100.0

△ 3.3

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

-

補助指導事業

０２２-２６８-６３９０

-

3.7

-

△ 9.3

-

県の損失（債務）保証額(g )

△ 58.5

　 うち県職員（派遣職員）

経営指標 定義

維持管理適正化事業

受託事業

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

※※

4.6 -

326.6

効率的な運営と質
の高い顧客サービ
スの実現。

　○　事務の効率化
　○　経費の節減
　○　顧客サービスの改善
  ●　県の委託について、平成１１年度から民間で
行えるものと団体でなければできないものに分離し
て発注しており、今後もその方針を継続する。
　●　県の財政支出の検証を行い、必要な見直しを
行う。（H１４～）

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

・　土地改良事業団体連合会は、土地改良法に基づき設立された特殊法人で、「国又は都道府県の行う土地改良事業に対する協力」などを目的とする土地改良事業の専門家集団である。県として
は、連合会における顧客サービスの向上及び健全運営の確保について適宜指導する。

1人当時間外勤務時間の削減（ｈ）

公用車台数の削減(台)

【H17.3】
団体に対する意
見
①取組目標の達
成状況を注視す
る。
②事業規模は急
速に縮小してお
り、管理費特に人
件費の大幅な削
減を取組目標に
掲げて実行すべき
である。

【H18.3】
団体に対する意
見
①事業規模は減
少傾向にあり、よ
り積極的な経費削
減目標を設定す
べきである。

１　業務改善検討委員会を設置
し、経費削減等について検討し
た。
２　年度末にISO９００１を取得し、
顧客サービスの改善に向けて動き
だした。
３　人件費の削減を実施した
　　（調整手当削減、昇給延伸）

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

２８　宮城県土地改良事業団体連合会

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区上杉二丁目２番８号

事業内容

換地センター、管理指導センター、農村総合整備等

０２２-２６３-５８１１

設計業務、管理指導業務、農地集積指導業務等

主要事業名

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

昭和３３年８月２７日

  １　基本情報(団体記入)

-

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

622

31.3

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

④ ④

3

② ②

4

① ①

5

① ①

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

③ ③

③ ③

－ －

－ －

7

① ①

8

③ ③

9

② ②

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事
１２　該当なし

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

④ ④

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

② ②

17

① ①

18 理事会 監事

② ②

19

② ②

20

－ －

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「1人当時間外勤務時間の削減」

取組目標 「公用車台数の削減」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

市町村、土地改良区等土地改良事業を行うもの

土地改良事業の適切かつ効率的な運営の確保及び会員の共同の利益の増進

２８　宮城県土地改良事業団体連合会
県担当課　産業経済部農村基盤計画課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

土地改良事業の適切かつ効率的な運営の確保及び会員の共同の利益の増進

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

Ⅰ全評価項目を通して
   コメントは、実情に即しており
妥当と判断される。　事務事業
等の見直し及び経費節減につい
ては、各種協議会の統合整備、
新規採用者の抑制及び昇級延
伸等で対応している。

Ⅱ 各評価項目ごとに
３　各種事業の補助金について
は、それぞれの目的に応じて支
出されているが、今後とも、補助
金の適正支出等について注視
し、指導等を行っていきたい。
６　～　８　必要な事業に対する
補助は継続していかなければな
らず、県営土地改良事業の必要
性に応じて、事業目的達成のた
め委託を行うこととなる。
１２　～　１７　当該団体は、基本
的に組合員からの賦課金収入
により維持運営されている団体
だが、安定的な運営を図っていく
ために、将来的には、公認会計
士や民間経営者等を登用してい
く必要があるものと判断される。
情報の公開に関しては、情報公
開規程を定め公開に努めてお
り、インターネットでも組織紹介
等情報を発信しているが、さらな
る充実を目指すため本年度の改
革計画にも盛り込んでいる。ク
レーム処理等については、お客
様アンケートを実施し、やや不満
と記載された内容があれば調査
を行い対処するなどしている。県
としては、さらなる充実に向けた
指導助言を行っていきたい。

Ⅲ 結論
  当該団体は、土地改良法の規
定に基づき農林水産大臣の認
可を受けて設立された法人であ
る。事業内容についても、同法
に限定列挙されており、この範
囲を超えた事業を行うことはでき
ない団体である。県内には、現
在６４の土地改良区が存在し、
当団体が、教育又は情報の提
供、指導・助言等を行いながら、
土地改良事業の円滑な推進を
図っていく役割を担っており、農
業行政にとって重要な役割を
担っている。新規採用の抑制や
昇級の延伸等を実施し、運営状
況は前年度とほぼ同様の状況と
なっているが、各種受託事業等
も減少傾向にあり、さらなる経費
節減のための指導助言を行って
いきたい。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない

１７　ISOで実施(お客さま
アンケート等)

１　再委託の内容は印刷
製本関係であるが、他と
合わせて発注しているた
め算出できない

６　ア　新潟県の地震災
害に対応したこと、職員の
逝去、入院等で他の職員
が対応を余儀なくされたこ
とにより目標を達成できな
かった。
　　イ　業務の都合上、廃
車予定の1台を再リースと
した。

8　受託収入は減となった
ものの、経費の節減等に
より収支差額は若干プラ
スとなった。

9　正味財産が若干増加
した。

14　定款の定めにより会
員から監事を選出するこ
ととなっている。
15　現在でも冗費の節
約、新規採用の抑制等経
営の効率化を図ってい
る。また、会員に対する行
政的な指導援助等の業務
もあり、民間の経営手法
がそのまま導入すること
はなじまない。



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

17,300 17,262 17,080 15,110

8,041 7,904 11,475 10,864

4,532 2,220 1,676 1,650

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

4,532 2,220 1,676 650 650 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

16,242 14,813 15,012 14,840 14,840 12,484 12,484 12,484

0 0 0 0 0 0 0 0

16,242 14,813 15,012 14,840 14,840 12,484 12,484 12,484

2,266 1,110 838 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 25,176 26,548 29,512 26,430 27,048 34,716 34,716 34,716

事業外収入(b) 11,380 10,351 9,258 7,346 8,181 7,585 7,389 6,917

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 36,556 36,899 38,770 33,776 35,229 42,302 42,105 41,633

支 出 事業費(e) 32,416 32,358 34,213 29,580 30,436 38,530 38,283 37,811

管理費(f) 3,730 3,744 3,966 3,988 4,059 3,768 3,768 3,768

事業外支出(g) 359 555 312 258 0 54 54 54

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0

計(i) 36,505 36,657 38,491 33,826 34,495 42,352 42,105 41,633

51 242 279 △ 50 734 △ 50 0 0

51 242 279 △ 50 734 △ 50 0 0

51 242 279 △ 50 734 △ 50 0 0

資 産 流 動 資 産 997 871 908 0 2,483 0 0 0

固 定 資 産 500,200 500,200 500,200 500,200 500,272 500,240 500,222 500,212

計 501,197 501,071 501,108 500,200 502,755 500,240 500,222 500,212

負 債 流 動 負 債 921 553 312 0 1,096 0 0 0

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0 0 0

計 921 553 312 0 1,096 0 0 0

資 本 基本（資本）金 500,200 500,200 500,200 500,200 500,200 500,200 500,200 500,200

剰 余 金 等 76 318 596 546 1,459 40 22 12

計 500,276 500,518 500,796 500,746 501,659 500,240 500,222 500,212

※平成17年度以降の上記目標数値については，平成17年5月26日現在の目標値である。

△15.9

ー

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

常勤職員数

ー

△0.3

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

ー

ー

ー

ー

①課　　　　　題

28.3

△7.3

26.6

-

22.8

△107.0

Ｈ１４（実績）

226.6

ー

ー

ー

157.4

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
　研修事業費の削減につ
いては，平成16年度にお
いて研修科目及び人件費
の見直しを実施したため，
最小値の事業経費となっ
ている。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
　林業担い手育成確保対
策事業については，本年
度より県営事業とすること
とした。これにより，研修
事業補助金の削減につい
ては目標を達成する。

（3） 委員会意見（Ｈ17年
3月）への対応
　上記のとおり積極的に
努力する。

△107.0

△15.9

ー

ー

0.0

0.0

ー

ー

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

44.4

108.3

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

理事長　大沼　迪義

http://www.miyamori.or.jp/HP/frm-a.html

基幹林業技能作業士（グリーンマイスター）を育成するための研修の実施

35.1

△ 12.7

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

産業経済部林業振興課

250,000千円（49.9％）

H13～H16増減率
（％）

42.1

ー

Ｈ１６年度

ー

△ 63.6

Ｈ１６（実績）

△97.3

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

ー

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

ー

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

ー

ー

ー

ー

291.3

ー

40.1

労働条件改善対策事業

０２２－２１７－４３０７

△107.0

△7.2

ー

20.1

ー

県の損失（債務）保証額(g )

ー

　 うち県職員（派遣職員）

経営指標 定義

基幹林業就業者等養成事業

林業雇用改善促進事業

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

ーー

ー ー

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

0.0

・県条例基金事業と団体の業務が重複しないよう実施していく。

※(県に対する）委員会意見（Ｈ17年3月）への対応状況・・・特になし。

研修事業補助金の削減（千円） 【H17.3】
団体に対する意
見
①取組目標の達
成状況を注視して
いく。

【H18.3】
団体に対する意
見
①取組目標の達
成状況を注視す
る。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

２９　財団法人みやぎ林業活性化基金

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区上杉二丁目４－４６

事業内容

事業主の負担する各種社会保険・退職金共済等の掛金の一部を助成

０２２－２１７－４３０７

林業雇用改善アドバイザーによる相談，指導，研修の実施

主要事業名

  １　基本情報(団体記入)

ー

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

ー

38.0

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円）

○既存事業の評価と見直しを行い，森林整備担い
手対策基金と団体基金との役割分担を明確にし中
長期計画を策定する。

平成13年度に策定した中長期経
営計画に基づき林業労働者の雇
用環境の改善に重点を置いた事
業の実施を行った。

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

平成４年９月１４日

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

林業担い手育成確保対策
事業補助金を精査し補助
金額の適正化を図った。

県条例基金事業との役割
分担を適宜，検証しながら
効果的・効率的な事業の実
施を行っていく。

県が監理する「森林
整備担い手対策基
金」による業務と団
体業務とに類似し
た点があることか
ら，両者の役割分
担の明確化，見直
しを検討する必要
がある。

●研修事業内容の見直し等により，県の研修事業
補助金を削減する。

林業担い手育成確保対策事業補
助金を精査し，補助金額を2,312千
円削減して2,220千円とした。

林業担い手育成確保対策事業
補助金を精査し補助金額の適正
化を図った。

林業担い手育成確保対策
事業は，Ｈ17年度から県営
事業とすることとした。これ
により補助金削減の目標
は達成する見込みである。

県条例基金事業との役割分担を
適宜，検証しながら効果的・効率
的な事業の実施を行った。

県条例基金事業との役割
分担を適宜，検証しながら
効果的・効率的な事業の
実施を行った。

○平成12年度から林業事業体に対し事業ニーズ調
査を実施し中長期計画に反映させる。



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

④ ④

3

③ ③

4

① ①

5

① ①

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

① ①

ー ー

ー ー

ー ー

7

－ －

8

③ ③

9

③ ③

10

① ①

11

① ①

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

－ －

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

② ②

17

① ①

18 理事会 監事

① ①

19

③ ③

20

② ②

20の回答
　限られた財政の中で，ニー
ズの高い事業を重点的に行う

15の回答
1) 宮城県森林組合連合会代表理事
会長
2) 宮城県森林組合連合会専務理事
3) 白石蔵王森林組合代表理事組合
長
4) 志津川歌津森林組合代表理事組

合長

３の回答
　基金運用益の減少により，
補助金の割合が高くなった。

14の回答
　公益法人の指導管理体制
で掲げられている収支決算額
が10億円以上見込まれない
ため

19の回答
　基金運用益の減少による

Ⅰ全評価項目を通して
　低金利の影響や財団が
小規模なこと等から，評
価項目に対してはやむを
得ないコメントであり，妥
当と思われる。
Ⅱ 各評価項目ごとに
３について
基本財産の効率的な運
用，及び限られた財源の
中での効率的・効果的な
事業実施について指導し
ていく。

５について
①としているが，常勤の役
職員はいないので該当な
し。

６について
研修事業補助金の削減
については，適宜見直し
を行い削減を図ってきた
が，H17年度から県営事
業とすることとした。これ
により，目標は達成する
見込みである。

８について
効率的な事業実施と管理
費の見直し等について適
宜指導していく。

　

14について
当財団の運営は小規模で
あり，また，外部監査は経
費もかかるため特に要請
はしない。

16について
今後も公開するよう指導
していく。
Ⅲ 結論
18について
県条例基金との役割分担
を適宜検証しながら，効
率的・効果的な事業の実
施を行うよう指導してい
く。
19について
基本財産の効率的な運
用，及び限られた財源の
中での効率的・効果的な
事業実施について指導し
ていく。

(注１)「評価項目」に他の項目を加えることは構いませんが，県の計画進行管理上，シート例の項目及び選択肢は変更しないように願います。
(注２）｢評価結果」の理事会・監事（商法法人は取締役会・監査役）欄は，それぞれが①～⑤の番号を付します。なお，コメント（記入の手引き参考）は団体代
表の意見とし，この要旨を団体改革計画表の４（Ｄ）「評価及び取組目標設定の考え方」欄に記載します。
(注３)「県の考え方」欄（記入の手引き参考）は県担当部局が記載しますが，ここに記載した内容（又はその要旨）は，団体改革計画表５又は６の「団体の取組
計画を踏まえた県としての団体改革計画に対する考え方」欄に転記します。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「○○○」

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

森林組合及び林業事業体　

イ 森林の公益的機能の維持・増進を図るための，森林の適正管理に関する啓発・指導
ロ 林業労働者の育成・確保
ハ 若年者等の新規参入を図るための就労環境の改善・整備の促進

２９　財団法人みやぎ林業活性化基金
県担当課　産業経済部林業振興課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

林業労働者の育成・確保に努め，林業の活性化と農山村地域の振興・発展に貢献する。　

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「研修事業補助金の削減」

取組目標 「○○○」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標 「○○○」

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者 県 担 当 課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

H13年度 H14年度 H15年度 H16年度

1,265,872 749,549 1,142,991 1,081,617

164,864 165,973 145,148 135,650

149,900 134,792 129,639 130,860

H13実績 H14実績 H15実績 H16目標 H16実績 H17目標 H18目標 H19目標

100 75 50 25 25 0 0 0
387,976 343,149 302,204 294,655 274,489 231,760 223,159 223,159
149,900 134,792 129,639 130,860 130,860 130,700 66,430 66,430    
158,649 143,150 133,423 131,686 130,836 130,840 106,380 106,380   
467,000 0 457,900 0 453,700 0 200,000 0

1 1 2 2 2 2 2 2
0 0 0 0 0 0 0 0

27 25 23 23 23 23 19 19
1 0 0 0 0 0 0 0

330,076 307,528 281,780 271,360 270,709 275,200 （※） （※）
222,681 159,803 159,612 187,737 165,655 91,782 （※） （※）

0 0 0 0 0 0 0 0
552,757 467,331 441,392 459,097 436,364 366,982 （※） （※）
235,987 195,802 186,233 203,993 197,555 193,564 （※） （※）

9,229,000 9,549,000 9,859,000 10,159,000 10,159,000 10,439,000 （※） （※）
0 0 0 0 0 0 （※） （※）

9,229,000 9,549,000 9,859,000 10,159,000 10,159,000 10,439,000 （※） （※）
5,520,421 5,559,040 5,555,372 5,516,784 5,516,784 5,616,784 （※） （※）

収 入 事 業 収 入 (a) 1,571,028 1,030,189 1,388,332 902,097 1,368,441 826,442 （※） （※）
事 業 外 収 入 (b) 71,825 59,184 58,842 20,651 28,866 42,300 （※） （※）
そ の 他 の 収 入 (c) 0 0 0 0 0 0 （※） （※）

計(d) 1,642,853 1,089,373 1,447,174 922,748 1,397,307 868,742 （※） （※）
支 出 事 業 費 (e) 551,408 518,584 461,580 449,715 429,327 389,530 （※） （※）

管 理 費 (f) 285,387 225,715 208,215 196,263 180,632 188,497 （※） （※）
事 業 外 支 出 (g) 770,923 322,536 760,003 274,407 747,930 278,395 （※） （※）

そ の 他 の 支 出 (h) 0 0 0 0 0 0 （※） （※）

計(i) 1,607,718 1,066,835 1,429,798 920,385 1,357,889 856,422 （※） （※）

35,135 22,538 17,376 2,363 39,418 12,320 （※） （※）

35,135 22,538 17,376 2,363 39,418 12,320 （※） （※）

61,521 6,661 6,587 2,247 5,172 681 （※） （※）

資 産 流 動 資 産 291,162 283,234 289,400 297,350 305,215 319,327 （※） （※）

固 定 資 産 14,885,421 15,204,271 15,480,553 15,734,358 15,713,847 15,932,724 （※） （※）

計 15,176,583 15,487,505 15,769,953 16,031,708 16,019,062 16,252,051 （※） （※）

負 債 流 動 負 債 83,990 53,224 42,013 47,600 18,411 20,200 （※） （※）

固 定 負 債 14,899,203 15,234,231 15,521,302 15,775,223 15,788,841 16,019,360 （※） （※）

（うち引当金等） (149,783) (126,191) (106,930) (113,350) (113,058) (97,862) （※） （※）

計 14,983,193 15,287,455 15,563,315 15,822,823 15,807,252 16,039,560 （※） （※）

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 125,052 125,452 125,452 125,452 125,452 125,452 （※） （※）

剰 余 金 等 68,338 74,598 81,186 83,433 86,358 87,039 （※） （※）

計 193,390 200,050 206,638 208,885 211,810 212,491 （※） （※）

※　平成１７年度以降の上記目標数値については，平成１７年６月１５日現在の目標値である。

○凍結

○公庫資金借換による金利負担軽減

○施設管理受託事業の縮小

46.5

9.7

2.8

△ 39.6
1.8

△ 37.8
－

－

4.4

(3)委員会意見への対応（H17
年３月）

・分収契約の見直しについては，
平成１０年度契約分から分収割合
を変更しており，当面は長伐期施
業の移行に必要な契約期間の延
長に重点を置いて参りたい。

・未だ市場性を有しない森林資
産の価格算定については，確
立された手法がなく，また，想
定する因子により結果が大きく
異なることなどから慎重に検討
して参りたい。

△ 62.8

△ 36.9

常勤職員数

－
△ 44.6

－

0.0

1.7
－

補助金(b)
委託金(a)

退職不補充等による人件費縮減【単位：千円）

常勤役員数
　 うち県職員(派遣職員) －

(1) 前年度の経営目標の達成
状況に対する評価結果（概要）
   目標値の設定はほぼ適当であ
り，取組目標は達成されている。

(2)本年度以降の目標設定の
考え方

△ 15.6
－

0.0

0.0

県からの
財政的関

与
（単位：
千円）

県からの貸付金残高(e)

①課　　　　　題
②改善内容

区分：「県の業務委託等の在り方を見直し，業務の縮
小・競合分野を民間へのシフトを行う団体」

  ５　改革計画(県記入)　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

【H17．３】
団体に対する意見
①森林資産の将来
の実現可能な価格
の算定を行い，借
入金返済の可能性
を分析するととも
に，分収林契約の
内容の見直しに着
手すべきである。森
林資産の価格の算
定は，考えられる前
提条件を複数設定
し，想定される因子
を決めた上で，早
急に試算を行うべ
きである。

県に対する意見
①借入金返済の目
処が立たず，抜本
的な解決策を立案
する必要がある。

【H18．３】
団体に対する意見
①受益者たる契約
者に対し，リスクに
ついても応分の負
担を求める仕組み
を検討されたい。
②木材相場が低迷
しており，有利な販
売方法が求められ
ている。売払方法
の検討や市場の開
拓など主伐期に備
え，早期に取り組む
べきである。

施業見直等による事業費縮減(直接事業費　単位：千円)

施設管理受託事業の縮小(受託費　単位：千円) △ 0.1

収支計算
書(単位：

千円）

Ｈ１５（実績） Ｈ１６（実績） Ｈ１７

当期利益(又は△当期損失)

1.4

△ 13.4
（※）自主財源を有さず，事業に必要な
資金を造林補助金や県，公庫からの
借入金により，賄っている。これらにつ
いては，変動が予想されるため，収支
目標は記載できない。

0.3

経常収支(a+b)-(e+f+g) △ 68.7

当期収支差額(d-i) △ 68.7

支出額(d)のうち一般財源

(e),(f)のうち無利子貸付金 2.8

△ 15.9

県からの単年度貸付金(f) －

△ 2.0

貸借対照
表（単位：

千円）

4.6

1.5

0.0

0.8

1.5

1.5

一人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２(月)÷(役員数＋職員数）

経営改善
（効率化
等）に向
けた取組

目標

（A)実績推移

現行方式の新植面積の縮小と凍結（単位：ha）

借換による金利負担軽減(公庫借換額　単位：千円)

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

（B)年度別目標

   公社の本来の事業である分収造
林事業の主伐期が平成23年度か
らであるが，森林の多面的機能の
発揮と収益性の向上を期して長伐
期施業を導入したことによって，当
初見込んだ収入が当面の間は得
られない状況にある。
　そのため，前年度に引き続き事
業のあり方を基本に，事業費，人
件費の縮減や 金利負担の軽減と
いった支出抑制に取り組むととも
に，収入間伐等への取組も強化し
ていきたい。

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×１００ 346.6 532.1

（C)H16実績-H17目標
対比（％）

（D)評価結果及び取組目標
設定の考え方

458472

役職員数
（単位：

人）

（E)経営目標・評価推
進委員会の意見

97.7 97.9

30.5 31.2

1657.8688.8

436444

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入) ÷収入合計×１００ 33.6 42.8

借入金依存度（％） （長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×１００ 97.2 97.5

H15年度 H16年度

県からの受託事業の再委託率（％） (県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費)×１００ 19.3 27.1 0.0 0.0

経営指標 定義 H13年度 H14年度

施設管理受託事業 県の公の施設（4施設）の管理の受託 △ 12.7

  ３　主な経営指標の推移(団体記載)

分収造林事業 分収方式による造林事業 △ 14.6

県有林業務受託事業 県有林に係る造林，保育等の受託 △ 17.7

  ２　事業内容(団体記載)

主要事業名 事業内容
事業費（単位：千円） H13～H1６増減率

（％）

022(275)9171 022(275)9172 － 100,000千円（79.7％）

３0　　社団法人宮城県林業公社

  １　基本情報(団体記載)
仙台市青葉区堤通雨宮町4-17 昭和41年6月23日 理事長　白岩　博 産業経済部森林整備課

　 うち県職員(派遣職員)

負担金(c)

○新規分収造林事業を段階的に
縮小(25ha)

○現行方式の新植面積の縮小と凍結

③改革スケジュール

Ｈ１４（実績）

県の損失（債務）補償額(g)

△ 9.3

△ 86.8

支出額(d) 【(a)+(b)+(c）】

・既契約分収林の収穫期（H23～）や収入間伐の実施を見据えて，今後は，施業システムや体制について総合的に検討すべきである。

○指定管理者制度への応募
の是非を検討

○新規分収造林事業を段階的に縮
小(75ha)

○新規分収造林事業を段階的に
縮小(50ha)

○職員配置や管理経費の見直し

○施業内容の見直しを実施

○職員配置や管理経費の見直し ○職員配置や管理経費の見直し

○今後の借換を検討

  ６　団体の取組計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

・林木は生長資産であり，商品として伐採するまで極めて長期間を要し，かつ，木材価格は為替変動等の社会変化に大きく左右され，予測が不可能である。このような森林資産の特殊性から，長期にわたる収支を
見通すことは極めて困難である。
・引き続き改善計画の着実な実施等自助努力を促進するとともに，施業システムの検討（高収益，低コスト等）や収穫期を見据えた公社組織体制の整備などが図られるよう指導していくとともに，他県の動向につい
て情報を収集していく。
・林業公社が抱える借入金問題については全国的な問題であることから，関係団体と連絡を取りながら解決策を国等へ要望していく。

○新規採用を停止 ○新規採用を停止

　組織の見直しを実施（３部→２部） 　組織の見直しを実施 　組織の見直しを実施 　組織の見直しを実施

○新規採用を停止

　分収造林事業は，
木材価格が長期低落
の傾向にあることか
ら，収益が見込めず，
借入金の返済が厳し
いと予想される状況に
あるので，効率的な団
体運営のあり方を検
討する必要がある。

○施業の見直しを実施○施業内容の見直しを実施（長
伐期施業の導入）

○施業内容の見直しを実施

○新規採用を停止

●県の職員派遣を平成13年度で終了

・高収益・低コスト森林施業への転換が必要不可欠であり，今後とも土地所有者の意向も踏まえ，長伐期施業への移行や生産コストの縮減などを積極的に推進するとともに，今後の林業公社有林の施業の方向
性等を記した第４期森林整備計画（H18～H27)を策定すべきである。

※県に対する委員会意見（H1７年３月）への対応状況

・施設管理受託事業については，指定管理者制度への応募の是非を含め，本来の目的である分収林事業を圧迫しないように実施を検討するべきである。

・借入金の償還については，全国の公社が抱える問題であり，根本的解決策を国等へ要望していく。

・低利子資金への借換制度を積極的に活用して利子負担の圧縮を図っており，評価できる。今後は，借換に伴う収穫期の変化等を勘案して借換の是非を検討するべきである。

○新規職員の採用停止及び組織見直しによる人件費
縮減

○施業見直しによる事業費（直接事業費）の縮減

○借換対象の掘り起こし ○公庫借換による金利軽減
　457.9百万円借換
　291,014千円利息軽減

○公庫借換による金利軽減
　453.7百万円借換
　239,880千円利息軽減



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

② ②

3

② ②

4

① ①

5

① ①

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

① ①

① ①

① ①

① ①

① ①

7

① ①

8

② ②

9

② ②

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

④ ④

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

－ －

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

③ ③

17

② ②

18 理事会 監事

② ②

19

② ②

20

－ －

　
　

　６　ウ
　施設管理受託事業は，
平成１８年度から一部廃
止の予定である。

　12
　公社の所有する森林
は，全てが育成管理期に
あり，基本的に市場性が
あるとはいえない。

　14
　収穫期までなお期間が
あり，現時点での選任の
必要性は認められない。

　16
　今年度中にＨＰを開設
し，定款，社員名簿，財務
諸表，事業計画書，事業
報告書を公開予定。

　17
平成１５年度にアンケート
調査を実施し，その後分
収造林変更契約を通じて
契約者の意見を把握して
いる。

Ⅰ全評価項目を通して
（団体の評価の妥当性）
・事業コストの削減，人件
費縮減及び公庫資金借
換による金利負担の軽減
等を進めてきており，経
営改善の努力が認めら
れ，妥当なものと考える。
（委員会意見の反映）
・森林資産の評価につい
ては，団体意見にあると
おり，現時点では市場価
値がなく，市場性を有しな
い森林資産の算定手法
は確立されていないこと
から，算定は不可能であ
り慎重に検討を要するも
のと考える。

Ⅱ 各評価項目ごとに
　６，８，９
　水源かん養機能の発揮
等森林整備の重要性に
鑑み，今後とも県の財政
的関与は不可欠であり，
これまでどおりの支援を
行っていくが，団体として
も事業コストの削減等の
自助努力がなお一層必
要である。
　12
　生育中にある林木につ
いては，収穫までに長大
な時間を要することから，
市場価格やその間の生
産費を設定することは不
確定要素が大きいため，
森林資産を時価評価する
ことは不可能である。今
後とも他都府県の情報収
集に努め，慎重に検討す
ることとする。
　14
　人件費縮減等経営改善
に努めている現状におい
て，公認会計士等の選任
は，さらなる経費を要する
ため困難と考える。
　16
　全国組織による無料
サービス等の活用を指導
していく。
Ⅲ 結論
　18，19
　木材価格低迷により伐
採後放置される森林が増
加し，森林の持つ公益的
機能の高度発揮が懸念さ
れている現在では，公的
な森林整備推進機関とし
ての重要性が再認識され
ているため，今後とも省コ
スト施業の実施や管理経
費の節減を心がけなが
ら，県民への公社事業の
PRや森林づくりへの参画
を募るよう指導していく。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「施設管理受託事業の縮小」

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

　森林所有者，森林組合，森林整備に関わる団体及び関係行政機関

　多面的な機能を持つ森林資源の整備を進める

３０　社団法人宮城県林業公社
県担当課　産業経済部森林整備課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

　特に公益的機能の発揮が求められる森林の整備に当たるなど，適正な森林の整備を担う公的機関としての役割を果たす

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「現行方式の新植面積の縮小と凍結」

取組目標 「施業見直し等による事業費縮減（直接事業費）」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安
全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標 「退職者不補充等による人件費削減」

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

オ 取組目標 「公庫資金借換による金利負担軽減」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

233,820 194,713 217,722 177,254

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

334 324 304 290 289 290 280 270
123,394 116,714 110,008 104,400 103,239 105,000 102,200 98,550

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

18 18 18 16 16 15 14 12

0 0 0 0 0 0 0 0

57,907 57,985 53,311 53,780 53,779 50,140 51,000 51,000

0 0 0 0 0 0 0 0

9,389 13,765 15,035 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

67,296 71,750 68,346 68,780 68,779 65,140 66,000 66,000

67,296 71,750 68,346 68,780 53,779 50,140 51,000 51,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 192,176 183,089 170,955 167,380 162,821 160,640 158,000 153,550

事業外収入(b) 67,745 20,171 49,910 120,661 21,667 120,466 136,865 150,600

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 259,921 203,260 220,865 288,041 184,488 281,106 294,865 304,150

支 出 事業費(e) 146,703 158,002 170,756 145,677 143,835 148,430 161,000 157,000

管理費(f) 48,770 34,296 45,143 30,007 30,294 30,720 30,835 43,835

事業外支出(g) 38,347 1,875 1,825 102,301 3,125 120,925 102,100 102,100

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 233,820 194,173 217,724 277,985 177,254 300,075 293,935 302,935

26,101 9,087 3,141 10,056 8,548 131 1,030 1,315

26,101 9,087 3,141 10,056 7,234 △18,969 930 1,215

1,188 9,086 4,836 9,971 6,609 △ 19,363 681 1,058

資 産 流 動 資 産 112,851 87,138 88,612 ※１ 96,291 ※１ ※１ ※１

固 定 資 産 34,832 48,832 36,221 ※１ 49,596 ※１ ※１ ※１

計 147,683 135,970 124,833 ※１ 145,888 ※１ ※１ ※１

負 債 流 動 負 債 39,971 5,172 3,503 ※１ 3,949 ※１ ※１ ※１

固 定 負 債 32,915 46,915 32,611 ※１ 46,611 ※１ ※１ ※１

（うち引当金等） 32,915 46,915 32,611 ※１ 46,611 ※１ ※１ ※１

計 72,886 52,087 36,114 ※１ 50,560 ※１ ※１ ※１

資 本 基本（資本）金 240,400 240,300 239,950 ※１ 240,100 ※１ ※１ ※１

剰 余 金 等 △165,603 △156,417 △151,231 ※１ △144,772 ※１ ※１ ※１

計 74,797 83,883 88,719 ※１ 95,328 ※１ ※１ ※１

※平成１７年度以降の上記目標数値については，平成１７年６月２７日現在の目標値である。

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

昭和５６年１月９日
  １　基本情報(団体記入)

ー

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

649

ー

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数

３１　社団法人宮城県漁業無線公社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

石巻市魚町三丁目６－１

事業内容

宮城県漁業無線局の管理運営

０２２５－９５－３３７５

主要事業名

①早期の統合については極めて困難であるが，業務提携については公社と他県公社等との調整をしながら，実現に向けて公社を指導する。②県から送付された納入依頼書により，回収業務を強
化する。③職員の新規採用停止に加え，人件費抑制に努めるよう指導する。④事業展開の見直しに加え，利用促進ＰＲ活動に努めるよう指導する。

加入稼働隻数
通信基本料金

【H17.3】
団体に対する意
見
①新規事業である
有無線接続事業
の課題を改善し，
事業展開の見直
しを図る必要があ
る。
②加入隻数の減
少傾向に伴い通
信基本料金収入
が減少傾向にあ
る中で，通信基本
料金の未収金の
増加が目立つ。引
き続き未収金の回
収強化を図る必要
がある。
③加入隻数が減
少傾向であれば，
収入の増加が見
込めないことか
ら，引き続き人件
費圧縮等の経費
削減に努める必
要がある。

【H18.3】
団体に対する意
見
①未収金の年次
別・原因別の発生
状況を分析し，引
き続き未収金の回
収の強化及び効
果的な回収方法
の工夫に努めるこ
と。
②回収不能なもの
については，不納
欠損処理を行い
直接償却すべきで
ある。

①統合の可能性を検討している県
（青森県）との意見交換を行い，問
題意識の共有に至った。
②公社では，県からの納入依頼書
に基づき回収業務を強化した。
③新規採用の代わりに退職者の
嘱託・再任用で必要人員を確保し
た。　④平成１５年度に事業開始と
決定した。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

　厳しい漁業環境
の下で減船等によ
る会員数の減少傾
向が続いており，無
線事業の今後のあ
り方を検討する必
要がある。また，累
積欠損の解消に向
けた改善を行う必
要がある。

○①他県漁業無線局との統合の可能性を検討す
る。【Ｈ１４～】
○②未収利用料金の回収を促進する。【Ｈ１３～】
○③職員の新規採用等を停止している。【Ｈ１３～】
○④収益が見込まれる有無線接続事業による陸船
間通信サービス等を提供する。【Ｈ１６～】

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

ーー

ー ー

2530.0

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

県の損失（債務）保証額(g )

ー

　 うち県職員（派遣職員）

経営指標 定義

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円）

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

通信業務

０２２５－９５－３３７７

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

県からの補助金等収入依存度（％）

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

△ 6.8

ー

Ｈ１６（実績）

ー

△ 362.2

1.4

3,769.6

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

665

ー

772

ー

703

ーー

282.0

H13～H16増減率
（％）

ー

ー

Ｈ１６年度

ー

理事長　丹野重雄

http://www8.ocn.ne.jp/̃mgmkosya/

△24.2

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

産業経済部漁業振興課

100,000千円（41.6％）

②公社を指導するほか，県
から納入依頼書を送付す
る。③公社に対して人件費
抑制等について指導を図っ
ていく。④事業展開の見直
しに加え，利用促進ＰＲ活
動に努めるよう指導する。

ー

ー

ー

ー

ー

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

①県では業務提携や統合
について，岩手県，福島
県，茨城県と意見交換を
行ったが，統合について
は早期に実現することが
困難であることがわかっ
た。
②県から送付された納入
依頼書により，回収業務
を強化した。
③人件費抑制に努めた。
④事業展開の見直しに加
え，利用促進ＰＲ活動に努
めるよう指導した。

ー

ー

2438.4

ー

ー

1685.0

1.7

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

0.3

△ 6.3

県からの貸付金残高(e)

１　前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
収入に対して，出来るだ
け支出を抑え単年度黒字
を達成した。

２ 本年度以降の目標設
定の考え方
平成１６年度の漁業無線
経営等検討結果を踏ま
え，関係行政機関等の指
導を得ながら，①漁業無
線局運営の堅持②収支
の見通しに基づく収支改
善策③漁業無線システム
の変化に対する適切な対
応④特に収入の安定確保
の観点から２項目を取り
組み目標としたもの。
【注】１７年度目標の当期
収支差額，当期利益の△
は未収金の欠損処分によ
るもの。

３ 委員会意見（Ｈ17年　3
月）への対応
①事業展開の見直しに加
え，利用促進ＰＲ活動に努
める。②県から送付され
た納入依頼書により，回
収業務を強化する。③職
員の新規採用停止に加
え，人件費抑制に努め
る。
（※１）予定貸借対照表を
作成していないので，未
記入とする。

△ 393.0

△ 5.3

0.0

ー

52.4

ー

①県では提携又は統合について
前向きな方向性を持つ県と意見
交換及び打合せを行った。
②公社を指導したほか，県から
納入依頼書を送付した。
③人件費抑制に努めた。
④事業を開始した。

①課　　　　　題

△ 1.3

456.0

3.2

ー

69.3

△ 98.5

Ｈ１４（実績）

ー

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

ー

ー

0.0

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△ 6.8

常勤職員数



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2

④ ④

3

④ ④

4

① ①

5

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

② ②

② ②

ー ー

ー ー

7

① ①

8

② ②

9

③ ③

10

③ ③

11

② ②

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

④ ④

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

① ①

17

① ①

18 理事会 監事

② ②

19

② ②

20

ー ー

４　加入稼働隻数の減少
５　定年退職者の不補充

８ 加入隻数の減少，設備
の老朽化に伴う修繕費の
増加

１４１５　①業務内容が特
定部門に専業化している
こと。②基本施設は県有
で，動産・不動産の評価
業務はないこと。③必要
な場合は，公認会計士の
指導を受けていること。④
費用面の事情があるこ
と。

Ⅰ全評価項目を通して
　　ⅰ　概ね妥当であると
考えられる。
　　ⅱ　委員会から意見の
あった，有無線接続事
業，未収金の回収強化，
人件費圧縮等の経費削
減については，引き続き
全力で取り組むよう指導
していく。

Ⅱ 各評価項目ごとに
　　８　当面は現行のとお
り財政的関与を行っていく
が，現在の人件費の削減
以外にコストの削減など，
リストラできるものはない
かを検討しながら，関与
のあり方についても考え
ていきたい。

Ⅲ 結論
未収金の回収や，人件費
圧縮などの当面の課題に
取り組みながら，他県漁
業無線局との業務提携等
にも取り組んでいくよう指
導を続けていきたい。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

中短波，短波を使用する漁船により操業している県内漁業者及び地方公共団体，水産業協同組合法団体を正社員，県外漁業者を特別
社員としている。

宮城県漁業無線局の管理運営

３１　社団法人宮城県漁業無線公社
担当課名　産業経済部漁業振興課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

　漁船の航行及び漁業操業の安全を期し，漁業経営の安定に資し，かつ海難事故防止，救急等の緊急事態に対処し，敏速的確な措置
に必要な近代的無線通威信施設の整備を行い，合理的有効な維持経営を図り漁業無線の健全な発展に寄与する。

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「加入稼働隻数」

取組目標 「通信基本料金」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者 県 担 当 課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６

30,365 59,591 44,095 18,523

31,867 38,745 38,787 37,451

15,112 11,020 11,020 10,140

Ｈ13実績 Ｈ14実績 H15実績 H16目標 H16実績 H17目標 H18目標 H19目標

25,295 27,317 21,777 23,000 17,431 22,712 22,712 22,712

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1 2 2 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

46,995 49,765 49,807 47,594 47,591 47,593 47,593 47,593

15,310 13,592 11,094 9,344 9,344 7,942 5,980 5,980

0 0 0 0 0 0 0 0

62,305 63,357 60,901 56,938 56,935 55,535 53,573 53,573

54,580 56,482 55,271 52,151 52,249 51,564 50,511 50,511

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事 業 収 入 (a) 92,156 91,197 88,141 66,256 65,709 62,681 62,681 62,681

事 業 外 収 入 (b) 810 31,120 22,725 6,528 5,937 8,336 8,336 8,336

その他の収入(c） 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 92,966 122,317 110,866 72,784 71,646 71,017 71,017 71,017

支 出 事 業 費 (e) 70,034 75,869 69,596 68,316 62,748 67,316 67,316 67,316

管 理 費 (f) 8,787 2,259 3,520 3,066 2,353 2,676 2,676 2,676

事 業 外 支 出 (g) 7,719 51,443 37,750 1,402 1,383 1,025 1,025 1,025

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 86,540 129,571 110,866 72,784 66,484 71,017 71,017 71,017

6,426 △ 7,254 0 0 5,162 0 0 0

6,426 △ 7,254 0 0 5,162 0 0 0

13,854 17,591 15,318 0 5,162 0 0 0

資 産 流 動 資 産 18,878 52,049 711 0 6,024 0 0 0

固 定 資 産 259,296 259,596 307,466 302,559 302,891 295,850 287,106 287,106

計 278,174 311,645 308,177 302,599 308,915 295,850 287,106 287,106

負 債 流 動 負 債 4,196 19,776 711 0 863 0 0 0

固 定 負 債 1,096 1,397 1,675 1,986 1,967 2,306 2,626 2,626

（うち引当金等） 1,096 1,397 1,675 1,986 1,967 2,306 2,626 2,626

計 5,292 21,173 2,386 1,986 2,830 2,306 2,626 2,626

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 258,125 258,125 258,125 258,125 258,125 258,125 258,125 258,125

剰 余 金 等 14,757 32,348 47,666 42,488 47,960 41,220 26,355 26,355

計 272,882 290,473 305,791 300,613 306,085 299,345 284,480 284,480

※　平成１７年度以降の上記目標数値は、平成１７年６月２７日現在での目標値である。

ー

ー

③県から
の財政的

関与
（単位：
千円）

県からの貸付金残高（e）

県の損失（債務）保証額

ー

ー

委託金(a) 0.0

補助金(b) △ 15.0

負担金(c）

３２　財団法人宮城県水産公社　

  １　基本情報(団体記入)

石巻市谷川浜前田２２ 平成７年４月１日 理事長　　遠藤正明 産業経済部漁業振興課

０２２５－４８－２７７７ http://www.mgff.or.jp       ５０，０００千円（ １９．３％ ）

  ２　事業内容（団体記入）

０２２５－４８－２７７７

主要事業名 事業内容
事業費（単位：千円） H13～H16増減率

（％）

△ 32.9

  ３　主な経営指標の推移（団体記入）

ヒラメ放流効果実証事業 ヒラメ種苗の生産及び放流を行うとともに、放流効果を調査する。 △ 39.0

アワビ種苗生産業務受託事業 県からの受託を受けてアワビ種苗の生産を行う。 17.5

Ｈ１３ Ｈ１４

種苗飼育等業務受託事業 県からの受託を受けて栽培漁業センタ－の行う種苗生産の業を行う

Ｈ１５ Ｈ１６

県からの受託事業の再委託率（％） 県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費×１００ － － － －

経営指標 定義

借入金依存度（％） （長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×１００

県からの補助金収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×１００

449.9 263.2流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×１００ 100.0 698.0

－ － － －

54.9 79.567.0 51.8

205 200一人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数） 204 211

  ４　経営改善に向けての取組計画（団体記入、ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入）

（Ｃ）H16実績-H17
目標対比（％）

（Ｄ）取組目標の設定の
考え方

（Ｅ）経営目標・評価
推進委員会の意見

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年次目標値

①経営改
善（効率
化）に向
けた取組
目標

ヒラメ種苗放流経費の削減 30.3 (１)　前年度の経営目標の達成
状況に関する評価結果（概要）
　　種苗生産業務の効率化によ
る経費の.削減に努めた結果、目
標を上回ることができた。

(２)　本年度の目標設定の考え
方
　　継続して種苗生産の効率化
及び事業経費の削減に努める
が、経費の一部増加は良質種苗
の生産・放流に取り組むためで
ある。

(３)　委員会意見（H17年3月）へ
の対応
　　前年度に引き続き、遊漁者等
に協力を要請し賛助会員として
の加入を促す。

②役職員
数

（単位：
人）

－

常勤職員数 0.0

　 うち県職員 －

常勤役員数 －

　 うち県職員

－

支出額(d) 【(a)+(b)+(c）】 △ 2.5

支出額(d)のうち一般財源 △ 1.3

④収支計
算書

（単位：
千円）

△ 4.6

40.4

－

△ 0.9

7.3

13.7

－

－

6.8

経常収支(a+b)-(e+f+g) ー

当期収支差額(d-i) ー

当期利益（又は△当期損失） ー

⑤貸借対
照表

（単位：
千円）

ー

△ 2.3

△ 4.2

ー

17.2

17.2

△ 18.5

0.0

△ 14.1

△ 2.2

  ５　改革計画（県記入）

【H17.3】
団体に対する意見
①平成１６年度から
一般会計における漁
業者協力金がゼロに
なっているが，将来恩
恵を受けることを考え
れば，定期的に受益
者負担を徴収し，経
営基盤の安定を図る
必要がある。
②目標値の実現状況
を注視する。

【H18.3】
団体に対する意見
①設定された経営目
標の達成状況を注視
していく。更なる経営
の効率化に取り組ん
でいただきたい。

①課　　　　題
②改善内容

区分：「経営改善又は県の関与の改善」

③改革スケジュール

Ｈ１４（実績） Ｈ１５（実績） Ｈ１６（実績） Ｈ１７

・協力金の拠出終了により相対的に補助金の依存度が上昇したり，事業規模の縮小により一人当たりの売り上げ高が減少しているが，適正な規模による事業運営への過渡期であり，将来
的には経営改善へ向かっていると考えられる。
・各評価項目の中でも、主たる事業の種苗生産業務の効率化によるコスト削減が順調に図られており、良化傾向にあると判断される。
・宮城県水産公社は、県が開発した種苗生産技術を用いてアワビ及びヒラメ種苗を大量生産するとともに、栽培漁業の業界主体性の取り組みの推進の中で、その中心的な役割を担う団体
であり、今後も事業の継続が重要である。
・種苗生産業務の効率化によるコスト削減や事務経費の削減に努めたとしても、経営改善を図ることは困難と予想されるため、今後も県の支援と遊漁者等の受益者への協力金の負担要請
などの取り組みが必要と考えられる。

協力金アップについて、担当課と
団体がスケジュ－ル等について
協議した。
外部識者による経営診断を実施
し、経営計画（案）の策定に向け
作業を進めている。

○職員体制の強化による団体の自立的運営を図
る。【Ｈ１４～】

職員２名を採用した。 経営等問題検討委員会の結果
から、職員採用は当面困難とさ
れた。

栽培漁業事業化総合推進事業
費補助金を削減した。

平成１５年度で終了

栽培漁業事業化総合推進事業
費補助金を削減した。

栽培漁業事業化総合推進事業
費補助金を削減する。

  ６　団体の取組計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方（県記入）

●県の栽培漁業事業化総合推進事業費補助金を
削減する。【Ｈ１４～】

栽培漁業事業化総合推進事業
費補助金を削減した。

○種苗生産・放流事業における受益者（漁業者等）
負担体制を強化する。【Ｈ１５～】

関係団体に対し支援を要請し、
支援を得た。

○漁協等関係団体からの運営支援を確保する。【Ｈ
１３～】

県からの単年度貸付金（f）

(e),(f)のうち無利子貸付金

－関係団体に対し支援を要請し、
支援を得た。

正職員の採用は見送った。 同　　左

経営等問題検討委員会の結果
から、遊漁者等からの協力金の
支援について検討することとし
た。

遊漁者からの協力金は、他県法
人の取組状況を調査し検討し
た。
事業規模縮小等による経費の節
減を図った。

同　　左

事業収入が減少傾
向にあるとともに、
県の財政的関与が
強いので、団体運
営の健全化に向け
た経営計画の見直
し等による経営改
善を行う必要があ
る。



３２ 財団法人宮城県水産公社平成１６年度経営評価シート

県担当課 産業経済部漁業振興課

本県水産業の振興に寄与するため、県で種苗生産等技術が確立した魚介類について、大量生産及び放流を団体の使命

実施し、資源の底上げを図るとともに、種苗放流による効果を把握する。経
県内の漁業者及び遊漁者営 団体の顧客

戦
資源管理型漁業及び栽培漁業の推進並びに漁船漁業等の振興に関する事業を実施し、もって、本県水産業略 団体の目的

の振興に寄与する。

評 価 項 目 評価結果(コメント) 県の考え方区分

Ⅰ全評価項目を通し３ １ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

て主 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４

協力金の拠出終了な ２ 県からの借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。

により相対的に補助経 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４

３ 漁協等からの協力 金の依存度が上昇し営 ３ 補助金収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。

金が 年度で終了に たり，事業規模の縮指 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ３ ３ 15
より上昇した。 小により一人当たり標 ４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

４ 経費節減による次 の売り上げ高が減少の １ １①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

期繰越金を流動資産と しているが，適正な推 ５ 一人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。

して計上できたため。 規模による事業運営移 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ２ ２

への過渡期であり，

６ 種苗生産業務の効 将来的には経営改善４ ６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

率化による経費の削減 へ向かっていると考経 ア 取組目標「ﾋﾗﾒ種苗放流経費の削減」 理事会 監 事

に努めた結果、目標を えられる。営 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １

上回ることができた。改 ７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

Ⅱ各評価項目毎に善 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １

８ ９ 当期利益は３ 各評価項目の中でに ８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

の理由により悪化した も、主たる事業の種向 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ２ ２

が，資本は増加した。 苗生産業務の効率化け ９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

によるコスト削減がて ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ２ ２

、の 10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 順調に図られており

良化傾向にあると判取 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 １ １

事業・収支決算実 断される。組 11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。 11
績の推移から、ほぼ適計 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ２ ２

当と思われる。 Ⅲ結論画

、宮城県水産公社は

市場性のある有価 県が開発した種苗生12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格 12
証券及び土地は保有し 産技術を用いてアワと 時価を比較し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債 理事会 監 事

等安全確実なもので，満期保有を目的とするものを除く。団

ていない。 ビ及びヒラメ種苗を体 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない １ １

大量生産するととも改 13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。

監事の公認会 に、栽培漁業の業界革 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 １ １ 14 15
計士及び役員の民間経 主体性の取り組みの計 14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

営者の選任は、大学教 推進の中で、その中画 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ４ ４

授や中小企業診断士等 心的な役割を担う団表 15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

有識者で組織する「経 体であり、今後も事以 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ４ ４

営等問題検討委員会」 業の継続が重要であ外 16 インターネットによる情報の公開に努めているか。

で、必要性について今 る。の ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ２ ２

後検討していく。 種苗生産業務の効も 17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件

顧客への生産種 率化によるコスト削の 数及び内容を把握しているか。 17
苗等の配布時に意見を 減や事務経費の削減①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない １ １

拝聴している。 に努めたとしても、

経営改善を図ること18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 理事会 監 事

は困難と予想される総 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ２ ２

ため、今後も県の支19 以上を総合的に判断し 経営状況は前年度と比較して良くなっているか， 。

援と遊漁者等の受益①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ２ ２

者への協力金の負担合 20 上記19 で「③やや悪化 「④大分悪化」と評価した場合は，トップや経」

要請などの取り組み営幹部の経営責任はどのように負うか。

。①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － － が必要と考えられる



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

283,545 308,427 233,130 203,397

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

83 89 87 91 99 100 100 100

4 4 4 4 4 4 4 4

0 0 0 0 0 0 0 0

11 11 10 12 15 13 13 13

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 7,000 15,788 0 14,320 15,357 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 7,000 15,788 0 14,320 15,357 0 0

0 7,000 15,788 0 14,320 15,357 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 80,698 123,155 101,802 100,000 91,481 90,000 100,000 100,000

事業外収入(b) 42,625 34,080 39,810 30,000 51,904 80,000 70,000 80,000

その他の収入(c) 8,327 39,490 3,224 0 11,011 0 0 0

計(d) 131,650 196,725 144,836 130,000 154,396 170,000 170,000 180,000

支 出 事業費(e) 0 25,458 52,814 50,000 62,830 70,000 70,000 70,000

管理費(f) 281,079 277,659 180,317 170,000 140,566 139,000 133,000 120,000

事業外支出(g) 2,466 5,310 359 0 135 0 0 0

その他の支出(h) 1,287 16,033 35,682 10,000 41,360 114,000 24,000 24,000

計(i) 284,832 324,460 269,172 230,000 244,891 323,000 227,000 214,000

△160,222 △151,191 △91,877 △90,000 △ 60,146 △ 39,000 △ 33,000 △ 10,000

△153,182 △127,734 △124,335 △100,000 △ 90,495 △ 153,000 △ 57,000 △ 34,000

△154,392 △128,944 △125,545 △101,820 △ 91,705 △ 154,210 △ 58,210 △ 35,210

資 産 流 動 資 産 3,807,098 3,772,076 3,481,879 3,201,000 2,423,727 2,400,000 2,300,000 2,200,000

固 定 資 産 3,481,663 3,441,691 3,377,872 3,335,000 4,279,320 4,100,000 4,080,000 4,050,000

計 7,288,761 7,213,769 6,859,751 6,536,000 6,703,047 6,500,000 6,380,000 6,250,000

負 債 流 動 負 債 10,365 33,541 11,038 10,000 28,961 28,000 28,000 28,000

固 定 負 債 144,018 180,033 19,119 11,000 8,352 8,300 8,300 8,300

（うち引当金等） 144,018 180,033 19,119 11,000 8,352 8,300 8,300 8,300

計 154,383 213,574 30,158 21,000 37,313 36,300 36,300 36,300

資 本 基本（資本）金 8,456,500 8,456,500 8,456,500 8,456,500 8,456,500 8,456,500 8,456,500 8,456,000

剰 余 金 等 △1,327,260 △1,456,204△1,581,750 △1,683,570 △ 1,673,455 △ 1,827,665 △ 1,885,875 △ 1,921,085

計 7,134,378 7,000,194 6,874,750 6,772,930 6,665,734 6,463,700 6,343,700 6,213,700

※平成17年度以降の上記目標数値については，平成17年4月1日現在の目標値である。

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

－

-

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

-

常勤職員数

・検討結果を踏まえた、運営組織整備、
活動の推進

・事業化支援制度体制整備、広報、運用

・研究開発施設入居率向上、不動産賃
貸料増収に向けての積極的営業活動促
進。研究開発事業等への参画及びR&D
会社の研究成果品の販売促進

①課　　　　　題

△ 1.6

54.1

11.4

ー

31.9

△ 35.2

Ｈ１４（実績）

△ 1.0

0.0

-

8,368.9

-

11,246.1

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

1.0

△ 13.3

・新体制による事業活動の見直し
検討

・支援制度の運用

・研究開発施設入居率向上、不
動産賃貸料増収に向けての積極
的営業活動促進。研究開発事業
等への参画及びR&D会社の研究
成果品の販売促進、人件費及び
一般管理費削減の推進

△ 4.2

△ 3.0

△ 3.3

△ 0.6

△ 3.0

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

・新体制による機能的な取締役
会・株主総会を実施した。また、
積極的にプロジェクト・シーズを
発掘し、プロジェクトの新規選定
と進捗コーディネートを実施し
た。

・東北産学官インキュベーション
ファンドに出資した。従来のR&D
支援制度を廃止し、新産業育成
支援体制（仮称）の方針を策定
した。
・入居及び土地賃貸の営業活
動推進した。地域新生コンソー
シアム事業に新規採択された。
ベンチャー企業のビジネスコン
サル支援を実施した。人件費及
び一般管理費の削減を推進し
た

△ 0.6

△ 2.7

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

－

36,730.3

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

取締役社長　斉藤　正三郎

http://www.icr-eq.co.jp

ＩＲ、販路開拓等の支援およびベンチャーファンド等へのマッチング支援等。

事業費（単位：千円） H13～H16増減率
（％）

9.3

－

Ｈ１６年度

－

△28.3％

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

374

－

514

－

478

3.6

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

-

0.0

Ｈ１６（実績）

9.2

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
     人件費の削減、修繕
費、調査費、業務委託費
等、一般管理費全費目に
おいて、大幅な削減と効
率化に努めた。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
　　　研究施設入居率の向
上維持による収入源の安
定的確保、および、徹底し
た一般管理費の更なる削
減

（3） 委員会意見（Ｈ17年
3月）への対応
　①経営体制、組織の更
なるスリム化と迅速性、機
動性を確保しながら、一般
管理費の徹底した効率化
により、事業収支の均衡と
財務基盤の充実に努めて
いく。
　
　②東北イノベーション
キャピタル社と常に密接
な連携を図ることにより、
入居ベンチャー企業等に
対しての協調投資やハン
ズオン支援等により投資
育成効果を高め、最終的
にはキャピタルゲイン獲得
につながるべく努力する。

68.2

-

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

ー

シーズ発掘・インキュベーーション事業

022-279-8880

69.1

△ 1.1

ー

10.1

ー

県の損失（債務）保証額(g )

175.6

　 うち県職員（派遣職員）

経営指標 定義

入居ベンチャー企業等の支援育成事業

国の産業政策等と連携した産業創出支援事業

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

－－

－ －

31,544.4

　主な収入源を出資金の運
用収入としてることから低
金利の影響で経営が厳し
い。累積欠損金も増加傾向
にあることから、団体の健
全経営を見据えた事業展
開の方法を検討する必要
がある。

○コスモス構想に関わる東北７県の産・学・官において団体の
担うべき役割と経営のあり方について検討する
　【H14～】

○資金リスクの、より少ない方法での研究開発支援体制を検
討し、導入する
　【H13～】

○入居率向上及び敷地の賃貸による不動産賃貸料増収及び
国等の研究開発事業等への積極的参加による各種受託料等
の増収を図っており、継続実施する。

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「 出資者の立場から改善の働きかけ　」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

ICRは、東北インテリジェント・コスモス構想を具現化するための中核的な機関として、東北7県の産・官・学の出費により設置され、主にその資金運用収入をもってR&D会社設立の公益的サービスを
行ってきたが、産業創出の視点を研究開発支援から事業化支援へとシフトし、地域の産業化に有効に機能するよう見直しているところである。現在の超低金利の下においては一定の限界がある
が、外形標準課税の導入にもかかわらず、当期経常損失を対前年比33,840千円減・約34.5%減とするなど一定の成果を挙げていることから、今後とも引き続き経営改善に努めるよう県として要請し
ていく。

研究施設入居率の向上(%) 【H17.3】
団体に対する意
見
①「時代の変化に
対応したICR経営
のあり方と事業展
開方策の検討に
資する調査、最終
報告書」に沿っ
て、事業を展開
し、早期に赤字体
質を改善すべきで
ある。
②今後の会社経
営の柱の１つとな
る東北インキュ
ベーションファンド
への投資額につ
いて、東北イノ
ベーションキャピタ
ルからの情報提
供を受けながら、
目標値化を行うべ
きである。

【H18.3】
団体に対する意
見
①社会的使命の
遂行とともに赤字
解消に引き続き取
り組むべきであ
る。

・コスモス構想推進協議会で推進活動見
直し検討会を設置し、ICRの役員などを含
め、推進活動のあり方の検討を実施し
た。ICRで経営改革プログラムの策定を専
門機関に委託し、報告書を作成した。ま
た、経営基本戦略会議等での検討を実施
した。
・事業化の支援を行うことができるよう定
款を変更した。経営基本戦略会議等でベ
ンチャーファンドのスキームのあり方につ
いて具体的な検討を実施した。

・研究開発施設への入居率向上に向けた
営業活動を推進した。国の平成14年度地
域新生コンソーシアム研究開発事業に応
募するとともに、研究成果品の販売を行っ
た。関係団体から調査事業を受託した。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

３３　株式会社インテリジェント・コスモス研究機構

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区南吉成六丁目6番地の3

事業内容

地域の有望なシーズの発掘および事業化育成支援、プロジェクトメーキング等。

022-279-8811

産クラ、知クラ等の事務局業務受託および地域コンソの管理法人等の受託業務。

主要事業名

（Ａ）実績推移

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

平成元年2月10日

  １　基本情報(団体記入)

ー

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

337

10.9

（Ｂ）年度別目標

産業経済部新産業振興課

1,000,000千円 （11.8％）



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

④ ④

3

② ②

4

③ ③

5

① ①

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

① ①

－ －

－ －

－ －

7

① ①

8

① ①

9

④ ④

10

⑤ ⑤

11

② ②

12 理事会 監事

④ ④

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

② ②

17

① ①

18 理事会 監事

① ①

19

① ①

20

－ －

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「研究施設入居率の向上」

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

　東北の地域社会とその住民

　上記のために社会に必要かつ有用な産業、企業を世に送り出し、雇用を創出すること。

３３　株式会社インテリジェント・コスモス研究機構
県担当課　　産業経済部新産業振興課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

　産業の創出と地域社会の発展

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

１.県からの委託事業は受けていな
い。むしろ当社の産業育成という
使命に鑑み、事業発注による当社
の活用及び支援を検討していただ
きたい。
３.当該補助金は国プロジェクトの
実施に伴う地域負担金であり、補
助事業の仕組みとして地元自治
体からの補助が行われている。な
お、今年から外形標準課税分の
納税（約17百万円）による租税負
担は更に収支悪化に追い打ちと
拍車をかけるもの。再建対象団体
として管理するのであれば補助金
の対象としても検討していただき
たい。
４.インキュベーションファンドへの
出資および有価証券投資に伴う現
預金の流動による流動比率の低
下である。
５.役員報酬の減額、職員の効率
化による削減を進めてきた結果、
改善しているもの。
６.１７年３月末の施設入居率は
98.9%と昨年同期比から12.1%改善
した。
７.１５年６月にそｒまで22名いた役
員数を15名にスリム化、今期１７
年６月にも更にスリム化し９名体
制とし、機動性と運営効率化の確
保を図った。
８.一般管理費全ての費目で削減
効率化を実施。営業外収益面でも
収益向上を図ったことにより経常
損失では対前年対比で34.5%改善
した。外形標準課税いよる増税が
なければ、ほとんど減価償却費分
の計上レベルまで改善している。
９.累損が増加したという点で一部
悪化とした。
10.努めている。その結果として、
まず、P/Lでは大きく改善してい
る。
11.ここ２カ年の合計で、経常では
73.7%（外形標準課税の純増分も
含め）も改善しており、高い目標で
はあったが全社で努力した。
12.市場性の乏しい原則満期保有
目的の債権であるため把握してい
ないとした。
14.監査法人として、公認会計士を
選任している。監査役には金融機
関代表者などを選任している。
15.役員９名のうち民間経験者、民
間の現職者は５名である。
16.自社HPにて会社事業概要、金
融庁HPでは有価証券報告書を公
表している。
17.要望、ニーズを把握し求められ
るインキュベーション機関として、
時代にあった事業の構築推進を
目指している。これからも同様であ
る。
18.なかなか回復しない国内景気
環境と、産業の国内における地域
競争力、世界における国際競争力
の確保確立が急務と言われる中
で、内発産業を創出していこうとす
る当社の役割と期待は一層強まっ
ていると感じている。
19.収支の好転（外形標準課税の
増分を除けば）、段階的な役員の
スリム化、職員の入替による効率
化と質的向上などによる業務パ
フォーマンスの向上など経営状況
は格段に改善しかつ活性化して
いる。

Ⅰ全評価項目を通して

役職員数の削減や収支
の改善など経営改善に向
けた努力は確実に行われ
ており、その効果も現れて
きていることから、今後と
も現在の方向性で引き続
き改善に向けた取り組み
をお願いしたい。

Ⅱ 各評価項目ごとに

３.補助金は当該法人が中
核機関となっている国プ
ロジェクトの実施に伴う地
域負担金であり、平成１８
年度の事業終了まで引き
続き補助を継続する必要
がある。
６.現在の入居率の維持・
向上に向けて、引き続き
努力をお願いしたい。
７.県職員の派遣は行って
いない。
８.一層の収支改善に向け
て、引き続き努力をお願
いしたい。
９.単年度の収支改善の取
り組みについては確実に
その効果が現れてきてい
ることから、貸借対照表の
改善に繋げられるよう引
き続き努力をお願いした
い。

Ⅲ 結論
18.地域における産学連
携へのニーズの高まりに
呼応して、当該企業に対
する地域の期待はより一
層高まっていることから、
経営改善と同時に、地域
から期待されている社会
的使命の達成に向けた積
極的な事業展開をお願い
したい。
19.当該企業は財政的に
も人的にも自立しているこ
とから、概ね現在の方向
性で、引き続き努力をお
願いしたい。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

1,436,522 1,343,913 1,704,753 1,284,114

233,125 190,613 198,464 198,644

143,120 170,995

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標
H１９目標

※１

75 ( 3 ) 73 ( △2 ) 70 ( △3 ) 69 ( △1 ) 66 ( △4 ) 65 ( △1 ) 65 ( 0 )
【H17.3】

団体に対する意見

①

2 2 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0

75 73 70 69 66 65 65

1 1 1 1 1 1 1

673,882 588,391 464,957 344,050 347,249 339,700 339,700

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

673,882 588,391 464,957 344,050 347,249 339,700 339,700 県に対する意見

0 0 0 0 0 0 0 ①

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 1,649,490 1,384,703 1,724,446 1,146,050 1,204,676 1,127,700 1,139,700 ②

事業外収入(b) 49,042 117,538 89,377 85,540 144,817 42,300 42,300

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 1,698,532 1,502,241 1,813,823 1,231,590 1,349,493 1,170,000 1,182,000

支 出 事業費(e) 1,407,363 1,230,509 1,361,887 955,710 966,468 955,000 965,500

管理費(f) 121,099 164,120 146,182 163,810 152,781 116,000 117,500

事業外支出(g) 72,106 105,380 37,249 86,070 51,046 75,000 75,000

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 1,600,568 1,500,009 1,545,318 1,205,590 1,170,295 1,146,000 1,158,000

97,964 2,232 268,505 26,000 179,198 24,000 24,000

97,964 2,232 268,505 26,000 179,198 24,000 24,000

85,672 △ 1,528 129,312 △ 33,000 37,483 △ 27,000 △ 27,000

資 産 流 動 資 産 866,481 742,603 1,175,465 741,000 691,314 725,800 742,159

固 定 資 産 1,071,691 1,103,365 1,024,618 1,306,000 1,252,189 1,228,500 1,198,741

計 1,938,172 1,845,968 2,200,083 2,047,000 1,943,503 1,954,300 1,940,900

負 債 流 動 負 債 351,695 346,673 615,393 487,000 341,349 362,000 342,000

固 定 負 債 909,203 823,549 779,631 789,000 759,612 784,300 808,900

（うち引当金等） 909,203 823,549 779,631 789,000 759,612 784,300 808,900

計 1,260,898 1,170,222 1,395,024 1,276,000 1,100,961 1,146,300 1,150,900

資 本 基本（ 資本 ）金 44,061 44,061 44,061 44,061 44,061 44,061 44,061

剰 余 金 等 633,213 631,685 760,998 726,939 798,481 763,939 745,939

計 677,274 675,746 805,059 771,000 842,542 808,000 790,000

※平成１７年度以降の上記目標数値については，平成１７年５月２６日現在の目標値である。※上記3及び４の表については支部事業を除いている

○新規採用の停止
●道路台帳調製業務の建設セン
ターと民間への分離発注を本格
実施しながら課題の検討を行っ
た。　　　　　　●積算・工事監督
補助業務の内容と委託経費の積
算方法について検討を行い、平
成１６年度から見直すこととし
た。

①課　　　　　題

△ 6.4

△ 70.8

△ 1.2

-

△ 2.1

○新規採用の停止
●業務委託の検討を踏ま
え出来る分野から民間へ
の発注を実施した。
●県からの委託事業にお
ける再委託率は漸減して
いる。

3.3

Ｈ１４（実績）

-

△ 24.1

46.9

－

－

－

－

－

202.5%

0.0

246.4%

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

△ 1.5

△ 1.5

○新規採用停止を継続
●業務委託の検討を踏ま
え、民間への発注を行う。

△ 1.9

0.6

6.0

3.3

△ 4.1

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

県 担 当 課

県 出 資 額

土木部土木総務課

16,000千円（ 36.3 ％）

H13～H16増減率
（％）

25.7%

3.1%

Ｈ１６年度

23.6%

△ 14.8

△ 10.6

Ｈ１５年度

575

35.8%

664

0.0%

616

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 4.3

△ 86.6

△ 86.6

4.1

5.0

△ 172.0

   公共事業の縮減や市町村合
併により受託額の大幅な減少
は避けられない状況であるか
ら，これまで以上に発注者支援
に努め，事業の確保を図るとと
もに，経営の効率化と経費の削
減を実施していく。△ 13.3

0.0

－

△ 2.2

－

△ 2.2支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

（Ａ）実績推移

１人当たり人件費（月）（千円）

補助金(b)

委託金(a)

常勤職員数

　 うち県職員（派遣職員）

　０２２（２６３）１４３９

主要事業名

0.0%

経営指標 定義

http://www.m-ctc.com/

設計書の検算、浄書・図面の透写等の受託

特定事業

一般事業

Ｈ１４年度

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

県の損失（債務）保証額(g )

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

常勤役員数

②改善内容
　区分：「県の業務委託のあり方の見直し、業務の縮

小、競合分野の民間へのシフト」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

　宮城県建設センターは、県・市町村等の公共事業の円滑で効率的な執行を補完・支援する役割を担い、また、宮城県北部連続地震では、県及び被災町からの被災状況調査の応援要請や災害復
旧作業の支援活動に職員一丸となって携わるなど、県・市町村と連携を図りながら活動している。しかし社会情勢変化を背景に公共事業関連の受託業務は減少傾向にある。このため技術職員を有
しない市町村等からの受託業務範囲の拡大や経費削減・組織見直しによる一層の効率化を図る取り組みの実行を継続的に働きかけていく。
※（県に対する）委員会意見（H１７年３月）への対応状況
①公園管理事業については指定管理者制度の導入に当たり民間開放すべき
　　公園管理事業については公募によって指定管理者を募集することとした
②道路台帳調製業務のうち測量業務については引き続き民間発注の拡大に努める必要がある
　　建設センターと民間との役割分担を踏まえ、引き続き民間発注の拡大に努めていく。なお、測量業務については、平成８年度81,716千円を平成１６年度には０円としたところである

職員の削減
(前年度からの減少数）

○新規採用の停止
●委託業務に係る部内連絡会を
開催し、県発注の業務委託内容
及び団体の再委託状況の把握や
再委託理由等について確認と検
討を行った。
●県から民間への直接発注再委
託率の高い業務の団体と民間へ
の分離発注（道路台帳調製業務
は試行実施）について検討等を
行った。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

県・市町村からの委
託業務の再委託等
について、民間との
役割分担を踏まえ
た業務委託のあり
方を県とする必要
がある。

○平成１１年度から職員の新規採用を停止
●民間と競合する分野の県の委託業務について団
体への委託は業務に対するノウハウの蓄積や統一
性が求められるものなど公益性の高いものに限定
する。

－

３４　社団法人宮城県建設センター

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

　　仙台市青葉区上杉1丁目1番20号

事業内容

積算・工事管理調査、設計及び区画整理事業等の受託

　０２２　（２６３）　１４３１

  １　基本情報(団体記入)

支部事業

585

25.6%

（Ｂ）年度別目標 （Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

191.0%214.2%

39.2%39.7%

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

昭和４３年５月１日

都市公園管理業務及び研修事業

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

29.0%33.1%

13.6%

　理事長　　会　田　日舛　一

事業費（単位：千円）

※１　19年度目標を記
載しない理由　：　建
設センターの事業収
入は社員である市町
村からの受託業務が
多いが，現在市町村
合併が進められてお
り合併による影響予
測が困難なことによる
もの。

   現在において人件費の水準
をあらためる必要性はないが，
今後の収支状況によっては，検
討していきたい。

（1） 前年度の経営目標の達成
状況に関する評価結果（概要）

（2） 本年度以降の目標設定の
考え方

（3） 委員会意見（Ｈ17年　3月）
への対応

   道路台帳調製業務
のうち測量業務につ
いては，引き続き民間
発注の拡大に努める
必要がある。

   公園管理事業につ
いては，指定管理者
制度の導入に当たり，
民間解放を考慮すべ
き。

【H18.3】
団体に対する意見
①受託事業費が減少
の一途を辿っている
中において、より一層
の業務の効率化とコ
スト削減に努めていた
だきたい。

   公共事業が抑制傾
向にある中で，収入の
増加が見込まれない
ことから，予測される
事業規模に応じたセ
ンター独自の人件費
水準を設定し，引き続
き人件費の圧縮に努
める必要がある。

   事業確保等に努めた結果，
計画を上回る成果があった。



区分 県の考え方

1 理事会 監事

① ① Ⅰ全評価項目を通して

2   県からの受託事業は減

① ① 少傾向にあると認められ

3 るので、健全な経営状態

① ① を維持するためには、長

4 期的視点で経営の効率

② ② 化を推し進める必要があ

5 る。

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 Ⅱ　各評価項目ごとに

理事会 監事 6　今後とも人件費を含め

① ① 　事務経費の削減に努め

　ていくべきと考える。

－ －

７　県職員１名を技術支

－ － 　援の観点から派遣して

　いる。

－ － １６　公開項目の増加に

7 　ついて指導していく。

① ①

8

③ ③

9

③ ③

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事
１６：前年度データの更新
とともに平成１７年度中に
決算書全体を公開予定。

Ⅲ　結論

① ① 　建設センターは県・市町

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。 村の公益事業の執行を

① ① 補完・支援する役割を担

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 っている。また北部連続

④ ④ 自身では被災状況調査

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。 や災害復旧活動に携わ

④ ④ るなど公益的な活動に

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。 力を注いでいる。

② ② しかし社会情勢の変化を

17
背景に公共事業の受託
業務は減少傾向にある

① ① ので、技術職員を有しな

18 理事会 監事 い市町村からの受託事業

① ① の拡大を図りながら、経費

19 の削減、組織の見直しに

② ② よる一層の効率化を働

20 きかけていく。

－ －

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

③一部解消 ④解消策検討中

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

③今後予定 ④予定なし

③今後予定 ④予定なし

②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化

⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし

②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成

評  価  項  目

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

①低下傾向 ②横ばい

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

③上昇傾向 ④該当なし

②横ばい

３４　社団法人宮城県建設センター
県担当課　土木部土木総務課　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

県及び市町村の補完支援機関として，公共事業の受託を通して県民サービスの向上等を図る。

県及び市町村並びに土地区画整理組合等の公共団体

地方公共団体等が行う公共事業及びその 管理の円滑で効率的な執行を補完し支援するとともに，建設に関する技術水準の向上を図り
もつて良質な社会資本の整備に寄与する。

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

①目標を達成

①報酬・給料カット

①十分把握

②登用手続中

②選任手続中

①目標を達成

取組目標

③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

⑤著しく悪化

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向

「職員の削減」

取組目標

①目標を達成

6：定年退職１名，依願退
職１名，計２名となり目標
を達成した。

8：収支とも減少したが，
事業確保，経費節減等に
努めた結果，当期利益は
確保することができた。な
お前年度は北部連続地
震関連の事業増加により
収支が膨らんだものであ
る。

9：全体として変わりがない
が，余剰金が増加した。

14：県監査，県指導検
査，県外部委員監査及
び税務調査と外部の監
査等を受ける機会が多い
ので，目的は達成される
と考える。

1５：受託先は，県，市町
村等であり，業務量の縮
小の心配される中，経費
削減上からも民間経営者
を役員に迎えるのは無理
と考えている。

１７：ＩＳＯ9001を取得して
おり，そのシステムにより
把握することとされてい
る。

1８：前年度の北部地震の
対応，さらに新潟で発生
した中越地震の対応など
地域を超えた要請があ
る。
また，「公共工事の品質
確保の促進に関する法
律」（平成１７年４月１日
施行）第15条（発注関係
事務を適切に実施するこ
とができる者の活用）によ
り益々，当団体への期
待，要請は強まっていくと
考えている。



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

2,829,387 215,613 1,010,000 450,000

1,331,071 1,446,126 1,349,389 1,395,684

1,572,783 1,525,651 1,417,594 1,435,275

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

2,641,954 3,112,767 3,122,182 3,130,000 3,341,200 3,280,000 3,280,000 3,280,000 （1） 前年度の経営目標の

2,934,948 3,019,712 3,093,749 3,070,000 3,123,371 3,120,000 3,120,000 3,120,000 　　達成状況に関する評

2,717,311 3,168,573 3,473,048 2,674,307 3,639,220 2,755,341 3,046,634 3,289,645 　　価結果（概要）

　　　経営改善に向けて目

3 3 3 3 2 3 2 2 　　標を達成した。

1 0 0 0 0 0 0 0

32 29 27 24 24 22 22 21

3 3 2 1 1 0 0 0

729,387 105,613 0 0 0 0 0 0 （2） 本年度以降の目標設

0 0 0 0 0 0 0 0 　　定の考え方

3,000 2,706 2,657 2,657 2,793 2,870 2,870 2,870 　　　景気の低迷等により

732,387 108,319 2,657 2,657 2,793 2,870 2,870 2,870 　　料金収入は横這い傾

215,887 51,119 2,657 2,657 2,793 2,870 2,870 2,870 　　向であり、橋梁の耐震

0 0 0 0 0 0 0 0 　　補強など安全施設の

0 0 0 0 0 0 0 0 　　維持管理やＥＴＣなど

0 0 0 0 0 0 0 0 　　サービス向上にコスト

34,447,732 30,890,800 28,572,181 26,323,702 24,206,708 21,728,580 18,095,968 15,125,983 　　がかかることから引き

収 入 事業収入(a) 5,579,559 6,135,329 6,218,317 6,202,300 6,466,701 6,402,135 6,402,135 6,402,135 　　続き経常収支の改善

事業外収入(b) 41,606 5,021 21,715 3,060 3,478 3,618 3,618 3,618 　　に取り組むもの。

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 5,621,165 6,140,350 6,240,032 6,205,360 6,470,179 6,405,753 6,405,753 6,405,753

支 出 事業費(e) - - - - - - - - 

管理費(f) 1,898,931 1,940,543 1,785,113 2,595,544 1,850,597 2,770,713 2,516,173 2,321,173 （3） 委員会意見（Ｈ17年

事業外支出(g) 1,004,923 1,031,234 981,871 935,509 980,362 879,699 842,946 794,935 　　３月）への対応

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0 　　　管理業務の高度化・

計(i) 2,903,854 2,971,777 2,766,984 3,531,053 2,830,959 3,650,412 3,359,119 3,116,108 　　業務量の増加に対応

2,717,311 3,168,573 3,473,048 2,674,307 3,639,220 2,755,341 3,046,634 3,289,645 　　するため、経理課と管

2,717,311 3,168,573 3,473,048 2,674,307 3,639,220 2,755,341 3,046,634 3,289,645 　　理課を営業管理課、道

0 0 0 0 0 0 0 0 　　路管理課に組織の再

資 産 流 動 資 産 3,431,928 2,029,477 2,945,036 2,239,386 1,851,891 1,115,577 1,195,007 2,180,075 　　編を行った。

固 定 資 産 80,415,657 79,475,585 80,387,868 79,702,929 80,350,287 81,354,486 81,308,821 81,263,156

計 83,847,585 81,505,062 83,332,904 81,942,315 82,202,178 82,470,063 82,503,828 83,443,231

負 債 流 動 負 債 2,183,333 538,484 1,153,076 2,500 400,755 152,500 152,500 152,500

固 定 負 債 60,220,752 59,398,078 60,456,328 60,103,815 59,965,423 60,481,563 60,515,328 61,454,731

（うち引当金等） (23,256,549) (27,010,432) (31,125,949) (33,402,053) (35,401,620) (38,496,632) (42,152,790) (46,051,959)

計 62,404,085 59,936,562 61,609,404 60,106,315 60,366,178 60,634,063 60,667,828 61,607,231

資 本 基本（資本）金 21,443,500 21,568,500 21,723,500 21,836,000 21,836,000 21,836,000 21,836,000 21,836,000

剰 余 金 等 - - - - - - - - 

計 21,443,500 21,568,500 21,723,500 21,836,000 21,836,000 21,836,000 21,836,000 21,836,000

※平成１７年度以降の上記目標数値については，平成１７年４月１日現在の目標値である。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円）

経営指標

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

仙台南部道路料金収入（単位：千円）

仙台松島道路料金収入（単位：千円）

当期収支差額（単位：千円）

流動比率（％）

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

主要事業名

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

688

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（流動資産÷流動負債）×100

仙台南部道路Ⅲ期事業

仙台松島道路

仙台南部道路

昭和４７年４月１日

-

43.8 39.4

理事長　澁谷恒

http://www.miyagi-dourokousha.or.jp

有料道路の維持管理

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

Ｈ１４年度

０２２－２６２－８２０２

（Ａ）実績推移

255.4

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

0.04

（Ｂ）年度別目標

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

３５　　宮城県道路公社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区上杉一丁目１番２０号ふるさとビル４階

事業内容

有料道路の建設

０２２－２６３－０５６６

有料道路の維持管理

  １　基本情報(団体記入)

県からの貸付金残高(e)

△ 10.2

2.8

当期利益(又は△当期損失)

△ 24.3

49.7

2.8

△ 8.3

道路公社の経営については、今後とも経営健全化に努め、一日も早く高速道路の無料開放をしていくことが望まれる。

新規採用を停止している。
県借入金（Ｈ１１年度借入分 1,147
百万円）の繰上償還を行った。
建設事業費の減少により外部委
託を停止した。
県の派遣職員をＨ１４．４．１で１名
削減した。（４名→３名）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

新規採用を停止している。
県の派遣職員をＨ１７．４．
１で１名削減した。（１名→０
名）

県の損失（債務）保証額(g )

将来的に公共事業
の減少が見込まれ
ることから、運営体
制のスリム化、経営
の効率化に向けた
検討を行う必要が
ある。

○平成１２年度から組織を再編し、職員の新規採用
を停止している。
○平成１１年度から借入金の繰上償還を行ってい
る。
○平成１１年度から積算・現場監理業務の外部委
託を実施しており、継続実施する。
●県の派遣職員を段階的に削減する。

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与の見直し」

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

△ 10.3

△ 1.0

-

8.7

－

1.2

0.3

－

△ 61.9

0.9

補助金(b)

委託金(a)

50.0

-
②役職員
数
（単位：
人）

【H17.3】
団体に対する意
見
①今後、業務内容
の変化が予想さ
れるので、業務内
容の変化に柔軟
に対処できる機動
的な組織作りが必
要である。

【H18.3】
団体に対する意
見
①有料道路の低
料金化や無料開
放の早期実現に
向けて，引き続き
借入金の返済な
ど経営の健全化
に努めるべきであ
る。

　 うち県職員（派遣職員）

県からの単年度貸付金(f )

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

4.0

常勤職員数

負担金(c）

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

-

660

-

376.9

1.7613.03

157.2

34.9

664

4.9

△ 84.1

県 出 資 額

-

2.8

-

-

-

-

Ｈ１５年度

土木部道路課

17,416,125千円（79.8％）

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

H13～H16増減率
（％）

0.04

29.6

Ｈ１６年度

△ 8.7

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

新規採用を停止してい
る。　　県の派遣職員をＨ
１６．４．１で１名削減した。
（２名→１名）

0.4

新規採用を停止している。
県の派遣職員をＨ１５．４．１で１
名削減した。（３名→２名）

①課　　　　　題

－

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

0.0

462.1

－

-

660

△ 1.8

△ 24.3

-

△ 0.1

△ 1.0

28.9

△ 24.3

Ｈ１４（実績）

△ 39.8

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

0.0

Ｈ１６（実績）



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　 　

1 1

3

4 4

4

1 1

5

3 3

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

1 1

1 1

1 1

－ －

7

1 1

8

2 2

9

2 2

10

1 1

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

4 4

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。 Ⅲ　結論

4 4

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

2 2

17

2 2

18 理事会 監事

1 1

19

1 1

20

－ －

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安
全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「仙台南部道路料金収入」

取組目標 「仙台松島道路料金収入」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

有料道路利用者

団体の使命に同じ

３５　宮城県道路公社
県担当課　土木部道路課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

宮城県の地域において料金を徴収する道路の新設、改築、維持、修繕、管理を総合的かつ効率的に行い、幹線道路の整備を促進して、交通の円滑化を図り、住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄与する。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「当期収支差額」

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

ウ

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

　道路公社の経営につい
ては、今後とも経営健全
化に努め、一日も早く高
速道路の無料開放をして
いくことが望まれる。

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

Ⅱ　各評価項目ごとに経
営改善に向けた各取組
状況はほぼ達成されてい
るが、収支について今後
とも改善が望まれる。

１５　現在の経営内容か
ら見て、特に民間経営者
等の登用については考え
ておりません。
１６　速やかなインター
ネット全面公開に向けて
指導していく。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件
数および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

５　当年度において在職
２５年以上となった職員
が３人いることから退職
給与引当金繰入額が増
加し、全体として一人当
たりの人件費が増加と
なった。

Ⅰ　全評価項目を通して
総体的に経営状況は順
調に推移しているが、人
件費の上昇が見られるな
ど、組織体制を含め経営
健全化が望まれる。

６　収支について、今後と
も経営改善に努める。

９　引当金等を除く固定
負債が４７．７億円減少し
た。

８　支出は横ばいだが、
収入が２．３億円増加し
た。

１４・１５　地方道路公社
法の規定により理事長及
び監事は知事の任命で
あり、副理事長及び理事
は理事長が任命すること
になっている。
経営状況、収支、借入金
返済等順調に推移してい
ることから、役員等経営
幹部に民間有識者等の
登用は当面考えていな
い。
１６　情報公開の対象で
ある定款、役員名簿を速
やかに公開する。
１７　経営改善検討会議
を設置し、経営改善に取
り組んでいる。



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

0 0 481 44,304

132,986 116,707 108,391 116,612

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

46,348 43,913 38,385 35,240 34,266 34,879 35,357 35,641

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

6 5 5 4 4 4 4 4

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

243,480 216,850 190,220 163,590 163,590 139,300 122,950 106,600

0 0 0 0 0 0 0 0

243,480 216,850 190,220 163,590 163,590 139,300 122,950 106,600

587,000 587,000 489,240 448,470 448,470 407,700 366,930 326,160

収 入 事業収入(a) 264,482 264,446 215,871 217,284 218,201 218,659 218,548 218,548

事業外収入(b) 588,217 1,935 62,567 54,551 54,613 1,033 478 478

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 852,699 266,381 278,438 271,835 272,814 219,692 219,026 219,026

支 出 事業費(e) 99,279 92,840 85,963 103,885 96,397 91,706 96,743 87,411

管理費(f) 33,707 23,867 22,428 21,542 20,215 19,840 20,728 20,414

事業外支出(g) 917,839 133,367 189,083 155,058 166,408 108,142 99,391 111,201

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 1,050,825 250,074 297,474 280,485 283,020 219,688 216,862 219,026

△ 198,126 16,307 △ 19,036 △ 8,650 △ 10,206 4 2,164 0

△ 198,126 16,307 △ 19,036 △ 8,650 △ 10,206 4 2,164 0

△ 10,776 35,882 1,070,862 25,805 △ 18,005 46,465 41,118 51,120

資 産 流 動 資 産 23,201 37,184 9,908 1,000 4,384 1,841 6,169 6,169

固 定 資 産 2,989,195 2,980,704 2,853,721 2,774,297 2,732,052 2,674,856 2,627,462 2,606,270

計 3,012,396 3,017,888 2,863,629 2,775,297 2,736,436 2,676,697 2,633,631 2,612,439

負 債 流 動 負 債 12,433 10,110 1,869 1,647 6,552 4,005 6,169 6,169

固 定 負 債 2,178,199 2,150,133 933,253 819,338 819,382 715,725 629,377 557,065

（うち引当金等） (1,015,294) (1,056,270) (26,400) (21,504) (21,501) (22,976) (24,480) (26,020)

計 2,190,632 2,160,243 935,122 820,985 825,934 719,730 635,546 563,234

資 本 基本（資本）金 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

剰 余 金 等 801,764 837,645 1,908,507 1,934,312 1,890,502 1,936,967 1,978,085 2,029,205

計 821,764 857,645 1,928,507 1,954,312 1,910,502 1,956,967 1,998,085 2,049,205

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成17年4月28日現在の目標値である。

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

昭和５０年４月１日

  １　基本情報(団体記入)

―

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

595

―

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

３６　財団法人宮城県フェリー埠頭公社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市宮城野区港三丁目７番１号

事業内容

仙台塩釜港におけるフェリー埠頭の建設，改良

022-254-3001（代）

仙台塩釜港におけるフェリー埠頭の維持，修繕及び管理

主要事業名

　東日本フェリーの撤退により大幅な減収に見舞われることになった公社では，平成12年度以降，長期借入金の一部繰上償還や借換えによる返済支出の平準化及び利子負担の圧縮，事務所の移
転による賃借料・光熱費の節減，駐車場等未利用施設の貸付け等，各種経費の削減と新規収入の確保に取り組んでおり，その結果，余裕こそないが経営の安定性を取り戻しつつある。
　しかしながら，老朽化による施設修繕等の増加が予想される反面，船会社からの料金引下げ要請にも応えざるを得ない（ＲＯＲＯ船※との競争激化等によりフェリー業界の収益環境は悪化してお
り，公社では航路を維持するうえで値下げは避けられないと認識）など，依然収支の圧迫要因が存在することから，さらなる経費削減・経営合理化の努力が不可欠と考えられる。
　このため県としては，人件費をはじめとする各種経費の一層の抑制・削減等，経営改善に向けた公社の取組が確実に実行されるよう，出捐者の立場で適切に指導・助言していく。
　また，上記４の取組目標については，これまで一定の成果を挙げてきたが，これ以上の減員は難しく人件費の削減余地も狭まりつつあること，平成19年度以降（計画上）収支に余裕が出てくるな
ど，状況変化を踏まえたより合理的な目標設定が必要になると考えられることから，来年度以降に見直す方向で公社と協議していく。
（※ＲＯＲＯ船とは、「ROLL-ON/ROLL-OFF型船舶」の略称で、旅客が乗船しない貨物専用のフェリーである。）

人件費支出の抑制（単位：千円） 【H17.3】
団体に対する意
見
①取組目標「人件
費支出の抑制」の
達成状況を注視し
ていく。

【H18.3】
団体に対する意
見
①借入金の返済
財源と修繕資金
の財源確保のた
めに，引き続き経
営の改善に努め
る必要がある。

○経費削減
・事務所の移転による賃借料等の
節減（年間200万円）
○新規収入の確保
・ターミナルビル貸室等の貸付けに
よる増収（年間300万円）
○その他
・フェリー利用促進（修学旅行等）の
ための広報活動。など

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

今後も大幅な増収は
見込めないことか
ら，収入の規模に見
合った効率的・合理
的な経営体制を構築
する必要がある。

○16年度退職者の不補充継続により人件費の抑制を
図るとともに，その他の管理経費についても見直しを
行うなどして節減に取り組む。
○未利用施設の活用等による収入の増加に努める。
※第２バースついては，制度及び構造面での制約に
より，現時点ではスポット貸し以上の利活用が難しい
状況にあるが，引き続き対応策を検討する。
○老朽化施設の計画的な修繕等に対応するため，引
当預金の積立等により，財源の確保に努める。

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

――

35.6 29.2

530.1

経営指標 定義

　　　　　　〃

フェリー埠頭整備事業

022-254-3003

△ 100.0

△ 1.9

―

△ 19.5

△ 14.8

県の損失（債務）保証額(g )

－

　 うち県職員（派遣職員）

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

△ 14.8

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

―

0.0

Ｈ１６（実績）

2.5

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
・人件費は抑制されている
（期中退職者１名の補充
なし）
・旅客歩道橋改修工事
（43,823千円）について，
借入によらず自己資金で
行い，有利子負債の増加
を抑えた。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
・職員については現員体
制で対応する。
・光熱水費節減について，
引き続き入居者に協力を
求める。

（3） 委員会意見（Ｈ17年
3月）への対応
・今後も人件費抑制に努
める。

△ 358.1

―

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

653

―

564

33.2

631

H13～H16増減率
（％）

―

26.5

Ｈ１６年度

―

理事長　高橋　渉

　　　　　　－

△ 12.3

―

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

土木部港湾課

20,000千円（100.00％）

―

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

―

186.6

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

○経費削減
16年度退職者の不補充継続
による人件費の抑制，業務
執行の見直し等による管理
経費の節減
○フェリー利用促進の広報Ｐ
Ｒ活動の推進
○公認会計士等有識者の監
事選任に係る調整

△ 2.1

△ 2.2

△ 38.9

△ 12.7

2.4

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○経費削減
・退職者の不補充による人
件費の節減（412万円）
○新規収入の確保
・ターミナルビル付属棟の
貸付による増収（198万円）
○利用促進の広報ＰＲ活動
（隣県教育機関への資料配
布，訪問等）。など

6.9

△ 12.9

0.0

―

66.9

―

367.8

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

1.8

0.0

○経費削減
・長期借入金の一部繰上償還（98
百万円）による支払利息の圧縮等
・退職職員（事務局長）の再雇用
による人件費支出の抑制
○新規収入の確保
・空室及び駐車場の貸付けによる
増収（年間200万円）
○利用促進の広報活動。など

①課　　　　　題

0.2

△ 98.1

△ 4.9

－

△ 22.4

△ 100.0

Ｈ１４（実績）

△ 58.0

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

△ 9.1

―

―

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

―

常勤職員数



区分 県の考え方

1 理事会 監事 Ⅰ 全評価項目を通して

④ ④

2 　 　

① ①

3

④ ④

4

③ ③

5

① ①

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 Ⅱ 各評価項目ごとに

理事会 監事

① ①

― ―

― ―

― ―

7

① ①

8

② ②

9

② ②

10

① ①

11

① ① Ⅲ 結論

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

③ ③

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

③ ③

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

③ ③

17

① ①

18 理事会 監事

② ②

19

② ②

20

― ―

[９] 「貸借対照表」比較
　旅客歩道橋改良工事
（43,823千円）について，
借入によらず自己資金で
行い，有利子負債の増加
を抑えた。

　東日本フェリーの撤退
による大幅な減収に対応
するため，平成12年度以
降，積極的に経営改善に
取り組んできた結果，公
社の経営は安定性を取り
戻しつつある。
　しかしながら，今後も大
幅な増収は見込めず，18
年度まではタイトな収支
状態にあるため，本年度
も引き続き経費の節減を
中心課題に据え，効率
的・合理的な経営体制の
構築を図る。
　ただし，取組目標につ
いては，これ以上の減員
が難しく人件費の削減余
地も狭まりつつあることな
どから，来年度以降に見
直す方向で公社と協議し
ていく。

[14] 平成18年度から選
任する方向で，調整を進
める。

[15] 平成20年度頃の登
用を目標に調整を進める
（有識者の監事への選任
を優先課題とする）。

[17] 主な利用者である船
社と毎日意見交換を行っ
ている。また，フェリー埠
頭維持管理連絡会を定
期的に開催し，船社及び
関係業者からの意見把
握に努めている。

[16] 公社にはインター
ネット環境が整っていな
いため，県港湾課ホーム
ページでの公開を検討
し，可能であれば今年度
中に実現したい。

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価
格と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等
安全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。　　　　　　→該当な
し

①既に選任済

取組目標 「人件費支出の抑制」

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

太平洋フェリー㈱

仙台塩釜港におけるフェリー埠頭の建設、改良、維持、修繕及び管理を総合的に行うことにより、仙台塩釜港の機能の強化を図り、もって住民の福祉の増進と地域経済の発展に
寄与すること。

３６　財団法人宮城県フェリー埠頭公社
県担当課　土木部港湾課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

宮城県における海の交通手段として一役を担うフェリーの貨物及び旅客輸送の定時性と安全性を確保するため、フェリー埠頭施設の安全性及び利便性の向上、生活物資の安定
供給、海事思想の普及を図る。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。　　　　　　→該当なし

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

②選任手続中

③一部解消

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

ウ

エ

④把握していない

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件
数および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

　評価結果は，公社の計
算書類等に照らし，妥当
と認められる。

[６] 人件費支出の抑制
　期中退職者（１名）の不
補充，事務局長再雇用の
継続等により節減。

[４] 流動比率
　旅客歩道橋改良工事に
より手持資金が減少する
一方，流動負債が増加し
たため低下。

[７] 役職員数
　退職者の不補充により
達成。

[２] 借入金依存度
　新規借入はなく，既存
の借入金についても計画
どおり償還しているため
低下。

　[14]監事への有識者の
選任については，18年度
からの実施を目途に，本
年度中に公社や関係機
関との調整を図る。
　[15]経営幹部への民間
経営者等の登用につい
ては，早期導入に向けた
積極的な検討を促してい
く。
　[16] インターネットによ
る情報公開については，
公社のインターネット環
境が整っていないため，
当課ホームページの活用
を検討し，可能であれ
ば，17年度中に公開す
る。

[８] 「収支計算書」比較
《収入》 ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ附属棟
の新規貸付により，対前
期比1,979千円増加。
《支出》 退職手当（6,351
千円），老朽化による施
設修繕費の増（9,258千
円），建物耐震診断委託
費（2,885千円）等，一時
的又は突発的なものを除
き，管理的経費は前期よ
りも減少。



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

7,032 3,126 2,307 2,302

681 701 655 638

8,444 0 0 19,368

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

―　 ―　 613,879 563,879 545,088 445,088 345,088 245,088

0 0 0 0 0 0 0 0

 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 0 0 0 0 0 0 ※２ ※２

事業外収入(b) 21,335 8,100 7,341 18,436 26,319 19,357 ※２ ※２

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 ※２ ※２

計(d) 21,335 8,100 7,341 18,436 26,319 19,357 ※２ ※２

支 出 事業費(e) 20,957 8,597 7,212 18,482 26,247 19,179 ※２ ※２

管理費(f) 79 75 79 130 56 130 ※２ ※２

事業外支出(g) 0 0 0 0 0 0 ※２ ※２

その他の支出(h) 0 0 0 44 0 0 ※２ ※２

計(i) 21,036 8,672 7,291 18,656 26,303 19,309 ※２ ※２

299 △ 572 50 △ 176 16 48 ※２ ※２

299 △ 572 50 △ 220 16 48 ※２ ※２

△ 10,378 1,072 1,993 0 △ 18,213 0 ※２ ※２

資 産 流 動 資 産 1,224 671 675 675 674 674 ※２ ※２

固 定 資 産 710,352 711,996 713,939 713,939 695,710 695,710 ※２ ※２

計 711,576 712,667 714,614 714,614 696,384 696,384 ※２ ※２

負 債 流 動 負 債 481 501 455 455 437 455 ※２ ※２

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

計 481 501 455 455 437 435 ※２ ※２

資 本 基本（資本）金 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000

剰 余 金 等 161,095 162,166 164,159 164,159 145,946 146,000 ※２ ※２

計 711,095 712,166 714,159 714,159 695,946 696,000 ※２ ※２

※平成１７年度以降の上記目標数値については，平成１７年６月１５日現在の目標値である。

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

昭和５９年３月２７日

  １　基本情報(団体記入)

―

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

―

―

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

３７　財団法人石巻湾漁業振興基金

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区本町三丁目８番１号

事業内容

水産動植物の繁殖保護等に関して実施される事業費の一部を助成する。

０２２－２１１－３２１２

漁業被害を防止するため，航路標識を設置し，保守点検等を委託する。

主要事業名

・事務局移転という基本スタンスに変わりはないので、引き続き対応策の検討を行う。
・資金シフトについては、ペイオフ対策や合理的な資産運用の観点から、引き続き進めてゆく。
※(県に対する）委員会意見（Ｈ17年3月）への対応状況も記入すること。
事務局移転の受け皿として県漁連だけでは無く、信漁連等も含めて検討を行ったが対応は困難と判断した。今後も引き続き検討と関係機関との協議を行っていくこととしたい。

信漁連預金額（単位：千円)※１ 【H17.3】
県に対する意見
①事務局が県庁
内にあり、県の職
員が兼務している
が、県の事務では
ないので即刻事
務局を移転し、県
職員の兼務をなく
すべきである。

【H18.3】
県に対する意見
①事務局が県庁
内にあり、県の職
員が兼務している
が、県がすべき事
務ではない。即刻
事務局を移転する
とともに県職員の
兼務をなくすべき
である。

○理事会において移転の必要性
を説明し、継続審議事項とした。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

・団体の事務局を
県職員が行ってお
り、指導監督者の
立場と重複すること
から、県以外に事
務局を移転する必
要がある。
・信漁連預金のシフ
トを図る必要があ
る。

○事務局を移転する。【継続検討】
○財務内容の向上、安定化を図るため、資産運用
の分散化・多様化（信漁連預金のシフト）を進める。

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営の改善又は県の関与の見直し

」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

――

― ―

148.3

経営指標 定義

漁業被害救済事業

漁業被害防止事業

沿岸漁業振興事業助成事業

０２２－２１１－３２９６

200.0

132.1

―

△ 26.5

―

県の損失（債務）保証額(g )

―

　 うち県職員（派遣職員）

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

―

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

―

0.0

Ｈ１６（実績）

0.0

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
・事務局の移転について
は、県漁連等の関係機関
と調整を図ったが、具体
的な引受先・スケジュール
等については定まってい
ない。
・ペイオフ全面解禁による
運用資産の確保に向け、
当初の目標どおり基本財
産中５０００万円（信漁連
預金）を債券による運用に
切り替えた。
※1　現在大部分を信漁
連預金として運用している
基本財産を、債券等様々
な運用手法にシフトするこ
とを目的としているため、
金額は減少傾向となる。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
・事務局の移転について
は、引き続き関係機関と
の調整を図る。
・本年度以降も引き続き安
定した運用資産の確保に
向け、信漁連預金の一部
を新たに債券運用に切り
替える。
※2　本基金の収支は、漁
協の事業計画や沿岸漁
業被害の有無により大きく
左右されるため、Ｈ１７年
度以降の目標数値を設定
することは困難である。

（3） 委員会意見（Ｈ17年
3月）への対応
・事務局移転の必要性は
十分認識しているが、引
受先が見つかっておら
ず、現実問題として即時
移転は難しい状況にあ
る。引き続き引受先の確
保等に努めていきたい。

△ 100.0

―

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

―

―

―

―

―

H13～H16増減率
（％）

―

―

Ｈ１６年度

―

理事長　東山　　茂

石巻港に入出港する船舶に起因する漁業被害に対し，適正公平な救済金の給付を行う。

△ 6.3

△ 67.3

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

土木部港湾課

330,000千円（60.00％）

―

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

―

254.4

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

●事務局移転について引
き続き検討を行い、適宜関
係機関と協議を行う。
○信漁連預金のシフトにつ
いては、引き続き実施す
る。

0.0

0.0

4.1

―

0.0

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

●県漁連以外の移転候
補先や移転条件等を検討
したが、他に妥当な受け
入れ先が認められなかっ
た。
○資金のシフトについて
は理事会において協議
し、基本財産の一部を信
漁連預金から、安定的な
債券運用にシフトした。

―

△ 0.5

―

―

154.2

―

133.9

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

△ 18.3

―

○移転候補先である県漁連と交
渉したが、引き受けについての
了解がえられなかったため、継
続審議事項となった。

①課　　　　　題

―

△ 26.5

△ 26.9

―

△ 26.6

200.0

Ｈ１４（実績）

0.0

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

―

―

―

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

―

常勤職員数



県担当課 土木部港湾課平成16年度経営評価シート ３７ 財団法人石巻湾漁業振興基金

石巻湾において，一層の沿岸漁業の振興を図り，石巻港出入船舶から漁業操業の安全を確保するための事業を行うとと団体の使命
もに，入出港船舶及び石巻港建設による漁業被害等を補填することにより，漁業経営の安定向上と公益の増進を図る。経
―営 団体の顧客

戦
港湾整備と沿岸漁業の共存共栄略 団体の目的

評 価 項 目 評価結果(コメント) 県の考え方区分

Ⅰ総合的な評価３ １ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事 １ 受託事業なし

団体から提出された財主 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④ ２ 借入金なし

務諸表等から勘案するな ２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 ３ 補助金なし

と、妥当な評価といえ経 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④ ４ 年度により上下変動が

る。営 ３ 県からの補助金収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 あるが概ね横ばい

常勤者なく人件費なし指 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④ ５

Ⅱ各評価項目につ標 ４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 ７ 該当なし（常勤の役職員

② ② いての ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 がいないため）

５ 一人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。→ 19 20推 該当なし ８ ９ ８ ９， 監事からは財務諸 ，

基金本来の目的通り突移 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ― ― 表の悪化を理由に「一部悪

発的な漁業被害に対応化」と評価されている。

したもので、妥当な評６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 理事会では、その原因が

価と考える。ア 取組目標「信漁連預金の額」 理事会 監 事 漁業被害救済金の支出で

基金の本来目的に資する４ ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

情報公開についてよイ 取組目標「 ― 」 16支出であり、今も十分な財

り積極的に取り組む必経 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ― ― 務能力を有していることから

要が認められる。営 ウ 取組目標「 ― 」 両問ともに「変化なし」と評

価した。改 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ― ―

Ⅲ結 論善 エ 取組目標「 ― 」 10 累積欠損金なし

監事からは当期目標と 漁業被害の防止や被害に ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ― ― 11

当期実績収入額の差から 発生時の救済などを担う向 ７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。→該当なし

の「当期目標が低すぎた」と 本基金の役割は依然としけ ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ― ―

評価されているが、その差 て重要である。て ８「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

額の原因が突発的な救済 これらの役割に適切に対の ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ③ ④

事業の発生によることから 応するためには現有資産取 ９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

理事会では「ほぼ適当」と評 の有効利用が不可欠であ組 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ③ ④

価した。 り、信漁連預金の資金シ計 10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。

満期保有目的である。 フトは一層合理的な観点画 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ① 12

団体の目的や規模，事 から進めていくよう指導す11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。 14

業内容等を勘案した場合， る。①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ④

現時点では必要性が低い また、情報公開に関して

と考えられる（事務局移転 は、本年度中にインターネ12 市場性のある有価証券及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と

後の課題と認識）。 ット上のホームページを活時価を比較し 含み損益の有無を把握しているか 満期保有目的を除く， 。（ ） 理事会 監 事

漁協の組合長等が理事 用するなど、積極的な情団 ①含み損益なし ②含み損益有り ③把握していない ① ① 15

に就任している。 報開示施策をとるよう働き体 13 上記12 で「②含み損益有り」と評価した場合，その解消に努めたか。

理事会で漁協等の意見 かけていく必要がある。改 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ① 17

・要望等を把握している。革 14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

監事からは正味財産の計 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ④ － 19

減少等の理由から「やや悪画 15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

化」と評価されたが、理事会表 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

では、原因が突発的な漁業以 16 インターネットによる情報の公開に努めているか。

被害救済金の支出で基金外 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ③ ③

の本来目的に資する支出17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件

であり、現在も十分な財務数及び内容を把握しているか。

能力を有しているので「横①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

ばい」と評価した。

監事からは、経営状況18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 20理事会 監 事

は悪化したものの、その原総 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まる ④著しく弱まる ② ②

因は基金本来の趣旨に即19 以上を総合的に判断し 経営状況は前年度と比較して良くなっているか， 。

した突発的な漁業被害救済①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ② ③

金の支出であることから、経合 20 上記19 で「③やや悪化 「④大分悪化」と評価した場合は，トップや経」

営責任を問うべき理由は無営幹部の経営責任はどのように負うか。

いと評価されている。①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない ― ③



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

847 3,132 2,083 1,285

937 962 853 480

0 0 0 0

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

―　 ―　 382,893 332,893 335,289 235,289 135,289

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 0 0 0 0 0 0 ※２ ※２

事業外収入(b) 6,152 8,097 6,766 18,480 5,739 20,211 ※２ ※２

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 ※２ ※２

計(d) 6,152 8,097 6,766 18,480 5,739 20,211 ※２ ※２

支 出 事業費(e) 5,744 8,084 6,886 19,748 6,255 20,847 ※２ ※２

管理費(f) 58 61 86 130 73 130 ※２ ※２

事業外支出(g) 0 0 0 0 0 0 ※２ ※２

その他の支出(h) 0 0 0 44 0 0 ※２ ※２

計(i) 5,802 8,145 6,972 19,922 6,328 20,977 ※２ ※２

350 △ 48 △ 206 △ 1,398 △ 589 △ 766 ※２ ※２

350 △ 48 △ 206 △ 1,442 △ 589 △ 766 ※２ ※２

3,463 810 1,661 0 2,615 0 ※２ ※２

資 産 流 動 資 産 2,586 1,927 1,825 1,825 1,127 1,127 ※２ ※２

固 定 資 産 580,178 581,036 582,902 582,902 586,107 586,107 ※２ ※２

計 582,764 582,963 584,727 584,727 587,234 587,234 ※２ ※２

負 債 流 動 負 債 937 326 429 429 321 325 ※２ ※２

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

計 937 326 429 429 321 325 ※２ ※２

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000

剰 余 金 等 31,827 32,637 34,298 34,298 36,913 36,913 ※２ ※２

計 581,827 582,637 584,298 584,298 586,913 586,913 ※２ ※２

※平成１７年度以降の上記目標数値については，平成１７年６月１５日現在の目標値である。

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

―

―

―

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

―

常勤職員数

○移転候補先である県漁連と交
渉したが、引き受けについての了
解がえられなかったため、継続審
議事項となった。

①課　　　　　題

－

252.2

233.3

－

231.5

30.1

Ｈ１４（実績）

0.0

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
・事務局の移転について
は、県漁連等の関係機関
と調整を図ったが、具体的
な引受先・スケジュール等
については定まっていな
い。
・ペイオフ全面解禁による
備えた運用資産の確保に
向け、当初の目標どおり基
本財産中５０００万円（信漁
連預金）を債券による運用
に切り替えた。
※1　現在大部分を信漁連
預金として運用している基
本財産を、債券等様々な
運用手法にシフトする事を
目的としているため、金額
は減少傾向となる。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
・事務局の移転について
は、引き続き関係機関との
調整を図る。
・本年度以降も引き続き安
定した運用資産の確保に
向け、信漁連預金の一部
（１億円）を新たに債券運
用に切り替える。
※2　本基金の収支は、漁
協の事業計画や沿岸漁業
被害の有無により大きく左
右されるため、Ｈ１７年度以
降の目標数値を設定する
ことは困難である。

（3） 委員会意見（Ｈ17年　3
月）への対応
・事務局移転の必要性は
十分認識しているが、引受
先が見つかっておらず、現
実問題として即時移転は
難しい状況にある。引き続
き引受先の確保等に努め
ていきたい。

△ 100.0

―

―

―

252.2

―

351.0

―

―

591.1

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

△ 29.8

―

県からの貸付金残高(e)

●事務局移転について引き
続き検討を行い、適宜関係
機関と協議する。
○信漁連預金のシフトにつ
いては、引き続き実施する。

0.0

0.0

1.2

―

0.0

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

●県漁連以外の移転候補
先や移転条件等を検討し
たが、他に妥当な受け入
れ先がなかった。
○資金のシフトについては
理事会において協議し、基
本財産の一部を信漁連預
金から、安定的な債券運用
にシフトした。

―

1.2

理事長　東山　　茂

仙台港に入出港する船舶に起因する漁業被害に対し，適正公平な救済金の給付を行う。

△ 48.8

51.7

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

土木部港湾課

275,000千円（50.00％）

H13～H16増減率
（％）

―

―

Ｈ１６年度

―

－

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

―

―

―

―

―

――

275.9

③改革スケジュール

Ｈ１７

―

0.0

Ｈ１６（実績）

0.0

30.1

78.1

―

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

沿岸漁業振興事業助成事業

０２２－２１１－３２９６

漁業被害救済事業

漁業被害防止事業

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

県からの補助金等収入依存度（％）

県の損失（債務）保証額(g )

－

　 うち県職員（派遣職員）

経営指標 定義

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

――

― ―

425.4

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

・団体の事務局を県
職員が行っており、
指導監督者の立場
と重複することか
ら、県以外に事務局
を移転する必要が
ある。　　　　　　　　・
信漁連預金のシフト
を図る必要がある。

○事務局を移転する。【継続検討】
○財務内容の向上、安定化を図るため、資産運用の
分散化・多様化（信漁連預金のシフト）を進める。

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営の改善又は県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

・事務局移転という基本スタンスに変わりはないので、引き続き対応策の検討を行う。
・資金シフトについては、ペイオフ対策や合理的な資産運用の観点から、引き続き進めてゆく。
※(県に対する）委員会意見（Ｈ17年3月）への対応状況も記入すること。
事務局移転の受け皿として県漁連だけでは無く、信漁連等も含めて検討を行ったが対応は困難と判断した。今後も引き続き検討と関係機関との協議を行っていくこととしたい。

信漁連預金額（単位：千円）※１ 【H17.3】
県に対する意見
事務局が県庁内に
あり、県の職員が
兼務しているが、
県の事務ではない
ので即刻事務局を
移転し、県職員の
兼務をなくすべき
である。

【H18.3】
県に対する意見
①事務局が県庁
内にあり、県の職
員が兼務している
が、県がすべき事
務ではない。即刻
事務局を移転する
とともに県職員の
兼務をなくすべき
である。

○理事会において移転の必要性を
説明し、継続審議事項とした。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

３８　財団法人仙台湾漁業振興基金

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区本町三丁目８番１号

事業内容

水産動植物の繁殖保護等に関して実施される事業費の一部を助成する。

０２２－２１１－３２１２

漁業被害を防止するため，航路標識を設置し，保守点検等を委託する。

主要事業名

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

昭和６１年３月２８日

  １　基本情報(団体記入)

―

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

―

―

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数



県担当課 土木部港湾課平成16年度経営評価シート ３８ 財団法人仙台湾漁業振興基金

仙台港周辺地域において，一層の沿岸漁業の振興を図り，仙台港に入出港する船舶による沿岸漁業被害の防止及び漁場団体の使命
保全等のための事業を行い，沿岸漁業経営の安定を図り，もって公益の増進に寄与する。経

―営 団体の顧客
戦

港湾整備と沿岸漁業の共存共栄略 団体の目的

（注１） (注2) (注3)区分 評 価 項 目 評価結果(コメント) 県の考え方

Ⅰ総合的な評価３ １ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事 １ 受託事業なし

団体から提出された財主 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④ ２ 借入金なし

務諸表等から勘案するな ２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 ３ 補助金なし

と、妥当な評価といえ経 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④ ４ 年度により上下変動が

る。営 ３ 県からの補助金収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 あるが概ね横ばい

常勤者なく人件費なし指 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④ ５

Ⅱ各評価項目につ標 ４ 流動比率は前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

② ② いての ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

当初設定した目標を達推 ５ 一人当たり人件費は 前期以前に比べて低下傾向にあるか →， 。 「 」該当なし ６

成した。 監事から意見のあっ移 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ― ― 11

７ 該当なし（常勤の役職員 た予算設定の問題は、基

がいないため） 金事務局内で検討を行わ６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

８ 「③変化なし」と評価はし せ改善を図らせたい。ア 取組目標「信漁連預金の額」 理事会 監 事

ているが，当団体の収支は 評価自体は取り組み目標４ ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

漁協の事業計画や沿岸漁 もクリアしており、妥当な評イ 取組目標「 ― 」

業被害の有無等によって毎 価である。経 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ― ―

期変動するため，単純な期営 ウ 取組目標「 ― 」

情報公開について、改 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ― ― 間比較で評価することは難 16

より積極的に取り組む善 エ 取組目標「 ― 」 しい。

必要が認められる。に ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ― ― ９ 昨年度に比して正味財

産は増加している。向 ７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。→「該当無し」

― ― Ⅲ結 論け ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 10 累積欠損金なし

監事からは当期目標と 漁業被害の防止や被害て ８「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 11

当期実績の収入の差が大 発生時の救済など、本基の ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ③ ③

きすぎることから、③の高す 金の役割は依然として重取 ９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

ぎたとの評価を受けた。理 要である。組 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ② ②

事会としては、予算上の助 これらの役割に適切に対計 10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。

成事業特定預金支出の取 応するためには現有資産画 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①

扱の問題と考え、当期目標 の有効利用が不可欠であ11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。

の設定については問題は り、信漁連預金の資金シ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ③

無かったと考えた。なお、予 フトは一層合理的な観点

算設定のあり方については から進めていくよう指導す12 市場性のある有価証券及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と

今後検討を行う。 る。時価を比較し 含み損益の有無を把握しているか 満期保有目的を除く， 。（ ） 理事会 監 事

また、情報公開に関して団 ①含み損益なし ②含み損益有り ③把握していない ① ①

は、本年度中にインターネ体 13 上記12 で「②含み損益有り」と評価した場合，その解消に努めたか。

満期保有目的である。 ット上のホームページを活改 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ① 12

団体の目的や規模，事 用するなど、積極的な情革 14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 14

業内容等を勘案した場合， 報開示施策をとるよう働き計 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ④ －

現時点では必要性が低い かけていく必要がある。画 15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

と考えられる（事務局移転表 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

後の課題と認識）。以 16 インターネットによる情報の公開に努めているか。

漁協の組合長等が理事外 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ③ ③ 15

に就任している。17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件

理事会において漁協等数及び内容を把握しているか。 17

の意見・要望等を把握して①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

いる。

低金利の影響で運用18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 19理事会 監 事

収入は伸び悩んでいるが、総 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ② ②

事業に支障はない。19 以上を総合的に判断し 経営状況は前年度と比較して良くなっているか， 。

② ②①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化

20 上記19 で「③やや悪化 「④大分悪化」と評価した場合は，トップや経合 」

営幹部の経営責任はどのように負うか。

― ―①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

107,234 84,878 80,046 87,814

366,675 449,257 412,545 433,649

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

215,000 167,000 95,000 53,000 53,000 0 0 0

△ 75,358 △ 7,033 558 32,878 5,287 20,169 19,510 21,271

2 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

13 12 11 11 11 11 11 11

0 0 0 0 0 0 0 0

4,008 4,212 4,214 4,200 4,217 4,200 4,200 4,200

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

4,008 4,212 4,214 4,200 4,217 4,200 4,200 4,200

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 477,299 595,592 528,747 545,873 558,463 543,578 558,505 572,516

事業外収入(b) 1,698 1,032 1,103 1,010 1,314 915 1,015 1,015

その他の収入(c) 150 0 11,419 2,163 2,163 571 1,000 1,000

計(d) 479,147 596,624 541,269 549,046 561,940 545,064 560,520 574,531

支 出 事業費(e) 439,613 534,135 492,590 479,350 521,462 495,691 512,266 524,216

管理費(f) 44,718 27,477 22,785 19,700 19,606 20,395 20,685 20,985

事業外支出(g) 37,180 37,014 24,723 13,118 11,614 7,499 6,749 6,749

その他の支出(h) 32,994 5,031 613 4,000 3,659 1,000 1,000 1,000

計(i) 554,505 603,657 540,711 516,168 556,341 524,585 540,700 552,950

△ 42,514 △ 2,002 △ 10,248 34,715 7,095 20,908 19,820 21,581

△ 75,358 △ 7,033 558 32,878 5,599 20,479 19,820 21,581

△ 42,299 △ 49,772 183 18,778 5,287 20,169 19,510 21,271

資 産 流 動 資 産 298,763 296,781 221,228 228,483 215,547 198,547 229,627 254,378

固 定 資 産 401,995 355,020 336,396 319,276 325,715 317,600 315,530 313,850

計 700,758 651,801 557,624 547,759 541,262 516,147 545,157 568,228

負 債 流 動 負 債 371,095 338,507 254,793 226,150 233,143 187,860 197,360 199,160

固 定 負 債 19,542 10,647 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） (19,542) (10,647) 0 0 0 0 0 0

計 390,637 349,154 254,793 226,150 233,143 187,860 197,360 199,160

資 本 基本（資本）金 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000

剰 余 金 等 220,121 212,647 212,831 231,609 218,119 238,287 257,797 279,068

計 310,121 302,647 302,831 321,609 308,119 328,287 347,797 369,068

※平成17年度以降の上記目標数値については，平成17年　5月18日現在の目標値である。

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

―

―

―

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

―

常勤職員数

○引き続き、第三者による経営検討
委員会及び取締役会で経営の問題
点の検討を行う。
●これまでの委託内容等を検討した
結果、管理業務に関してはノウハウ
を有す当団体への委託が必要と判
断し、また、単価契約を行うなどして
執行の適正化を図った。

①課　　　　　題

△ 2.7

△ 30.4

△ 4.9

△ 73.6

△ 5.7

194.7

Ｈ１４（実績）

△ 7.9

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）

  ･借入金依存度の低減
　　　　………目標を達成
  ・単年度黒字の実現
　　　　………目標を達成
  ・総合的に判断し、経営
状況は前年度と比較して
良化。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方

  ・借入金の返済に努め、
その縮減を図る。
  ・売上収入の安定確保と
一層の経費節減に努め経
営の健全化を目指す。
　

（3） 委員会意見（Ｈ17年
3月）への対応
  ・目標達成に向けて努力
する。

　

281.5

△ 0.4

0.0

―

△ 3.0

―

92.4

―

―

87.6

281.5

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

－

0.0

県からの貸付金残高(e)

○借入金の返済に努め、
その縮減を図る。
○売上収入の安定確保と
一層の経費節減に努める。

△ 2.5

△ 4.6

△ 19.4

－

6.5

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○引き続き、取締役会で
経営の問題点の検討を
行った。
●県の持株の在り方につ
いて、会社の経営状況を
踏まえて検討を行った。

－

△ 19.4

代表取締役　吉田協一

18.3

△ 18.1

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

土木部港湾課

30,000千円（33.3％）

H13～H16増減率
（％）

0.8

9.8

Ｈ１６年度

―

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

363

―

553

30.5

482

0.70.8

80.5

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

△ 0.4

0.0

Ｈ１６（実績）

9.2

265.8

4.0

△ 35.4

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

倉庫業他

0225-94-3749

採石業

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

県からの補助金等収入依存度（％）

県の損失（債務）保証額(g )

△ 72.7

　 うち県職員（派遣職員）

経営指標 定義

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

――

36.3 25.2

86.8

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

採石事業が縮小傾
向にあるなど経営
状況が厳しいことか
ら、今後の事業展
開について検討が
必要である。

○経営健全化に向けた取組みを進める。
●県が委託している荷捌地管理業務を順次削減す
る。
●県の持株の在り方について，会社の経営状況を
踏まえながら検討を行う。

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「出資者の立場からの改善の働きかけ」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

・取組目標が着実に実施されるよう、出資者の立場で適切に助言していく。

※(県に対する）委員会意見（Ｈ17年3月）への対応状況も記入すること。
　・県の持株の在り方については、引き続き会社の経営状況を踏まえながら検討を行っていく。

借入金残高の低減（単位：千円）
単年度黒字決算の実現（単位：千
円）

【H17.3】
団体に対する意
見
①取組目標「借入
金の低減」の達成
状況を注視する。

県に対する意見
①設立当初の出
資目的が達成さ
れたのであれば，
株式会社に対す
る出資は見直す
必要がある。

【H18.3】
団体に対する意
見
①貸借対照表及
び損益計算書等
について、商法施
行規則等に準拠し
て作成する必要が
ある。
②退職金規程にし
たがって退職給付
引当金を計上して
いく必要がある。

県に対する意見
①設立当初の目
的が達成されたの
であれば，株式会
社に対する出資
は見直す必要が
あるが，見直しに
当たっては，採石
跡地の有効活用
について，関係部
局間が連携し，協
議をしながら進め
ていくべきである。

○会社の経営状況の把握を行い、第
三者による経営検討委員会及び取締
役会で経営の問題点の検討を行っ
た。
●これまでの委託内容を精査し、その
必要性を検討した。その結果、管理業
務に関しては、ノウハウを有する本団
体への委託が必要と判断し、また、委
託費については単価契約を行うなど
して縮減を図った。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

３９　宮城県開発株式会社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

石巻市潮見町１３番地の１

事業内容

木材保管業務及び一般輸出入貨物保管業務他

0225-22-6234

公共及び一般向け砕石等製造・販売

主要事業名

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

昭和４１年３月１５日

  １　基本情報(団体記入)

―

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

404

0.8

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　 [2]

1 1 銀行借入金の返済

3

2 2

4 ［４］

1 1 短期借入金の減少による

5 ［５］

1 1

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 [６]

理事会 監事 ア　

1 1 目標どおり返済

イ

1 1 ５，２８７千円の黒字

－ －

－ －

7

1 1

8 ［８］

2 2 当期利益５１０万円の増

9

3 3

10

1 1

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 ［14］

1 1 金融機関等関係者

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。 ［15］

1 1 金融機関等関係者

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

3 3

17

1 1

18 理事会 監事

1 1

19

1 1

20

－ －

［１７］
荷主及び商社等の顧客
については、営業上毎日
接触しており、意見、ク
レーム等があれば直ちに
対応している。

期末手当の削減、退職職
員の不補充

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

③目標を未達成

取組目標

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向

「借入金の低減」

取組目標 「単年度黒字の実現」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

③目標を未達成

②既に一部公開

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価
格と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等
安全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

⑤著しく悪化

①含み損益なし ④把握していない

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

①目標を達成

①報酬・給料カット

①十分把握

②登用手続中

②選任手続中

①目標を達成

取組目標

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

３９　宮城県開発株式会社
県担当課　土木部港湾課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

公益的立場から港湾関連倉庫業及び砕石業を営むことにより，地域発展に寄与。

荷主，商社，建設関連事業者等。

輸出入する木材及び一般貨物を公益的立場から行う保管業務，並びに公共及び一般向け砕石等の製造・販売。

④該当なし

②横ばい

Ⅰ全評価項目を通して
　　「おおむね妥当」

Ⅱ 各評価項目ごとに
　　［２］取組目標にもなっ
ており、注視していく。
　　［５］横ばいの評価が
妥当。
　　［１６］情報公開の実施
について指導していく。

Ⅲ 結論
　　取組目標が着実の実
施されるよう、出資者の
立場で適切に助言してい
く。

②横ばい ③上昇傾向

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成①目標を達成

②一部改善

①既に全て公開

①低下傾向

取組目標

③上昇傾向

⑤著しく悪化

①低下傾向 ②横ばい

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし

②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化

②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

イ

ウ

エ

③今後予定

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

③変化なし ④一部悪化

②含み損有り

④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

金額ではなく、単年度黒
字の実現を目標としてい
るので、目標を達成とし
た。

［１８］
倉庫業は、第三セクター
がやらないと公平な取扱
いができないため、原木
輸入が増えてきている中
で、その社会的要請はよ
り強まった。

　

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件
数および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

③一部解消



所 在 地 設 立 代 表 者 県 担 当 課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

1,966,778 1,820,381 1,659,007 1,580,769

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

38,989 191,977 305,755 113,815 232,390 196,379 ※１ ※１

720,000 720,000 720,000 720,000 720,000 720,000 ※１ ※１

4 3 4 4 4 4 ※１ ※１

0 0 0 0 0 0 0 0

30 21 20 15 15 15 ※１ ※１

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 ※１ ※１

0 0 0 0 0 0 ※１ ※１

0 0 0 0 0 0 ※１ ※１

0 0 0 0 0 0 ※１ ※１

0 0 0 0 0 0 ※１ ※１

2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 ※１ ※１

0 0 0 0 0 0 ※１ ※１

2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 ※１ ※１

0 0 0 0 0 0 ※１ ※１

収 入 事業収入(a) 2,078,286 2,068,416 2,001,275 1,936,543 1,944,813 1,934,365 ※１ ※１

事業外収入(b) 74,794 67,002 70,841 68,487 88,970 72,501 ※１ ※１

その他の収入(c) 90 90 0 0 0 0 ※１ ※１

計(d) 2,153,170 2,135,508 2,072,116 2,005,030 2,033,783 2,006,866 ※１ ※１

支 出 事業費(e) 0 0 0 0 0 0 ※１ ※１

管理費(f) 1,966,778 1,820,381 1,659,007 1,719,851 1,580,769 1,596,458 ※１ ※１

事業外支出(g) 146,392 112,328 96,179 83,946 88,829 71,983 ※１ ※１

その他の支出(h) 60 9,871 10,224 5,000 395 5,000 ※１ ※１

計(i) 2,113,230 1,942,580 1,765,410 1,808,797 1,669,993 1,673,441 ※１ ※１

39,910 202,709 316,930 201,233 364,185 338,425 ※１ ※１

39,940 192,928 306,706 196,233 363,790 333,425 ※１ ※１

38,990 191,977 305,755 113,815 232,390 196,379 ※１ ※１

資 産 流 動 資 産 2,243,201 2,385,061 2,518,551 2,647,679 ※２ ※１ ※１

固 定 資 産 10,632,504 9,963,648 9,380,256 8,850,518 ※２ ※１ ※１

計 12,875,705 12,348,709 11,898,807 11,498,197 ※２ ※１ ※１

負 債 流 動 負 債 975,263 983,015 958,425 1,097,201 ※２ ※１ ※１

固 定 負 債 9,576,798 8,850,072 8,119,005 7,347,228 ※２ ※１ ※１

（うち引当金等） △ 217,000 △ 215,000 △ 230,000 △ 195,000 ※２ ※１ ※１

計 10,552,061 9,833,087 9,077,430 8,444,429 ※２ ※１ ※１

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 3,200,000 3,200,000 3,200,000 3,200,000 ※２ ※１ ※１

剰 余 金 等 △ 876,356 △ 684,378 △ 378,623 △ 146,232 ※２ ※１ ※１

計 2,323,644 2,515,622 2,821,377 3,053,768 ※２ ※１ ※１

※平成１７年度以降の上記目標数値については，平成１７年６月１日現在の目標値である。

②長期的な見通し
は必要であり、役
員会の承認を得
て、向こう３か年の
目標値を公表すべ
きである。

【H18.3】
団体に対する意見
①テナントと一体と
なった経営展開に
より増収を目指し，
早期に未処理損失
を解消すべきであ
る。
②会社経営上、中
期的なビジョンは
必要である。役員
会の承認を得て将
来３か年の目標値
を公表すべきであ
る。

主要事業名

昭和45年11月2日

  １　基本情報(団体記入)

―

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

722

-

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

40　仙台空港ビル株式会社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

宮城県名取市下増田字南原

事業内容

旅客ターミナルビルの管理運営主体として、ターミナルビルを所有し、航空会社等に対

022-383-4301

当期利益(又は△当期損失)

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

②改善内容
区分：「出資者の立場から経営改善を働きかける団体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

当期利益（千円）

長期借入金の返済（千円）

　 うち県職員（派遣職員）

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

-

72.9 66.7

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

262.8（流動資産÷流動負債）×100

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

流動比率（％）

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

する貸室業等を主要な事業とする。

　 うち県職員（派遣職員）

経営指標 定義 Ｈ１４年度

0.0

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

△ 15.5

Ｈ１５年度

１人当たり人件費（月）（千円）

―

支出額(d)のうち一般財源

不動産賃貸業

022-383-4560

△ 8.3

1.0

△ 19.0

△ 1.3

0.0

県の損失（債務）保証額(g )

―

  ５　改革計画(県記入)

Ｈ１４（実績）
①課　　　　　題

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

685

-

680

70.1

702

-

230.0 242.6

-

-

-

62.8

Ｈ１６年度

-

代表取締役社長　伊藤　整史

http://www.sendai-airport.co.jp.

△ 19.6

事業費（単位：千円） H13～H16増減率
（％）

土木部空港対策課

1,372,500 千円 （　42.9　％）

0.0

―

241.3

―

（Ｄ）評価結果及び取組目標設
定の考え方

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

―

（1） 前年度の経営目標の達成
状況に関する評価結果（概要）
　売上高はＪＡＬ・ＪＡＳ統合等で
賃料収入が減収したが諸経費
の見直し、人件費の削減を図っ
た結果、前期に比べ、税引後利
益の減少となったものの、累積
欠損金を大幅に改善した。ま
た、財務面でも支払能力の上昇
及び自己資本の増加により、経
営状況は安定的である。
（2） 本年度以降の目標設定の
考え方
　取組目標は累積損失解消、長
期借入金の完済を前提に収支
計画を策定し、目標値を設定し
た。目標算定においては旅客数
はある程度の増を見込み係数
を乗じているが、売上面ではＪＡ
Ｌ・ＪＡＳ統合及び国際定期便の
撤退による減なども見込み、費
用面は一般的上昇を見込んだ
数値とした。
（3） 委員会意見（Ｈ17年　3月）
への対応
①収入の拡大及び経費の縮減
を図り、未処理損失の早期解消
に努めたい。また、経費節減等
に努めながら資金計画を立て、
資金留保に努め、借入金の返
済に備えたい。
②信頼性の高い目標値は変動
が激しく、内容が不安定のた
め、長期的な見通しを立てるこ
とは難しく、取締役会に承認を
得るまでは至っていない。

※１　平成17年度の目標値は取
締役会の承認を得ているが、そ
れ以降の目標値については経
営上の重要な方針に関わり、取
締役会の承認を得ていない。
※２　予定貸借対照表は作成し
ていない。

△ 15.5

―

―

常勤職員数

△ 0.5

△ 18.5

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金 0.0

―

0.0

―

―

0.2

△ 7.1

1,165.8

Ｈ１７

―

―

―

―

―

Ｈ１６（実績）

―

―

―

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

―

―

―

―

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

・テナントとの検討の上、国際線
側喫茶店をラーメン専門店に改
装オープンし、収入増を図った。
・国際線の空室を改装し、有料
待合室を設置した。
・東北楽天ゴールデンイーグル
スのグッズを販売し、収入増を
図った。

・空き室等の利活用を検討。直
営による広告主の確保。テナン
ト・エアラインと一体になった売
上増収策を検討。

 空港ターミナル建
替え（H9.7グランド
オープン）に係る投
資等により発生し
た、累積欠損金、長
期借入金の解消の
為、経費節減等の
経営合理化を進め
る必要がある。

○平成12年度に売店販売部門の分社化による組織
体制のスリム化を行っており、今後も管理経費の節
減を継続実施する。

・経営改善等検討委員会を設置し、
諸手当の見直し、入札等契約の見
直しを検討した。
・検討委員会の報告を踏まえ、発
注・調達及び業務委託等の取り扱
いに関する要領を検討し、平成15
年度に実施することとした。（取扱
い要領を制定、指名競争入札にす
る等）

・経営改善等検討委員会におい
て、事務事業の見直し、社員研修
等を検討した。
・初任給調整手当等の廃止、役付
手当等の見直しを行なった。
・発注・調達及び業務委託等の取
り扱いに関する要領を制定し、経
費の縮減を図った。

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)
　ＪＡＬ・ＪＡＳ統合や国際線の運休（ホノルル・香港）により、売上は減少しているが、諸経費の縮減に努めており、順調に累積損失が減少している（今年度末、累積損失解消予定）。景気の動向、航空需要の低迷
等、外的要因により収益の増減があるが、空港ターミナル経営という、重要な社会的役割がある企業だけに、今後も、経費等の削減努力を進め、安定した収益構造を図り、累損解消後において県からの長期借
入金の返済が実現されるよう、出資者として適切な助言を行っていく。

【H17.3】
団体に対する意見

①県から２５億円
の無利息借入があ
り、実質的に金利
負担が低減されて
いるので、早期に
未処理損失を解消
し、県からの借入
金の返済に備え
て、極力資金の留
保に努める必要が
ある。

・経営改善等検討委員会におい
て、事務事業の見直し等を検討
した。
・給与規定を改正し、給与水準・
一部手当の引下げ。福利厚生
（社員保養所利用）の見直しを
行った。
・業務内容見直しにより、委託
料の削減を行った。
・発注・調達業務委託等取扱要
領により一般管理費の削減を
継続して実施。定率法及び定額
法により減価償却費の低減を
継続して実施した。

・嘱託社員の給与の見直し、正
社員退職による欠員不補充の継
続。
・経営改善等検討委員会におい
て、事務事業の見直し等を検討
する。
・業務の見直しにより、委託料の
削減を検討。
・発注・調達業務委託等取扱要
領により一般管理費の削減。定
率法及び定額法により減価償却
費の低減

○組織の再編・強化により利用客・収入の確保を図
る。【H13～】

・経営改善等検討委員会の検討結
果を踏まえ、平成15年度に組織を
統合・スリム化し、効率的な運営を
図ることとした。
・ビジネスラウンジでのインターネッ
ト利用やビジネスラウンジの増設、
空室の利活用等により利用客の確
保に努めている。

・平成15年8月から組織を統合・ス
リム化し、効率的な運営を図っ
た。
・国内線出発ラウンジを改装し、
喫煙室を設けた。



区分 県の考え方

1 役員会 監査役

④ ④

2 　

① ①

3

④ ④

4

③ ③

5

③ ③

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

役員会 監査役

① ①

① ①

ー ー

ー ー

7

① ①

8

① ①

9

① ①

10

③ ③

11

① ①

12 役員会 監査役

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。 　

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。

④ ④

17

① ①

18 役員会 監査役

① ①

19

① ①

20

ー ー

④把握していない

（記入の手引き参照）
Ⅱ 各評価項目ごとに
 ８, ９, 10
  JAL･JAS統合や国際線
の運休(ﾎﾉﾙﾙ･香港)によ
る影響で売上は減少した
が、諸経費の縮減に努め
ており、目標以上の経常
利益を計上し、順調に累
損の減少を図っている。

16
  「出資団体等の情報の
公開に関する要綱」に基
づく情報の公開を行って
いる。なお、インターネット
による開示に努めるよう
働きかけを継続する。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

②変化なし

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

③少し弱まった ④著しく弱まる

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

航空旅客及び送迎客、近隣住民並びに航空事業者、テナント事業所

売上の向上を図り、安全で安心して利用できる旅客ターミナルビルを目指し、適切な管理運営と健全経営に努める

40  仙台空港ビル株式会社
県担当課　土木部空港対策課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

旅客ターミナルビルの所有及び運営管理並びに航空事業者、テナント事業所への不動産賃貸

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「当期利益」

取組目標 「長期借入金の返済」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

③含み益有り①含み損益なし ②含み損有り

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①目標を達成 ③目標を未達成

評  価  項  目

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい

評価結果（コメント）

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標

②目標をほぼ達成

③上昇傾向 ④該当なし

①上昇傾向 ②横ばい

Ⅰ全評価項目を通して
　目標値をほとんどクリア
しており、評価結果も妥当
と思われる。

Ⅲ 結論
 景気の動向、航空需要
の低迷等、外的要因によ
り収益の増減があるが、
空港ターミナル経営とい
う、重要な社会的役割が
ある企業だけに、経費等
の削減努力を進め、安定
した収益構造を図り、累
損の解消、長期借入金の
返済が実現されるよう、出
資者として適切な助言を
行っていく。

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成

１　 該当なし。
２ 　借入金は返済計画に
基づき分割返済。
３　 該当なし。
４ 　預金の増加により流
動資産が増加し、支払能
力は高いが、今期より法
人税等が発生し、流動負
債が増加。
５ 　一人当たり人件費は、
社員及び臨時社員が減少
したことに伴い分母が減っ
たため、相対的に前年よ
り増加。
 
６ 　(ア)売上はＪＡＬ・ＪＡＳ
経営統合並びに香港・ホ
ノルル線の撤退等による
賃貸施設の返還に伴い、
減収となったが諸経費の
見直し、人件費削減を図
り、大きな利益を確保。
(イ)資金計画を立て、資金
留保に努め借入金を返
済。
７ 　常勤社員、臨時社員
数の減少。
８ 　管理費の削減努力、
減価償却費の減少等によ
り黒字が大幅に増加。な
お、今期より法人税等が
発生。
９ 　当期利益232,390千円
による自己資本の増加で
財務面は安定。
10  利益の増加により累
積欠損金が大幅に解消。
11　 適当。

12   該当なし。
14   監査法人の監査を受
けていること、並びに顧問
公認会計士が経理指導。
15　 航空会社出身者を常
勤役員として登用済み。
16   県政情報センターで
開示済み
17   ご意見箱の設置及び
総合案内所により把握。
18 　 航空事業者及び航
空旅客に対する役務の提
供、ターミナルビルの運営
管理主体として要請は強
い。
19   総資本に占める自己
資本の割合は高く、支払
能力も上昇し借入金の返
済により財務面は良くなっ
ている。経常利益は大幅
に増加したが、法人税等
を減じた結果、前期に比し
減少となったものの、収益
性の向上により経営状況
は安定。
20   該当なし。

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

277,822 295,831 270,042 216,385

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ 【H17.3】

3 4 3 3 4 3 ※１ ※１

0 0 0 0 0 0 0 0

10 5 5 7 6 6 ※１ ※１

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

450,000 400,000 350,000 300,000 300,000 250,000 200,000 150,000

225,000 200,000 175,000 150,000 150,000 125,000 100,000 75,000

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 250,597 276,801 257,308 207,202 198,927 226,337 ※１ ※１

事業外収入(b) 6,835 2,327 2,070 1,820 2,181 1,732 ※１ ※１

その他の収入(c) 0 0 52 0 74 0 ※１ ※１

計(d) 257,432 279,128 259,430 209,022 201,182 228,069 ※１ ※１

支 出 事業費(e) 277,822 295,831 270,042 225,167 216,385 231,186 ※１ ※１

管理費(f) ※１ ※１

事業外支出(g) 2,321 2,100 1,824 1,554 1,608 1,250 ※１ ※１

その他の支出(h) 607 0 0 0 0 0 ※１ ※１

計(i) 280,750 297,931 271,866 226,721 217,993 232,436 ※１ ※１

△ 22,711 △ 18,803 △ 12,488 △ 17,699 △ 16,885 △ 4,367 ※１ ※１

△ 23,318 △ 18,803 △ 12,436 △ 17,699 △ 16,811 △ 4,367 ※１ ※１

△ 24,268 △ 19,753 △ 13,385 △ 21,649 △ 17,769 △ 8,316 ※１ ※１

資 産 流 動 資 産 267,299 264,018 268,888 未設定 267,116 ※１ ※１ ※１

固 定 資 産 1,266,433 1,199,003 1,128,897 未設定 1,061,491 ※１ ※１ ※１

計 1,533,732 1,463,021 1,397,785 未設定 1,328,607 ※１ ※１ ※１

負 債 流 動 負 債 424,125 373,444 321,232 未設定 270,489 ※１ ※１ ※１

固 定 負 債 16,986 16,710 17,071 未設定 16,404 ※１ ※１ ※１

（うち引当金等） 4,294 5,492 6,396 未設定 5,352 ※１ ※１ ※１

計 441,111 390,154 338,303 未設定 286,893 ※１ ※１ ※１

資 本 基本（資本）金 1,437,500 1,437,500 1,437,500 未設定 1,437,500 ※１ ※１ ※１

剰 余 金 等 △ 344,880 △ 364,633 △ 378,018 未設定 △ 395,787 ※１ ※１ ※１

計 1,092,620 1,072,867 1,059,482 未設定 1,041,713 ※１ ※１ ※１

※平成17度以降の上記目標数値については，平成17年4月1日現在の目標値である。

○収入の拡大

○その他経費の節減

・新たな収入源の確保に
向けた関係企業との折衝

・新料金体系の確立

（２）本年度以降の目標設
定の考え方

関係企業との折衝を継続
し，早急に収支改善の見
通しを立てたい。

（３）委員会意見（H17.3
月）への対応

①関係企業との折衝等を
経た，新料金体系の確立
等の見通しをつけることが
当面の課題であり，この課
題解決と併せて目標値の
設定と公表について実現を
目指していく。
②コスト削減に引き続き努
めるとともに，新料金体系
の導入実現による増収に
ついても目指していく。

※１改善計画の策定が難
航しており、現時点では未
設定であるものの、引き
続き目標の公表を目指
す

③改革スケジュール

Ｈ１７

ー

・委託料等の削減を維持継
続

・役員報酬及び職員賞与
を削減

・業務直営化による委託
人件費及び営業諸経費の
削減

・削減済み職員数の維持
継続

・報酬等の削減を維持継続

役員及び職員の削減

・社用車削減（△１台,２→１台） ・委託料、保守料等の削減

・セールスの強化

・新たな収入源の検討

・報酬削減、賞与削減 ・報酬削減、賞与削減

常勤役員数

団体に対する意
見

○役員報酬、職員給与の削減

○事業量に見合った組織構築（委託職員を含む）

・セールスの強化

・職員の削減（△１人,10→9人） ・委託職員を削減(△1人,4→3
人)。別途、嘱託職員を1名増。

①向こう３か年の
目標値を公表す
べきである。

・新たな収入源の確保に向
けた関係企業との折衝継
続

②H16の目標も営
業損失が見込ま
れており，未処理
損失は拡大する
一方である。増収
が見込めない以
上，営業利益が出
るまで徹底したコ
スト削減が必要で
ある。

【H18.3】
団体に対する意
見
①魅力あるサービ
ス提供に係る具体
策を早急に講じる
必要がある。
②会社経営上、中
期的なビジョンは
必要である。役員
会の承認を得て
将来３ヵ年の目標
値を公表すべきで
ある。

-

（Ｂ）年度別目標

486

-

538

70.6

-

定義

平成５年４月１２日

  １　基本情報(団体記入)

施設賃貸、上屋、利用運送事業

Ｈ１５年度

県 担 当 課

県 出 資 額

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移

４1  仙台エアカーゴターミナル株式会社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

名取市下増田字南原無番地

事業内容

航空貨物施設の賃貸、輸出入貨物の保管・荷役・運送事業

０２２－３８３－６２０１

主要事業名

・税関行政の規制緩和等，会社を取り巻く経営環境が厳しい中、経営改善検討委員会の報告を軸に，経営改善の手法を具体化し，新料金の適用等が着実に実行されるよう，出資者として適切な助
言を行っていく。
・現状では，事業運営規模を維持するに必要な最低限度の経費レベルまで費用削減に努めていることから，増収策となる新料金体系の適用に係る関係機関等への折衝や調整など，県として行動
できる部分については具体的に支援していく。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

④収支計
算書
（単位：
千円）

　施設整備（H12.7
供用）に係る初期投
資等により累積欠
損金が発生し、その
後拡大していること
から、経営の合理
化による経営改善
が必要である。

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「出資者の立場から経営改善を働きかける団体」

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

①課　　　　　題

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

県の損失（債務）保証額(g )

委託金(a)

Ｈ１６（実績）

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

ー

Ｈ１５（実績）

-

63.0

ー

県からの貸付金残高(e)

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

経営指標

②役職員
数
（単位：
人）

流動比率（％）

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

（流動資産÷流動負債）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

Ｈ１４年度

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

-

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

26.1

83.7

-

494

23.9

△ 22.1

事業費（単位：千円）

18.8

Ｈ１６年度

--

21.5

土木部空港対策課

380,000千円（26.4％）

H13～H16増減率
（％）

代表取締役社長　江口　正朗

０２２－３８３－６２０４

△ 74.0

ー

△ 22.3

13.4

△ 20.6

6.8

△ 100.0

6.6

-

98.8

-

-

△ 16.7

-

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

△ 16.7

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

413

△ 53.2

-

△ 25.0

-

13.8

△ 74.1

Ｈ１４（実績）

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

（１）前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）

ー

-

-

-

-

0.0

-

規制緩和の影響による貨
物取扱量の大幅減少（対
前年比△38％）や入居テ
ナントの面積縮小による
収入減が大きく，人件費
等の営業経費のギリギリ
までの削減にもかかわら
ず，６期連続の欠損となっ
た。
H16年5月の経営改善検
討委員会からの提言を基
に，収入拡大策について
関係企業と折衝を開始し
たが，非常に難航してお
り，改善計画を策定するま
でには至っていない。

-



区分 県の考え方

1 役員会 監査 Ⅰ 全評価項目を通して

④ ④

2 　 ２ 当初計画どおり返済。

① ①

3

④ ④

4

① ①

5

① ①

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

役員会 監査 Ⅱ 各評価項目ごとに

ー ー

ー ー

ー ー

ー ー

7

① ①

8

④ ④

9

④ ④

10

⑤ ⑤

11

② ② Ⅲ  結論

12 役員会 監査

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。 １６　年度内を目標

③ ③

17
１７顧客との意見交換を
適宜実施している。

② ②

18 役員会 監査

② ②

19

③ ③

20

② ②

  規制緩和の影響を受
け，団体を取り巻く経営環
境は厳しさを増しており，
実情に対応した経営手法
の整理が必要である。
団体自身もそのことを意
識し，現在関係企業等と
の折衝や団体内での検討
を繰り返し，新料金体系
の構築に努力している。
県としても，仙台空港の国
際物流機能を担うために
必要な施設と位置付け，
引き続き必要な指導，助
言，支援をすることによ
り，経営の安定化を図り
たい。

１６　インターネットによる
開示に努めるよう働きか
けを継続する。

１４ 監査法人の監査を受
けている。

４ 流動比率は上昇傾向
にある。

６ 料金体系の見直し等を
通して，有意の目標設定
化を目指しているが，現
状では公表段階に至って
いない。引き続き目標の
公表を目指す。

８　新たに外形標準課税
額を計上したことにより、
前期より損失が大きくなっ
ている。

１９ 規制緩和等により収
入が減少し，ギリギリまで
経費抑制を図ったものの
累損拡大。
２０ 引責辞任も視野に置
く。

１５航空会社ＯＢを登用済
み

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向

取組目標

取組目標

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

①目標を達成

①目標を達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

航空会社，物流業者

航空貨物施設の賃貸，輸出入貨物の保管・荷役・運送

４１  仙台エアカーゴターミナル株式会社
県担当課　土木部空港対策課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

東北の拠点空港である仙台空港の物流部門の一翼を担い，もって地域産業の発展に貢献する。

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

②横ばい

③目標を未達成

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

③目標を未達成

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①良化 ②横ばい ③やや悪化

取組目標

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消

評価結果については，妥
当と思われる。ただし，目
標の設定については今後
の課題であり，早期の目
標達成に向け働きかけて
いきたい。

６，８，１０   団体内の目
標設定については，現在
経営の抜本的な収入策に
係る見直し作業中であり，
この進捗状況に連動して
設定が可能となると考え
ているが，早期の設定が
実現されるよう，必要な助
言を積極的に行っていき
たい。
また，建設資金の貸付け
（単コロ）と償還について
は，団体の計画的運営の
ためにも，当初の予定ど
おり平成20年まで続け
る。

④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

③変化なし ④一部悪化

④把握していない

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし

②一部改善

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

⑤さらに悪化

①著しく改善

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①含み損益なし ②含み損有り

①既に登用済

①既に選任済



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

4,048,487 4,019,630 4,202,680 4,270,207

93,253 67,767 42,000 40,138

58,843 60,508 39,994 51,552

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

51 50 48 50 50 46 45 44
30 30 28 28 28 19 15 15

3 3 2 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

51 50 48 50 50 46 45 44

8 6 5 4 4 2 1 0

4,083,338 4,052,002 4,202,680 5,085,014 4,270,207 4,377,348 4,500,000 4,500,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

4,083,338 4,052,002 4,202,680 5,085,014 4,270,207 4,377,348 4,500,000 4,500,000

4,083,338 4,052,002 4,202,680 5,085,014 4,270,207 4,377,348 4,500,000 4,500,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 4,248,813 4,187,204 4,329,589 5,226,972 4,403,793 4,513,322 4,620,000 4,620,000

事業外収入(b) 12,880 13,627 16,056 9,909 9,923 9,430 9,800 9,800

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 4,261,693 4,200,831 4,345,645 5,236,881 4,413,715 4,522,752 4,629,800 4,629,800

支 出 事業費(e) 4,243,944 4,183,266 4,320,821 5,225,875 4,396,127 4,507,501 4,615,800 4,615,800

管理費(f) 8,413 8,512 4,958 6,823 6,505 6,761 5,000 5,000

事業外支出(g) 8,000 36,800 11,100 8,000 8,000 7,500 8,000 8,000

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 4,260,357 4,228,578 4,336,879 5,240,698 4,410,632 4,521,762 4,628,800 4,628,800

1,336 △ 27,747 8,766 △ 3,817 3,083 990 1,000 1,000

1,336 △ 27,747 8,766 △ 3,817 3,083 990 1,000 1,000

142 632 11,003 2,422 4,272 151 0 0

資 産 流 動 資 産 433,072 565,669 682,006 550,000 637,505 640,000 640,000 640,000

固 定 資 産 229,643 266,119 277,994 288,000 294,130 300,000 300,000 300,000

計 662,715 831,788 960,000 838,000 931,635 940,000 940,000 940,000

負 債 流 動 負 債 376,593 537,936 645,507 520,000 597,922 600,000 600,000 600,000

固 定 負 債 104,180 111,278 120,915 122,000 135,864 142,000 142,000 142,000

（うち引当金等） 104,180 111,278 120,915 122,000 135,864 142,000 142,000 142,000

計 480,773 649,214 766,422 642,000 733,786 742,000 742,000 742,000

資 本 基本（資本）金 64,800 64,800 68,400 68,400 68,400 68,400 68,400 68,400

剰 余 金 等 117,142 117,774 125,178 127,600 129,449 129,600 129,600 129,600

計 181,942 182,574 193,578 196,000 197,849 198,000 198,000 198,000

※平成１８年度以降の上記目標数値については，平成17年4月1日現在の目標値である。

昭和６２年８月１日

  １　基本情報(団体記入)

－

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

567

96.7

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数

県からの受託事業の再委託率（％）

４２　財団法人宮城県下水道公社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区堤通雨宮町４－１７

事業内容

県内の流域下水道の維持管理を県から受託

０２２－２７６－２５２１

県内の単独公共下水道の維持管理を市町から受託

主要事業名

　指定管理者制度の導入など、下水道を取り巻く環境は大きく変化しており、団体はこれらの変化に柔軟に対応して行くことが求められる。また、今後予想される厳しい経営環境を乗り切り、団体自らの存続を守
るためにも、現行組織体制の見直しや経営効率化に向けた抜本的な取り組みが急務となっている。このような中、出捐者である県としても、団体に対する人的関与を減らしながら、自立的経営に向けた指導を
強化すると共に、団体が長年にわたり流域下水道の維持管理を通じて蓄積してきた経験や専門的知識などのノウハウを最大限生かして、指定管理者制度導入により将来予想される民間団体との競争に負け
ない堅固な組織・経営体制を確立すべく、いっそうの経営指導及び支援を進めて行く方針である。なお、県職員の派遣については、当初平成１７年度末に終了予定であったが、派遣期間を２年単位とする事務
手続き上、平成１８年度末をもって終了となる。
　平成１７年３月の委員会意見への対応状況であるが、県派遣職員の引き上げについては、現在２人いる県派遣職員を平成１７年度末に1人、平成１８年度末に１人それぞれ削減する計画であり、平成１８年度
末をもってすべての県職員派遣を終了する方針である。次に、指定管理者制度導入時における民間が参入可能な部分の検討についてであるが、団体の存在意義や役割を踏まえ、将来に向けた大きな課題と
して引続き検討して行く方針である。最後に、委託費積算の吟味についてであるが、積算自体は適正に行われているものの、委託費圧縮の観点から、業務内容の見直しや経費節減等により、よりいっそうのコ
スト縮減に向けた努力を行っていく方針である。

常勤職員数の削減（嘱託職員含む）(人)

水質検査分析受託市町村数(市町村)

【H17.3】
団体に対する意見
①公社の役員、評
議員ともに公社の利
害関係人（自治体関
係者）であるので、
効率的経営の観点
から、役員等に第三
者の登用を検討す
べきである。

県に対する意見
①Ｈ１８には県職員
の派遣をやめる計
画であり、注視す
る。
②再委託率が高い
ので、指定管理者
導入時には、民間
が参入可能な部分
を検討すべきであ
る。
③県の委託費が巨
額であるので、積算
については、常に吟
味すべきである。

【H18.3】
団体に対する意見
①指定管理者制度
導入により、これま
で以上に公社として
の存在意義を問わ
れることになる。こ
れまで蓄積してきた
専門的な知識や経
験を効果的に活か
すことはもちろん、よ
り一層経営の効率
化に努め、民間団
体との競争に負け
ない体質を確立して
いくことが必要であ
る。

①石越処理場管理棟空調設備保
守点検を直営で実施。②職員数を
1人減じ50人とした。③県の派遣
職員を2人減じ6人とした。④水質
検査受託手数料を6％引き下げ
た。⑤ホームページを開設した。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

県からの下水道施
設の維持管理業務
委託において、団
体の再委託率が高
いことから、民間と
の役割分担を踏ま
えた業務の効率的
な運営を検討する
必要がある。

○公社の事務事業等を調査し、下水道施設の維持
管理業務の内。これまで再委託していた業務で可
能なものを、公社自ら行う。【Ｈ１３～】
○組織を再編する。【Ｈ１３】
○平成１２年度から水質検査の効率化、直営化、
頻度の見直し、維持管理及び保守点検業務の再委
託の積算歩掛の精査等を行っており、継続実施す
る。
○平成１１年度から職員数を抑制している。
●県派遣職員を段階的に削減する。

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善及び県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（Ｄ）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

62.8063.70

- -

105.6

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

経営指標 定義

移動式汚泥処理施設の維持管理業務受託業務

単独公共下水道の維持管理を町村から受託

流域下水道施設の維持管理業務受託業務

０２２－２７６－２５３１

△ 67.9

3.9

△ 6.3

2.5

－

県の損失（債務）保証額(g )

－

　 うち県職員（派遣職員）

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

常勤職員数

（流動資産÷流動負債）×100

95.8

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

2.5

0.0

Ｈ１６（実績）

0.1

1.1

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

639

96.5

-

659

106.6

60.40

542

H13～H16増減率
（％）

96.7

-

Ｈ１６年度

61.69

△ 12.4

105.1

理事長　菊地次男

http://www.mswa.jp/

広域汚泥処理業務として移動脱水施設の運転管理業務棟を市・町より受託

△ 57.0

5.5

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

土木部下水道課

34,200千円（50.0％）

114.9

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

△ 32.1
△ 8.0①経営改

善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

流動比率（％）

①保守点検直営化について対
象施設を検討・実施。②職員
数を２人減じ４５人とする。な
お、一部業務を再委託から直
営管理するため、嘱託職員３
人を継続雇用する予定。③県
派遣職員を２人減じ２人とす
る。④水質検査業務、保守点
検業務の効率化を推進する。
⑤ホームページ内容充実。

2.0

0.9

0.3

4.5

0.1

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

①汚泥減量化施設の直営管理を実
施した（※嘱託職員３名採用）。②
石越処理場の無人管理化を実施し
た。③石巻東部処理場への職員配
置は現有職員の配置換えで対応
し、さらに職員数を1人減じ47人とし
た。④県派遣職員を1人減じ4人とし
た。⑤水質検査業務手数料の割引
等、各委託業務の効率化に努め
た。⑥ホームページの内容を充実し
た。

4.5

①石越処理場管理棟空調設備
保守点検を直営で継続実施。②
職員数を2人減じ48人とした。③
県の派遣職員を1人減じ5人とし
た。④水質検査受託手数料を
8％まで引き下げた。⑤ホーム
ページの内容を充実した。

（1） 前年度の経営目標の達成状況
に関する評価結果（概要）
　目標は達成しているが、今後も経
営の効率的な執行に努めていく。

（2） 本年度以降の目標設定の考え
方
　更なる組織体制の見直しを始めと
して、業務内容を見直してコストの
縮減に努める。

（3） 委員会意見（Ｈ17年　3月）への
対応
　役員等への第三者の登用につい
ては、役員会等で検討して参りた
い。

△ 96.5

2.5

0.0

－

△ 50.0

－

0.4

△ 8.0

①課　　　　　題

2.5

△ 5.0

2.5

－

2.5

△ 67.9

Ｈ１４（実績）

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

－

－

－

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

2.5



区分 県の考え方

1 理事会 監事

2 2

2 　

4 4

3

2 2

4

2 2

5

2 2

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

1 1

1 1

- -

- -

7

1 1

8

3 3

9

3 3

10

1 1

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

4 4

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

4 4

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

1 1

17

2 2

18 理事会 監事

1 1

19

2 2

20

- -

Ⅰ　全評価項目を通して、
各項目に対する団体コメ
ントは、実績から見ても、
概ね妥当と判断する。

Ⅱ　各評価項目について
６：維持管理委託料につ
いては、管理運営の効率
化等による管理経費縮減
に向け、引き続き団体の
経営改善を指導して行く
方針である。

７：役職員の見直しについ
ては、これまでも継続的に
取り組んでいるところであ
り、団体組織のスリム化
はもちろんのこと、県職員
の派遣についても、平成
18年度末をもってすべて
引き上げる計画である。

１４・１５：公認会計士等有
識者の経営幹部等への
登用については、現在の
ところ予定は無いものの、
今後の厳しい経営環境を
踏まえ、将来的な課題とし
て団体側と共に検討して
行きたい。

Ⅲ 結論
　指定管理者制度導入な
どの環境変化に対応でき
るよう、団体の自立的な
経営を促がすため、県の
人的関与の見直しをはじ
めとする団体の組織体制
の改革及び管理運営の
効率化に向けた経営指導
をさらに進めていく方針で
ある。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

県民

　広く県民に対し下水道にかかる普及・啓蒙を図るとともに、効率的な下水道施設の維持管理等を行い、県民の快適で住み良い環境づ
くりを目指す。

４２　　財団法人宮城県下水道公社
県担当課　土木部下水道課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

県民が健康で快適な生活をおくるため、下水道の整備促進及び水質監視、下水汚泥の円滑な処理処分など効率的な維持管理を行う。

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「常勤職員数の削減」

取組目標 「水質受託市町村数」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

１：再委託率については、
横ばいではあるが、今後
とも可能なものから直営
化に向け検討し、再委託
率を下げていくよう努力し
ていきたい。

６：取り組み目標について
は、目標を達成しており、
今後とも経営改善に向
け、努力していきたい。

１４・１５：当公社は、県の
代行業務が主であり、行
政経験豊富な県OBを役
員等に登用していること
から、現在のところ民間有
識者の幹部登用の予定
は無いが、経営効率化の
観点から、これら民間人
の経営関与は有効と考え
ており、公認会計士等の
監事登用と併せて、将来
の民間有識者の登用につ
いて、今後県と共に検討
して行きたい。

１７：Eメール等で情報の
把握に努めている。

１８：下水道の維持管理
は、住民の生活環境に重
要な役割を担っており公
社業務への一層の期待
が伺える。



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

2,824,377 1,868,073 1,800,926 2,029,277

571,576 430,075 420,639 400,369

4,001,780 3,370,792 820,981 1,225,841

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

76 54 67 143 106 154 162 187

590,197 519,819 394,468 414,642 421,002 383,520 383,453 363,378

197,500 127,554 132,737 127,331 147,373 151,668 123,400 117,500

4 3 2 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

54 50 48 47 47 43 43 40

1 1 1 1 1 0 0 0

0 0 0 0 250 210 0 0

34,600 3,600 3,364 3,158 3,158 3,134 3,134

6,290 5,377 4,729 5,146 5,072 4,472 4,372 3,827

40,890 8,977 8,093 8,304 8,480 7,816 7,506 3,827

23,590 7,177 6,411 6,725 6,901 6,249 5,939 3,827

2,120 2,120 2,120 2,120 2,120 2,120 2,120 2,120

2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000

2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000

0 0 24,466,000 23,395,625 24,786,000 22,247,038 20,659,510 18,161,530

収 入 事業収入(a) 7,396,404 6,111,915 3,188,905 6,652,135 3,771,590 5,790,234 4,591,277 5,740,958

事業外収入(b) 99,867 18,895 17,054 15,590 12,663 12,629 15,000 15,000

その他の収入(c) 141,579 7,054 156,655 113,152 301,355 163,571 101,000 101,000

計(d) 7,637,850 6,137,864 3,362,614 6,780,877 4,085,608 5,966,434 4,707,277 5,856,958

支 出 事業費(e) 7,397,733 5,668,941 3,042,546 6,541,797 3,655,486 5,705,489 4,457,127 5,587,474

管理費(f) 0 153,038 116,735 140,087 145,694 148,589 120,000 120,000

事業外支出(g) 234,757 107,191 75,573 77,946 76,434 77,185 73,000 73,000

その他の支出(h) 5,360 126,800 55,940 0 124,250 0 0 0

計(i) 7,637,850 6,055,970 3,290,794 6,759,830 4,001,864 5,931,263 4,650,127 5,780,474

△ 136,219 201,640 △ 28,895 △ 92,105 △ 93,361 △ 128,400 △ 43,850 △ 24,516

0 81,894 71,820 21,047 83,744 35,171 57,150 76,484

0 81,894 71,820 21,047 83,744 35,171 57,150 76,484

資 産 流 動 資 産 4,360,923 6,204,901 28,784,055 26,786,111 28,168,077 26,540,519 ※1 ※1

固 定 資 産 29,375,373 31,177,254 9,458,823 9,303,912 13,113,473 12,833,358 ※1 ※1

計 33,736,296 37,382,155 38,242,878 36,090,023 41,281,550 39,373,877 ※1 ※1

負 債 流 動 負 債 4,716,935 12,315,296 4,732,522 7,412,126 7,703,699 5,735,442 ※1 ※1

固 定 負 債 28,252,034 24,736,947 33,108,625 28,207,493 29,721,221 25,606,885 ※1 ※1

（うち引当金等） 5,128,355 5,660,787 4,595,876 4,327,847 4,391,605 4,123,152 ※1 ※1

計 32,968,969 37,052,243 37,841,147 35,619,619 37,424,920 31,342,327 ※1 ※1

資 本 基本（ 資本 ）金 21,850 21,850 21,850 21,850 21,850 21,850 ※1 ※1

剰 余 金 等 745,477 308,062 379,881 448,464 3,834,780 3,886,548 ※1 ※1

計 767,327 329,912 401,731 470,314 3,856,630 3,908,398 ※1 ※1

※平成17年度以降の上記目標数値については，平成17年5月27日現在の目標値である。
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県からの単年度貸付金(f )

△ 8.9

45.3

△ 8.5

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

2.9

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

４３　　宮城県住宅供給公社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区上杉１－１－２０

事業内容

戸建て用地及び建物の分譲

０２２－２６１－６１６１

  １　基本情報(団体記入)

Ｈ１４年度

　予想を超える景気の長期低迷や民間開発業者との競合という厳しい状況下において経営努力・営業努力を継続し、分譲事業の販売実績を前年度実績の約1.6倍にまで高めたが、年度目標の74％にまでしか
達成しておらず、１４年連続の地価の下落を背景に経営改善計画の中枢をなす分譲収入の落ち込みが要因となり、借入金の計画的な償還が出来ないことが公社経営の健全化を困難にしている。また、保有
未活用地についてはその有効活用に向けて関係機関と協議をし、早急に処分計画を策定する予定である。
　一方、定年退職者の正職員による補填を実施しないことや役職員の給与の一部カットを通じて人件費の削減に努めているが、今後もその努力の継続が求められる。
　今後も急激な景気回復や土地評価額の下げ止まりは大きく期待出来ないが、前年度の販売実績を大きく上回った平成16年度の販売促進策の継続や適正な宅地販売価額の設定並びに民間活力を利用した
宅地分譲により、年度目標達成に向けたさらなる営業努力が求められる。

分譲区画数(区画）

人件費(千円)

事務経費(千円)

【H17.3】
団体に対する意
見
①新規分譲事業
への着手は原則
として行わないこ
ととしているが、過
去の契約の経緯
から、H16に新た
な保留地の取得
が発生している。
この保留地につい
て、早期に販売計
画を作り、早期販
売に努力すべきで
ある。
②開発を中止した
森郷の今後の処
分計画を早急に
策定するべきであ
る。
③借入金の返済
は、分譲地を計画
どおりに分譲でき
るかにかかってい
るので、計画通り
に分譲ができるよ
う、経営努力・営
業努力が必要で
ある。

【H18.3】
団体に対する意
見
①計算書類作成
を精緻に行うべき
である。
②森郷の処分計
画の早期解決を
期待する。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

常勤役員数

0.0

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

住宅・宅地の分譲事業
は、民間事業との競合
が生じてきており、縮小
する必要がある。また、
会計処理や分譲事業等
に関する平成12年度包
括外部監査の指摘を踏
まえた速やかな改善が
必要である。

②役職
員数
（単位：
人）

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「県の業務委託等の在り方の見直し、業務の縮

小、競合分野の民間へのシフトを行う団体」

③県から
の財政
的関与
（単位：
千円）

委託金(a)

県の損失（債務）補償額(g )

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

0.0

Ｈ１６（実績）

1.3

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

△ 4.6

①課　　　　　題
Ｈ１４（実績）

△ 58.0

1.0

46.0

－

48.2

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

657848 817１人当たり人件費（月）（千円）

0.5

92.5

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（流動資産÷流動負債）×100

分譲事業

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

管理事業

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（Ｄ）評価結果及び取組目標設定の
考え方

△ 16.0

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

0.2

74.9

Ｈ１６年度

0－－

50.4

0.1

81.8

608.2

0.2

80.8

△ 30.0

△ 69.4

Ｈ１５年度

△ 28.2

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

土木部住宅課

20，050千円（93.8％）

H13～H16増減率
（％）

理事長　平　　秀毅

ｈｔｔｐ://ｗｗｗ．miyagi－ｊｋ．or．jp

昭和41年1月8日

０２２－２６１－０８３１

受託事業ほか

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

公社賃貸住宅の管理ほか

経営指標 定義

－

79.0

土地区画整理事業の業務代行ほか

主要事業名

-

△ 13.8

1.3

△ 5.8

△ 2.1

△ 16.3

37.5

△ 0.3

56.1

△ 45.7

365.6

△ 100.0

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

53.5

△ 0.8

△ 11.8

（1） 前年度の経営目標の達成状況
に関する評価結果（概要）
①景気の低迷が続く中，経営改善計
画の中枢をなす住宅の分譲戸数（区
画数）が目標の74％という結果とな
り，H15実績を58％上回った。今後，
目標を達成するために，より一層の
販売促進に努める。
②人件費については概ね目標どおり
であったが，事務経費については，目
標を15％上回った。これは消費税の
会計科目の計上変更による増加が主
な要因となっている。
（2） 本年度以降の目標設定の考え
方
より一層の経営の健全化を図るた
め，分譲収入を高めに目標設定し
た。この根拠は，前年度菅谷団地で
20代・30代の若年層に好評だった小
宅地への割返による分譲を本年度は
菅谷団地だけなく将監団地でも行うと
ともに，菅谷団地において，民間活力
を利用した宅地分譲やみやぎ版住宅
を建設・分譲する計画があり，集客効
果も期待でき，分譲地の販売促進が
図られる。また，メーカーとの共同分
譲住宅の販売も促進する。
（3） 委員会意見（Ｈ17年3月）への
対応
①新規事業に着手しないのに保留地
を取得する理由は　→　新規事業を
行っていない。保留地取得は継続事
業によるものである。  ②森郷の処分
計画は　→　県及び利府町と具体的
な活用案を策定中　③借入金返済に
伴う分譲地を計画どおりに分譲する
ための経営努力・営業努力は　→
新聞広告，広報紙，新聞折り込みチ
ラシ，インターネットホームページによ
る最新情報の提供，街頭チラシ配布・
ポステイング等考えられるあらゆる販
売方法を今後も実施するとともに，小
宅地への割返しによる分譲やみやぎ
版住宅による建設・分譲を予定してい
る。
※1：予定貸借対照表を作成していな
いので記入していない。

△ 58.0

△ 7.8

0.0

0.0

△ 25.5

△ 6.1

△ 9.4

0.0

2.0

△ 10.2

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

・事業の縮小、組織の合理化を図るため、組織の再編を行う。

・新規分譲事業への着手は原則として行わない。ただし、実施
する場合は、市町村のまちづくり事業等への貢献が可能である
事業に限定する。【H14～】

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

・既分譲団地の販売促進、未着手団地の開発計画の再検討を
行う。【H13～】

・新会計基準に基づく会計処理により透明性を確保する。【H14
～】

・3部10課から3部6課に改編

・市街地再開発事業への参画要請を辞退

・「10ヵ年経営改善計画」を策定
・分譲促進本部を設置し、全職員によるチ
ラシ配布等を実施開始
・大衡村奥田地区部分開発に係る協議開
始

・H14.4.1から新会計基準に基づく会計処
理に移行

・退職者の補填はしなかった。

・新規分譲事業への着手は行わな
かった。

・分譲価格の市場近傍類似価格への
引下げを実施した。
・民間と連携した共同分譲を実施し
た。

・新会計基準に基づく決算処理を実
施した。

・正職員による退職者の補填はしなかっ
た。

・新規分譲事業への着手は行わなかった。

・共同分譲住宅の販売促進のため、家具
付きフェアを実施した。
・街頭でのチラシ配布や民間アパートへの
ポスティングを実施した。

・平成16年9月から平成15年度決算情報を
公社ホームページで公開した。
・資産価額の適正化に係る再評価を実施し
た。

・正職員による退職者の補填はしない。

・新規分譲事業への着手は原則として行
わない。

・大宅地を小宅地にする割返しの実施
・民間活力を利用した宅地分譲やみやぎ
版 住宅の建設・分譲

・減損会計を導入する。

 



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

① ①

3

② ②

4

③ ③

5

③ ③

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

③ ③

① ①

③ ③

　 　

7

① ①

8

④ ④

9

② ②

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事
　　　資産価額の適正化の
実施により，含み損益な
し。

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

④ ④

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

② ②

17

① ①

18 理事会 監事

③ ③

19

③ ③

20

① ①

Ⅰ全評価項目を通して
ⅰ評価結果（コメント）は
概ね妥当であると考えら
れる。
　 民間と競合する宅地造
成・分譲事業分野での公
社の役割は縮小してきて
いるが、別な分野で高齢
者向け優良賃貸住宅の
管理事業の受託実績が
伸びてきている。

ⅱ委員会の意見にもある
ように、景気の長期低迷
の中で経営努力・営業努
力を続け、経営改善計画
の中枢をなす分譲事業の
分譲実績を前年度実績の
約1.6倍にまで高めたが、
年度目標の74％にまでし
か達しておらず、今後も販
売促進策を色々模索しな
がらの営業努力の継続が
求められる。

Ⅱ 各評価項目ごとに
ⅰ補助金は、モデル住宅
展示場の維持管理費であ
るため依存度は低い。

ⅱ正職員の減少等により
人件費の削減については
概ね目標を達成出来た
が、分譲区画数の増加に
ついては長期の景気低迷
が、事務経費の削減につ
いては固定資産税の増加
が要因となって目標を達
成出来ず、さらなる経営
努力の継続が求められ
る。

ⅲ原則として県職員は派
遣しない方針である。

ⅳ監事に公認会計士を選
任し、また、インターネット
を通じた業務・財務内容
の公開により、より透明性
のある事業運営に努める
よう指導している。また、
平成１６年度に実施した
資産価額の適正化により
客観的な資産評価が可能
となった。

Ⅲ 結論
今後も急激な景気回復や
土地評価額の下げ止まり
は大きく期待出来ない
が、前年度の販売実績を
大きく上回った平成１６年
度の販売促進策の継続
や適正な宅地販売価額の
設定並びに民間活力を利
用した宅地分譲により、年
度目標達成に向けたさら
なる営業努力が求められ
る。

　   資産合計が増加した
ため，借入依存度は低下
傾向にある。

 　　 流動比率が下がった
理由は，流動負債の次期
返済長期借入金の計上に
よるものであるが，決算時
の一時的な計上であり実
質的には横ばいである。

　 　今回，人件費が増加し
たのは退職給付引当金の
繰入による一時的な増加
であり，実質的には低下
傾向にある。

　　　現在，定款，業務報
告，一般会計の損益計算
書・貸借対照表及び剰余
金計算書は公表済。

　　　「経営検討委員会」を
開催して民間有識者の意
見を採り入れて事業を展
開した。

　　　資産価額の適正化の
実施により，資産合計が
増加。

　　　土地価格の長期的な
下落傾向続き，分譲事業
収支がマイナスとなったこ
とによる。

　
ア　景気低迷等により
当期目標比７４．１％。

イ　概ね目標達成　当期
目標比１．５％オーバー。

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

①目標を達成 ③目標を未達成②目標をほぼ達成

①著しく改善

取組目標 「分譲区画数の増加」

取組目標 「人件費の削減」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

住宅を必要とする勤労者。

住民の住生活の安定と，社会福祉の増進に寄与する。

　４３　宮城県住宅供給公社
県担当課　土木部住宅課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

積立分譲等の方法により居住環境の良好な集合住宅及び宅地・住宅を供給する。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「事務経費の削減」

⑤著しく悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

　　　景気低迷，土地評価
額の長期下落傾向が続い
ているおり，分譲事業の経
営は昨年度より厳しい。

　　　公社単独で，役員及
び管理職職員に対して，
給与の一部カットを実施。

　　　民間と競合する部分
からは撤退する方針であ
るが，民間で困難なまちづ
くり事業，高齢者向けの事
業などの使命は残されて
いる。

①既に全て公開

ウ　消費税の会計科目の
計上変更等により
当期目標比１５．７％オー
バー。

④把握していない①含み損益なし ②含み損有り

　　　分譲区画数について
は幾分高めの設定になっ
ているが，今後，健全な経
営を行うために高めの目
標値を設定。

③含み益有り

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③一部解消 ④解消策検討中

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

②既に一部公開

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③今後予定 ④予定なし
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所 在 地 設 立 代 表 者 県 担 当 課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

H13年度 H14年度 H15年度 H16年度
2,599,773 2,384,472 2,598,346 2,636,148

176,468 98,639 131,533 137,737

51,671 37,987 45,081 38,957

112,841 115,424 125,118 130,317

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 H１５実績 H１６目標 H１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

73 72 71 71 72 72 70 70

180,830 184,443 188,153 168,922 190,787 169,654 170,500 174,100

3 3 3 3 3 3 3 3

0 0 0 0 0 0 0 0

73 72 71 71 72 72 70 70

1 1 1 0 0 0 0 0

1,516,568 1,208,915 1,452,852 1,276,203 1,373,971 1,398,435 1,356,117 1,356,117

0 0 0 0 0 0 0 0

600 600 600 600 600 600 600 600

1,517,168 1,209,515 1,453,452 1,276,803 1,374,571 1,399,035 1,356,717 1,356,717

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 3,147,510 2,816,487 3,106,098 3,073,358 3,148,480 3,058,489 2,968,608 2,931,408

事業外収入(b) 62,065 37,415 66,766 9,707 49,957 36,226 18,952 9,252

その他の収入（ｃ） 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 3,209,575 2,853,902 3,172,864 3,083,065 3,198,437 3,094,715 2,987,560 2,940,660

支 出 事業費(e) 2,940,753 2,636,522 2,900,078 2,853,093 2,943,159 2,845,400 2,771,700 2,732,950

管理費(f) 228,673 193,271 178,304 156,279 187,442 187,024 151,000 147,200

事業外支出(g) 16,854 40,257 66,850 37,542 53,050 58,907 61,860 56,510

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 3,186,280 2,870,050 3,145,232 3,046,914 3,183,651 3,091,331 2,984,560 2,936,660

23,295 △ 16,148 27,632 36,151 14,786 3,384 3,000 4,000

23,295 △ 16,148 27,632 36,151 14,786 3,384 3,000 4,000

11,741 △ 30,461 8,134 0 9,699 0 0 0

資 産 流 動 資 産 1,057,044 828,651 859,279 864,279 956,524 961,524 965,524 968,524

固 定 資 産 724,479 863,661 864,839 859,839 869,974 864,974 860,974 857,974

計 1,781,523 1,692,312 1,724,118 1,724,118 1,826,498 1,826,498 1,826,498 1,826,498

負 債 流 動 負 債 543,041 464,292 484,554 482,554 579,387 570,333 540,333 510,333

固 定 負 債 741,769 761,769 765,179 766,179 763,026 772,080 802,080 832,080

（うち引当金等） 741,769 761,769 765,179 766,179 763,026 772,080 802,080 832,080

計 1,284,810 1,226,061 1,249,733 1,248,733 1,342,413 1,342,413 1,342,413 1,342,413

資 本 基本（資本）金 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

剰 余 金 等 466,713 436,251 444,385 445,385 454,085 454,085 454,085 454,085

計 496,713 466,251 474,385 475,385 484,085 484,085 484,085 484,085

※　平成１７年度以降の上記目標数値については，平成１７年４月１日現在での目標値である。　

県の派遣職員を段階的に削減する。 平成１４年４月１日に１名削減し 派遣職員を廃止した。

公営住宅部門の修繕等は、県が民間に直接発注するよ
う見直しを行い、団体の一部業務の縮小を図る。【Ｈ１７
まで】

計画修繕、施設改善事業の一部につい
て、平成１５年度で試行的に直接民間発
注することとした。

計画修繕，施設改善事業の一部に
ついて試行的に直接民間発注した
（84,785千円）

計画修繕，施設改善事業の一部
について直接民間発注した
（58,531千円）

上記計画に基づき、職員数を削減する。 ４名削減し、８８名体制とした。 正職員を１名削減し，７１名体制とし
た

組織を再編する。【Ｈ１３】 平成１３年度に建築企画部と建築確
認室を統合し、建築審査部とした。

  ５　改革計画（県記入）　　　（○は団体が主体的に実施する事項、●は県が主体的に実施する事項）
改善内容

区分：「県の委託業務のあり方の見直し」
改革スケジュール

Ｈ１４（実績） Ｈ１５（実績）

新規事業の検査員を増員したた
め，目標より１名増員となった。

  ６　団体の取組計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方
　 宮城県建築住宅センターは、公的住宅の管理や、各種法律に基づく検査や確認事業など、県における住宅及び建築行政の補完的機能として県民福祉の向上に寄与してきた。平成１４年度は初めて赤
字決算となったが，平成１５，１６年度と黒字となっており，今後も，経営改善目標を具体的に揚げるとともに，特に１６年度増員した職員数の削減を図るよう指導し，経営の安定を図らせることとしている。
　修繕業務の県直接発注の拡大については，修繕工事の５割を占める空家・小口修繕は件数が多いうえに迅速な対応が求められることから，住宅管理業務と切り離すことが困難であり，又，残り５割は電
気・機械業務も含まれており，発注には専門的な職員の配置も必要となり，経費・人員の増が伴うことから，困難な状況にある。

本格的に発注する。

現状を維持する。

運営体制のスリム
化、経営の効率化
に向けた検討を行
う必要がある。

平成１２年度に作成した長期経営計画について必
要に応じて見直しを行う。

見直しを行うとともに、外部識者による
経営診断を実施し、この結果を経営理
念、改善目標等に反映させることとし
た

必要に応じて，長期経営の見直
しを行う。

Ｈ１７

177.3%

585

Ｈ１６（実績）

0.0

1.2

△ 0.2

県からの単年度貸付金(f)

(e),(f)うち無利子貸付金

一人当たり人件費（月）（千円）

補助金(b)

③県から
の財政的

関与
（単位：
千円）

②役職員
数

（単位：
人）

支出額(d)のうち一般財源

県からの貸付金残高(e)

委託金(a)

－

流動比率（％）

（Ｂ）年度別目標

－

1.8

0.0

1.8

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

0.0

591

△ 11.1

△ 2.9

△ 27.5

－

－

－

－

－

0.0

（流動資産÷流動負債）×１００

【H17.3】
団体に対する意
見
①目標値の達成
状況を注視して
いく。

【H18.3】
団体に対する意
見
①利害関係者が
容易に理解でき
るように，事業報
告書，収入明細
書，財産目録の
相互の関連を明
瞭にすべきであ
る。
②引き続き管理
費や修繕経費の
コストダウンに努
めてほしい。

0.5

△ 0.6

0.0

－

0.0

0.0

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×１００

42.3%

（Ａ）実績推移

-

556

（Ｄ）評価結果及び取組目標
の設定の考え方

（Ｃ）H16実績-H17
目標対比（％）

△ 24.6

Ｈ１６年度

42.9%

Ｈ１５年度

15.5

△ 21.9

-

土木部住宅課

事業費（単位：千円） H13-H16増減率
（％）

73.8%76.7%

10,000千円（33.3 ％）

1.4

Ｈ１４年度

仙台市青葉区上杉１丁目１番２０号

事業内容

県営、都市機構、公社住宅及び附帯施設の管理

主要事業名

理事長　佐藤健一

住宅管理事業

昭和４２年１２月５日

０２２-２６２-０３６９ ０２２-２１３-２７８９ http://www.mkj.or.jp

公共建築物の設計工事監理、耐震診断。

194.6%

住宅宅地相談。特殊建築物の定期報告。住宅性能保証制度の取り扱い。

建築確認、住宅性能評価事業

住宅相談、法１２条、住宅性能保証事業

受託事業の再委託率（％） （県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×１００

借入金依存度（％）

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×１００

支出額(d) 【(a)+(b)+(c）】

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

常勤役員数

当期収支差額(d-ｉ）

経常収支(a+b)-(e+f+g)

11.0

－

△ 2.9

△ 77.1

△ 77.1

－

⑤貸借対
照

（単位：千
円）

④収支計
算

（単位：千
円）

1)職員数（人）

2）新規事業（確認、評価）の促進（千円）

　 うち県職員（派遣職員）

負担金(c）

県の損失（債務）保証額(g)

①経営改
善（効率
化等）に
向けた取
組目標

当期剰余金（又は△当期損失）

  １　基本情報（団体記入）

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）（団体記入。ただし、役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入）

経営指標 定義 Ｈ１３年度

47.2%

594

165.1%178.4%

建築事業

４４　財団法人宮城県建築住宅センター

  ３　主な経営指標の推移（団体記入）

  ２　事業内容（団体記入）

課　　　　　題

-

建築物等確認検査。住宅性能評価。

71.1% 68.7%

-

45.8%

0.0

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の意

見

１．前年度の経営目標の達成状
況に関する評価結果（概要）
　職員数については、新規事業
である確認事業の増大により資
格のある検査員を増員したた
め、目標より1名の増員となっ
た。
　新規事業（確認、評価）の促進
については、確認事業について
は増加したが、評価事業につい
てはやや落ち込んだ。

２．本年度以降の目標設定の考
え方
　県営住宅等の住宅管理事業
については、指定管理者制度の
実施により経営環境が大変厳し
く、不安定になっているが公共
住宅の維持管理には長年のﾉｳ
ﾊｳを生かし万全を期していく。
　建築事業は前年度と同規模を
見込んでいるが、依然として公
共事業の規模縮小による受注
量の減少が不安材料として残っ
ている。
　住宅相談、法12条、性能保証
事業については、前年度と同規
模と見込んでいる。
　建築確認事業については、検
査機関の競合により従来のよう
な増加が望めず減少の見込み
となっているが顧客ｻｰﾋﾞｽのま
すますの充実をはかり利用促
進を図っていく。
　性能評価事業については低調
に推移しているが、今後も制度
の普及促進をはかり利用拡大
を図っていく。
　センターとしては公益法人とし
ての役割を担うため、職員資質
の向上や事務の合理化を進
め、公共住宅の維持管理、建築
物等の相談、指導、検査等を通
じて県民の安全と公共福祉の
増進に取り組んでいく。

３．委員会意見（Ｈ17年3月）へ
の対応
  目標値の達成に向け努力す
る。

1.2

△ 3.3

－

△ 1.6

△ 3.2

0.0



 
 
平成１６年度経営評価シート    ４４ 財団法人宮城県建築住宅センター     県担当課 土木部住宅課 
 

団体の使命 行政の一翼を担い、県民の社会生活の安定を図り、福祉の増進に寄与する。 
団体の顧客 県民、地方公共団体、各種団体、一般消費者、住宅供給業者、設計事務所 

 経 
 営 
 戦 
 略 団体の目的 公共住宅の受託管理及び建築物の質の向上と安全性の確保を図り、併せて住宅に関する知識の啓蒙及び相談を通じて県民福

祉の増進に寄与する 
 

区分 評   価   項   目    評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ② ②
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ② ②
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 
 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ③ ③
５ 一人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ③ ③

３ 

主 

な 
経 
営 
指 
標 
の 
推 
移 

 

１再委託率については、住宅

管理部門において維持修繕費

の割合が高いため率も高くな

っている。又、受託量の増減が

そのまま率に反映される特殊

性があり、16年度については修

繕費の減少により低下したが

前期以前と比較すると横ばい

である。 

 

２.一人当り人件費について

は、退職給付引当金及び法定福

利費の増加により上昇したが、

傾向としては横ばいである。 

Ⅰ全評価項目を通して   

平成１４年度は初めて赤字

決算となったが、１５，１

６年度と黒字決算となって

おり妥当な計画といえる。

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「職員数」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ③ ③

 イ 取組目標「新規事業(確認、評価)の促進」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ③ ③
８ 「収支計算」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 
 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ② ②
９「貸借対照」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 
 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ② ②
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①
11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。 
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ②

 

４ 
 経 
 営 
 改 
 善 
 に 
 向 
 け 
 て 
 の 
 取 
 組 
 計 
 画 

 

 
 
６ .職員数については、新規事

業である確認事業の増大により

資格のある検査員を増員したた

め目標を達成出来なかった。 

８ 損益に影響しない支出科

目の増加等により収支差額は

減少したが余剰金は前年より

増加した。         

９ ９７００千円の余剰金が

生じ、正味財産が増加した。 

 

 
Ⅱ各評価項目ごとに    

１ 再委託業務には工事請

負に付したものを多数含む。

６ 職員数の削減（１８年度

目標７０人）に努める必要が

ある。 

14・15業務内容及び経営状況

から、現体制で十分であると

思われる。 

 

 
12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と

   時価を比較し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全

確実なもので，満期保有を目的とするものを除く。 
理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損益有り ③把握していない ① ①
13 上記12 で「②含み損益有り」と評価した場合，その解消に努めたか。 
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①
14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ④ －
15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。 
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ④ ④
16 インターネットによる情報の公開に努めているか。 
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ② ②

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件

   数及び内容を把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①
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14.15当ｾﾝﾀｰか行って

いる事業内容から、現

行の体制で十分である

と考える。     

         

         

         

         

         

         

17 センター職員が窓

口及び現地に赴くなど

の対応を行っている 

 
 
 
Ⅲ結論          

今後も経営改善目標を具体的

に掲げるとともに、職員数の

削減を図るよう指導し、経営

の安定を図らせることとした

い。 

18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ② ②
19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。 
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ① ①

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合はトップや経

   営幹部の経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

 
 総 
 
 
 合 

 

  

 
 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

3,908 7,050 9,423

1,500,283 1,239,602 1,211,090

34,063 10,073 9,315

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

3 3 7 8 8 8 7 7 0.0

1,116 1,033 905 1,041 942 887 697 632 △ 5.8

1,343,349 1,194,471 998,664 1,083,478 962,971 943,200 707,000 705,400 △ 2.1

1,203,755 1,156,079 1,103,197 1,041,000 1,022,368 1,062,800 1,014,700 1,116,800 4.0

1 2 2 2 2 2 1 1 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0 ー

40 40 40 39 39 40 28 28 2.6

25 24 19 17 16 15 7 7 △ 6.3

1,497,976 1,400,103 1,233,545 1,350,745 1,196,738 1,275,316 962,990 980,990 6.6

32,201 12,172 14,848 24,524 22,839 42,637 24,850 11,850 86.7

0 0 0 0 0 0 0 0 －

1,530,177 1,412,275 1,248,393 1,311,670 1,219,577 1,222,327 987,840 992,840 0.2

1,379,558 1,206,634 1,015,894 1,108,770 986,569 987,554 762,840 748,240 0.1

0 0 0 0 0 0 0 0 －

0 0 0 0 0 0 0 0 －

0 0 0 0 0 0 0 0 －

0 0 0 0 0 0 0 0 －

収 入 事業収入(a) 1,497,976 1,411,280 1,238,358 1,300,650 1,209,837 1,209,690 962,990 980,990 0.0

事業外収入(b) 40,398 22,244 22,787 25,593 24,600 26,979 39,500 26,600 9.7

その他の収入(c) 2,927 854 996 201 847 198 203 203 △ 76.6

計(d) 1,541,301 1,434,378 1,262,141 1,326,444 1,235,284 1,236,867 1,002,693 1,007,793 0.1

支 出 事業費(e) 37,971 15,968 17,123 19,806 18,737 22,187 36,000 23,000 18.4

管理費(f) 1,499,800 1,414,607 1,238,689 1,302,528 1,210,406 1,211,614 964,990 982,990 0.1

事業外支出(g) 2,084 2,440 3,617 4,059 4,424 4,772 4,500 4,500 7.9

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0 ー

計(i) 1,539,855 1,433,015 1,259,429 1,326,393 1,233,567 1,238,573 1,005,490 1,010,490 0.4

△ 1,481 509 1,716 △ 150 870 △ 1,904 △ 3,000 △ 2,900 △ 318.9

1,446 1,363 2,712 51 1,717 △ 1,706 △ 2,797 △ 2,697 △ 199.4

△ 12,078 △ 20,896 △ 18,698 △ 22,059 △ 18,933 △ 22,287 △ 23,378 △ 23,278 17.7

資 産 流 動 資 産 935,160 420,613 330,425 270,250 300,392 284,253 281,386 278,619 △ 5.4

固 定 資 産 972,596 1,300,019 1,298,389 1,197,595 1,178,102 1,157,523 1,136,944 1,116,365 △ 1.7

計 1,907,756 1,720,632 1,628,814 1,467,845 1,478,494 1,441,776 1,418,330 1,394,984 △ 2.5

負 債 流 動 負 債 656,715 490,487 417,367 344,061 285,981 272,000 272,000 272,000 △ 4.9

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0 0 0 ー

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0 0 0 ー

計 656,715 490,487 417,367 344,061 285,981 272,000 272,000 272,000 △ 4.9

資 本 基本（資本）金 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 0.0

剰 余 金 等 751,041 730,145 711,447 623,784 692,513 669,776 646,330 622,984 △ 3.3

計 1,251,041 1,230,145 1,211,447 1,123,784 1,192,513 1,169,776 1,146,330 1,122,984 △ 1.9

※平成１７年度以降の上記目標数値については、平成１７年５月１６日現在の目標値である。

①再委託業務の内容や設計
仕様を見直し、発注仕様の
統合や入札参加業者数を増
やすなど、引き続き工夫・改
善を図ってまいりたい。

　　プロパー職員の雇用等に
より全体の人件費を抑制し，
施設管理コストも業務委託金
額の低減により9.5％の節減
が図られ，概ね目標を達成し
た。

（3） 委員会意見（Ｈ17年3月）へ
の対応

（1） 前年度の経営目標の達成
状況に関する評価結果（概要）

　　県スポーツ施設の利用者
へのサービス向上を図りつ
つ，施設の維持管理・運営経
費のコスト縮減の対応として
業務委託の見直し，光熱水
費等の省エネ方策を推進し，
あわせて多目的利用等の促
進を図りながら，利用者及び
収入の確保増に努めるもの
とする。その費用対効果を測
るトータル的な指標として，
施設利用者１人当たりに係る
コストを算出し，低減化に努
めるものとする。
　　また，平成18年度導入の
指定管理者に向け引続きコ
スト削減に努めるとともに，
組織体制を抜本的に見直す
ものとする。

（2） 本年度以降の目標設定の
考え方

○再編整備については、全庁的な議
論を進めていく上で教育庁としての
たたき台を作成。庁内研究会で内予
を説明し、各課から意見を求めてい
る。
○指定管理者制度に係る説明を受
け、施設のあり方と同時に、利用料
金制の導入について研究を進めた。
○職員派遣を平成１５年度５名削減
（２４名→１９名）した。

○スポーツ施設の再編整備に
係る基本計画を策定する。
○利用料金制を導入するため
の条例改正を行う。
○派遣職員を１７年４月に２名
削減（１７名→１５名）。指定管
理者制度の導入に向け、派遣
職員のあり方を検討する。

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

①課　　　　　題
Ｈ１４（実績） Ｈ１６（実績）

○機能重複施設が多い宮城野
原公園総合運動場の将来像に
ついて関係部と検討した。重複
施設である陸上補助競技場を
廃止した。
○使用料の見直しを図り、料金
体系・金額等を整理した。
○職員派遣を平成１６年４月で
２名削減（１９名→１７名）し、次
年度における派遣のあり方を調
整した。

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

105.0

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

理事長　山口優

http://www.mspf.jp

当財団の所有施設（大和町）の維持管理

53.00

464

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

教育庁スポーツ健康課

２５０，０００千円（50.0％）

H13～H16増減率
（％）

県 担 当 課

県 出 資 額

141.1

事業費（単位：千円）

5,787

1,413,570

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

50.60

△ 19.3

△ 72.6

県営スポーツ施設管理運営（４施設），体力つくり県民会議，スポーツ安全協会

ー

Ｈ１６年度

ー ー

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100 ー

Ｈ１５年度

51.0052.00

Ｈ１４年度

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

県からの貸付金残高(e)

０２２－３５６－８２６７

県の損失（債務）保証額(g )

経営指標 定義

宮城県自転車競技場管理運営事業

施設利用者数（人）

②役職員
数
（単位：
人）

　 うち県職員（派遣職員）

０２２－３５６－１１２５

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

競技スポーツ・生涯スポーツ振興事業

常勤職員数

受託事業（宮城県等）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移

常勤役員数

98.7

補助金(b)

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

県営スポーツ施設の
早期見直しを図るとと
もに、団体の経営基
盤の強化を図り、効率
的な施設の管理運営
に向けた検討を行う
必要がある。また、県
の人的、財政的関与
が強いので改善する
必要がある。

●県において重複するスポーツ施設の見直しを行う。

●スポーツ施設の見直しが完了した段階で施設管理の利
用料金制の導入を行う。

●県の派遣職員を段階的に削減する。

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与を見直す団体」
　　　　「県からの職員派遣を縮小・終了する団体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

④収支計
算書
（単位：
千円）

主要事業名

○財団が掲げる経営改善に向けた数値目標は、妥当と考える。県として上記５の改革スケジュールを推進するに当たって密に関連する内容であることから、財団の設置目的を踏まえながら連携・協議
を深めていきたい。
　財団としても、指定管理者制度の導入に対応し、主体的かつ積極的に、組織体制や経営戦略の再構築し、事業展開のあり方を検討していく必要がある。
○委託費ついては、当課においても前年度実績を参考としつつ、業務実態をヒアリングしながら内容を検討しており、総額的には縮減傾向にある。
　財団においても、再委託費の縮減のための同一業務の一括発注や仕様内容の見直し、入札参加業者数の増加など、対策や改善を引き続き進めていく必要がある。

組織の充実・強化を図るための
財団プロパー職員数（人）

施設利用者１人当たりコスト（単位：円）

維持管理経費（支出-収入）（単位：千円）

【H17.3】
団体に対する意
見
①競争原理を取り
入れた業務委託
の見直しにより、
維持管理運営経
費の縮減を図る
べきである。

県に対する意見
①委託費が巨額
であり、財団から
の再委託率も高
いので、委託費の
内容を吟味すると
ともに、民間参入
を検討すべきであ
る。

【H18.3】
団体に対する意
見
①基本財産を食
いつぶすことのな
いよう，経営改善
に引き続き取り組
んでほしい。
②施設利用率向
上に向けた努力を
注視していく。

○重複施設の再編整備に係る課題整
理を行った。
○利用料金制の早期導入をすいしん
しする旨を盛り込んだ財団運営基本計
画を策定し、理事会の承認を得た。
○派遣職員を平成１４年４月１日で１
名削減（２５名→２４名）し、次年度に
おける削減を検討した。

　 うち県職員（派遣職員）

１人当たり人件費（月）（千円）

10,181

45　財団法人宮城県スポーツ振興財団

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

利府町菅谷字舘４０番地１

事業内容

施設毎にスポーツ教室等の開催，市町村開催事業の助成，情報誌の発行

平成６年３月８日

  １　基本情報(団体記入)

Ｈ14年度

438

98.2

（Ｂ）年度別目標 （Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

（流動資産÷流動負債）×100

99.0

142.4

97.7

（Ｄ）評価結果及び取組目標
設定の考え方

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

440487

79.185.8



区分 県の考え方

1 理事会 監事

① ①

2 　

④ ④

3

① ①

4

① ①

5

① ①

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

① ①

① ①

① ①

③ ③

7

① ①

8

② ②

9

② ②

10

① ①

11

① ①

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

② ②

17

② ②

18 理事会 監事

② ②

19

② ②

20

ー ー

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標 「施設利用者数の増加」

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「組織の充実・強化を図るための財団プロパー職員の雇用」

取組目標 「施設利用者1人当たりコストの低減」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一般県民・スポーツ団体

広く宮城県民のスポーツについての理解と関心を深め，積極的にスポーツに取り組む意欲を高揚させるとともに，生涯スポーツの振興と
競技スポーツの向上を図り，併せて明るく豊かで活力のあるみやぎの郷土づくりに寄与する。

４５　財団法人宮城県スポーツ振興財団
県担当課　教育庁スポーツ健康課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

高齢化の進展，余暇時間の増大等，社会環境の変化に伴い，スポーツに対するニーズは多様化している。
すべての県民が生涯の各時期にわたって，それぞれの体力や年齢，目的に応じて，いつでも，どこでも，気軽にスポーツに親しむ「生涯
スポーツ」の推進が求められている。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「維持管理経費の低減」

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

①競争性の確保により落
札率が低下した

③自動販売機等収入の
割合が増加した

④未収入金の確保・未払
金の早期支払実施

⑤プロパー職員（低額）の
採用による

⑥
ア　プロパー職員１名採
用

イ　業務の再委託額が低
下した

ウ　委託費・光熱水費の
縮減を図った

エ　総合運動公園イベント
開催の観客数の減少

⑧各種事業収支のバラン
スが図られた

⑨流動負債の執行時期
の平準化が図られた

⑭県出納局長を監事に選
任している

⑮理事として民間団体の
代表者等を選任している

⑯事業計画・収支予算を
ホームページに公開した

⑰施設利用促進を図るた
め民間機関を含む協議会
を設置聴取済

⑲次期繰越額（剰余金）
の事業への展開検討

（記入の手引き参照）
Ⅰ全評価項目を通して
　ほとんどの項目におい
て目標が達成され、その
結果、プロパー職員の採
用や再委託費の縮減など
の効果が顕在化しつつあ
り、財団のコメントは妥当
である。
　また、委員会の意見に
沿って、仕様書の統合や
入札参加業者の拡大など
競争原理が働くよう措置
しており、維持管理経費
の縮減も図られている。

Ⅱ 各評価項目ごとに
　３　財団の主な事業が
県営施設の受託管理であ
り、大幅な引き下げは困
難であるが、自主事業の
展開などにより依存度を
低下できるよう指導してい
く。

　６、８、９　指定管理者制
度の導入に対応できる経
営の効率化に向け、業務
内容の見直しや競争性確
保などの対策の継続的な
実施を指導していく。

　７　派遣職員は、今後と
も計画的に削減していく。
なお、プロパー職員の採
用などにより、H１８年度
は大幅な削減を図る。

１２～１７　財団コメントと
のとおり実施されている。
インターネットを活用した
情報提供に加え、広範な
利用者ニーズの把握と
サービス提供への取り組
みやクレームを業務運営
に生かせる体制づくりな
ど、より一層の改善工夫
を指導していく。

Ⅲ 結論
　１８　施設の安定的かつ
公平な利用提供が求めら
れており、今後とも適正な
管理運営を指導していく。

　１９　指定管理者制度の
導入に対応できる組織体
制や経営戦略等を再構築
することを指導していく。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

25,273 24,425 22,713 23,485

20,394 16,260 16,323 14,169

22,345 20,830 20,355 19,928

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

72 52 51 50 54 50 50 50
78,149 75,661 78,467 82,000 77,069 79,000 79,000 79,000

49 47 45 42 42 40 40 40
1 0 0 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

7 7 7 6 6 6 6 6

0 0 0 0 0 0 0 0

31,292 29,776 29,041 28,829 28,445 28,829 28,829 28,829

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

31,292 29,776 29,041 28,829 28,445 28,829 28,829 28,829

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 116,856 106,690 102,802 100,441 100,624 101,207 101,207 101,207

事業外収入(b) 1,231 186 196 185 185 185 185 185

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 118,087 106,876 102,998 100,626 100,809 101,392 101,392 101,392

支 出 事業費(e) 70,162 63,190 61,156 59,708 58,702 59,708 59,708 59,708

管理費(f) 45,549 41,771 41,588 40,500 39,251 40,500 40,500 40,500

事業外支出(g) 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 115,711 104,961 102,744 100,208 97,953 100,208 100,208 100,208

2,376 1,915 254 418 2,856 1,184 1,184 1,184

2,376 1,915 254 418 2,856 1,184 1,184 1,184

1,453 1,337 119 0 2,765 0 0 0

資 産 流 動 資 産 28,933 28,141 26,296 ⋇ 1 27,922 ⋇ 1 ⋇ 1 ⋇ 1

固 定 資 産 33,649 33,276 33,112 32,949 32,996 32,834 32,834 32,834

計 65,582 61,417 59,408 ⋇ 1 60,918 ⋇ 1 ⋇ 1 ⋇ 1

負 債 流 動 負 債 11,873 9,371 8,265 ⋇ 1 7,010 ⋇ 1 ⋇ 1 ⋇ 1

固 定 負 債 3,169 3,168 2,147 2,147 3,168 2,147 2,147 2,147

（うち引当金等） 2,169 2,169 1,147 1,147 2,168 2,168 2,168 2,168

計 15,042 12,540 10,412 ⋇ 1 10,178 ⋇ 1 ⋇ 1 ⋇ 1

資 本 基 本（ 資本 ）金 10,003 10,003 10,003 10,003 10,003 10,003 10,003 10,003

剰 余 金 等 37,537 38,874 38,993 ⋇ 1 40,737 ⋇ 1 ⋇ 1 ⋇ 1

計 47,540 48,877 48,996 ⋇ 1 50,740 ⋇ 1 ⋇ 1 ⋇ 1

※平成１７年度以降の上記目標数値については，平成１７年６月１５日現在の目標値である。

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

ー

△ 4.8

ー

ー

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

ー

常勤職員数

○具体的な目標数値の設置
○市町村関係機関への働きか
け
○小中学校の利用促進
○ＨＰ等の活用による新規開拓
ＰＲ
○市町村からの講師紹介等の
支援協力関係の確立
○青年会館等との顧客の共有化
と事業共催
ボランティアサークルの養成と場
の提供
○事業間の統合
○文化教室の新規企画実施
○新規事業の開発と企画
○県の管理委託費の削減
（顧客数の実績）
・貸室人員33,323人
・会食事業45,144人
　　小計78,467人
（その他の利用実績）
・宿泊人員1,958人
・教室事業19,174人
・他教育事業3,718人
　　計103,317人
●県委託金の削減
(29,041千円)H14比97.5%　総支
出の28.2%

①課　　　　　題

0.6

0.0

1.7

ー

2.3

△ 58.5

Ｈ１４（実績）

ー

ー

ー

398.3

ー

0.0

300.2

2.5

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

△ 7.4

0.0

○継続

（目標とする顧客数）
・貸室人員35,000人
・会食事業43,000人
（その他の利用者数の目
標）
・宿泊人員2,000人
・教室事業20,000人
●県委託金の削減

△ 0.5

ー

ー

△ 32.2

ー

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○前年度取組実績を分析
し，具体的な数値目標を
設定
○市町村及び関係機関へ
ＰＲ活動の実施
○小中学校の利用促進
○ＨＰまたパンフレット等
による新規利用者（団体）
の開拓
○他施設との事業共催及
び利用者の共有化
○利用者からの意見等を
取り入れ，事業の一部見
直し。
（顧客数の実績）
・貸室人員34,603人
・会食事業42,466人
　　小計77,069人
（その他利用実績）
・宿泊人員1,987人
・教室事業19,924人
・他教育事業4,029人
　　計103,009人
●県委託金の削減
(28,445千円)H14比95.5%
総支出の29.0%

0.0

ー

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

26.4

243.6

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

理事長　阿部　恒子

http://www.fujin-kaikan.or./

宮城県婦人会館の管理運営

△ 30.5

△ 7.1

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

教育庁生涯学習課

0千円（　　0.0　％）

H13～H16増減率
（％）

28.2

ー

Ｈ１６年度

32.50

△ 10.8

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

270

31.70

278

ー

276

27.8

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

1.4

0.0

Ｈ１６（実績）

ー

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
　団体宿泊及び利用顧客
の数値目標は達成出来な
かったが，決算において，
２，８５６千円の差益と総
利用者数１０万人を確保
することが出来た。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
　県の施設，公益法人とし
ての設立目的を見失うこ
となく採算性と教育効果を
踏まえた経営に努める。
特に事業については，生
涯学習社会及び男女共同
参画社会に対応した学習
課題を設定し，県民への
機会・場の提供に努める。
　具体的数値目標（前年
度実績の２％増程度）を
設定して，その実現に努
力する。
　なお，平成１８年度以降
については，指定管理者
制度の導入等により目標
の設定が定まらない。

（3） 委員会意見（Ｈ17年
3月）への対応
　目標達成に向け努力し
ていく。

（※１）
　中長期経営計画を策定
していないため，貸借対
照の一部（流動資産・流動
負債）の目標値を記載し
ていない。

－

1.4

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

ー

教育事業

022-222-7815

△ 58.5

3.2

ー

0.6

ー

県の損失（債務）保証額(g )

ー

　 うち県職員（派遣職員）

経営指標 定義

会館管理事業

福利厚生事業

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

31.4032.70

ー ー

318.1

宿泊部門の利用率
の低下，収入の減
少傾向を踏まえた
経営改善が必要で
ある。

○団体宿泊客の確保と新規開拓
○利用客の確保と新規開拓
○現開設の文化教室運営の見直し
○新規受講者，特に若年層・男性受講者の開拓
●県の会館管理委託費の削減

新規事業の開拓(事業)

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

　財団法人みやぎ婦人会館は，県内婦人の組織活動の助長並びに婦人の教養と福祉の増進を図り，明るく住みよい地域社会の建設に寄与することを目的に設立され活動してきた団体であり，宮
城県婦人会館の中に事務局を置き，施設の管理運営，県の研修事業，及び宿泊事業，会食事業，教室事業を行ってきた。平成１６年度については，一部数値目標を達成できなかったものの，決算
において前年度を大きく上回る差益を出す等，団体として相当の経営努力を行っている。今後，県としては団体が掲げた経営改善に向けた数値目標の達成のため，その方策を助言していくととも
に，経営の安定を図る適切な指導を行っていきたい。

「県に対する委員会意見（H17年3月）への対応」
　宮城県婦人会館については，今後民間事業者の参入も視野に入れた指定管理者制度の導入が予定されているところである。

団体宿泊顧客の確保(団
体)
利用顧客の確保(人)
文化教室運営の見直し(教室)

【H17.3】
団体に対する意見
・目標値の達成状
況を注視していく。

県に対する意見
・特殊な設備はない
ので，施設管理委
託費については民
間算入も検討すべ
きである。

【H18.3】
団体に対する意見
①会計上引き当て
るべき退職金は計
上すべきである。
②女性施策を講じ
ている他の団体（財
団法人宮城県母子
福祉連合会）との連
携や統合について
検討してはどうか。

県に対する意見
①一泊研修の事業
効果を再検討すると
ともに，事業数の絞
り込み，運営方法の
見直しに取り組んで
ほしい。
②男女共同参画社
会の実現が求めら
れる中，女性に特
化した施設や施策
について見直しを行
うべきである。見直
しに当たって，他の
団体（財団法人宮
城県母子福祉連合
会）との連携や統合
について検討しては
どうか。

○ホームページを開設，宿泊・催
事・各教室の案内掲載
・顧客リストの継続的作成管理実
施
・親子（乳幼児）対象の事業の拡
充，女性団体の一泊研修の指定
期日等の廃止，教育団体等への
利用案内，子育て支援サークルと
の共催事業の開催等による利用
顧客の確保
○教室の整理統合を実施（１教室
を廃止，２教室統合，１教室新設）
(顧客数の実績）
・貸室人員34,881人
・会食事業40,780人
　　小計75,661人
（その他の利用実績）
・宿泊人員2,170人
・教室事業21,100人
・他教育事業3,556人
　　総合計102,487人
●県委託金の削減
(29,776千円)総支出の28.3%

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

４６　財団法人みやぎ婦人会館

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区錦町1丁目一番20号

事業内容

①　教室事業　②　一泊研修　③　教養講座

022-222-7721

宿泊施設及び貸室の管理運営

主要事業名

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

昭和47年3月4日

  １　基本情報(団体記入)

ー

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

273

28.1

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数



区分 県の考え方

1 理事会 監事

② ②

2 　

① ①

3

④ ④

4

① ①

5

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

② ②

② ②

② ②

② ②

7

① ①

8

② ②

9

② ②

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

③ ③

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

③ ③

17

① ①

18 理事会 監事

② ②

19

② ②

20

ー ー

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標 「新規受講者の開拓」

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「団体宿泊顧客の確保」

取組目標 「利用顧客の確保」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

・県内地域婦人（女性）団体　・一般県民　・企業，団体等及び小・中・高・大学等教育機関

・県内婦人の組織的活動の助長と教養の並びに福祉の増進　・県民への生涯学習の支援

４６　財団法人みやぎ婦人会館
県担当課　教育庁生涯学習課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

・婦人の教養と福祉の増進を図り明るく住みよい地域社会の建設に寄与する。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「現開設の文化教室運営の見直し」

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

１受託事業については，
県より２件あるが，再委託
率は３４％であり前年度に
比べ横ばい傾向である。

６
ア小中学校・高校・子ども
会・老人会等に対して宣
伝活動を徹底した。結果
として，２団体の会館利用
があった。
イ企業訪問，また利用案
内の送付（ダイレクトメー
ル），またホームページの
充実等の宣伝活動によ
り，全体として利用者数１
０万人を確保した。
ウ定期的な利用者の満足
度調査や収益率の低い
教室を整理した（４５教室
→４２教室）。
エ「みやぎの食パート２（１
０３名参加）」，「竹馬の友
大学（６４名参加）」の事業
を実施し，若年層や男性
の受講者を開拓した。

８・９事務事業の見直し等
を行い，職員数を１名削
減したことによるもの。

１４予算的に公認会計士
等を選任することは難し
い。

１５毎年度，民間経営者
等に依頼はしているが，
無報酬ということもあり，
すべて断られている。

１６平成１７年度中に財務
等に関する資料も含めた
情報の公開をインター
ネットを通じて行いたいと
考えている。

１７県民の学習要求に対
応するため，スーパーアド
バイザー制度を導入し，
「愛・農・遊」体験事業の
開発に取り組んだ。

１８開館以来，婦人を対象
とした事業を実施して婦
人の地位向上に寄与して
きた。社会の変化とともに
財団並びに施設のあり方
が問われているが年間１
０万人の利用実績を継続
しており，会館並びに財
団に対する期待は今日に
おいても大きいと考える。

Ⅰ全評価項目を通して
・県からの受託事業の金
額は減少傾向にあるが，
再委託率は横ばい傾向で
ある。

Ⅱ各評価項目ごとに
６インターネットや職員に
よる広報活動の実施等に
より，年間利用者数１０万
人を確保している。また支
出を抑える経営努力等に
より，決算において前年
度を大きく上回る差益を
出している。

Ⅲ結論
　今後，財団が掲げた経
営改善に向けた目標の達
成のため，その方策を助
言していくとともに，経営
の安定を図る適切な指導
を行っていく。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

1,797 936 1,051 728

400 0 785 639

420 420 894 548

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

ー 検討 管理費抑制管理費抑制管理費抑制管理費抑制管理費抑制管理費抑制
1,975 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1,975 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1,975 0 0 0 0 0 0 0

1,975 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 1,444 530 1,141 492 623 394 694 694

事業外収入(b) 4,140 1,756 3,408 3,408 2,046 4,606 3,306 3,306

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 5,584 2,286 4,549 3,900 2,669 5,000 4,000 4,000

支 出 事業費(e) 2,888 1,356 2,730 3,900 1,915 3,800 3,000 3,000

管理費(f) 2,408 930 645 1,000 873 1,200 1,000 1,000

事業外支出(g) 0 0 0 100 0 0 0 0

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 5,296 2,286 3,375 5,000 2,788 5,000 4,000 4,000

288 0 1,174 △ 1,100 △ 119 0 0 0

288 0 1,174 △ 1,100 △ 119 0 0 0

※ ※ △ 3,737 0 △ 2,902 0 0 0

資 産 流 動 資 産 7,191 5,693 4,115 3,623 3,254 2,860 2,166 1,472

固 定 資 産 31,200 31,200 29,040 25,640 27,000 23,400 20,100 16,800

計 38,391 36,893 33,155 29,263 30,254 26,260 22,266 18,272

負 債 流 動 負 債 0 0 0 0 0 0 0 0

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0

資 本 基本（資本）金 31,200 31,200 29,040 25,640 27,000 23,400 20,100 16,800

剰 余 金 等 7,191 5,693 4,115 3,623 3,254 2,860 2,166 1,472

計 38,391 36,893 33,155 29,263 30,254 26,260 22,266 182,727

※平成１７年度以降の上記目標数値については，平成１７年５月３１日現在の目標値である。

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

ー

ー

ー

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

ー

常勤職員数

○理事会において寄附行為を改
正（団体の存立終期を平成２５年
３月３１日と設定）し、基本財産の
処分による事業運営方針を決定
した。

①課　　　　　題

△ 36.8

125.1

98.4

ー

79.3

－

Ｈ１４（実績）

△ 12.1

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）

「団体の存続期間を平成
２５年３月までと設定し、そ
れまでの間、基本財産を
取り崩して事業を継続す
る」という運営方針が確立
されている。事業活動の
改善もなされ、目標は達
成されているものと思慮
する。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方

①事業の効率的な実施に
努める。
②管理費は総支出の２
５％以内とする。

（3） 委員会意見（Ｈ17年
3月）への対応

効率的な事業実施に努め
る。

（注記：「※」印）
④収支計算書中、当期利
益（又は△当期損失）欄
のＨ１３実績、Ｈ１４実績に
ついては、正味財産増減
計算書を作成していない
ため記入を省略していま
す。

ー

ー

ー

ー

87.3

ー

ー

ー

ー

ー

ー

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

ー

ー

県からの貸付金残高(e)

○基本財産の取り崩しによ
る効率的な事業運営に努
める。

△ 13.3

△ 13.2

ー

ー

△ 13.2

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○基本財産の取り崩しに
よる効率的な事業運営に
努めた。

ー

ー

理事長代理　　白石　晃

報告書等の印刷・頒布

59.8

△ 59.5

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

教育庁文化財保護課

０千円（０．０％）

H13～H16増減率
（％）

ー

ー

Ｈ１６年度

ー

30.5

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

37

ー

183

ー

62

ー39.5

ー

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７

ー

△ 13.3

Ｈ１６（実績）

△ 12.1

ー

37.5

ー

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

文化財愛護思想の普及

０２２－２１１－３６９３

普及資料の刊行

調査研究

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

県からの補助金等収入依存度（％）

県の損失（債務）保証額(g )

ー

　 うち県職員（派遣職員）

経営指標 定義

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

ーー

ー ー

ー

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

団体の人員規模及
び事業規模が小さ
く、効率的な運営が
困難な状況にある
ことから、今後の事
業展開について検
討を行う必要があ
る。

○団体の自主財源により効率的な事業活動を行
う。
　　【Ｈ１３～】

●県の文化財愛護思想普及啓発事業補助金を廃
止する。【Ｈ１４～】

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「廃止団体又は廃止が予定されている団体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

　
　　目標の達成状況を注視していくとともに、必要に応じて指導・助言を行う。

事業活動の改善

補助金見直し（単位：千円）

【H17.3】
団体に対する意
見
①目標値の達成
状況を注視してい
く。

【H18.3】
団体に対する意
見
①目標値の達成
状況を注視する。

○理事会において今後の運営方
針を検討し、寄附行為中に存立終
期（平成２５年３月３１日）の規定を
追加し、基本財産の取り崩しを
行って事業を実施する運営方針を
決定した。

●補助金を廃止した。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

４７　財団法人宮城県文化財保護協会

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区本町３丁目８－１

事業内容

機関紙発行、見学・研修・講座の実施、文化財愛護団体育成

０２２－２１１－３６８３

文化財の資料収集、実態調査

主要事業名

（Ｅ）経営目標・評
価推進委員会の
意見

昭和４２年２月９日

  １　基本情報(団体記入)

ー

（Ｃ ）
H16実績～H17目標
対比（％）

52

ー

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

④ ④

3

④ ④

4

ー ー

5

① ①

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

① ①

ー ー

ー ー

ー ー

7

① ①

8

④ ④

9

④ ④

10

① ①

11

① ①

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

③ ③

17

② ②

18 理事会 監事

① ①

19

③ ③

20

③ ③

１・２・３
該当なし

４
流動負債が無い。

５
非常勤職員の勤務日数
が変更（減）になったこと
から人件費が減少した。

６
解散を前提として、基本
財産を取り崩しながら公
益事業を実施している。

７
常勤の役職員はいない。

８・９
基本財産を取り崩して事
業を実施していることによ
る。

10・11
該当なし

12・13
有価証券、土地等の資産
を所有していない。

14
銀行経営者１人

15
民間経営者５人

16
県からの補助金等を受け
ていないが、今後におい
て、インターネットによる
情報の公開の可否を検討
する。

17
講演会開催時にアンケー
トを実施している。

18
社会的要請は現在でも存
在している。

19・20
基本財産を取り崩して事
業を実施していることによ
る。

Ⅰ全評価項目を通して

　解散を前提に、基本財
産を取り崩しながら公益
事業を実施しており、団体
の評価結果は妥当と思慮
する。

Ⅱ 各評価項目ごとに

３
県は財政的関与を行って
いない。

６・８・９
県は財政的関与を行って
いない。

７
県職員は派遣していな
い。

12・13・14・15・16・17
　目標の達成状況を注視
していくとともに、必要に
応じて指導・助言してい
く。

Ⅲ 結論

18・19
  平成２５年３月の解散を
前提に、基本財産を取り
崩しながら公益事業を実
施しており、今後、社会的
要請や経営状況を見極め
ながら、必要に応じて指
導・助言を行うものとす
る。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「○○○」

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

宮城県民

宮城県下における文化財の保存と活用を積極的に推進する

４７　財団法人宮城県文化財保護協会
県担当課　教育庁文化財保護課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

県民文化の向上に寄与する

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「事業活動の改善」

取組目標 「○○○」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標 「○○○」

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

消防法第１３条の２３の規定により危険物取扱者保安講習を県から受託し実施 15,005 15,075 15,473 15,062

2,044 1,630 1,526 1,898

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

4,165 4,104 3,944 4,000 3,980 4,000

1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

18,140 20,619 16,999 17,173 17,173 17,000 17,000 17,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

18,140 20,619 16,999 17,173 17,173 17,000 17,000 17,000

1,982 1,982 1,943 1,943 1,943 1,900 1,900 1,900

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 19,943 21,933 18,544 17,726 18,031 18,884

事業外収入(b) 4,056 3,007 3,902 2,992 3,172 2,896

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 23,999 24,940 22,446 20,718 21,203 21,780

支 出 事業費(e) 11,267 18,978 18,979 19,991 18,688 23,057

管理費(f) 3,208 2,227 2,409 2,600 2,337 3,770

事業外支出(g) 620 1,300 2,100 360 360 400

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0

計(i) 15,095 22,503 23,488 22,951 21,385 27,227

8,904 2,435 △1,042 △2,233 △182 △5,448

8,904 2,435 △1,042 △2,233 △182 △5,448

4,094 2,774 △1,051 △2,233 △185 △5,448

資 産 流 動 資 産 4,242 7,119 6,156 6,100 5,722 5,000

固 定 資 産 2,738 1,514 3,605 3,600 3,642 3,700

計 6,980 8,633 9,761 9,700 9,364 8,700

負 債 流 動 負 債 364 446 525 600 274 250

固 定 負 債 2,523 1,319 3,419 3,500 3,560 3,600

（うち引当金等） 2,523 1,319 3,419 3,500 3,560 3,600

計 2,887 1,765 3,944 4,100 3,834 3,850

資 本 基 本 （ 資本 ）金 0 0 0 0 0 0

剰 余 金 等 4,093 6,868 5,816 5,600 5,631 4,850

計 4,093 6,868 5,816 5,600 5,631 4,850

　危険物取扱者保安講習の実施機関として設立された法人であることから，取組み計画が当該事業を主体としたものとなっていること，委託料が収入の大半を占めている現状はやむを
得ないものと考えているが，今後も経費節減努力の継続及び自主財源の確保に繋がる事業の実施等により，徐々に県からの委託費に依存しない体質を改善していくことが必要と考え
る。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

284

（A）実績推移

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

340 350

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

※平成１７年度以降の目標数値については，平成１７年５月２３日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に関
する評価結果（概要）
　　平成１６年度の危険物保安講習の
受講者数は、前年度より３６名多い３，９
８０名となり、目標値の４，０００名を若
干下回り、ほぼ達成できた。また、平成
１６年度の当期利益は、△１８５千円と
経費節減に努めた結果、赤字額を前年
度の△１，０４２千円を大幅に削減でき
た。

２　本年度（以降）の目標設定の考え方
　　危険物取扱者保安講習の収入が大
半を占めている。このところの景気の低
迷・企業の合理化等で年々県内の危険
物施設が減少傾向にあり受講者の減少
が懸念されているが，ポスターの配布
等による各種広報活動に努め，前年目
標と同じ４，０００人を確保したい。この
ため、ポスター５００枚作成し、配布・掲
示を依頼し、また、５２００あまりの事業
所に保安講習の案内書を発送し、周知
徹底を図った。会報に講習予定を掲載
して、２、７００部を各事業所に配布し
た。更に平成１７年度からホームページ
を立ち上げ広報に努める予定である。
自主財源の確保については、平成１７
年度から県内各高校に対し、図書斡旋
のパンフレットを発送し、図書の斡旋販
売の増収を図るほか、会報の広告料収
入の増収を図る予定である。

３　委員会意見（Ｈ17年3月）への対応
・受講者の安定確保について
　広報用ポスターを５００枚作成し，関係
機関への配布・掲示を行う。また，今年
度中にホームページを公開し，広報予
定である。
・自主財源の開拓について
　今年度から県内各高校に対し，危険
物取扱者試験の参考書等斡旋のパン
フレットを発送する等行い，図書斡旋販
売の増収を図るほか，会報の公告収入
の増収を図る予定である。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

当期収支差額 (d - i)

県からの受託事業の再委託率（％）

④収支
計算書
（単位：
千円）

４８  社団法人宮城県危険物安全協会連合会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

危険物取扱者保安講習受
講者数の確保（人）

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

Ｈ１３年度経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

仙台市青葉区堤通雨宮町４番１７号

事業内容

各事業所に従事している危険物取扱者免状所有者を調査し、講習の未受講を防止するため県より受託

主要事業名

０２２ー２７６ー４８５０

危険物取扱者保安講習

危険物取扱者従事状況調査

０２２ー２７６ー４８５０

2088.31172.5

80,9

借入金依存度（％）

宮城県総務部消防課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

H13～H16増減率
（％）

会長　亀井昭伍

http://www.miyakiren.jp

昭和６３年３月３１日

0千円（0.04）

△0.1

75.7

Ｈ１６年度

1.0

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 304

75.6 82.7

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】
③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【H17.3】
団体に対する意見
①受講者数の安定確保及
び自主財源の開拓が不可
欠である

【H18.3】
団体に対する意見
①財政基金引当金は引当
金の要件を充たしておら
ず，取り崩すべきである。
②ホームページの更新を行
い，有効に活用すべきであ
る。

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 1165.4 1596.2



区分 県の考え方

1 理事会 監事
4 4

2 　
4 4

3
2 2

4
1 1

5
1 1

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。
理事会 監事

2 2

ー ー

ー ー

ー ー
7

1 1
8

2 2
9

3 3
10

1 1
11

2 2

12 理事会 監事

1 1
13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1
14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

4 4
15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

1 1
16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

2 2
17

2 2

18 理事会 監事
1 1

19
2 2

20
ー ー

２　借入金なし
３　ほぼ横ばいの状況，
当連合会は県が実施す
る危険物取扱者保安講
習業務等を受託し，実施
することを目的に設立さ
れた経緯があるため，ど
うしても県からの委託業
務が主体となっている。
４　負債が無いため高
率。　５　低下傾向にあ
る。　　　　　６　平成１６年
度の危険物保安講習の
受講者数は，前年度より
36名多い3,980名で目標
値4,000名を若干下回っ
たものの，ほぼ達成でき
た。また，平成16年度当
期利益は，△182千円と
経費節減の結果、赤字を
前年度△1,042千円を大
幅削減した。
８　６で示したとおり改善
９　変化なし
１０該当なし
１４　財政規模があまり大
きくないため予定してい
ない。
１６　理事会で承認され，
平成１７年度から公開し
ている。
１７　毎年，保安講習受講
者に対しアンケート調査
を実施し把握している。
１８　危険物施設での火
災・漏えい事故件数は，
全国で過去最悪の水準
にあります。このため，危
険物を貯蔵・取り扱う危
険物取扱者に対する保
安講習の実施は，事故の
未然防止のため、非常に
重要であり，このため消
防法で規定しているもの
で，社会的要望はきわめ
て強いものがあります。

Ⅰ全評価項目を通して
　危険物取扱者保安講習
の実施機関として設立さ
れた法人であることから，
取組み計画が当該事業
を主体としたものとなって
いること，委託料が収入
の大半を占めている現状
はやむを得ないものと考
えている。　経費節減にも
努めていることから，今
後は，自主財源の確保に
繋がる事業を確保し，県
からの委託費に依存しな
い法人の体質改善が必
要と考える。

Ⅱ各評価項目毎に
項目６～１１→危険物取
扱者保安講習受講者数
の確保については，目標
値を若干下回ったもの
の，県内の危険物施設数
と，当該施設に従事して
いる危険物取扱者が
年々減少してきているこ
とを考慮すると，昨年同
様の4,000人は目標数値
として適当であり，当該目
標を概ね達成できたこと
は評価できる。
項目１６→今年度中に
ホームページ公開予定で
ある。
項目１８→危険物は一旦
取扱いを間違うと県民の
生命・身体・財産に関わ
る重大災害に繋がる危険
を有しています。また，全
国的には危険物施設に
おける火災・漏えい事故
件数は，過去最悪の水準
で推移しており，県内で
はほぼ横ばいで推移して
いるものの，保安講習等
の事業を通じて災害防止
と公共の安全の確保を目
的としている当該法人の
社会的要請は依然として
高いと考えます。
Ⅲ　結論
　今後も経費節減努力の
継続及び自主財源の確
保に繋がる事業等により
県からの委託費に依存し
ない法人の体質改善に
ついて指導していく。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。
①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない
上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成
取組目標

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。
①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。
①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

危険物取扱従事者

危険物に関しての安全管理の調査研究、取扱に係る指導、防災思想の啓蒙普及

４８　社団法人宮城県危険物安全協会連合会
県担当課　総務部消防課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

危険物の災害防止と公共の安全の確保

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「危険物取扱者保安講習受講者数の確保」

取組目標
①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価
格と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等
安全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成
取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

38,055 45,926 45,885 47,320

180,749 178,627 167,759 164,625

67,369 58,953 56,925 55,531

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

13 14 13 14 14 14

1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

2 6 6 6 6 6

0 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

90,238 99,491 94,416 92,809 92,809 92,404 92,404 92,404

90,238 99,491 94,416 92,809 92,809 92,404 92,404 92,404

90,238 99,491 94,416 92,809 92,809 92,404 92,404 92,404

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 271,354 286,574 273,493 272,126 269,652 274,042

事業外収入(b) 2,560 1,704 1,927 1,379 1,869 1,528

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 273,914 288,278 275,420 273,505 271,521 275,570

支 出 事業費(e) 77,373 73,237 65,367 76,572 65,791 74,311

管理費(f) 174,540 185,673 180,693 192,496 175,552 192,163

事業外支出(g) 34,258 24,595 24,510 3,000 26,132 3,000

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0

計(i) 286,171 283,505 270,570 272,068 267,475 269,474

△ 12,257 4,773 4,850 1,437 4,046 6,096

△ 12,257 4,773 4,850 1,437 4,046 6,096

△ 12,514 4,282 4,629 △ 3,903 △ 755 6,074

資 産 流 動 資 産 117,353 104,781 104,565 105,587 106,977 113,073

固 定 資 産 54,773 54,864 55,266 55,154 58,343 58,343

計 172,126 159,645 159,831 160,741 165,320 171,416

負 債 流 動 負 債 68,271 50,627 50,141 54,390 51,132 51,132

固 定 負 債 20,712 21,593 17,636 18,200 22,889 23,495

（うち引当金等） 20,712 21,593 17,636 18,200 22,889 23,495

計 88,983 72,220 67,777 72,590 74,021 74,627

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000

剰 余 金 等 43,143 47,425 52,054 48,151 51,299 56,789

計 83,143 87,425 92,054 88,151 91,299 96,789

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

Ⅰ 全評価項目を通して　平成１６年度における経営評価結果は，全体を通して横ばいとなっており，経営改善への取り組みが目標通り推移しているものと判断している。
Ⅱ 各評価項目ごとに　　　③，⑥，⑧，⑨運営経費については，平成４年度より東北各県の負担金を据え置き，東北自治総合研修センター共通管理経費についても節減に努めている
ことから，減少傾向にあるが，今後も東北各県の協力を得ながら，管理委託費の仕様の見直しによる節減などの指導を行い，より一層，県の財政的関与が縮減されるよう努める。⑦，
⑫～⑰団体の効率的な運営に向け，東北各県で組織している本団体の評議員会や本県から派遣している職員などを通じて引き続き指導していく。
Ⅲ 結論　⑱，⑲地方行政の円滑な運営を図り，地域の発展に資するため，職員の資質向上を目的とした中長期の研修事業を実施している本団体への支援は，本県が目指す政策立
案型官庁への飛躍のためにますます重要となっていくものと考える。今後も東北各県と連携しながら，本団体のより一層の効率的な運営に向け，引き続き指導していく。

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

289 376

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

※平成１７年度以降の目標数値については，平成１７年４月１日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
　取組目標「効果的・効率的研修の
実施」については，各県からのニー
ズに対応し，随時，研修内容の見直
し等を行いながら，計画どおり実施
することができた（目標を達成した）。
当期収支については，業務委託内容
の見直しや事務費の節減に努め，支
出を抑えるとともに，各県からの負担
金収入も抑えたこともあり，前年度と
同額程度となった。貸借対照表の各
科目については，前年度と増減は少
なかった。以上を勘案し，目標設定も
「ほぼ適当」であった。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　各県の多種多様な研修ニーズにど
れだけ応えられ，事業を実施してい
るかを判断するために「研修回数｣を
取組目標として設定するもの。
　平成１７年度の「取組目標値」「収
支計算書」「貸借対照表」については
事業計画ベースで計上している。
　県からの負担金については、毎年
９月に開催される「東北自治総合研
修センター運営協議会」において決
定されることから、平成１８年度以降
の数値は同額で計上している。ま
た、県職員については、財団の適切
な運営を維持するため引き続き派遣
する予定である。

３　委員会意見（Ｈ17年3月）への対
応
 目標達成に向けて努力していく。

補助金(b)

（A）実績推移

４９　財団法人東北自治研修所

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

東北各県の研修ニーズに応
じた効果的・効率的研修の実
施（単位:回(研修回数)）

寄宿舎管理事業

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

－

39.5 41.3

－

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

宮城県黒川郡富谷町成田二丁目２２－１

事業内容

中堅職員研修等の実施，研究会の開催，機関誌の発行，財団事業の啓発

東北自治総合研修センター(寄宿舎「青葉寮」を除く)の管理

主要事業名

022(351)5771

研修等事業

Ｈ１３年度

寄宿舎「青葉寮」の管理

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

24.3

－

209.2

－

208.5

34.1

396

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

借入金依存度（％）

022(351)5773

経営指標

施設管理事業

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

総務部　人事課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

△ 17.5

H13～H16増減率
（％）

理事長　三浦　秀一

http://www.thk-jc.or.jp/jichiken/index.htm

昭和39年3月24日

50 千円 （ 0.1 ％）

△ 8.9

34.2

Ｈ１６年度

43.042.7

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 387

32.9 34.5県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】
③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【H17.3】
団体に対する意見
・設定された経営目標の達
成状況を注視していく。

【H18.3】
団体に対する意見
①光熱水費を始め経費に
ついては，引き続き，効率
的かつ効果的な支出に努
められたい。

県に対する意見
①外部への開放を含めた
施設の有効活用の検討が
望まれる。

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

当期収支差額 (d - i)

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 171.9 207.0



区分 県の考え方

1 理事会 監事

２ ２

2 　

４ ４

3

２ ２

4

２ ２

5

２ ２

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

１ １

ー －

ー －

ー －

7

１ １

8

３ ３

9

３ ３

10

１ １

11

１ １

12 理事会 監事

１ １

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

１ １

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

４ ４

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

４ ４

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

１ １

17

1 １

18 理事会 監事

２ ２

19

２ ２

20

ー －

①～⑤各経営指標につ
いてはほぼ「横ばい」
で推移している。

④・⑧・⑨について
は，H１３年度とH１４
年度以降では数値に変
動あるのに「横ばい」
「変動なし」と評価し
ているのは，収入にお
いて，各県からの負担
金の合計は，近年，５
千万円で推移してきた
が，H１２及びH１３年
度に限り１／２の２千
５百万円としていたこ
とから，評価に当たっ
ては，各県からの負担
金収入を本来の５千万
円に戻したH１４年度以
降の数値を比較して評
価したものである。

⑥取組目標「効果的・
効率的研修の実施」に
ついては，各県からの
ニーズに対応し，随
時，研修内容の見直し
等を行いながら，計画
どおり実施することが
できた（目標を達成し
た）。

⑧ 当期収支について
は，業務委託内容の見
直しや事務費の節減に
努め，支出を抑えると
ともに，各県からの負
担金収入も抑えたこと
もあり，前年度と同額
程度となった。
⑨ 貸借対照表の各科目
については，前年度と
増減は少なかった。
⑪ 以上を勘案し，目標
設定も「ほぼ適当」で
あった。

⑭ ⑮「④予定なし」と
している理由について
は，当財団の事業は，
東北六県の県・市町村
の職員研修に係るもの
であり，現在の態勢で
問題ないものと考えて
いるが，引き続き経費
削減等を図り，適切な
団体運営に努めてい
く。

⑰　各県の研修担当者
会議での意見徴収及び
研修ごとにアンケート
等を実施し，常にその
把握に努めている。

⑱⑲  以上を総合的に
判断し，当財団設立の
社会的要請は現在もあ
り，経営状況も「良
好」を維持しながら
「横ばい」で推移して
いる。

Ⅰ 全評価項目を通して
・平成１６年度における経
営評価結果は，全体を通
して横ばいとなっており，
経営改善への取り組みが
目標通り推移しているも
のと判断している。
Ⅱ 各評価項目ごとに
③，⑥，⑧，⑨運営経費
については，平成４年度
より東北各県の負担金を
据え置き，東北自治総合
研修センター共通管理経
費についても節減に努め
ていることから，減少傾向
にあるが，今後も東北各
県の協力を得ながら，管
理委託費の仕様の見直し
による節減などの指導を
行い，より一層，県の財政
的関与が縮減されるよう
努める。⑦，⑫～⑰団体
の効率的な運営に向け，
東北各県で組織している
本団体の評議員会や本
県から派遣している職員
などを通じて引き続き指
導していく。
Ⅲ 結論
⑱，⑲地方行政の円滑な
運営を図り，地域の発展
に資するため，職員の資
質向上を目的とした中長
期の研修事業を実施して
いる本団体への支援は，
本県が目指す政策立案
型官庁への飛躍のために
ますます重要となっていく
ものと考える。今後も東北
各県と連携しながら，本団
体のより一層の効率的な
運営に向け，引き続き指
導していく。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

　東北六県の県・市町村等職員

　研修等事業及び東北自治総合研修センターの維持管理業務・寄宿舎の運営管理

４９　財団法人東北自治研修所
県担当課　総務部人事課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

　東北地方の地方公共団体職員の資質向上と地方行政の円滑な運営を図り，もって東北地方の発展に資する。

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「研修ニーズに応じた効果的・効率的研修の実施」

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

85,574 73,014 72,626 78,130

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

97,611 87,687 84,148 75,000 74,989 75,000

42,504 34,177 32,174 39,750 33,494 36,140

1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

13 13 13 14 13 13

0 0 0 0 0 0 0 0

6,550 5,959 4,370 0 3,253 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1,000 1,000 1,000 700 700 700 700 700

7,550 6,959 5,370 700 3,953 700 700 700

7,550 6,959 5,370 700 3,953 700 700 700

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 97,611 87,687 84,148 75,000 74,989 75,000

事業外収入(b) 162,774 54,189 40,071 47,940 48,178 32,040

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 260,385 141,877 124,219 122,940 123,167 107,040

支 出 事業費(e) 85,574 73,014 72,626 91,980 78,130 76,580

管理費(f) 33,178 48,981 33,880 31,410 32,245 41,110

事業外支出(g) 133,628 21,667 11,510 1,660 1,640 3,730

その他の支出(h) 0 0 0 1,000 0 1,000

計(i) 252,380 143,662 118,016 126,050 112,015 122,420

8,005 △1,785 6,203 △2,110 11,152 △14,380

8,005 △1,785 6,203 △3,110 11,152 △15,380

14,500 16,925 65,600 △4,421 △159 △16,605

資 産 流 動 資 産 91,998 86,077 78,228 94,351

固 定 資 産 415,440 417,440 426,992 417,321

計 507,438 503,517 505,220 511,672

負 債 流 動 負 債 29,770 25,634 11,582 16,553

固 定 負 債 77,984 61,274 11,430 13,070

（うち引当金等） 77,984 61,274 11,430 13,070

計 107,754 86,908 23,012 29,623

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 322,943 322,943 327,258 327,258

剰 余 金 等 76,741 93,666 154,950 154,791

計 399,684 416,609 482,208 482,049

　平成16年度に引き続き，今後も主な収入源である受託調査収入の安定化を見守るとともに，事業計画等により経営状況を確認しながら，助言・指導していきたい。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

207

（A）実績推移

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 204

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】
③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

251 212

（C）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

※平成17年度以降の目標数値については，平成17年9月30日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）

　調査経費等の節減に努め事業費を
削減することができた。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方

　受託調査収入の安定的確保及び
調査経費の削減。

３　委員会意見（Ｈ17年3月）への対
応

　今後も目標の達成に向け，引き続
き努力していきたい。

【備考】H１７の予定貸借対照表は作
成していない。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

５０　財団法人東北開発研究センター

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

事業収入（千円）
調査研究費（調査経費）（千円）

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

-

- -

-

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区大町2丁目15-31　大町電力ビル別館

事業内容

東北地方の開発整備の推進方策，同地方の社会経済，産業，地域開発動向等に関する調
査研究

主要事業名

022-222-3394

調査研究業務

Ｈ１３年度

022-222-3395

経営指標

（D）経営目標・評価推進委
員会の意見

△8.7

-

570.0

-

675.4

企画部企画総務課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

H13～H16増減率
（％）

会長　幕 田　圭 一

http://www.tohoku-drc.or.jp/

昭和59年8月17日

90,000千円 （27.5％）

4.3

Ｈ１６年度

--

3.22.9 4.9県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 309.0 335.8

【H17.3】
団体に対する意見
①設定された経営目標の
達成状況を注視していく。

【H18.3】
県に対する意見
①負担金の削減・廃止につ
いて引き続き検討すべきで
ある。

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

④ ④

3

② ②

4

① ①

5

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

① ①

① ①

- -

- -

7

① ①

8

③ ③

9

③ ③

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。

④ ④

17

① ①

18 理事会 監事

① ①

19

② ②

20 　　　　

- -

６ア 予定通り受託でき目
標を達成することできた。

６イ 経費節減に努め目標
を達成できた。

８ 当期利益は1000万円
前後で推移している。（15
年度は引当金の負債計
上（5084万円）取りやめ，
16年度は記念事業実施
による。)
９ 総資産額は約5億円前
後で推移している。

14 財団の資産規模等の
条件から、公認会計士に
よる外部監査の実施は特
に予定していない。ただ
し、税務関係は、顧問税
理士の指導を受けてい
る。
15 既に、民間経営者を登
用している。
16 他団体（経営状況の同
規模のシンクタンク）等の
状況を確認しながら検討
している。
17 インターネットにより受
けている。

Ⅰ全評価項目を通して

　財務内容には特に問題
はなく，団体の評価結果
についても妥当と判断で
きる。

Ⅱ 各評価項目ごとに

３ 補助金等収入依存度
は常に低位（賛助会員負
担金と委託事業1件のみ）
で推移しており特に問題
はない。
６,８,９ 県の財政的関与は
低く特に問題はない。

14 現在監事に第三者の
民間人2人（商社代表,金
融機関支店長）を登用し
ており,税務関係について
も顧問税理士の指導をい
ただいていることから,現
行のままで特に支障が出
るとは考えにくい。
16 ホームページ上で財
務諸表等の情報公開は
行っていないことから,他
団体の状況を考慮しなが
ら早期に公開できるよう
指導していく。

Ⅲ 結論
　18 H16年度に引き続き,
今後も主な収入源である
受託調査収入の安定化を
見守るとともに,事業計画
等により経営状況を確認
しながら助言・指導をして
いきたい。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

中央官庁や東北地方の各自治体，民間企業その他

東北地方の発展整備に関する総合的な調査研究，情報の収集・提供その他必要な事業を行う。

５０　財団法人東北開発研究センター
県担当課　企画部企画総務課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

東北地方の一体的な発展に寄与すること。

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし
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合
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計
画
表
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経
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改
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て
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組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「受託調査収入の安定的確保」

取組目標 ｢調査経費の削減」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

1,327 1,428 1,385 1,387

580 431 281 394

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

500 500 500 500 500 500 500 500

0 0 0 0 0 0 0 0

500 500 500 500 500 500 500 500

500 500 500 500 500 500 500 500

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 0 0 0 0 0 0

事業外収入(b) 0 0 0 0 0 0

その他の収入(c) 4,721 4,464 4,134 4,198 4,285 4,120

計(d) 4,721 4,464 4,134 4,198 4,285 4,120

支 出 事業費(e) 2,145 2,045 1,795 2,187 1,940 2,036

管理費(f) 1,732 1,643 1,724 1,683 1,642 1,684

事業外支出(g) 0 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 783 978 914 1,380 1,074 1,080

計(i) 4,660 4,660 4,433 5,250 4,656 4,800

844 774 615 328 △ 3,582 △ 3,720

67 △ 198 △ 299 △ 1,052 △ 371 △ 680

*2 *2 *2 *2 *2 *2

資 産 流 動 資 産 *3 *3 *3 *3 13,252 13,166

固 定 資 産 *3 *3 *3 *3 0 0

計 *3 *3 *3 *3 13,252 13,166

負 債 流 動 負 債 *3 *3 *3 *3 0 0

固 定 負 債 *3 *3 *3 *3 772 866

（うち引当金等） *3 *3 *3 *3 772 866

計 *3 *3 *3 *3 772 866

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 *3 *3 *3 *3 11,800 11,800

剰 余 金 等 *3 *3 *3 *3 679 500

計 *3 *3 *3 *3 12,479 12,300

①運営経費の更なる節減に努力すべきである。

事業費・会議費等は、節減を図ってきたが、更に努力するよう指導していく。

②貸借対照表を作成すること

貸借対照表は１６年度の決算より作成した。

目標値については、事務費等管理費の節減なので、数値化は難しい。

10.6 10.7県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 ー ー

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【H17.3】
団体に対する意見
①運営経費の更なる節減
に努力すべきである。
②貸借対照表を作成するこ
と

【H18.3】
団体に対する意見
①引き続き、効率的かつ効
果的な経費支出に努めら
れたい。

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 121

△ 32.1

12.1

Ｈ１６年度

ーー

環境生活部環境対策課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

H13～H16増減率
（％）

大内英男

www.pref.miyagi.jp/kankyo-t/koueiren/top.htm

昭和４４年１月７日

0千円 （0.0％）

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

借入金依存度（％）

０２２－２１１－２６９６

経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

4.5

ー

ー

ー

ー

11.7

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区本町３－８－１

事業内容

地域衛生組織の活動支援

表彰及び記念講演

主要事業名

０２２－２１１－２６６５

育成指導事業

Ｈ１３年度

公衛連大会

ー

ー ー

ー

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

５1　社団法人宮城県公衆衛生団体連合会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

経費の節減

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

119 118

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

※平成17年度以降の目標数値については，平成17年5月27日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況
　　に関する評価結果（概要）

　・管理費の経費節減が図られた。

　*1 数値化が困難

２　本年度（以降）の目標設定
　　の考え方

　・総会・大会経費について、
　　更に節減を図る。

３　委員会意見（Ｈ17年3月）
　　への対応
　
　・貸借対照表については,
　　H17より作成。

　・正味財産増減計算書は
　　作成していない。

　・経費の節減については、
　　今後も努力をしていく。

  *2 正味財産増減計算書
　　　を作成していない。

  *3 貸借対照表については,
　　　作成していなかった。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

121

（A）実績推移

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

 ※(県に対する）委員会意見（Ｈ17年3月）への対応状況も記入すること。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　

4 4

3

2 2

4

 － ー

5

2 2

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

- -

ー ー

ー ー

ー ー

7

1 1

8

3 3

9

ー ー

10

1 1

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

4 4

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

4 4

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

1 1

17

3 3

18 理事会 監事

2 2

19

2 2

20

ー ー

　
⑥消耗品等事務費の削
減

　
　
　

⑧収入は毎年固定してお
り、支出も同様である
　
⑨今回新たに作成したた
め比較できない

　
　
　
　

　

⑭簡易な決算であるため

　
⑮定款上困難である

　
　
⑰ボランティア活動である
ため把握が困難である

Ⅰ全評価項目を通して

　団体の評価は妥当であ
る。

Ⅱ 各評価項目ごとに

⑥役員を減ったことによ
り、会議費等の節減が図
られる。

Ⅲ 結論
評価結果は妥当である
が、なお一層節減に努力
すべきである。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

　県民

　公衆衛生思想の普及向上

　　　　　５１　社団法人宮城県公衆衛生団体連合会
県担当課　環境生活部環境対策課　　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

　健康で文化的な県民生活の建設に寄与する。

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合
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表
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組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「経費の節減」

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

1,395 1,332 1,359 1,360

1,666 1,493 1,478 1,503

842 799 807 808

657 594 455 322

540 438 940 1,044

525 560 560 560

6,500 6,500 6,500 6,500

15,105 902 0 0

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

664 665 1,540 1,600 1,043 1,800

1,279 705 395 701 322 2,855

1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

4 4 4 4 4 4

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 273 253 0 0

30,674 29,759 30,355 30,535 30,598 30,613 30,613 31,559

0 0 0 0 0 0 0 0

30,674 29,759 30,355 30,535 30,871 30,866 30,613 30,613

18,589 18,131 18,464 18,516 19,096 19,567 19,567 19,567

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 1,943 1,370 1,936 1,901 1,365 4,655

事業外収入(b) 57,778 34,594 32,955 31,724 33,965 33,869

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 59,721 35,964 34,891 33,625 35,330 38,524

支 出 事業費(e) 27,824 14,098 13,507 12,414 14,070 14,791

管理費(f) 20,199 20,006 20,785 20,977 20,126 20,322

事業外支出(g) 9,615 337 503 1,118 354 1,349

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0

計(i) 57,638 34,442 34,795 34,509 34,550 38,524

△2,083 △1,522 96 △884 780 0

2,083 1,522 96 △884 780 0

△15,248 △598 876 0 299 0

資 産 流 動 資 産 3,627 2,749 2,744 ※ 3,648 ※

固 定 資 産 9,963 9,609 10,389 ※ 9,909 ※

計 13,590 12,359 13,134 ※ 13,557 ※

負 債 流 動 負 債 1,546 1,329 1,228 ※ 1,351 ※

固 定 負 債 0 0 0 ※ 0 ※

（うち引当金等） ※ - ※

計 1,546 1,329 1,228 ※ 1,351 ※

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400 8,400

剰 余 金 等 2,081 2,629 3,506 ※ 3,805 ※

計 10,481 11,029 11,906 ※ 12,205 ※

生衛業に関する情報の収集分析業務

生衛業の振興を図るため指導センターと各組合共催

国民生活金融公庫の生活衛生改善貸付の指導及び相談

各保健所単位の移動相談室の開設

理容，美容、クリーニング店の消費者の選択利便を図る

クリーニング師及び従事者の３年に１回の研修，講習

小企業設備改善指導事業

生衛業地区相談事業

標準営業約款登録事業

生衛業振興対策事業

クリーニング師研修等事業

生衛業情報整備事業

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 234.6 206.8

ー

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】
③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【H17.3】
団体に対する意見
①設定された経営目標の
達成状況を注視していく。

②県に対する意見
　 特になし

【H18.3】
県に対する意見
①振興対策事業費補助金
については，社会環境・経
済環境の変化に応じた適
正化を更に検討してほし
い。

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 402

51.3 82.9

環境生活部食と暮らしの安全推進課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

H13～H16増減率
（％）

理事長　丹野五郎

http//www.seiei.or.jp/miyagi/

昭和55年7月1日

2,000千円 （23.8％）

ー

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

借入金依存度（％）

△2.5

ー

270.0

ー

223.4

87.487.0

Ｈ１６年度

0.00

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区通町1丁目６番９号

事業内容

生活衛生関係の衛生水準の向上経営安定の窓口相談

振興助成交付金を基金とした振興事業

主要事業名

022-233-2866

相談室運営事業

Ｈ１３年度

022-273-7310

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

経営指標

ー

ー ー

66.2

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

５２　財団法人宮城県生活衛生営業指導センター

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

 

クリーニング師研修等事業に
よる自主財源確保(千円）
標準営業約款登録事業によ
る自主財源確保（千円）

振興助成交付金基金事業

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

427 390

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

１　前年度の経営目標の達成状況に関
する評価結果（概要）
    ①クリーニング師及び業務従事者に
ついては、前年同様積極的に推進した
が、平成１６年度目標事業収入1,600千
円に対し、1,043千円と目標を達成は出
来なかった。　従業者の受講者は、平成
15年度対比88.5％であったが、クリーニ
ング師は53.6％と大幅に減少した。昭和
63年のクリーニング法の改正により制度
化されたものであるが、年数の経過とと
もに受講者の関心の薄れによるものであ
る。②標準営業約款登録事業について
も、前年同様強化月間や重点地区を設
定し強力に推進したが、平成16年度目標
事業収入701千円に対し322千円と目標
達成に至らなかった。新規登録目標35件
に対し11件、再登録129件に対し106件と
特に新規登録が伸びなかった。長引く不
景気や個人消費の伸び悩み等によるも
のと思われる。
２　本年度（以降）の目標設定の考え方
①クリーニング師の研修については、3
年に1回の受講義務が課せられている
が、受講しなくても罰則規定がない事や
長年にわたる研修制度の関心の薄れ等
により全国的に受講率の低下が見られ
る。しかし、相変わらず苦情の多い業種
であることと、昨年法改正があったことも
あり、平成17年度は原点に戻り開催曜日
も日曜日以外にも開催するなど、今後と
も行政及び関係組合との連携を推進す
る。
②標準営業約款登録事業については、
今年度は平成12年度に再登録期間が3
年から5年に延長されてから、5年目に当
たり再登録件数が大幅に増加する（平成
16年度106件→1,113件）また、今年度か
ら麺類飲食業と一般飲食業が始まるの
で事業収入は大幅に改善される。
３　委員会意見（Ｈ17年3月）への対応
上記のとおり目標達成に向けて努力す
る。
※予定貸借対照表を作成していない。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

406

（A）実績推移

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

団体の経営は適正に行われていると認められる。また、平成17年度目標についても適当と認められる。なお、補助金収入依存度が87.4%(平成16年）となっているが、これは運営費(人
件費、事業費）が国庫補助対象(国、県1/2）となっていることによる。
当センターは、都道府県内の生衛業の経営の健全化と衛星水準の向上、消費者利益の擁護等を目的として、生衛法に基づき設立された公益法人で、北海道から沖縄まで各都道府
県単位で全国47箇所に設置されている。生衛業に係わる各種の相談指導事業、講習会事業、標準営業約款登録事業などを実施している。（生衛業とは：厚生労働省が所管する法律
「生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律」（昭和32年6月法律第１６４号、敬称、生衛法）で規定する飲食業、理・美容業、クリーニング業、ホテル・旅館業など１８業
種の営業を総称して生活衛生関係営業（略称：生衛業）と呼んでいる。これらの営業はいずれも国民の生活に不可欠なサービスや商品を提供しており、公衆衛生の見地から国民の日
常生活に密接に関係しているところから、これらの営業の経営の健全化、衛生水準の維持向上等を図ることにより国民生活の安定に寄与する事を目的として、生衛法により営業者の
自主的活動の促進、経営の健全化の指導など各種の行政施策が講じられている。）

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

6.6

0.0

△9.8

△4.0

△51.0

93.3



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2

4 4 2 平成1４年から借入れなし

3

2 2

4

2 2

5

2 2

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 6

理事会 監事

3 3

3 3

- -

- -

7

1 1

8

3 3

9

3 3

10

1 1

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 14

4 4

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

1 1 15

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

2 2

17

1 1 17

18 理事会 監事 18

1 1

19

2 2

20

- -

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価
格と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等
安全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「クリーニング師等研修事業」

取組目標 「標準営業約款登録事業」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

県内(仙台市を含む）の生活衛生関係営業者（約4万施設）及び県内で生活衛生関係営業を計画中のもの

生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律に基づき、宮城県における生活衛生関係営業について、衛生施設の改善向上儒
及び経営の健全化並びに振興を通じてその衛生水準の維持向上を図り、併せて利用者又は消費者の利益に擁護を図る。

５２　財団法人宮城県生活衛生営業指導センター
県担当課　環境生活部食と暮らしの安全推進課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

公衆衛生の見地から県民の日常生活にきわめて深い関係のある生活衛生関係営業の経営の健全化と衛生水準の維持向上に寄与する。　

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経
営幹部の経営責任はどのように負うか。

②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

ウ

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件
数および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化

Ⅱ「３」補助金収入の依
存度が87.4%となってお
り、前期同様横ばいと
なっているが、これは運
営費（人件費、事業費）
が国庫補助対象（国、県
1/2）となっていることによ
る。今後も的確な指導を
行っていく。

Ⅰ団体の経営は適正に
行われていると認められ
る。

Ⅲ自主財源事業となるク
リーニング師研修及び標
準約款登録事業につい
て、積極的に推進するな
ど適正な取り組みを行っ
ていると認められる。

１　前年度の経営目標の
達成状況に関する評価
結果　ア　クリーニングし
及び従事者講習につい
ては、前年度同様積極的
に推進したが16年度目
標事業収入1,600千円に
対し1,043千円と目標達
成できなかった。　　イ
標準営業約款登録事業
についても、前年同様強
化月間新規登録重点地
区を設定し推進したが、
平成16年度目標事業収
入701千円に対し322千
円と目標達成に至らな
かった。

理事者大半が民間経営者な
ので登用の必要なし。

団体の顧客から相談室
(指導センター）に直接相
談がある

公益法人会計基準に基づき、全
国指導センターでの指導により会
計事務を推進しており特に公認会
計士を必要とすることはない。ま
た、年間予算のほとんどが国、県
からの補助金であり、県からの指
導を常に受けている。

低迷する個人消費や不景気等に
より生衛業界も極めて厳しい状況
下にあり、経営相談や制度融資
の相談指導への要望が多い事
や、標準営業約款制度の対象業
種が年々増加しており、制度の登
録機関としても社会的要請は
益々強まっている。



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

654,781 592,015 542,789 573,260

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

209,184 169,257 190,998 150,000 174,999 140,000
1,722,978 1,657,059 1,875,869 1,766,730 2,058,070 1,615,920

465,110 418,006 596,323 508,590 772,685 428,763

1 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

18 19 19 19 18 20

1 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 1,722,978 1,657,059 1,875,869 1,776,730 2,058,070 1,615,920

事業外収入(b) 136,602 119,354 192,937 238,070 216,190 375,065

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 1,859,580 1,776,413 2,068,806 2,014,800 2,274,260 1,990,985

支 出 事業費(e) 664,208 602,094 550,645 665,445 581,119 656,573

管理費(f) 96,080 108,022 101,155 106,503 95,870 118,905

事業外支出(g) 873,321 920,891 1,287,488 1,077,944 1,269,621 1,094,824

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0

計(i) 1,633,609 1,631,007 1,939,288 1,849,892 1,946,610 1,870,302

225,971 145,406 129,518 164,908 327,650 120,683

225,971 145,406 129,518 164,908 327,650 120,683

465,110 418,006 596,323 508,590 772,685 428,763

資 産 流 動 資 産 596,658 507,035 520,231 377,466 608,004 347,897

固 定 資 産 4,298,576 4,736,428 5,414,404 5,936,344 6,162,931 6,641,193

計 4,895,234 5,243,463 5,934,635 6,313,810 6,770,935 6,989,090

負 債 流 動 負 債 336,376 252,917 356,437 284,505 411,584 246,204

固 定 負 債 1,732,120 1,745,802 1,737,131 1,733,190 1,745,599 1,731,399

（うち引当金等） 1,217,620 1,358,542 1,453,111 1,516,810 1,529,219 1,582,659

計 2,068,496 1,998,719 2,093,568 2,017,695 2,157,183 1,977,603

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 70,000 70,000 100,000 100,000 130,000 130,000

剰 余 金 等 2,756,738 3,174,744 3,741,067 4,196,115 4,483,752 4,881,487

計 2,826,738 3,244,744 3,841,067 4,296,115 4,613,752 5,011,487

─ ─県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 177.3 200.4

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【H17.3】
団体に対する意見
①設定された経営目標の
達成状況を注視していく。

【H18.3】
団体に対する意見
①県内唯一の管理型最終
処分場としての役割を長期
的に担うため，施設の有効
活用を検討してほしい。

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 621

─

Ｈ１６年度

──

　環境生活部廃棄物対策課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

H13～H16増減率
（％）

理事長　菅　原　敏　光

http://www.miya-kan.or.jp

昭和52年4月1日

　50,000千円 （　38.5％）

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

正味財産増加額（千円）

借入金依存度（％）

　022-272-3670

経営指標

（E）経営目標・評価
　　 推進委員会の意見

△12.5

4.8

147.7

3.2

145.9

─

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

　仙台市青葉区堤通雨宮町４番１７号

事業内容

産業廃棄物の埋立処分

主要事業名

　022-275-9161

廃棄物処理事業

Ｈ１３年度

7.4

─ ─

10.5

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

５３ 　財団法人宮城県環境事業公社

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

廃棄物処理量　（トン）
事業収入　　　　（千円）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

609 618

（D）評価結果及び取組目標設定の
　　 考え方

（B）年度別目標

※平成17年度以降の目標数値については，平成17年4月1日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に関
する評価結果（概要）

　15年度当初に廃棄物処理量を15万ト
ンと計画したが，震災廃棄物の搬入や
下水道汚泥の搬入量が増え，実績値が
19万トンになった。このことを踏まえ，16
年度は，震災廃棄物や下水道汚泥の
増加が見込まれないこと，リサイクルの
普及，減量化の動向を踏まえ15万トン
と目標を立てた。しかし，15年度中に完
了する見込みであった震災廃棄物の搬
入があったこと，降雨量が多かったこと
等による汚泥の増加，また，法律の改
正に伴い，建設廃棄物の受入れ増が
あったこと等により目標値を上回った。

２　本年度（以降）の目標設定の考え方

　仙台市下水処理場の汚泥焼却施設
の増，宮城県下水道公社が管理する一
部の汚泥が，県外で再資源化されるこ
と，更に震災廃棄物の搬入がも見込ま
れないことなどから14万トンと計画した
ものである。

３　委員会意見（Ｈ17年3月）への対応

　今後も目標値を下回らないように努め
ていく。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

628

（A）実績推移

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

 ① 宮城県環境事業公社は、毎年４億円程度の利益を計上しているが、埋立終了後２０年間の維持管理が必要と見込んでおり、当該期間における維持管理経費は約６０億円必要と試
算し、これまで約２０億円を積み立てているものの、今後、約４０億円を確保する必要がある。このため、毎年、現在と同程度の利益確保が必要となるが、今後は搬入量の減少に伴う収
入減が予想されるため、効率的な経営ができるよう指導・助言を行う。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)



区分

1 理事会 監事 1

④ ④

2 　

① ①

3

④ ④

4

② ②

5

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 6 Ⅱ 6

理事会 監事

① ①

① ①

① ①

─ ─

7 8 8,9

① ①

8

② ② 9

9

② ②

10

① ①

11

① ① 14 14

12 理事会 監事

① ① 15

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

③ ③

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。 17

① ①

17

① ①

18 理事会 監事 18 Ⅲ
① ①

19

① ①

20

─ ─

　税理士の税務指導を
受けながら、適正な会
計処理を行っている。

廃棄物処理量が増えたのに
伴い収入も増えた。

Ⅰ　 宮城県環境事業公
社は、毎年４億円程度
の利益を計上している
が、埋立終了後、約２０
年間の維持管理が必要
と見込んでおり、当該期
間における維持管理経
費は約６０億円必要と試
算し、これまで約２０億
円を積み立てているも
のの、今後、約４０億円
を確保する必要がある。

　 当期の目標を達成
し、良好な状況にある。

   当初の見込より収入
が増え、将来のための
積立が順調であり、良
好な状況にある。

税理士と年間契約を結んで
おり，税務指導を受けるとと
もに財務内容についても意
見を伺っている。

日本製紙（株）及びキリン
ビール（株）並びに東北電力
（株）から３名を登用してい
る。

 

ｱ　廃棄物の処理量15万トン
の目標に対して約175千トン
の処理量になったので目標
を達成した。

ｲ　収入は廃棄物処理量が
増えたのに伴い増加した。

新たな産業廃棄物最終処分
場の建設が難しい中、県内
唯一の公共関与処分場であ
り、大きな役割を担ってい
る。

将来のための積立ができた
こと，借入金返済を順調に
行っている。

②目標をほぼ達成

受託事業自体なし

④該当なし

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない

④変化なし

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

環境ＩＳＯで社外コミニケー
ション（外部からの問い合わ
せ等）については報告する
ように定めている。

　Ⅰで記述のとおり、毎
年現在と同程度の利益
確保が必要となるが、
今後は搬入量の減少に
伴う収入減が予想され
るため、効率的な経営
ができるよう指導・助言
を行う。

②変化なし ③少し弱まった

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

③目標を未達成

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし

取組目標 「正味財産増加額」

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

取組目標 「廃棄物処理量」

取組目標

③目標を未達成

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

５３　財団法人宮城県環境事業公社

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

県担当課　環境生活部廃棄物対策課　　

地域住民の理解を得ながら，業務の公共性を勘案し，廃棄物埋立事業の継続を図っていく。

宮城県内の企業及び公共団体

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

「事業収入」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

④一部悪化

⑤著しく悪化

⑤さらに悪化

①著しく改善

③目標を未達成

取組目標

①著しく改善

③含み益有り

②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

「　─　」

①目標を達成 ③目標を未達成

②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

県の考え方

廃棄物の処理及び再生に関する事業を行うことにより良好な環境を維持し，県民の健康な生活に寄与する。

評  価  項  目 評価結果（コメント）



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

132,080 132,080 132,080 132,000

54,038 54,038 54,038 54,000

7,600

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

660 564 566 510 568 510

31,220 26,802 26,735 - 25,015 18,145

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

13 13 13 13 13 13

0 0 0 0 0 0 0 0

186,118 186,118 186,118 186,118 193,600 186,492 186,492 186,492

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

186,118 186,118 186,118 186,118 193,600 186,492 186,492 186,492

186,118 186,118 186,118 186,118 193,600 186,492 186,492 186,492

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 219,396 230,823 207,015 222,754 212,734 205,564

事業外収入(b) 31,178 26,728 13,319 14,096 13,422 13,163

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 250,574 257,551 220,334 236,850 226,156 218,727

支 出 事業費(e) 107,559 152,270 160,569 177,899 153,168 160,818

管理費(f) 114,351 62,865 47,800 48,148 47,452 48,148

事業外支出(g) 30,565 40,837 16,965 17,803 22,688 16,245

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0

計(i) 252,475 255,972 225,334 243,850 223,308 225,211

△ 1,901 1,579 △ 5,000 △ 7,000 2,848 △ 6,484

△ 1,901 1,579 △ 5,000 △7,000 2,848 △ 6,484

3,198 △669 △5,000 △7,000 △3,048 △ 6,484

資 産 流 動 資 産 27,279 20,606 15,606 9,660 13,372 6,888

固 定 資 産 118,061 130,498 130,498 149,817 155,857 155,857

計 145,340 151,104 146,104 159,477 169,229 162,745

負 債 流 動 負 債 21,728 13,474 13,474 10,053 3,917 3,917

固 定 負 債 93,649 108,336 108,336 119,219 131,156 131,156

（うち引当金等） 93,649 108,336 108,336 119,219 131,156 131,156

計 115,377 121,810 121,810 129,272 135,073 135,073

資 本 基本（資本）金 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

剰 余 金 等 19,963 19,294 14,294 20,205 24,156 17,672

計 29,963 29,294 24,294 30,205 34,156 27,672

※平成１７年度以降の上記目標数値については，平成１７年４月１日現在の目標値である。

（Ｄ）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（1） 前年度の経営目標の達成状況
に関する評価結果（概要）
・人件費等の削減に向けた取り組み
を継続して行っている。
・設備運営維持費に関し、リース料
の期間満了に伴う経費削減と、外部
保守の削減、電話料金の見直しを
行った。

（2） 本年度以降の目標設定の考え
方
・業務の拡張がよりスムーズに受け
入れられる体制を目指し、より綿密
な諸経費のデータ策定を行い、固定
的な経費をきちんと把握したうえで、
経費削減に努める。

（3） 委員会意見（Ｈ17年　3月）への
対応
・適切な経営目標の達成を図るよう
努力していく。

（Ｅ）経営目標・評価推進委
員会の意見

【H17.3】
団体に対する意見
①設定された経営目標の
達成状況を注視していく。

【H18.3】
団体に対する意見
①新会計基準に対応した
引当金設定を検討すべき
である。
②本来県が実施する事業
のため、県からの委託収入
により事業が行われてい
る。このため人件費や管理
経費については効率的運
営の下での必要額を常に
見直していく必要がある。

昭和５４年３月２７日

  １　基本情報(団体記入)

568

84.5

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

ーー

ー

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

一人当たりの人件費

センター設備運営維持費

５４　財団法人宮城県地域医療情報センター

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

Ｈ１３年度

仙台市青葉区大手町１－５　宮城県医師会館内

事業内容

救急医療に必要な情報の収集および提供

０２２－２２１－９９１１

ひとり暮らし老人・身体障害者等の緊急事態に対応

主要事業名

　 うち県職員（派遣職員）

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

564

152.9

72.3

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

②役職員
数
（単位：
人）

定義

周産期医療情報センター運営事業

緊急通報システム受信センター業務

ー

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

宮城県救急医療情報センター事業

０２２－２１６－９９０９

県の損失（債務）保証額(g )

　 うち県職員（派遣職員）

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

常勤職員数

経営指標

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

公益法人であり，営利事業は行うことができないことから，事業内容の充実と併せ一層の経費削減について，指導していく。
特に，人件費や管理経費については，全体的な見直しを実施し，委託料全体の圧縮について図っていくこととしている。

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

566

ー

660

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

ー

74.3

H13～H16増減率
（％）

85.6

ー

Ｈ１６年度

ー

理事長　師　研也

http://www23.ocn.ne.jp/̃mmic/

周産期医療施設等に対して情報提供、相談等を行う

△ 0.1

△ 0.1

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

保健福祉部医療整備課

0円 (0.0%)

125.5

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

341.4115.8



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

④ ④

3

③ ③

4

② ②

5

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

③ ③

ー ー

ー ー

ー ー

7

① ①

8

① ①

9

② ②

10

① ①

11

① ①

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

③ ③

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

③ ③

17

① ①

18 理事会 監事

① ①

19

② ②

20

ー ー

 

3.新規委託業務を受託で
きたため
（周産期医療情報セン
ター運営事業）

6. 設備運営維持費に関
し、リース料の期間満了
に伴う経費削減と、外部
保守の削減、電話料金の
見直しを行った。

 8. 繰越収支差額金の扱
いは、センター規定により
外部より借入金が出来な
いため、設立当初より年
度当初の委託金が受給さ
れるまでの期間の資金運
用のためにあてている。

 9. 資産状況に関しては、
退職積立金、償却資産が
主なものである。

14.昨年度から引き続き有
識者の選任に努めている
が，実現に至っていない。
平成１７年５月に開催した
第１回理事会の中でも，
引き続き有識者の選任に
ついて意見が出されたた
め，具体的に選任に向け
た努力を継続する。

15.東北大学大学院医学
系研究科教授

16.県情報公開条例の規
定に基づき，平成１７年６
月に情報公開規程を定
め，寄付行為，事業（計
画）報告書，計算書類な
どのすべてについて閲覧
できるようにしている。イ
ンターネットでの開示につ
いては，平成１７年度中に
は全面開示する予定であ
る。

17.随時、関係機関にアン
ケート調査を行っている。

Ⅰ全評価項目を通して
・各種医療情報について
は，高齢化社会の進行や
情報化社会の進展に伴
い，住民のニーズは多様
化，かつ高度化しており，
情報センターにあっては，
よりニーズに見合った事
業内容の充実を図るよう
県と協議をしながら具体
的な検討を行っていきた
いと考えている。特に，経
営改善目標に掲げてい
る，人件費や管理経費等
の削減について，より一
層の努力を求めていきた
い。

Ⅱ 各評価項目ごとに
３　当センターが実施して
いる主な事業は，基本的
には県が実施すべき事業
であるため，収入依存度
の引き下げについては困
難である。

６，８，９　事業内容の見
直しを連携して行うととも
に，人件費や管理経費等
の一層の削減について助
言，指導していくこととす
る。

１２～１７　監事への公認
会計士等有識者の選任，
インターネットによる情報
公開の推進については，
今後予定していると答え
ており，その早期実施に
ついて指導助言していく。

Ⅲ 結論
１８，１９　固定的な経費
が多く，経費の大幅な削
減を図ることが難しい点も
あるが，法人としての努力
で改善できる人件費等の
見直しについては，今後
具体的に指導助言してい
きたい。また，事業そのも
のの内容の見直しについ
ても，コスト面の観点から
も十分に検討を行ってい
きたい。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

県民、医療機関、消防、市町村、インターネット利用者

県民の福祉と医療の向上に貢献する。　

５４　財団法人宮城県地域医療情報センター
県担当課　保健福祉部医療整備課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

地域医療情報、救急医療情報、在宅福祉情報を常時収集して、システムの管理運営を行い、これらの情報を迅速かつ適切に提供する
ことで、県民の救急救命はもとより、福祉と医療水準の向上に寄与する。

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「一人当たりの人件費」

取組目標 センター設備運営維持費

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

9,077 9,348 10,405 9,851

8,315 8,396 8,547 11,515

882 1,208 822 840

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

4,818 4,537 4,247 4,600 3,805 3,800

1,570 870 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2 3 3 2 3 3

0 0 0 0 0 0 0 0 県に対する意見

9,077 14,349 15,407 17,829 17,779 18,764 18,000 18,000

1,570 870 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

10,647 15,219 15,407 17,829 17,779 18,764 18,000 18,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 31,871 31,701 30,455 29,932 31,622 0

事業外収入(b) 19,790 18,173 21,183 25,578 23,979 30,012

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 51,661 49,874 51,638 55,510 55,601 30,012

支 出 事業費(e) 17,132 15,033 14,623 12,610 15,859 14,276

管理費(f) 22,999 23,533 23,467 26,677 25,204 4,730

事業外支出(g) 10,740 10,386 13,553 16,223 16,642 11,006

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 50,871 48,952 51,643 55,510 57,705 30,012

790 922 △ 5 0 △ 2,104 0

790 922 △ 5 0 △ 2,104 0

790 922 △ 14 0 △ 2,139 0

資 産 流 動 資 産 7,684 9,001 8,859 ※ 7,285 ※

固 定 資 産 125,433 125,433 125,433 ※ 125,387 ※

計 133,117 134,434 134,292 ※ 132,672 ※

負 債 流 動 負 債 1,909 2,304 2,166 ※ 2,696 ※

固 定 負 債 0 0 0 ※ 0 ※

（うち引当金等） 0 0 0 ※ 0 ※

計 1,909 2,304 2,166 ※ 2,696 ※

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 124,750 124,750 124,750 ※ 124,750 ※

剰 余 金 等 6,458 7,381 7,367 ※ 5,226 ※

計 131,208 132,131 132,117 ※ 129,976 ※

※予定貸借対照表を作成していない。

【H17.3】
団体に対する意見
①設定された経営目標の
達成状況を注視していく。

１　前年度の経営目標の達成状況に関
する評価結果（概要）
 会員数については，△795人となった。
高齢化による脱退の減少が若年層の
加入数を上回ったためである。

①県の団体改革に対する
指導状況を注視する。

【H18.3】
団体に対する意見
①女性施策を講じている他
の団体（財団法人みやぎ婦
人会館）との連携や統合に
ついて検討してはどうか。

県に対する意見
①社会環境・価値観の変化
により，能動的に母子・父
子家庭を選択する人も増え
ている中，母子福祉セン
ターの役割や存在理由も再
確認する必要がある。
②男女共同参画社会の実
現が求められる中，女性に
特化した施設や施策につい
て見直しを行うべきである。
見直しに当たって，他の団
体（財団法人みやぎ婦人会
館）との連携や統合につい
て検討してはどうか。

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 205.7 390.7

2,767

35.6 54.3

38.4

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】
③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円）

52.8

Ｈ１６年度

--

保健福祉部子ども家庭課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

△ 4.7

H13～H16増減率
（％）

会長　佐藤愛子

http://www.h2.dion.ne.jp/miyagi-b/

昭和３１年３月１７日

0千円 （0％）

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

借入金依存度（％）

０２２（２５６）６５１２

経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

8.5

-

270.3

-

409.0

32.0

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市宮城野区安養寺三丁目７番３号

事業内容

権威宅による県母子福祉センター施設の管理運営

無料職業紹介所を開設し，就労機会の拡大及びヘルパー講習会の実施

主要事業名

０２２（２５６）６５１２

母子福祉センター管理運営

Ｈ１３年度

県共同募金会の助成による母と子の絆の強化推進子どもの健全育成事業

就業自立支援センター事業

-

- -

-

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

当期収支差額 (d - i)

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

５５　財団法人宮城県母子福祉連合会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

会員の増加の促進（人）
財政基盤の強化（千円）

2,642 2,798

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

※平成17年度以降の目標数値については，平成17年6月16日現在の目標値である。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

2,747

（A）実績推移

２　本年度（以降）の目標設定の考え方
①合併に伴う組織基盤の整備並びに会
員の加入促進強化。
②母子家庭，寡婦の自立の支援
　イ　無料職業紹介事業
　ロ　就業・支援講習会の開催

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

※④収支計算書の欄については，昨年
度まで一般会計分のみ計上していた
が，特別会計分も計上することとした。
よって，昨年度提出資料分との数値に
はずれが生じている。

県の損失（債務）保証額(g )

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

　現在委託している各種母子家庭の母等への支援事業について，内容等の見直しを行い，ニーズにあった事業を周知・展開していくことにより会員数の増加を促すとともに，経営改善に
向けた経費削減等の適切な事務処理等の指導・助言を行っていく。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

④ ④

3

② ②

4

② ②

5

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

③ ③

③ ③

－ －

６－イ

－ －

7

① ①

8

③ ③

9

③ ③

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 14

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

④ ④

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。 15

③ ③

17

② ②

18 理事会 監事

② ②

19

② ②

20

－ －

17
相談者及び会員等から，
その都度当団体に対する
意見等を確認している。

６－ア
　対前年で△４４０人，目
標に対しては△７９５人と
なった。高齢化による脱
退の減少が若年層の加
入数を上回ったためであ
る。

　件補助金が廃止された
ため，目標は達成されて
いない。補助金の復活が
期待される。

経営規模からして現在の
監事で十分対応可能なた
め。

営利目的の団体でないこ
とから，民間経営者の登
用は考えていない。

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標 「○○○」

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「会員の増加の促進」

取組目標 「財政基盤の強化」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
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外
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も
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４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

母子及び寡婦福祉法上の母子及び寡婦

使命実現のための事業を展開する

５５　財団法人宮城県母子福祉連合会
県担当課　保健福祉部子ども家庭課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

母子寡婦福祉の増進を図る

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「○○○」

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

③少し弱まった ④著しく弱まる

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

Ⅰ全評価項目を通して
　法人の評価は妥当であ
ると思われる。

Ⅱ 各評価項目ごとに
　会員の減少について
は，社会情勢の流れもあ
りやむを得ない部分もあ
るが，今後も会員の確保
については促進していくよ
う県としても指導を行う。
また，母子家庭等の自立
支援についてもこれまで
どおり県としても助言・指
導を行いながら，適切な
推進を図っていく。

Ⅲ 結論
　今後も法人の使命達成
のため，県として必要な助
言・指導を行っていく。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない

②変化なし



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

5,302 4,749 5,614 4,371

6,217 6,248 6,339 6,103

26,141 33,951 32,479 20,577

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

4,290 4,660 7,363 7,500 6,810 6,300

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

3 3 3 3 3 3

0 0 0 0 0 0 0 0

5,499 5,499 5,490 5,410 5,410 5,440 5,440 5,440

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

5,499 5,499 5,490 5,410 5,410 5,440 5,440 5,440

5,499 5,499 5,410 5,410 5,410 5,440 5,440 5,440

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 46,432 48,870 53,770 49,086 46,881 37,106

事業外収入(b) 40 40 20 20 20

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 850

計(d) 46,472 48,910 53,790 49,106 46,901 37,956

支 出 事業費(e) 39,303 46,412 46,013 41,272 31,371 28,870

管理費(f) 11,272 10,250 9,706 10,028 10,361 10,280

事業外支出(g) 40 40 1,020 1,000 1,130

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 850

計(i) 50,615 56,702 56,739 52,300 42,962 40,000

△ 4,143 △ 7,792 △ 2,949 △ 3,194 3,939 △ 2,044

△ 4,143 △ 7,792 △ 2,949 △ 3,194 3,939 △ 2,044

△ 4,096 △ 7,755 △ 1,953 0 5,070 0

資 産 流 動 資 産 18,805 13,389 9,838 0 11,847 0

固 定 資 産 498,260 498,297 499,293 500,293 500,423 500,423

計 517,065 511,686 509,131 500,293 512,270 500,423

負 債 流 動 負 債 421 2,807 2,206 155 275 275

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0

計 421 2,807 2,206 155 275 275

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 498,233 498,273 499,293 509,293 500,423 500,423

剰 余 金 等 18,411 10,605 7,632 0 11,572 0

計 516,644 508,878 506,925 509,293 511,995 500,423

【H17.3】
団体に対する意見
①設定された経営目標の
達成を注視していく。

【H18.3】
団体に対する意見
①設定された目標の達成
状況を注視していく。

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

11.8 9.7県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 4466.0 476.0

10.2

Ｈ１６年度

0.000.00

11.5

保健福祉部薬務課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

△21.3

H13～H16増減率
（％）

　　理事長　　　吉永　　　馨　　昭和５７年４月３日

２００，０００千円 （４０．０％）　０２２－７１８－０７３１

経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

△17.6

0.0

4308.0

0.0

446.0

△18.3

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

　　仙台市青葉区通町一丁目６－９

事業内容

　腎不全に関する調査、腎不全医療従事者の教育及び訓練

　血液浄化法及び腎移植に関する普及啓発、腎臓提供者の登録

主要事業名

０２２－７１８－０７３０

　腎不全対策事業

Ｈ１３年度

　血液浄化法及び腎移植に関する研究助成

　腎バンク事業

0.0

0.00 0.00

0.0

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

５６　財団法人宮城県腎臓協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

運用寄付金の確保（千円）

　研究助成等

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

343 349

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

※平成１７年度以降の目標数値については，平成１７年５月２４日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）

運用寄付金について、Ｈ１６の目標と
比べると同実績は達成できなかった
が、その値は伸びの傾向にある。
　県内における全国大会等の開催等
により、関係者、団体からの寄付金
収入が増加する傾向にある。Ｈ１５年
度はそれにより、著しくその実績が伸
びたものであるが、結果的は１６年度
の目標が高すぎたものであり、Ｈ１
３．１４と比較しても、運用寄付金は
増加の傾向にある。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方

前年度に引き続き寄付金の確保と運
営費の節減に努める。

３　委員会意見（Ｈ17年3月）への対
応
目標達成に向けて努力していく。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

410

（A）実績推移

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 384

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】
③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

  ※基金の運用収入を基盤としていることから、現在の金融情勢では、引き続き厳しい運営が強いられている。一方、寄付金については関係する全国大会等イベントの開催状況により
その収入には凹凸　　があるものの増加傾向を維持しており、団体では寄付金の確保に地道に努力している結果だと思量される。県で委託している臓器コーディネーター設置事業に
かかる委託費についても、県の財政状況により予算増額ができない環境の中にあって、また、限られた人員での業務受託も含め、全体の収支が伸び悩んでいる中での、団体運営、事
業推進についてはかなりの努力がなされていることが伺える。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)



区分 県の考え方

1 理事会 監事 Ⅰ全評価項目を通して

4 4

2 　 ほぼ妥当な評価だと思

4 4 量される。

3

2 2

4

3 3

5

3 3

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事 Ⅱ　各評価項目ごとに

2 2

６、７、８　

－ － 　運用寄付金の確保

　については、増加傾

－ － 　傾向にある他、収支

　の状況からも、健全

－ － 　な経営が伺える。

7

1 1

8

3 3

9

3 3

10

1 1

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

1 1

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

1 1

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

3 3

17

2 2

18 理事会 監事 結論

2 2 　団体運営にかかる環

19 境は依然として厳しい

2 2 が、財政規模に応じた

20 運営に努力している状

－ － 況である。

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「運用寄付金の確保」

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成
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経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

　　一般県民

　人工透析に関する知識の普及及び啓蒙

５６　財団法人宮城県腎臓協会
県担当課　保健福祉部薬務課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

　　人工透析及び腎移植に関する普及啓発・腎疾患研究のための助成

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

平成1７年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

　
14  監事役には会計事
務所を主宰している公
認会計士を選任してい
る。

１５　金融機関の専務
を理事として登用して
いる。

１６　２．３年以内を目
標に検討している。

１７　前年度同様電話
等による問い合わせ、
照会等が殆どであり、
クレームに当たるような
ものは思い当たらな
い。

１９ 結論　環境は厳し
いが、適正な運営に取
り組んでいる。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

2,395 2,281 1,367 1,477

17,710 16,065 16,392 16,104

8,896 5,535 17,190 16,923

5,627 17,998 18,341

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

△ 1,050

実施

実施

実施

2 3 3 3 3 2

0 0 0 0 0 0 0 0

11 11 11 11 11 13

0 0 0 0 0 0 0 0

25,620 22,890 22,890 23,625 23,625 23,730 23,730 23,730

1,700 1,700 2,000 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700

0 0 0 0 0 0 0 0

27,320 24,590 24,890 25,325 25,325 25,430 25,430 25,430

1,700 1,700 2,000 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 53,163 52,182 53,299 46,145 55,316 49,745

事業外収入(b) 7,025 28,312 28,050 34,286 27,080 35,130

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 60,188 80,494 81,349 80,431 82,396 84,875

支 出 事業費(e) 29,001 29,508 52,947 52,848 52,847 56,690

管理費(f) 30,684 46,143 24,563 26,965 27,887 27,572

事業外支出(g) 205 4,973 3,512 666 1,571 631

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0

計(i) 59,890 80,624 81,022 80,479 82,305 84,893

298 △ 130 327 △ 48 91 △ 18

298 △ 130 327 △ 48 91 △ 18

△ 408 2,229 △ 901 - 50 -

資 産 流 動 資 産 5,647 6,249 5,607 5,600 6,508 6,500

固 定 資 産 15,428 17,789 16,561 17,000 16,520 16,000

計 21,075 24,038 22,168 22,600 23,028 22,500

負 債 流 動 負 債 1,977 2,896 1,946 2,000 3,038 3,000

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0

計 1,977 2,896 1,946 2,000 3,038 3,000

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 9,071 9,086 9,096 9,096 9,106 9,106

剰 余 金 等 10,027 12,056 11,125 11,504 10,884 10,394

計 19,098 21,142 20,221 20,600 19,990 19,500

　(社)宮城県計量協会は，①計量思想の普及啓発事業  ②鉄筋・コンクリート材料試験受託事業  ③代検査事業  ④指定定期検査事業を実施しており，各事業の財源は，①は会費収入及
び宮城県からの補助金等，②は宮城県からの委託金，③は検査手数料等，④は仙台市からの補助金等である。事業完了後の収支決算では，若干の収益はあるものの，収益分は一般会
計に繰り入れて支出されている。
　公益法人であることから収益を主目的に事業を実施することはできず，収益を増やすことは不可能である。そこで，支出を抑制することを取組目標として掲げている。事業費の抑制は不
可能であることから，管理費（人件費）の削減を掲げているが，協会職員の給与は一般企業と比較して低く削減は難しいことから，国，県，民間等からの60才以上の再就職者の給与昇級及
び諸手当等を支給しないこととしている。
　当該取組目標は，協会の財政状況からみて妥当であり評価できる。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

調査研究事業（検査）

当期収支差額 (d - i)

（A）実績推移

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

271

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

211 259

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

※平成17年度以降の目標数値については，平成17年5月30日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に関
する評価結果（概要）
　　平成16年度目標については，数値目
標の設定が困難との理由で設定してい
ない。
２　本年度（以降）の目標設定の考え方
 (1)　経費の節減
　　　管理費（人件費）の削減を掲げてい
るが，協会職員の給与は一般企業と比
較して低く削減は難しいことから，国，
県，民間等からの60才以上の再就職者
の給与昇級及び諸手当等を支給しない
こととしている。
 (2)　普及啓発事業（催事・企画）
　　　協会の設立目標を達成するため計
量思想の普及・啓発事業として，本年度
以降も計量記念日事業を実施することと
している。また，年２回の機関誌も引き続
き発刊することとし，関係団体等に配付
し情報の提供に努めるものとする。
 (3)　調査研究事業（検査・分析）
　　　工業材料試験分析事業は県からの
委託を受けて県の指導，助言のもと事業
を行っているものである。委託された団
体の使命として今後前年度と同様に依
頼件数があるかどうか，公共事業並びに
民間事業での建築土木工事等の動向等
を見据えて依頼推定件数をたて，また依
頼事業者等への働きかけを行い試験委
託の減少を防止する手だてをほどこし的
確に推進していくこととする。
 (4)　調査研究事業（検査）
　　　県からの計量士による代検査で所
在場所に係る事業所で使用される計量
器の検査を県内２分割して，委嘱されて
おり，計量法第２５条（定期検査に代わ
る計量士による検査）に基づく検査を適
格に推進されるよう毎年，計量法第１５５
条（協議）に基づき県・仙台市と開催され
ている協議の場に当計量協会も積極的
に参加し事業計画等の協議の場におい
て指導・助言を得ながら的確に推進して
いくこととする。指定定期検査機関として
の事業推進についても同様に県市等の
指導，助言を出来る限り取り入れ的確に
推進していくこととする。
３　委員会意見（H17.3）の対応
　　効率的な経費執行による支出抑制を
行うとともに，計量思想の普及や各種検
査業務を通じて計量行政を推進する。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

１人当たり人件費（月）（千円）

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×100

５７　社団法人宮城県計量協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

普及啓発事業（催事・企画）

調査研究事業（検査・分析）

計量士による仙台市を除くはかりの検査（県全域）（収益事業会計）調査研究事業（検査）

　 うち県職員（派遣職員）

-

- -

-

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

30.7

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市太白区長町七丁目２２－２３

事業内容

計量思想普及啓発・イベント等（県全域）（一般会計）

鉄筋・コンクリート材料試験の受託事業（県全域）（受託会計）

主要事業名

０２２－２４６－２４６６

普及啓発事業（催事・企画）

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

△ 38.3

-

214.2

-

288.1

278

昭和３３年４月１９日

0千円 （0.0％）０２２－２４７－１４９０

経営指標 Ｈ１３年度

調査研究事業（検査・分析）

調査研究事業（検査）

定義

30.6県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

産業立地推進課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

90.2

H13～H16増減率
（％）

会長　鍋島　綾雄

http://www.keiryo.net

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【H17.3】
団体に対する意見
①設定された経営目標の
達成状況を注視していく。

【H18.3】
団体に対する意見
①効率的な運営を図り、経
営目標を達成されたい。

県に対する意見
①団体に委託している工業
品材料及び製品試験分析
業務の積算根拠を見直し、
より適正な委託費算出に努
められたい。

調査研究事業（検査）

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

常勤職員数

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

285.6 215.8

△ 9.1

Ｈ１６年度

--

仙台市管内はかり検査（仙台市）（指定定期検査機関会計） -

45.4 30.5



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　

4 4

3

2 2

4

2 2

5

2 2

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

- -

- -

- -

- -

7

1 1

8

2 2

9

3 3

10

1 1

11

1 1

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

1 1

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

1 1

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

2 2

17

1 1

18 理事会 監事

1 1

19

2 2

20

- -

⑰クレーム等については
全て電話処理箋等報告
書に取りまとめおり，ま
た，月１回会議を開催し，
クレーム等の対応につい
て，情報を共有している。

Ⅰ全評価項目を通して
 (社)宮城県計量協会は，
①計量思想の普及啓発
事業  ②鉄筋・コンクリー
ト材料試験受託事業  ③
代検査事業  ④指定定期
検査事業を実施してお
り，各事業の財源は，①
は会費収入及び宮城県
からの補助金等，②は宮
城県からの委託金，③は
検査手数料等，④は仙台
市からの補助金等であ
る。事業完了後の収支決
算では，若干の収益はあ
るものの，収益分は一般
会計に繰り入れて支出さ
れている。
　公益法人であることか
ら収益を主目的に事業を
実施することはできず，
収益を増やすことは不可
能である。そこで，支出を
抑制することを取組目標
として掲げている。事業
費の抑制は不可能である
ことから，管理費（人件
費）の削減を掲げている
が，協会職員の給与は一
般企業と比較して低く削
減は難しいことから，国，
県，民間等からの60才以
上の再就職者の給与昇
級及び諸手当等を支給し
ないこととしている。
　当該取組目標は，協会
の財政状況からみて妥当
であり評価できる。

Ⅱ 各評価項目ごとに
③について
計量行政推進のため必
要な事業補助であるた
め，削減については，事
業の見直し等の検討を行
う必要がある。
⑭ について
  公認会計士を選任して
いる。
⑮ について
  計量業界関係会社社
長･重役等を登用してい
る。

Ⅲ　結論
　当該取組目標は，協会
の財政状況からみて妥当
であり評価できる。なお，
今後も協会に対し，支出
の抑制について指導して
いくこととする。

②解消済み

③今後予定 ④予定なし

⑧指定検査機関特別会
計上の仙台市からの補
助が，当初計画とおりに
実施され，補助金返還額
が減少したため。

⑨特に注目するべき点は
ない。

④著しく悪化

③少し弱まった

②含み損有り ④把握していない

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。
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ウ
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②変化なし

②登用手続中

②選任手続中

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし

②一部改善

④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

③今後予定

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件
数および内容を把握しているか。

①該当なし

③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④変化なし

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握

⑤さらに悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「調査研究事業（検査）」

①目標を達成

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

③目標を未達成

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

計量関係事業者・県内建設事業者・県内中小企業・一般商店・学校・病院・農協他　

県民の正しい計量思想の普及並びに県内中小企業の工業技術水準及び製品の品質向上に努め，もって経済の発展及び文化の向
上に寄与し，併せて会員相互の連携の強化を図り，計量界及び県内中小企業の発展に寄与する。

５７　社団法人宮城県計量協会 
県担当課　産業経済部産業立地推進課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

　1 計量法の普及　2 計量器の改善と利用応用の指導　3 講演会,講習会,及び見学会の開催　4 展覧会,展示会の開催　5 計量相談
6 計量に関する印刷物の刊行  7 計量功労者の表彰　8 宮城県証紙及び計量に係る物品の取扱い　9 計量器の検査事業及び計量
管理委託事業　10 工業材料及び製品の試験分析に係る宮城県からの受託事業　11 材料試験機の検査事業　12 指定定期検査機関
仙台市管内計量器検査事業

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし
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⑤著しく悪化

取組目標 「普及啓発事業（催事・企画）」

取組目標 「調査研究事業（検査・分析）」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①著しく改善 ③変化なし ④一部悪化

①既に全て公開 ②既に一部公開

③含み益有り

①既に登用済

①既に選任済

④一部悪化

②解消済み ③一部解消

①含み損益なし

⑤著しく悪化

①該当なし

④予定なし

評  価  項  目

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

取組目標 「調査研究事業（検査）」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

12
市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安
全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

理事会 監事



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

3,354 28,352 32,726 30,009

720 2,989 2,401 1,596

26 759 1,244 1,366

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

3,354 26,107 27,820 26,789 22,809 30,069

387 2,245 2,350 2,350 4,780 6,200

26 759 1,244 1,360 1,366 1,924

720 2,989 2,401 2,236 1,596 2,286

3 3 3 2 2 2

0 0 0 0 0 0

1 1 2 2 3 3

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 13,883 32,100 36,371 35,360 32,971 44,929

事業外収入(b) 10,082 27,397 1,027 500 1,890 2,960

その他の収入(c) 0 8,182 0 0 0 0

計(d) 23,965 67,679 37,398 35,860 34,861 47,889

支 出 事業費(e) 76,753 53,897 42,811 38,079 42,332 44,901

管理費(f) 27,528 40,544 29,828 33,775 26,145 27,835

事業外支出(g) 10,332 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 0 0 0 0 6,907 0

計(i) 114,615 94,441 72,639 71,854 75,384 72,736

△ 90,650 △ 26,762 △ 35,241 △ 35,994 △ 33,616 △ 24,847

△ 101,894 △ 27,712 △ 36,191 △ 36,944 △ 40,523 △ 24,847

△ 101,894 △ 27,712 △ 36,191 △ 36,944 △ 41,472 △ 25,797

資 産 流 動 資 産 645,800 698,761 691,122 ※ 334,801 339,554

固 定 資 産 633,901 552,420 523,673 ※ 843,461 814,930

計 1,279,701 1,251,181 1,214,795 ※ 1,178,262 1,154,484

負 債 流 動 負 債 4,559 4,766 4,057 ※ 6,445 7,992

固 定 負 債 2,034 1,019 1,533 ※ 4,084 4,557

（うち引当金等） 2,034 1,019 1,533 ※ 4,084 4,557

計 6,593 5,785 5,590 ※ 10,529 12,549

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 1,439,500 1,439,500 1,439,500 ※ 1,439,500 1,439,500

剰 余 金 等 △ 166,392 △ 194,104 △ 230,295 ※ △ 271,767 △ 297,565

計 1,273,108 1,245,396 1,209,205 ※ 1,167,733 1,141,935

※(県に対する）委員会意見（Ｈ17年3月）への対応状況も記入すること。

　収入面では、テナント入居者の増加に伴い、平成１７年度には賃貸料収入の増大が見込める。また、資産保有を定期預金から中期国債に振り替え利子収入の増収を図っている。支出面
では、常勤役員数を減らすとともに、地元金融機関から人件費1/2負担で職員１名を派遣してもらうなど、経費の縮減に努めている。以上の努力により、平成１７年度決算では、昨対で損失
額が減少する見込みとなっている。今後は、できる限りの経営改善に向けて、（時間貸）施設利用収入の増収を図ること、そのため利用者の大半を占める施設利用会員を獲得すること、更
なる経費の抑制を図ることについて、同社の努力を期待するとともに、出資者で構成する石巻産業創造㈱業務連絡会（県、市、中小企業基盤整備機構）で、経営改善はもとより、今後の経
営に向けた方策等を検討し、同社に助言・指導を行っていく。
 なお、新石巻市が策定する予定である産業振興プランにおいて、同社を明確に位置づけて行くよう、また、その上で、必要な資金援助を再開するよう出資者である中小企業基盤整備機構
とともに市に訴える。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

受託事業の拡大

当期収支差額 (d - i)

223

（A）実績推移

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

278 340

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

※　平成１７年度以降の上記目標数値については、平成１７年６月２７日現在の目標値である。

(1)　前年度の経営目標の達成状況
に関する評価結果（概要）
1：平成15年度に退去した5社の穴埋
めが出来ずテナント賃貸料収入は目
標を下回った。
2：施設利用料収入は前期実績を下
回ったのは、1ヶ月のみで、他の11ヶ
月はすべて前期実績を上回った。
月平均202千円の対前期比増となっ
た。
3：受託事業の拡大は目標未達と
なったが、今後は顧客ニーズをタイ
ムリーに把握し、顧客ニーズに合っ
た企画と弾力的な受託料の運用を図
り事業拡大に繋げて行く。
(２)　本年度（以降）の目標設定の考
え方
1：平成17年3月にコールセンターが
入居した、これに伴い既入居者の賃
貸料を4月より3,000円から2,500円に
引き下げたが、6月に1団体の入居が
決定しており、今年度のテナント賃貸
料収入目標は達成可能である。
2：施設利用料収入については、平成
16年10月にキャンセル料の取扱いを
顧客の利便を考慮した内容に改正し
た。これより利用実績も上がってきて
いる。今年度は部屋毎の稼働率を算
出しそのデータを生かし、効率的な
新規客の獲得セールスを推進する。
3：会員収入については、平成16年10
月に利用会員の継続率アップを図る
ため、継続会員に対する無料利用時
間を割り増しするように規約を改正し
た。これをＰＲすることにより新規会
員開拓の訪問セールスを積極的に
展開する。
(３)　委員会意見（Ｈ17年3月）への対
応　：委員会意見を真摯に受け止
め、会社設立時の経営理念並びに
設立目標を再度中小企業基盤整備
機構、宮城県、石巻市の関係者間で
確認し、企業経営に邁進する。
※予定貸借対照表を作成していない
ため記載できないことを示す。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

５８　石巻産業創造株式会社

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

テナント賃貸料収入の増
収
施設利用料収入の増収

利用会員拡大事業

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

受託事業

ー

ー ー

ー

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

石巻市開成１番３５

事業内容

石巻ルネッサンス館テナント及び施設の賃貸事業

石巻市受託事業（起業家支援アドバイザー及び異業種コーディネート各種セミナー等）

主要事業名

０２２５－９３－９３９６

施設賃貸事業

Ｈ１３年度

石巻ルネッサンス館会員制度を制定・会員であることのメリットを提供し、利用拡大を図る

借入金依存度（％）

０２２５－９３－９３９７

経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

794.7

ー

5,194.7

ー

17,035.3

産業立地推進課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

5153.8

H13～H16増減率
（％）

代表取締役　川井　茂夫　

http://www.iss-net.jp

平成９年４月１日

350,000千円 （24.3％）

121.7

ー

Ｈ１６年度

ーー

ー

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 255

ー ー県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】
③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【H17.3】
団体及び県に対する意見
①会社設立時の収支見込
み等の計画値との乖離を
分析し、出資者を含む関係
者間で今後の経営方針を
再検討するべきである。

団体に対する意見
①テナント入居者増加によ
る稼働率の向上が最大の
経営改善目標と考えられ
る。

【H18.3】
団体に対する意見
①キャッシュフローがプラス
となるような施設の運営及
び有効活用に不断に取り組
むべきである。
②産業業務機能支援の中
心施設となるような経営努
力を図り，石巻地方拠点都
市化の実現に向けた働き
かけを継続すべきである。

利用会員収入の増収

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 14,165.4 14,661.4



区分 県の考え方

1 取締役会 監査役会

4 4

2 　

4 4

3

4 4

4

3 3

5

1 1

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

取締役会 監査役会

3 3

1 1

1 1

3 3

7

1 1

8

4 4

9

2 2

10

5 5

11

2 2

12 取締役会 監査役会

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

1 1

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

1 1

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

3 3

17

1 1

18 取締役会 監査役会

1 1

19

1 1

20

ー ー

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標 「受託事業の拡大」

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「テナント賃貸料収入の増収」

取組目標 「施設利用料収入の増収」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成
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③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

石巻地域の産業従事者

石巻地域の産業支援のため次の事業を行う（各種情報提供、研究開発、人材育成等の事業）

５８　石巻産業創造株式会社
県担当課　産業経済部産業立地推進課　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

地域産業の振興発展に寄与する

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 ｢利用会員収入の増収」

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④流動比率は低下した
が、依然として高い水準を
維持している。
⑤役員の減員により減少
した。
⑥のア：Ｈ15年度に退去し
たテナントの空室を埋め
ることが出来ず賃貸料収
入の増加は未達となっ
た。
⑥のイ：施設利用料収入
は前期比2,430千円の増
加となった。
⑥のウ：会員数の維持拡
大を推進した結果金額は
目標を達成した。
⑥のエ：受託事業は開催
数が　前期比3回の減少
となり拡大目標は未達と
なった。
⑧新規入居者に対応すべ
く、既存構築物の取り壊し
をし構築物除却損6,906千
円並びに今年度より導入
された外形標準課税
2,879千円を計上した。
⑨預金勘定から投資有価
証券勘定に約350百万円
を移し中期国債を購入し
年間2,240千円の運用益
を計上可能とした。
⑩テナント賃貸料収入の
減少、構築物除却損の計
上、法人事業税の外形標
準課税により累積欠損額
は増加となった。
⑯平成17年3月期決算
（貸借対照表及び損益計
算書の要旨）より電子広
告を採用し、平成17年7月
中にホームページに掲載
する予定である。
⑰施設利用客には施設
利用後に必ずアンケート
を提出していただき回答
内容を毎日チェックしてい
る。また、クレーム、要望
等にはその重要度に応じ
電話、面談等でクイックレ
スポンスを実行している。
会場利用中にも極力担当
者と面談する機会を持ち
ＣＳ向上に努力している。
⑲平成16年度後半にテナ
ントは満室となり、施設利
用料収入も2倍の実績を
上げた。

Ⅰ全評価項目を通して
　収入については、テナン
ト賃貸料収入で目標を達
成できなかったが、施設
利用料収入が伸びたこと
は評価できる。大型テナ
ントが年度末に入居した
ため、来年度のテナント賃
貸料収入は改善する見込
みである。支出について
は、事業費、販管費ともに
支出縮減を行った。また、
今年度は、法人事業税の
外形標準課税制度の導
入による資本割額及び施
設改修に伴う特別損失計
上が決算に影響を与え
た。
Ⅱ 各評価項目ごとに
④　流動比率の低下は、
保有資産を定期預金から
中期国債へ変更したこと
によるものである。高利回
により営業外収益が増加
し、経営改善を図ることが
できた。
⑤　常勤役員を減員し、
常勤職員１名を社外派遣
（人件費を派遣元が一部
負担）してもらうことによ
り、人件費を抑制した。
⑥のア　退去を補う大型
テナントの入居が年度末
になったため、テナント賃
貸料収入が得られなかっ
た。
⑥のイ・ウ　会員による利
用が増加した結果であ
り、会員を継続して確保し
た社の自助努力の結果で
ある。
⑥のエ　企画した研修が
募集定員割れにより実施
を中止したため目標未達
成である。
⑧　施設改修による構築
物除却損の計上は、顧客
ニーズに対応し、将来的
に安定して賃貸料を得る
ためにやむを得なかっ
た。
⑩　テナント賃貸料収入
の伸び悩み、特別損失、
法人事業税の外形標準
課税により、累積欠損額
が増加した。
⑲　決算数値上は、昨年
度と同様に欠損が計上さ
れているが、年度末に大
型テナントが入居したこと
によるテナント賃貸料収
入が増加見込みである。
Ⅲ 結論
　平成16年度は収入の根
幹であるテナント賃貸料
収入が目標を下回った
が、年度末に大型テナン
トが入居し、また、６月に
共有スペースを改装しテ
ナント１社の入居が決まっ
たため、平成17年度はテ
ナント賃貸料収入の増収
が確実である。併せて施
設利用料収入の増加及
び経費節減を図れれば、
さらに経営状況が良化す
るため、出資者で必要な
助言・指導を行って行く。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り



所 在 地 設 立 代 表 者 県 担 当 課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑ ﾍ ﾟ ｰｼ ﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

1,258,418 1,193,728 1,268,181 1,341,510

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

137,448,353 164,275,828 197,903,086 206,319,000 154,964,074 166,000,000

393,734,947 362,255,144 347,343,031 350,517,000 342,225,363 351,400,000

9,558,736 11,995,225 11,805,305 9,800,000 9,693,846 9,000,000

2,409,419 3,041,454 2,861,679 3,000,000 2,252,848 2,400,000

4 5 3 5 5 5

0 0 0 0 0 0

86 87 84 81 80 84

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

61,051 58,119 85,117 326,141 286,498 263,412 263,412 263,412

0 0 0 0 0 0 0 0

61,051 58,119 85,117 326,141 286,498 263,412 263,412 263,412

61,051 58,119 85,117 326,141 286,498 263,412 263,412 263,412

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

200,049 154,108 208,401 255,902 207,791 269,620 269,620 269,620

収 入 経常収入(a) 3,619,119 3,246,840 3,225,567 3,479,000 3,518,311 3,534,700

経常外収入(b) 11,243,409 12,470,635 12,238,589 11,463,000 10,986,969 10,881,868

安定化基金取崩(c) 117,165 350,124 534,885 517,350 443,913 306,852

計(d) 14,979,693 16,067,599 15,999,041 15,459,350 14,949,193 14,723,420

支 出 事業費(e) 1,258,418 1,193,728 1,268,181 1,451,720 1,352,733 1,453,800

管理費(f) 1,197,417 1,132,902 1,103,950 1,126,000 1,056,075 1,234,500

経常外支出(g) 12,448,995 13,711,718 13,606,845 12,864,000 12,334,393 11,982,234

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0

計(i) 14,904,830 16,038,348 15,978,976 15,441,720 14,743,201 14,670,534

1,163,284 920,210 853,436 901,280 1,109,503 846,400

74,863 29,251 20,065 17,630 205,992 52,886

74,863 29,251 20,065 17,630 205,992 52,886

資 産 流 動 資 産 436,645,599 405,663,984 394,438,225 392,606,024

固 定 資 産 252,210 243,777 235,387 227,937

計 436,897,809 405,907,761 394,673,612 392,833,961

負 債 流 動 負 債 405,276,019 374,697,522 362,836,888 360,520,798

固 定 負 債 10,627,605 10,341,955 11,318,190 11,823,756

（うち引当金等） 4,793,605 4,613,955 4,156,190 3,965,756

計 415,903,624 385,039,477 374,155,078 372,344,554

資 本 基 本 財 産 19,894,185 19,754,284 19,394,534 19,263,407

収支差額変動準備金 1,100,000 1,114,000 1,124,000 1,226,000

計 20,994,185 20,868,284 20,518,534 20,489,407

当期利益(又は△当期損失)

772

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【Ｈ１７.３】
団体に対する意見
①設定された経営目標の達成
状況を注視していく。

【Ｈ１８.３】
団体に対する意見
①目標達成状況を注視する。

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a) - (e + f )

県からの単年度貸付金(f )

県の損失（債務）保証額(g )

　 うち県職員（派遣職員）

1.8 1.4県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 107.7 108.3

産業経済部経営金融課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

H13～H16増減率
（％）

会長　熊　谷　　繁

ｈtｔｐ//ｗｗｗmiyagi-shinpo.oｒ.ｊｐ

昭和２９年４月２７日

7,935,282千円 （41.2％）

6.6

1.8

108.9

2.0

108.7

1.9

Ｈ１６年度

-

信用補完業
中小企業者が金融機関から貸付等を受けるについて、その貸付金等の債務を保証することを主たる
業務とし、中小企業者等に対する金融の円滑化を図ることを目的としている。

０２２-２６１-１６２０

経営指標

仙台市青葉区本町２丁目１６番１２号

事業内容主要事業名

０２２-２２５-６４９１

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

Ｈ１３年度

2.8

県からの受託事業の再委託率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

代位弁済（単位：千円）

（E）経営目標・評価推進委員
会の意見

借入金依存度（％）

-- -

1.3

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

５９　宮城県信用保証協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

保証承諾（単位：千円）

保証債務残高（単位：千円）

1.4

761832人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

委託金(a)

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

回収（元損)（単位：千円）

１人当たり人件費（月）（千円） 783

補助金(b)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

常勤職員数

（A）実績推移

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

　
・宮城県信用保証協会は，全国５２協会中１０協会が赤字を計上している中，平成１６年度においても黒字を計上しているが，金融安定化特別基金の取り崩し分を除き，黒字を計上していくためには，これまで同
様，人件費の抑制や収入の中心となる保証料収入の増加に向けさらなる自助努力が望まれるところである。

・県経済の活性化のためには，これまで以上に県と信用保証協会との連携を深め，保証付き融資を利用することで経営の安定を図ることのできる中小企業者等の発掘に努める必要がある。

・県制度への積極的な呼応により生じる保証料差額については，今後も引き続き補填する必要があると考えるが，県の補助金に過度に依存しない経営基盤を築く上でも，これまで以上に，利用先数を伸ばすなど
の経営努力が必要となる。

・代位弁済及び回収について積極的な目標を掲げたことは評価できるが，代位弁済については，適正な期中管理とともに，融資実行から短期間で代位弁済の発生を防ぐなどの努力をすることで，目標を上回る達
成も可能と思われる。

当期収支差額 (d - i)

１　前年度の経営目標の達成状況に関する評
価結果（概要）
　前年度のセーフティーネット保証の利用増に
よる反動及び景気低迷による中小企業者の借
り控え等により保証承諾が目標比75．1％、保
証債務残高も以上に加え、金融安定化特別保
証制度の償還が進んでいることから目標比９
７．６％、又回収（元損)も無担保保証及び第三
者を徴求しない保証の増加に加え、担保価格
の下落等もあいまって回収は困難さを増してき
ており目標比７5．１％と目標を未達成としてい
るが、期中管理の徹底により、代位弁済は目
標比９８．９％と目標をほぼ達成。

２　本年度（以降）の目標設定の考え方
・保証承諾
セーフティーネット保証の推進等、国・県・市町
村等の施策に積極的に呼応するとともに、中
小企業者のニーズに適応した保証の推進、対
応により、前年比107％の目標を設定。
・保証債務残高
保証承諾の目標設定において記載した推進
活動により、増加を目指すものであるが、平成
13年3月をもって終了した金融安定化特別保
証制度の償還を考慮し、前年比１03％の目標
を設定。
・代位弁済
県内の企業倒産状況が沈静化傾向にあるこ
と、及び金融安定化特別保証制度の保証債務
残高が償還の進捗により減少中であることを
勘案し、前年比93％の目標を設定。
・回収（元損)
債務者並びに連帯保証人等の実態調査を徹
底し、求償権の内容に応じた手続きの早期着
手と継続交渉により回収の実効を図るものと
し、前年比107％の目標を設定。

３　委員会意見（Ｈ17年3月）への対応
　上記のとおり積極的に努力していく。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標



区分 県の考え方

1 理事会 監事 2・3

④ ④

2 　

③ ③

3

③ ③

4

② ②

5

① ①

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 6

理事会 監事

③ ③

③ ③ 8

① ①

③ ③

7 9

② ②

8

① ①

9

② ②

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

③ ③

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

③ ③ 17

17

① ①

18 理事会 監事

① ①

19

② ②

20

　― 　―

（記入の手引き参照）
２借入金は全て｢国｣（中
小企業公庫)からの中小
企業政策の一環とした融
資基金でありこれが増加
しているため。
３｢県｣の中小企業政策
上、県制度融資について
基本保証料率より低く設
定しておりこの差額分の
一部が補助金として支給
されるものでありこの分が
増加しているため。

別紙のとおり
 

期中管理の徹底により、
延滞債務及び代位弁済
の圧縮が図られたことか
ら、収支差額が前期比１
億９千万円増となり、①の
著しく改善と評価

毎年、黒字決算により収
支差額の約２分の１を不
測の事態に備えるため、
｢収支差額変動準備金｣に
繰入してきているほか、流
動比率も100％以上を維
持している等、改善中で
あることから②の一部改
善と評価

保証利用先企業に対し、
四半期毎に金融動向調
査を行い、中小企業者の
実態並びにニーズ等を把
握するとともに、苦情対応
における組織の一元化を
図るなど、内容の把握に
努める体制に整備してお
り、①の充分把握と評価

Ⅰ全評価項目を通して
・保証業務は，景気や不良債
権処理等，国の政策等外部
要因に左右される中，１人当
たりの人件費を抑える等の経
営努力により黒字計となって
いることから，左記評価結果
については概ね妥当である
が，インターネットによる情報
の公開に関しては，業務内容
等の公開にとどまらず，財務
内容等の公開など情報提供
の充実を図る必要がある。

Ⅱ 各評価項目ごとに
3
・県制度への積極的な呼応に
より生じる保証料差額につい
ては，今後も引き続き補填す
る必要があると考えるが，県
の補助金に過度に依存しな
い経営基盤を築く上でも，こ
れまで以上に，利用先数を伸
ばすなどの経営努力が必要
となる。
6-ｱ,ｲ
・県経済の活性化のために
は，これまで以上に県と信用
保証協会との連携を深め，保
証付き融資を利用することで
経営の安定を図ることのでき
る中小企業者等の発掘に努
める必要がある。
6-ｳ
・代位弁済については，適正
な期中管理とともに，発生原
因の検証を重ね有効活用す
ることで，融資実行から短期
間での代位弁済を防ぐなどの
努力が必要となる。一方，保
証渋りが起きないようにモラ
ルハザードに留意しながら，
損失補償等適切な財政支援
を行っていきたい。

Ⅲ 結論
　宮城県信用保証協会は，全
国５２協会中１０協会が赤字
を計上している中，平成１６年
度においても黒字を計上して
いるが，金融安定化特別基
金の取り崩し分を除き，黒字
を計上していくためには，これ
まで同様，人件費の抑制や
収入の中心となる保証料収
入の増加に向けさらなる自助
努力が望まれるところであ
る。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「代位弁済」

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

　事業経営に真面目に努力し、将来に向かって発展の可能性のある中小企業者　

　中小企業者に対する金融の円滑化を図る　

５９　宮城県信用保証協会
県担当課　産業経済部経営金融課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

　中小企業の多様で活力ある成長発展に寄与する

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「保証承諾」

取組目標 「保証債務残高」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標 「回収（元損)」

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

150,618 147,907 135,404 141,017

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

3,165,730 3,464,860 3,771,900 3,900,000 3,193,610 3,540,000

127,625 125,876 112,414 116,418 113,843 118,335

1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0

8 8 8 8 8 8

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 17,891 0 0 0

収 入 事業収入(a) 93,004 91,187 89,006 91,707 89,990 89,790

事業外収入(b) 0 0 0 0 0 0

その他の収入(c) 1,435,735 1,399,043 1,306,592 1,214,827 1,214,564 1,060,629

計(d) 1,528,739 1,490,230 1,395,598 1,306,534 1,304,554 1,150,419

支 出 事業費(e) 22,993 22,031 22,990 26,513 27,174 24,752

管理費(f) 127,625 125,876 112,414 116,418 113,843 118,335

事業外支出(g) 0 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 1,428,085 1,360,378 1,300,406 1,203,025 1,200,200 1,049,287

計(i) 1,578,703 1,508,285 1,435,810 1,345,956 1,341,217 1,192,374

△ 57,614 △ 56,720 △ 46,398 △ 51,224 △ 51,027 △ 53,297

△ 49,964 △ 18,055 △ 40,212 △ 39,422 △ 36,663 △ 41,955

△ 49,964 △ 18,055 △ 40,212 △ 39,422 △ 36,663 △ 41,955

資 産 流 動 資 産 19,717,049 20,157,229 20,625,755 ※ 20,319,457 ※

固 定 資 産 370,910 361,017 334,842 ※ 324,577 ※

計 20,087,959 20,518,246 20,960,597 ※ 20,644,034 ※

負 債 流 動 負 債 15,473,414 16,027,217 16,675,084 ※ 16,569,459 ※

固 定 負 債 1,512,675 1,428,214 1,340,408 ※ 1,188,333 ※

（うち引当金等） 432,178 426,879 417,714 ※ 406,724 ※

計 16,986,089 17,455,431 18,015,492 ※ 17,757,792 ※

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 2,951,203 2,930,203 2,852,703 ※ 2,830,503 ※

剰 余 金 等 150,667 132,612 92,402 ※ 55,739 ※

計 3,101,870 3,062,815 2,945,105 ※ 2,886,242 ※

【H17.3】
団体に対する意見
①保証の増加による収入
増は、一方で貸倒のリスク
も伴うので、保証時の検討
は十分に行う必要がある。
②管理費を徹底的に見直
し、事業規模に見合う体制
作りが必要である。

【H18.3】
団体に対する意見
①目標とする保証実行額の
達成状況を注視する。

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

－ －県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 127.4 125.8

－

Ｈ１６年度

－－

－

産業経済部　経営金融課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

H13～H16増減率
（％）

理事長　後藤邦雄

　なし

昭和２８年７月１８日

８１１，２５０千円 （２８．７％）０２２－２６２－７５６７

経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

△ 6.4

4.1

122.6

4.2

123.7

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

　　仙台市青葉区本町三丁目６－１６

事業内容

中小漁業者等が金融機関からの資金を借入れするにあたって債務の保証をする。

主要事業名

０２２－２２１－５３２６

金融債務保証

Ｈ１３年度

4.1

－ －

5.2

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

６０　　宮城県漁業信用基金協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

保証の増加（単位：千円）
経費（事業管理費）の削減（単位：千円）

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

805 810

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

※平成１７年度以降の目標数値については，平成１７年６月２１日現在の目標値である。

１ 前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）

「保証の増加について」
長引く景気の低迷等による経済環

境の悪化から、設備投資の抑制等に
よる保証需要の減少、また継続的な
既保証運転資金が代位弁済に移行
したこと等の要因から目標を大幅に
下回った。

「経費の削減について」
経費の抑制なり削減に努めた結

果、目標は達成されたものの、施設
費（修繕）等の増加により前年実績を
若干上回った。

２ 本年度（以降）の目標設定の考え
方

本年度の実績及びH１４年に策定し
た経営改善１０ヶ年計画を踏まえて、
保証については漁業近代化資金の
付保向上及び保証需要の拡大に努
め、経費については、人件費等の削
減に努める。

３ 委員会意見（Ｈ17年3月）への対
応
①保証審査を適正かつ十分に行い
つつ，付保向上及び保証需要の拡
大に努めます。
②管理費については，経営改善計画
に即し，人件費の削減に努めます。

※予定貸借対照表を作成していな
い。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

722

（A）実績推移

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 724

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】
③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

　 宮城県漁業信用基金協会は，平成10年度までは単年度収支は均衡していたが，平成11年度以降単年度赤字が続いている。
 　赤字発生の原因としては，金利低下による利息収入等事業収入の低下や水産不況による代位弁済の増加等による支出の増加などが要因であり，今後，適正な保証審査及び基金
の運用を行うとともに，管理経費の削減を実施する等収支を極力見直し，収支を健全化する必要がある。
 　このため，当該団体においては，平成14年度に10か年の経営改善計画（平成15年度～）を策定し，収支改善を図っているところであり，平成16年度の収支は事業計画及び経営改善
計画を上回っている。
　 県としては，こうした当該団体の自助努力の推移を注意をもって把握し，当該団体に対する出資，特別準備金造成等に対する出えん等財政的関与の方法及び支援をあり方につい
て，その必要性も含めて適宜検証し，当該団体がその目的を的確に果たせるよう指導監督を行っていく。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④
2 　 2

① ①
3

④ ④
4 4

③ ③
5 5

① ①

6 6

Ⅱ 各評価項目ごとに

③ ③  8    9

① ① （目標対比　81.9%）

－ － 6

－ －
7 （目標対比　97.8%）

① ①
8 8

② ②
9

② ②
10

① ①
11 9

② ②

12

① ①
13

① ①
14 14 法制上できない。

④ ④
15 15

④ ④
16 16

③ ③
17 17

① ①

18 理事会 監事

① ①
19 19

① ①
20

― ―

人件費、旅費交通費等の削
減による。

ア：保証については、付保の
拡大に努めたものの、漁業
近代化資金並びに一般資金
の需要の減少から目標を下
回った。

イ：事業管理費については、
人件費等の削減に努め目標
が達成された。

固定負債において求償権の
減少に伴い引当金の減少が
図られた。

監事

２～３年後をメドに計画しま
す。

評価結果（コメント）

　当期損失の原因として
は，金利低下による利息
収入等事業収入の低下
や水産不況による代位弁
済の増加等による支出の
増加などの要因であり，
今後，適正な保証審査及
び基金の運用を行うとと
もに，管理経費の削減を
実施する等収支を極力
見直し，収支を健全化す
る必要があることから，
適切な関与について検証
し指導していく。

Ⅲ 結論
  当該団体の自助努力の
推移を注意をもって把握
し，当該団体に対する出
資，特別準備金造成等に
対する出えん等財政的
関与の方法及び支援の
あり方について，その必
要性も含めて適宜検証
し，当該団体がその目的
を的確に果たせるよう指
導監督を行っていく。

代位弁済が計画を下回った
ため，経営基盤強化のため
の借入が減少した。

求償権償却促進等により求
償権残高が減少したため。

Ⅰ全評価項目を通して
　当該団体においては，
平成10年度までは単年
度収支は均衡していた
が，平成11年度以降単
年度赤字が続いているた
め，平成14年度に10か年
の経営改善計画（平成15
年度～）を策定し，収支
改善を図っているところ
であり，評価及びコメント
はこの経営改善計画を踏
まえており，概ね妥当で
ある。

評  価  項  目

理事会

監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件
数および内容を把握しているか。

上記 19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経
営幹部の経営責任はどのように負うか。

①既に登用済

①既に選任済

①既に全て公開

保証料の見直しの効果によ
り保証料の増収、諸経費の
削減等に努めた結果、赤字
ではあったものの、前期実績
より圧縮された。

費用の面もあるが特に予定
していない。

保証推進会議及び定期的な
組合訪問により把握。

H14に策定した10ヵ年の経営
改善計画（H15～）に基づき、
収支改善を図っており、収支
は好転し、当期損失ではあ
るが、改善計画を上回ってい
る。

インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価
格と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等
安全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

②既に一部公開

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

③目標を未達成

②横ばい ③上昇傾向

③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②横ばい ③低下傾向

④該当なし

①上昇傾向

①低下傾向 ②横ばい

③変化なし ④一部悪化

①目標を達成

「保証の増加」

取組目標 「事業管理費の削減」

①目標を達成

②目標をほぼ達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

③目標を未達成

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③目標を未達成

②一部改善

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

取組目標

①目標を達成

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

　区域内における中小漁業者等。

　中小漁業者等が金融機関からの資金を借入れするにあたっての債務の保証。

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい

６０　　宮城県漁業信用基金協会
県担当課　：　産業経済部 経営金融課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

金融機関が中小漁業者等に対する貸付等について、その債務を保証することを主たる業務とし、しいては必要とする資金の融通を円滑に
し、中小漁業の振興を図る。

③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

①該当なし

③含み益有り

監事

理事会
「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

④把握していない

②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

157,968 157,935 164,371 150,622

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

19,501,410 19,287,063 24,331,381 21,000,000 20,304,617 20,000,000

194,342 103,205 101,610 150,000 100,580 150,000

1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

11 13 15 15 15 15

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

26,250 29,750 27,250 22,875 22,875 50,000 50,000 50,000

26,250 29,750 27,250 22,875 22,875 50,000 50,000 50,000

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 382,090 382,267 379,697 397,620 427,448 421,730

事業外収入(b) 0 0 0 0 0 0

その他の収入(c) 1,327,168 1,279,368 1,386,293 1,370,330 1,348,437 1,481,740

計(d) 1,709,258 1,661,635 1,765,990 1,767,950 1,775,885 1,903,470

支 出 事業費(e) 9,868 7,162 7,831 10,930 6,749 13,540

管理費(f) 148,100 150,773 156,540 149,555 143,873 143,070

事業外支出(g) 0 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 1,551,290 1,503,700 1,601,507 1,607,315 1,625,082 1,746,655

計(i) 1,709,258 1,661,635 1,765,878 1,767,800 1,775,704 1,903,265

224,122 224,332 215,326 237,135 276,826 265,120

0 0 112 150 181 205

0 0 112 150 181 205

資 産 流 動 資 産 7,890,151 8,385,534 8,742,780 ※ 8,957,816 ※

固 定 資 産 231,441 235,724 235,352 ※ 235,098 ※

計 8,121,592 8,621,258 8,978,132 ※ 9,192,914 ※

負 債 流 動 負 債 2,486,358 2,606,527 2,636,468 ※ 2,687,854 ※

固 定 負 債 1,831,864 1,870,181 1,974,632 ※ 2,082,286 ※

（うち引当金等） 1,831,864 18,570,181 1,974,632 ※ 2,082,286 ※

計 4,318,222 4,476,708 4,611,100 ※ 4,770,140 ※

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 3,565,317 3,906,497 4,128,867 ※ 4,184,427 ※

剰 余 金 等 238,053 238,053 238,165 ※ 238,346 ※

計 3,803,370 4,144,550 4,367,032 ※ 4,422,773 ※

　 宮城県農業信用基金協会は，近年，金利低下による利息収入等事業収入の低下や経済不況による代位弁済の増加等による支出の増加などの要因により，その収支は均衡して
いる状況である。
　 当該団体においては，経営基盤強化検討委員会を組織し検討の上，中期事業計画を策定しており，現在第４次中期事業計画（平成１６年度～１８年度）により経営改善に取り組ん
でいるところである。
　 平成１７年４月の農業信用保証保険法一部改正により，監事に学識経験者の登用や公認会計士又は監査法人による監査の義務付けなどが規定され，より一層健全性の確保が
求められていることから，県としては，当該団体の自助努力や経営目標の達成状況の推移を注意をもって把握し，当該団体に対する出資，特別準備金造成等に対する出えん等財政
的関与の方法及び支援のあり方について，その必要性も含めて適宜検証し，当該団体がその目的を的確に果たせるよう指導監督を行っていく。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

623

（A）実績推移

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

780 699

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

※平成１７年度以降の目標数値については，平成１７年６月１５日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況
に関する評価結果（概要）
・保証引受額について
  住宅ローン・営農ローンの保証引
受が前年度を下回ったため、計画
額に達しなかった。
・求償権回収額について
　支払督促、競売申立等法的手続
きによる回収促進を図りましたが、
資産処分等が進まず目標額を下
回った。
・収支決算について
　資金運用の効率化による運用益
の確保、保証料の増収及び諸経費
の節減に努めた結果、目標を若干
上回る当期利益金を計上すること
ができた。

２　本年度（以降）の目標設定の考
え方
・保証引受額について
　農業の中核的担い手として積極
的に農業経営に取り組む農業者
や、効率的、安定的な経営体を目
指す農業者等の信用保管機能を拡
充し、協会保証利用率の向上と会
員ＪＡの健全経営の確立が図られ
るよう左記目標に取り組む。
・求償権回収額について
　求償権の健全化を図るため、代
位弁済の適切な処理と求償権の回
収促進方策の強化を図る。

３　委員会意見（Ｈ17年3月）への対
応
　設定した経営目標の達成状況を
評価分析し，業務運営に資する。

※予定貸借対照表を作成していな
い。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

６１　　宮城県農業信用基金協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

保証引受額（単位：千円）
求償権回収額（単位：千円）

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

1.1

- -

1.1

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

　宮城県仙台市青葉区上杉一丁目２番１６号

事業内容

債務保証

主要事業名

　０２２－２６４－８６６１

債務保証

Ｈ１３年度

　０２２－２２３－１４６０

経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

△4.7

0.8

333.3

0.8

331.6

-県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

借入金依存度（％）

産業経済部　経営金融課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

H13～H16増減率
（％）

会長理事　鈴木柾夫

　なし

昭和３７年３月１９日

６８２，３５０千円 （１６．８％）

-

Ｈ１６年度

--

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【H17.3】
団体に対する意見
①設定された経営目標の
達成状況を注視していく。

【H18.3】
団体に対する意見
①目標とする保証実行額の
達成状況を注視する。

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 666

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

- -県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 317.3 321.7



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④
2 　

① ①
3

④ ④
4

① ①
5

① ①

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

③ ③

③ ③ Ⅱ 各評価項目ごとに

7   8    9   14    16    19

① ①
8

② ②
9

② ②
10

① ①
11

② ②

12 理事会 監事

① ①
13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①
14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  14  法制上できない。

④ ④
15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①
16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

③ ③

17

② ②

18 理事会 監事

① ①
19

② ②

20

- -

Ⅲ 結論
　県としては，当該団体の
自助努力や経営目標の
達成状況の推移を注意を
もって把握し，当該団体に
対する出資，特別準備金
造成等に対する出えん等
財政的関与の方法及び
支援のあり方について，
その必要性も含めて適宜
検証し，当該団体がその
目的を的確に果たせるよ
う指導監督を行っていく。

 16  １８年度を目標とした
い。

 15  理事２名は学識経験
者を登用している。

 17  応接記録、電話（口
頭）連絡票により把握して
いる。

 6 －ア　保証引受額につ
いては、住宅ローン・営農
ローンの保証引受が大き
く落ち込んだことにより、
目標を未達成となった。
（目標対比　96.7%）

 6 －イ　求償権回収額
は、競売、資産処分等を
行ったが、目標未達成と
なった。
(目標対比対比1,031千円
減)

 8 　収支決算について
は、運用益の確保、保証
料の増収、諸経費の節減
に努め、保証責任準備金
及び求償権償却引当金
の繰入基準を充足し、前
期を若干上回る当期利益
金を計上することができ
た。

Ⅰ 全評価項目を通して
　当該団体においては，
経営基盤強化検討委員
会を組織し検討の上，中
期事業計画を策定してお
り，現在第４次中期事業
計画（平成16年度～18年
度）により経営改善に取り
組んでいるところである。
この中期事業計画策定の
過程で目標設定及び実績
の評価は適宜実施されて
きていうことから，本シー
トの評価及びコメントは中
期事業計画の内容を反映
しており，妥当である。

　近年金利低下による利
息収入等事業収入の低
下や経済不況による代位
弁済の増加等による支出
の増加などの要因により
その収支は均衡してい
る。平成17年４月の法一
部改正により，監事に学
識経験者の登用や公認
会計士又は監査法人によ
る監査の義務化などが規
定され，より一層健全性
の確保が求められること
から，適切な関与につい
て検証し指導していく。ま
た，インターネットによる
情報公開を指導していく。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中

②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

①該当なし

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

④変化なし ⑤さらに悪化

①より強まった

④著しく悪化

③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

　農業を営む者、農業に従事する者、農業協同組合、農業協同組合連合会、農業協同組合中央会、農事組合法人、農業共済組合、農
業共済組合連合会および土地改良区等

　農業信用保証保険法に基づき、農業協同組合その他の融資を行う機関の農業者等に対する貸付についてその債務を保証することに
より、農業者等がその経営を近代化するために必要な資金その他農業者等が必要とする資金の融通を円滑化し、もって農業生産の向
上を図り、農業経営の改善に資すること。

６１　宮城県農業信用基金協会
県担当課　産業経済部経営金融課　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

　農業信用保証保険法に基づき、農業協同組合その他の融資を行う機関の農業者等に対する貸付についてその債務を保証すること。

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

③一部解消

③変化なし
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４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

①目標を達成

②解消済み

①著しく改善

「保証引受額」

取組目標

③目標を未達成

「求償権回収額」

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ④一部悪化

⑤著しく悪化

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

②目標をほぼ達成

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

①既に全て公開 ②既に一部公開

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

取組目標

①既に選任済

①目標を達成



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎ ｰ ﾑ ﾍ ﾟ ｰ ｼ ﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

72,947 49,469 60,213 65,405

1,205 1,895 822 1,019

2,692 2,643 3,369 3,084

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

4 4 4 4 4 4

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

26,192 32,539 45,883 49,324 48,372 52,903 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

26,192 32,539 45,883 49,324 48,372 0 0 0

17,880 27,099 38,398 0 41,890 0 0 0

531,000 531,000 531,000 0 531,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

531,000 531,000 531,000 0 531,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 111,455 80,637 84,314 91,845 88,365 80,940

事業外収入(b) 0 0 215,118 0 112,989 308,922

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 111,455 80,637 299,432 91,845 201,354 389,862

支 出 事業費(e) 76,845 54,007 64,405 203,094 69,508 202,260

管理費(f) 8,941 14,414 15,048 15,804 15,945 16,043

事業外支出(g) 11,738 12,466 213,757 28,972 110,909 333,942

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0

計(i) 97,524 80,887 293,210 247,870 196,362 552,245

25,669 12,216 4,861 △ 127,053 4,992 △ 137,363

13,931 △ 250 6,222 △ 156,025 4,992 △ 162,383

149,556 △ 1,565 2,496 0 3,585 △ 12,117

資 産 流 動 資 産 152,266 150,553 155,555 20,659 160,573 19,277

固 定 資 産 1,588,496 1,558,868 1,543,798 1,666,449 1,536,389 1,660,667

計 1,740,762 1,709,421 1,699,353 1,687,108 1,696,962 1,679,944

負 債 流 動 負 債 2,710 1,247 28 0 53 0

固 定 負 債 632,686 604,373 593,028 585,482 587,025 582,178

（うち引当金等） 55,789 50,831 46,323 42,414 41,254 41,932

計 635,396 605,620 593,056 585,482 587,078 582,178

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 1,001,000 1,001,000 1,001,000 1,001,000 1,001,000 1,001,000

剰 余 金 等 104,367 102,801 105,298 100,626 108,884 96,766

計 1,105,367 1,103,801 1,106,298 1,101,626 1,109,884 1,097,766

0 6 2

当該法人も使命はますます重要となっており、本県農業振興とりわけ、担い手・新規就農者の育成・確保には就農支援が必要不可欠であり、法人の設立趣旨・業務目的等に基づき、当該
法人に対して、就農支援資金貸付業務の適性かつ確実な実施を確保することができるよう、必要な情報の提供及び的確な指導、助言を行っていく。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

153 315

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

※平成17年度以降の目標数値については，平成17年7月1日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）

　平成１６年３月３１日現在における
未回収金は２４万円（３名）で、全額
回収したものの、新たに１，８３８千円
（４名）が未回収となり、目標を達成
できなかった。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方

引き続き、延滞の未然防止に努め、
新たな延滞者ゼロを目指す。（２名は
平成１６年度からのものである。）

３　委員会意見（Ｈ17年3月）への対
応                                           上
記のとおり積極的に努力する。

1 2

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

経常収支(a+b) - (e + f +g)

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

269

（A）実績推移

県からの単年度貸付金(f )

補助金(b)

3

６２ 　財団法人みやぎ農業担い手基金

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

環境条件整備事業

青年農業者育成対策事業

31.1

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

- -

30.5

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区上杉一丁目２－１６

事業内容

就農支援資金･短期研修資金の貸付,奨学金の支給,新規就農者激励会の開催,就農相談活動等

国内留学･海外農業研修資金の助成,新規就農者組織活動資金の助成等

主要事業名

０２２－２６４－８２３８

青年農業者確保対策事業

Ｈ１３年度

農業士会への助成,農村青少年ｸﾗﾌﾞ事業への助成,青年農業者の全国派遣事業への助成等

０２２－２６４－８２３９

経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

△ 10.3

31.2

302,967.0

31.3

562,181.6

24.0

県からの受託事業の再委託率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

借入金依存度（％）

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

債権保全の徹底(延滞者数)(青
年農業者等育成ｾﾝﾀｰ)（単位:件）

産業経済部産業人材育成課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

14.6

H13～H16増減率
（％）

理事長　　大堀　哲

http://www.myg27ite.org

平成2年10月1日

500,000千円 （49.9％）

△ 15.4

10.2

Ｈ１６年度

--

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【H17.3】
団体に対する意見
①経営改善に向けた取組
目標の達成状況を注視す
る。

県に対する意見
①県の団体改革に対する
指導状況を注視する。

【H18.3】
県に対する意見
①県の団体改革に対する
指導状況を注視する。

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 328

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

10.6 14.1県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 5,619.4 12,075.4



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

② ②

3

③ ③

4

① ①

5

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 Ⅱ　各評価項目ごとに

理事会 監事

③ ③

ー ー

ー ー

ー ー

7

① ①

8

③ ③

9

③ ③

10

① ①

11

① ①

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

① ①

17

② ② Ⅲ　結論

18 理事会 監事

① ①

19

② ②

20

ー ー

当該法人の使命はますます重要
となっており、本県農業振興とりわ
け担い手・新規就農者の育成・確
保には就農支援が必要不可欠で
あり、法人の設立主旨・業務目的
等に基づき、当該法人に対して、
就農支援資金貸付業務の適性か
つ確実な実施を確保することがで
きるよう、必要な情報の提供及び
的確な指導、助言を行って行く。

①含み損益なし ②含み損有り

Ⅰ全評価項目を通じて

④把握していない

②登用手続中

⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

③今後予定

③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

④予定なし

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし

②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

評  価  項  目 評価結果（コメント）

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

③上昇傾向 ④該当なし

②横ばい

①低下傾向 ②横ばい

６２　　財団法人みやぎ農業担い手基金
県担当課　産業経済部産業人材育成課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

創造性溢れ、協調性に富み、実践力旺盛な青年農業者の確保・育成を図ること

新たに就農しようとする青年等及び青年農業者

宮城県農業の振興に寄与すること

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。
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合

団
体
改
革
計
画
表
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外
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４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

①目標を達成

②選任手続中

①十分把握 ②一部把握

①目標を達成

取組目標 「債権保全の徹底（延滞者数）」

③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①低下傾向

８．基本財産の運用（地方
債が満期）により、収支計
算に大きく反映されている
が、事業外収入なので、
除外して判断した。

９．各年の実績では、資
産が減少傾向にあるが、
流動資産が微増、固定資
産が微減など、大局的に
大きな変化はないと判断
した。

１７．会議等での中で外部
からの意見等をによる

　
みやぎ農業担い手基金の
業務は、就農者確保を目
的に各種団体より出捐し
ていただいた基金運用益
により、業務を執行してお
り、当該業務において収
益又は業務収入は皆無で
ある。
したがって、この経営評価
シートには該当する項目
のみ記載。

６．平成16年度に６名で
335万8千円の未回収金
が発生し年度内回収に努
め、3名は完納となった
が、未納入者及び保証人
等の様々な事情により、
納入誓約による一部分納
となり平成17年7月には未
納金が3名で111万円と圧
縮された。

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

当該法人の設立趣旨・業務目
的から営利団体ではなく、担
い手とりわけ新規就農者の育
成・確保を業務としており、評
価結果は妥当である。

３．県の施策として研修資
金の償還免除制度を実施
し、免除補助額が年々増
加していることによるも
の。

６．未収金の発生は予測
不能であることと、農業を
取り巻く情勢が悪化する
中で、未納者及び保証人
と誠実に納入交渉を行い
納入確約を取るなど、懸
命に未回収金の圧縮に努
めている。



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

109,000 103,499 100,957 101,781

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１

2 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 186,648 177,259 176,187 175,114 175,114 164,657
事業外収入(b) 4,746 4,747 4,518 556 746 556
その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 191,394 182,006 180,706 175,670 175,860 165,213
支 出 事業費(e) 109,000 103,499 100,957 103,144 101,781 102,514

管理費(f) 0 0 0 0 0 0
事業外支出(g) 4,916 4,113 2,588 1,372 1,174 258
その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0

計(i) 113,916 107,612 103,545 104,516 102,955 102,772

77,478 74,394 77,161 71,154 72,905 62,441

77,478 74,388 77,161 71,154 72,905 62,441

45,876 42,975 44,295 39,015 42,921 34,342

資 産 流 動 資 産 22,094 13,536 6,029 ※２ 12,696 ※２

固 定 資 産 1,234,686 1,192,548 1,150,905 ※２ 1,110,872 ※２

計 1,256,780 1,206,084 1,156,934 ※２ 1,123,569 ※２
負 債 流 動 負 債 92,594 94,309 98,288 ※２ 60,679 ※２

固 定 負 債 332,166 236,780 139,355 ※２ 100,677 ※２
（うち引当金等） 1,662 1,919 2,206 ※２ 2,517 ※２

計 424,760 331,089 237,643 ※２ 161,356 ※２
資 本 基本（資本）金 568,940 568,940 568,940 ※２ 568,940 ※２

剰 余 金 等 263,080 306,055 350,351 ※２ 393,272 ※２
計 832,020 874,995 919,291 ※２ 962,212 ※２

　当該団体は，東北の中枢都市・仙台市の海の玄関口となる仙台港地区に所在し，海陸一貫輸送の中心的役割を果たす流通拠点として，宮城県及び仙台市を含む２２社を株主と
する第三セクターとして設立されたものである。
　当該団体が運営する施設は，設立当初のターミナル施設（荷扱施設）に加え，平成２年に「民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時措置法」の事業
認定を受け特定施設（保管施設等）を整備拡充したことにより，荷捌配送機能・流通加工機能・保管機能を備えた総合物流ターミナルとして，仙台港の港湾機能の高度化・総合化に
大きく寄与している。
　仙台港が平成１３年に東北で唯一の特定重要港湾として指定され，東北全域の国際海上輸送拠点として中核国際港湾に位置付けられたこともあり，当該団体の運営する施設も
重要性が一層増しているところである。
　現在，当該団体では剰余金を有しているが，これについては，県（企業局）から借用敷地の買収を求められ多額の資金需要を抱えていたことから，累積欠損金の解消した平成７年
度以降，利益が発生しても配当は行わず内部留保に努めてきたことによるものである。
　当該団体が現在のような安定的な経営状況に至ったのは，当該団体の営業努力によるほか，多額の累積欠損金を抱えていた当時に協調して増資を行った株主相互の支援によ
るものであり，県としては他の株主との現在までの信頼関係や県としての仙台港地区開発における海陸一貫輸送の拠点施設としての重要性を考慮し，今後も引き続き当該株式を
保有する必要があると考える。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

297

（A）実績推移

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

272 272

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

※平成１７年度以降の目標数値については，平成１７年６月２０日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）

　施設利用率もほぼ１００％で推移
し、当期純利益も確保でき所期の目
的は達成した。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　
　長期借入金完済に伴い、一部テナント
の使用料不均衡是正を行うため、営業
収益が減少するが、当期純利益は確保

する。

３　委員会意見（Ｈ17年3月）への対
応
該当なし

※１　当該団体は，要改善以外の団
体であり，「経営改善に向けた」とい
う表題で記載すべきものはないた
め。
　また，倉庫業として利用率もほぼ
１００％で推移しており，特段目標設
定を要しないと考えるため。

※２　貸借対照未記入の理由
　予定貸借対照を作成する義務がな
く，未作成のため。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

６３　　仙台港流通ターミナル株式会社

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

14.3

ー ー

19.8

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

　仙台市宮城野区港三丁目３‐３

事業内容

施設管理運営

主要事業名

   022-259-4238

トラックターミナル事業

Ｈ１３年度

借入金依存度（％）

  022-387-1655

経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

△ 6.6

8.4

20.9

3.5

6.1

　産業経済部食産業・商業振興課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

H13～H16増減率
（％）

代表取締役社長　江森　武久昭和５３年７月

153,000千円 （　27.6　％）

ー

Ｈ１６年度

ーー

ー

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 290

ー ー県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】
③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【H17.3】
県に対する意見
①施設利用率が９９％に近
く、剰余金が潤沢であり、
県の当初の出資目的は果
たされたものと思われるこ
とから，県出資の引き揚げ
を検討すべきではないか。

【H18.3】
団体及び県に対する意見
意見なし

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 23.9 14.4



区分 県の考え方

1 事務局による評価

4 4

2 　

1 1

3

4 4

4

2 2

5

2 2

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

- -

- -

- -

- -

7

1 1

8

3 3

9

3 3

10

1 1

11

1 1

12

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

1 1

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

1 1

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

4 4

17

1 1

18

2 2

19

1 1

20

- -

①含み損益なし ②含み損有り

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

④把握していない

②変化なし

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

③少し弱まった ④著しく弱まる

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

トラック運送事業者

トラックターミナル事業

６３　仙台港流通ターミナル株式会社
県担当課　　産業経済部食産業・商業振興課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

仙台港における海陸一貫輸送の流通拠点としての中心的役割を果たすこと

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

１８～１９
　仙台港は発展途上にあ
り必要性は変わらない。
　施設はほぼ100%の稼働
率であり，経営は成熟状
況にあり変化はない。

Ⅰ全評価項目を通して
　当該法人は倉庫業であ
り，施設稼働率，財務状
況ともに特に良好な状態
であり，評価結果は妥当
である。

Ⅱ 各評価項目ごとに
３～９
該当なし
１４～１７
現状維持
１６
要請を継続

Ⅲ 結論
１８～１９
　当該団体の運営する施
設は，特定重要港湾であ
る仙台港における海陸一
貫輸送の拠点施設であ
り，重要な役割を担ってい
る。
　今後も安定した経営が
継続されるよう，推移を見
守っていく必要がある。

１～５
　借入金は，長期借入金
であり償還がほぼ終了し
ているため，依存度は低
下している。

７～１１
　施設利用率は，ほぼ
100%であり，目標は常に
達成している。

１４～１５
　決算監査は公認会計士
に委託，通常の会計処理
事務は税理士に委託して
おり監査役に選任する予
定はない。
　代表取締役は民間起用
である。
１６
　職員１名のみのため，
対応は難しい。
１７
　同一敷地内に顧客を有
しており，対面等により把
握している。



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

48,809 51,769 53,782 54,642

84,557 88,452 97,017 147,191

21,164 18,891 128,770 147,616

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１

2 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0

13 13 14 15 15 15

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

476,600 457,600 471,000 449,900 449,900 451,600 451,600 451,600

0 0 0 0 0 0 0 0

476,600 457,600 471,000 449,900 449,900 451,600 451,600 451,600

476,600 457,600 471,000 449,900 449,900 451,600 451,600 451,600

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 664,712 607,906 674,748 770,167 714,015 644,790

事業外収入(b) 0 0 0 0 0 0

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 664,712 607,906 674,748 770,167 714,015 644,790

支 出 事業費(e) 271,696 261,231 385,944 495,760 474,565 440,104

管理費(f) 240,768 239,058 244,229 215,030 231,584 226,070

事業外支出(g) 157,624 154,165 46,313 85,319 28,919 83,923

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0

計(i) 670,088 654,454 676,486 796,109 735,068 750,097

△ 5,376 △ 46,548 △ 1,738 △ 25,942 △ 21,053 △ 105,307

△ 5,376 △ 46,548 △ 1,738 △ 25,942 △ 21,053 △ 105,307

116,845 85,107 21,254 - △ 64,047 -

資 産 流 動 資 産 354,565 174,077 172,301 ※２ 153,089 ※２

固 定 資 産 4,253,963 4,384,769 4,407,462 ※２ 4,356,649 ※２

計 4,608,528 4,558,846 4,579,763 ※２ 4,509,738 ※２

負 債 流 動 負 債 135,311 1,371 1,333 ※２ 1,260 ※２

固 定 負 債 15,746 14,897 14,597 ※２ 8,693 ※２

（うち引当金等） 15,746 14,897 14,597 ※２ 8,693 ※２

計 151,057 16,268 15,930 ※２ 9,953 ※２

資 本 基本（資本）金 4,457,471 4,542,578 4,563,833 ※２ 4,499,785 ※２

剰 余 金 等 0 0 0 ※２ 0 ※２

計 4,457,471 4,542,578 4,563,833 ※２ 4,499,785 ※２

【H17.3】
意見なし

【H18.3】
県に対する意見
①集団健康診断及び安全
運行管理者講習に対する
受益者負担導入の方向に
ついて注視していく。

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

71.7 75.3県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 262.0 12697.1

69.8

Ｈ１６年度

--

58.4

産業経済部食産業・商業振興課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

597.5

H13～H16増減率
（％）

会長　嶋津和夫

http://www.miyatokyo.com

昭和26年３月１日

0千円 （0.0％）０２２－２３８－４３３６

経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

12.0

-

12149.9

-

12925.8

74.1

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市若林区卸町５－８－３

事業内容

トラック運送事業の適正化事業

交通事故防止推進

主要事業名

０２２－２３８－２７２１

適正化事業

Ｈ１３年度

環境対策推進

交通安全対策事業

-

- -

-

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

６４　社団法人宮城県トラック協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

環境対策推進事業

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

506 485

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

※平成1７年度以降の目標数値については，平成1７年 5月26日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
    支出においては、デイーゼル微
粒子除去装置装着並びに速度抑制
装置装着への助成が当初見込に達
しなかったこと等から、また、これに
伴い収入においては基金取崩を当
初計画（１００百万円）の半分に止め
たことから、それぞれ計画を下回っ
た。
　

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　　交通安全運動活動及び環境対策
の継続実施、特に速度抑制装置装
着助成には基金の取崩し（１５百万
円を計画）による支援を考慮するとと
もに、デイーゼル微粒子除去装置装
着に対しても助成支援を図る。また
環境問題への積極的取り組みを広
報活動を通じて広くアピールしてい
く。

３　委員会意見【H17.3】への対応
　該当なし

※１　経営改善取組目標未記入の
理由
　当該団体は，要改善以外の団体で
あり，「経営改善に向けた」という表
題で記載すべきものはないため，経
営目標についても特段設定はしてい
ない。

※２　貸借対照未記入の理由
　予定貸借対照を作成する義務がな
く，未作成のため。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

418

（A）実績推移

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 438

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】
③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

 当該団体は，貨物自動車運送事業法に基づき，輸送の安全確保，物流の効率化，利便性の向上，環境対策等について，各種指導・啓発を行っている公益法人であり，地域交通
における輸送サービスの改善と充実に寄与している。県では国による運輸事業振興助成交付金制度に基づき毎年度補助金を交付しているが，上記のとおり，事業内容，財務状態
ともに特に問題はなく，県としては今後も引き続き支援を継続するもの。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)



 
平成１６年度経営評価シート   ６４ 社団法人宮城県トラック協会  県担当課 産業経済部食産業・商業振興課 
 

団体の使命  貨物自動車運送事業の健全な発展の促進 
団体の顧客  会員事業者 

 経 
 営 
 戦 
 略 団体の目的  貨物自動車運送事業の社会的地位の向上と会員相互の連絡協調の緊密化 

 
区分 評   価   項   目  評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
３ 県からの補助金収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ２ ２
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 １ １
５ 一人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 １ １

 ３ 
 主 
 な 
 経 
 営 
 指 
 標 
 の 
 推 
 移  

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標 理事会 監 事
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 イ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ２ ２

８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ４ ４

９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ３ ３

10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 １ １

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。

 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ２ ２

 
 
 ４ 
 
 経 
 営 
 改 
 善 
 に 
 向 
 け 
 て 
 の 
 取 
 組 
 計 
 画 

 
 

12 市場性のある有価証券及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と

   時価を比較し，含み損益の有無を把握しているか。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない １ １

13 上記12 で「②含み損益有り」と評価した場合，その解消に努めたか。

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 １ １

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。

 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ３ ３

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件

   数及び内容を把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない １ １

 
 団 
 体 
 改 
 革 
 計 
 画 
 表 
 以 
 外

の 

も 

の 

 

18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる １ １

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ２ ２

20 上記19 で「③やや悪化」「④大分悪化」と評価した場合は，トップや経

   営幹部の経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

 
 総 
 
 
 合 

 

 
 
 
 
3 
１６年度は前年度比低

下したが基本的には依存

度に変化なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
８  
「収支計算」上の16年度

収支差額は計画値を上回

ったものの、前年度対比や

や悪化した。 
９  
資産に対する基本金比

率は前期並みで変化なし。

  
 
 
 
14 
監査役に公認会計士を

１名選任済み 
15 
役員は会員事業者の代

表者により構成。 
16 
公開内容等検討中であ

り，時期は未定。 
17 
輸送相談所を常時開設

し意見等の集約に努めて

いる。 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ全評価項目を通して 
財務状況等特に問題はな

く，評価結果は妥当である。

 

 

 

 

 

 
 
Ⅱ 各評価項目ごとに 
６,８,９  
補助金額は，国の指導に

基づき算定されるものであ

るが，経済性や効率性の向

上のため，事業計画策定へ

の県の関与を強めていく。

 

  
７ 

該当なし  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
12～17   
該当なし 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅲ 結論 
18  
該当なし 
 
19 

所管行政庁である国の指導方針

に従い指導する。 

 

 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

40,989 42,420 40,164 44,511

56,067 59,020 55,284 54,622

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

0 0 0 3,450 3,450 0

1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

9 9 9 9 9 11

0 0 0 0 0 1 1 1

33,706 34,136 35,910 35,385 35,385 31,580 35,000 35,000

0 0 21,324 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

33,706 34,136 57,234 35,385 35,385 31,580 35,000 35,000

33,706 34,136 57,234 35,385 35,385 31,580 35,000 35,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 132,233 142,395 180,959 151,423 15,313 172,847

事業外収入(b) 54,585 29,785 25,613 30,568 25,811 30,706

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 186,818 172,180 206,572 181,991 177,124 203,553

支 出 事業費(e) 113,503 115,300 164,270 137,678 121,174 133,471

管理費(f) 33,173 33,082 33,546 37,498 36,534 56,192

事業外支出(g) 25,610 14,357 5,993 13,480 7,480 16,500

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0

計(i) 172,286 162,739 203,809 188,656 165,188 206,163

14,532 9,441 2,763 △6,665 11,936 △2,610

14,532 9,441 2,763 △6,666 11,936 △2,610

34,202 17,017 4,741 ー 16,295 ※

資 産 流 動 資 産 138,740 142,256 164,796 ー 161,071 ※

固 定 資 産 952,663 959,278 963,095 ー 969,514 ※

計 1,091,403 1,101,534 1,127,891 ー 1,130,585 ※

負 債 流 動 負 債 8,246 2,313 22,098 ー 6,437 ※

固 定 負 債 28,992 28,031 29,869 ー 31,930 ※

（うち引当金等） 28,992 28,031 29,869 ー 31,930 ※

計 37,238 30,344 51,967 ー 38,366 ※

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 900,000 900,000 900,000 900,000 900,000 900,000

剰 余 金 等 154,165 171,182 175,924 142,698 192,219 192,219

計 10,534,165 1,071,182 1,075,924 1,042,698 1,092,219 1,092,219

○　当法人は，主要農作物（米・麦・大豆）の需給調整・供給及び園芸品種の生産・供給を担う目的で設立された公益法人であり，今後とも主要農作物種子の円滑な需給調整の果た
す役割と責務はますます大きくなってきている。また主要農作物にあっては，種子更新率の向上が求められており，需要に応じた純正で健全・良質な種子の安定生産・確保のため種
子生産者の生産技術の向上と種子生産体制のより一層の整備が必要である。平成１７年度からは，県職員を１名派遣し，「みやぎ米情報ネット」を新規に設置し，米に対する消費者や
業者等の実需者ニーズなどの需要動向を迅速かつ的確に生産者に伝え，需要に的確に対応した「売れるみやぎ米」づくりを目指した事業を開始している。このように当法人は県と一
体となって事業を推進する必要があり，併せて当該団体がその目的を的確に果たせるよう指導・監督を行っていく。
　当法人の経営改革は概ね良好であり，特に問題はないと思われる。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

385

（A）実績推移

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 411

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】
③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

396 404

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

※平成１７年度以降の目標数値については，平成１７年６月２０日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
　　・パート雇用に際して、極め細か
な計画で作業の効率化を図り期間限
定（８か月雇用）として管理費削減を
図った
 

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　　・当面経営改革に関する改善事
項はなく目標は設定しない。

３　委員会意見（Ｈ17年3月）への対
応　　　　　該当なし

（※）予定貸借対照表を作成していな
いので記載できない。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

６５　社団法人みやぎ原種苗センター

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

パート職員の季節雇用

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

園芸種苗の生産及び需給調整事業

ー

ー ー

ー

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

岩沼市字東谷１番地

事業内容

水稲・麦類・大豆の原種の受託生産及び農家に配付する種子の需給調整

園芸優良種苗の生産供給と普及拡大

主要事業名

０２２３－２４－６２３１

主要農作物の原種生産及び需給調整事業

Ｈ１３年度

０２２３－２４－６２３２

経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

8.6

ー

2502.6

ー

745.8

△2.6

産業経済部農産園芸課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

H13～H16増減率
（％）

理事長　浅野史郎

http.www2.ocn.ne.jp./gensyu-c/

平成４年１月２７日

500,000千円 （55.6％）

33.5

Ｈ１６年度

ーー

20.018.3 20.1県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 6150.3 745.8

【H17.3】
団体及び県に対する意見
意見なし

【H18.3】
団体及び県に対する意見
意見なし

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金



区分 県の考え方

1 理事会 監事 ４：流動比率の上昇は Ⅰ全評価項目を通じて

④ ④  　３月末時点で園芸施設 　経常収支，当期収支差額

2 　 　補償工事の未払い（４月 等損失及び累積欠損金も

④ ④    支払い）があったことによなく経営状況は良好であり

3 　る。 経営改善に向けた取組に係

② ② る評価結果は妥当である。

4

① ①

5 Ⅱ各評価項目ごとに

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。  ６：パート雇用経費削減 ６・８：パート職員の任用に

理事会 監事 　　過去の年間雇用から 際しては，実態に即した効

② ② 　　期間雇用したことで 率的な任用をし経費削減

　　経費を削減できた。 に努めている。昨年度は

ー ー ８：H15→2,763千円，H16 異常気象対策の関係で当

   →11,937千円 期収支差額が前年度を下

ー ー 平成１５年度は異常気象 回ったが，平成１６年度は

対策として県からの補助金改善されている。

ー ー 以上に支出したため

7

① ①

8

① ①

9

③ ③

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事
１４：公認会計士を選任
　　　する予定はないが，
　　　税理士及び公認会

１４，１５，１７番：団体の
評価結果は妥当である。

① ① 　　　計士に必要がある １６番：ホームページの活

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。 　　　都度相談している。 　　　用により，財務諸表

① ① 　　　　また従来から監事 　　　等の公表に努める必

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 　　　は宮城県町村会及 　　　要がある。

① ① 　　　び宮城県農業協同

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。 　　　組合中央会の役職

① ① 　　　員（有識者）を選任し

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。 　　　ている。

③ ③ １５：全農本部役員，種

17
　　　場農協組合長等
１６：平成１７年度公開に

① ① 　　　向けて検討中 Ⅲ結論

18 理事会 監事 17：電話，総会等で適切 １８：主要農産物種子法

① ① 　　に対応している。 　　　に規定された公益法

19 １８：種子更新率の向上， 　　　人として社会的要請

① ① 　　　種子のﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ 　　　に対応した公益事業

20
　　　確立，売れる宮城 　　　を実施している。

１９：概ね経営状況は

ー ー 　　　米づくりの確立 　　　良好と認められる。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

⑤著しく悪化

①該当なし

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②含み損有り

②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化

②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

主要農作物原種及び原々種の受託生産及び種子の需給調整、園芸種苗の供給及び普及拡大

③上昇傾向 ④該当なし

②横ばい

①低下傾向 ②横ばい

６５　社団法人みやぎ原種苗センター
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 県担当課　産業経済部農産園芸課　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

　農業者からの需要に迅速に対応できる優良種子・種苗の生産・供給体制の確立

農業者

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

①目標を達成

①報酬・給料カット

①十分把握

ウ

エ

①含み損益なし

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

⑤著しく悪化

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

取組目標 「パート職員の雇用に際しては繁忙期限定での期間雇用実施」

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

240,759 127,872 244,285 67,448

14,595 1,942 6,814 414

- 3,050 3,004 -

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

12,294 10,252 10,252 8,119 7,499 8,219

1 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

71,078 83,075 111,461 69,800 69,736 9,539 ※１ ※１

0 0 0 0 0 0 0 0

71,078 83,075 111,461 69,800 69,736 9,539 ※１ ※１ ２　本年度（以降）の目標値設定の考え方

71,078 83,075 111,461 69,800 69,736 9,539 ※１ ※１

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 686,066 661,984 724,901 380,718 374,922 35,938

事業外収入(b) 12,790 12,875 58,592 52,632 51,300 54,205

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 698,856 674,859 783,493 433,350 426,222 90,143

支 出 事業費(e) 686,066 661,984 724,901 380,718 67,863 341,806

管理費(f) 12,294 10,252 10,052 8,119 7,499 8,219

事業外支出(g) 0 0 50,248 43,082 43,134 44,320

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0

計(i) 698,360 672,236 785,201 431,919 118,496 394,344

496 2,623 △ 1,708 1,431 307,726 △ 304,201

496 2,623 △ 1,708 1,431 307,726 △ 304,201

0 141,876 △ 341,475 0 126,666 0

資 産 流 動 資 産 28,357 8,983 8,057 0 310,621 150,000

固 定 資 産 845,034 987,323 640,938 794,797 459,878 461,065

計 873,391 996,306 648,995 794,797 770,499 611,065

負 債 流 動 負 債 24,817 5,442 6,224 0 1,062 0

固 定 負 債 6,204 6,617 0 0 0 0 ３　委員会意見（Ｈ17年3月）への対応

（うち引当金等） 6,204 6,617 0 0 0 0

計 31,021 12,059 6,224 0 1,062 0

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 414,080 414,080 414,080 414,080 414,080 414,080

剰 余 金 等 6,037 428,290 228,691 0 355,357 0

計 420,117 842,370 642,771 414,080 769,437 414,080

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

  経営改善事項は概ね目標を達成して
おり本年度目標に大きな変更はない。
　県補助金については，前年度交付準
備金残額が多額なため大幅に減少して
いる。

　社団法人　宮城県青果物価格安定相互補償協会の経営計画は，管理費に占める人件費の割合を削減するため平成１６年度に事務局体制を見直し節減を図った結果，管理費の削
減は概ね目標に達している。事業費は全て青果物価格差補給金の交付であり，気象条件や市況によって大きく変動する事情がある。
　
　協会の団体改革計画は平成１４年度から実施され，これまで
　①　常勤役員の廃止及びそれに伴う全農職員の事務局長兼務による人件費削減。
　②　資産管理運用基準の設定（理事会承認事項）。
　③　制度改正による補給交付金交付率アップ。
　④　制度改正により補償金の資金造成額を補償所要額の４０％とし，内部留保額を減額。
　⑤　管理費の受益者負担として生産者管理負担金の設定及び関連事務の円滑な推進を行うための取扱要領の設定。
　等，公益法人としてのあるべき姿を目指して，様々な視点のもとに継続した改革が行われてきた。

　この間，青果物の価格低迷，野菜生産出荷安定法の改正により，同法に基づく国の価格補償事業の実施主体としても協会の役割は更に重要なものとなり，青果物の安定供給には
欠くことのできない団体となっている。
　今後は，経営面のみならず，契約制度等新たな事業の普及啓発を含め，複雑化した事業を円滑に推進するための取組及びペイオフ対策を踏まえた更なる資産の管理について指導
を実施する。

当期収支差額 (d - i)

県の損失（債務）保証額(g )

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

　価格差補給金交付額が大幅減となっ
たため，収支計算書の事業費支出が目
標値を下回り，当期収支差額が大幅増
となった。交付準備金残額を流動資産に
計上したことから固定資産が目標より大
幅減となった。

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】
③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

388

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

１　前年度の経営目標の達成状況に関
する評価結果（概要）

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

　委員会意見に従い、今後とも改善に努
めたい。

　貸借対照表について
流動資産については、補給金の交付如
何で大きく変動することから、平年並み
の補給金交付を見込み算出している。

収支計算書について
 　16年度決算から交付準備金残額を次
期繰越収支差額で計上したため，事業
収入が前年より大幅減となった。補給金
交付は平年並みを見込んでいるため結
果，経常収支等がマイナスになった。

※１　当該事業の補助金は，前年度の
価格差補給金交付金額を主要な要素と
しており，気象条件，市況によって大きく
変動することから目標値の設定は困難
である。

人件費や事務経費の節減に努めた結
果，目標値より削減された。併せて適正
な事務負担金を徴収し管理費の確保を
図った。

６６　社団法人宮城県青果物価格安定相互補償協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

管理費の削減（単位：千円）

野菜構造改革促進特別対策事業

流動比率（％）

借入金依存度（％）

仙台市若林区卸町五丁目１番８号

事業内容

一般青果物の販売価格差補給事業（県単事業）

特定野菜等供給産地育成価格差補給事業（野菜生産出荷安定事業）

主要事業名

022-283-5130

一般青果物価格補償事業

昭和４３年９月２日

245

（A）実績推移

-

29248.7

-

129.5（流動資産÷流動負債）×100 114.3 165.1

448

産業経済部農産園芸課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

-

H13～H16増減率
（％）

会長　木村春雄

Ｈ１３年度

△ 72.0

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

022-782-3360

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

-

--

172,000千円 （41.5％）

16.4

経営指標

特定野菜等供給産地育成価格差補給事業

27.5 29.4

野菜構造改革促進特別対策事業（国庫事業）

県からの受託事業の再委託率（％） -

県からの補助金等収入依存度（％）

△ 97.2

24.2

②役職員
数
（単位：
人）

【H17.3】
団体に対する意見
①設定された経営目標の達
成状況を注視していく。

【H18.3】
団体に対する意見
①設定された経営目標達成
状況を注視する。

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 356

Ｈ１６年度

--



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

④ ④

3

② ②

4

① ①

5

① ①

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

① ①

- -

- -

- -

7

① ①

8

③ ③

9

③ ③

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。

③ ③

17

① ①

18 理事会 監事

① ①

19

① ①

20

- -

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「管理費に占める人件費比率の低下」

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成
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計
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３
　
主
な
経
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指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

青果物の生産者

青果物の販売価格が著しく低落した場合に、価格差補給金を交付し、生産農家の経営安定と再生産を図る。

６６　　社団法人宮城県青果物価格安定相互補償協会
県担当課　産業経済部農産園芸課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

青果物の安定生産並びに安定供給

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

ウ

エ

④把握していない

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

③一部解消 ④解消策検討中

１５番：農業協同組合代表
理事組合長、専務理事

１７番：電話等での直接聞
き取り、ブロック説明会で
の意見徴収を行ってい
る。

１８番：１６年度は気象条
件等から青果物の販売は
概ね安定的に推移し，補
給金の交付は少額であっ
たが，近年の青果物販売
環境は年々厳しさを増し
てきており、本業務の社
会的要請は益々高まって
いる。

１９番：経営状況は健全な
財源確保に努め良化して
いる。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中

８番：１６年度決算では価
格差補給金の交付が少
額だったこと，及び交付準
備金残額を次期繰越収支
差額に計上したため支出
額大幅減となったが，実
質的には変化なし。

９番：１６年度決算時から
交付準備金残額を流動資
産に計上したため固定資
産が減少したが，実質的
には変化なし。

４番：１６年度決算から交
付準備金残額を流動資産
に計上したため流動比率
が急増した。

１４番：平成１７年度から
会員以外の有識者を監事
に選任済み。

Ⅲ 結論
　18番：野菜生産出荷安
定法に基づき設置された
法人であり，青果物の安
定供給に欠かせない事業
を実施している。
　19番：制度改正，経費節
減により，経営状況は良
好。

Ⅰ全評価項目を通して
　　団体の事業内容が価
格補償であるため，補助
金依存度等の評価は困
難であるが，経営改善に
向けた取組に係る評価結
果は妥当である。

Ⅱ 各評価項目ごとに
　３番：県財政の大幅な見
直しにより補助金削減が
求められることから，今
後，補償事業に係る資金
造成負担割合等の変更を
検討する。

　６・８・９番：管理費は人
件費を減じ，受益者負担
を推進する等，効率的な
運営が図られている。補
償事業費は１５年度の制
度改正により内部留保額
を減じ，適正な資産内容
となったので，引き続き経
過を見ながら指導する。

　14・15・17番：団体の評
価結果は妥当である。

　16番：公益法人会計基
準が１８年度から改正に
なるため，新基準に沿っ
た財務諸表作成後に情報
公開を検討する。



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

616,618 658,751 789,375 822,084

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

417 439 478 472 468 553

3 4 3 3 3 3

0 0 0 0 0 0

28 28 28 28 28 28

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 1,049,876 1,021,290 1,024,644 1,008,140 1,004,174 1,171,310

事業外収入(b) 42,923 17,493 6,532 4,850 6,438 2,780

その他の収入(c) 35,302 24,140 1,353,905 0 0 0

計(d) 1,128,101 1,062,923 2,385,081 1,012,990 1,010,612 1,174,090

支 出 事業費(e) 616,618 658,751 789,375 831,330 822,084 954,690

管理費(f) 170,269 171,474 164,697 142,140 144,815 171,650

事業外支出(g) 1,402 9,672 203 100 116 100

その他の支出(h) 268,117 42,095 43,476 0 542 4,440

計(i) 1,056,406 881,992 997,751 973,570 967,557 1,130,880

304,510 198,886 76,901 39,420 43,597 47,650

71,695 180,931 1,387,330 39,420 43,055 43,210

46,503 87,682 40,289 18,540 15,221 15,630

資 産 流 動 資 産 461,777 156,891 1,648,546 1,080,250 1,172,420 627,280

固 定 資 産 2,615,854 3,090,880 1,842,359 2,353,320 2,265,891 2,834,030

計 3,077,631 3,247,771 3,490,905 3,433,570 3,438,311 3,461,310

負 債 流 動 負 債 51,707 143,692 165,858 113,670 118,345 135,740

固 定 負 債 1,139,278 1,158,090 28,699 38,110 36,737 46,690

（うち引当金等） 970,000 1,000,000 28,699 38,110 36,737 46,690

計 1,190,985 1,301,782 194,557 151,780 155,082 182,430

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 283,400 283,400 283,400 283,400 283,400 283,400

剰 余 金 等 1,603,246 1,662,589 3,012,948 2,998,390 2,999,829 2,995,480

計 1,886,646 1,945,989 3,296,348 3,281,790 3,283,229 3,278,880

- -県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 893.0 109.1

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【H17.3】
団体に対する意見
①設定された経営目標の
達成状況を注視していく。

【H18.3】
団体に対する意見
①17年度目標値の達成状
況を注視する。

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 748

-

Ｈ１６年度

--

産業経済部畜産課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

H13～H16増減率
（％）

代表取締役 磯　良雄昭和４３年４月２３日

６５，０００千円 （  ２２．９％）

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

借入金依存度（％）

０２２５－９３－９０６０

経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

33.3

-

990.7

-

993.9

-

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

宮城県石巻市三河町３番地

事業内容

飼料原料の搬入・保管・搬出に係る事業

主要事業名

０２２５－２２－６３８３

倉庫業

Ｈ１３年度

-

- -

-

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

６７　石巻埠頭サイロ株式会社

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

取扱数量（単位：千トン）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

749 702

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

※平成17年度以降の目標数値については，平成17年7月1日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）

　・取扱目標を若干下回った。
      計画対比 99%、3,771トンの減少

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方

第５次増設サイロ完成に伴い、取扱
数量を５５３千トン(対前年度対比 １１
８％)とすることで、定時株主総会で
承認された。

３　委員会意見（H17年3月）への対
応
上記のとおり努力する。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

623

（A）実績推移

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

適正な経営に向けた助言指導を行っていく。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

④ ④

3

④ ④

4

② ②

5

① ①

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

② ②

ー ー

ー ー

ー ー

7

① ①

8

⑤ ⑤

9

③ ③

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

③ ③

17

① ①

18 理事会 監事

② ②

19

② ②

20

ー ー

５・前期に早期退職者の
割増退職金として25,188
千円支払い。 ・本年度 前
年度全農の指導に基づき
引当した賞与引当金
13,0871千円戻入。
６目標対比９９％と僅かに
下回ったが，ほぼ目標を
達成した。

８前期は、全農の連結会
計対象会社に伴う、会計
処理の変更による特別利
益の計上・税効果会計導
入等により、決算書上の
利益が大幅に増加したた
め、実績対比としては著し
く悪化した。
税務上の課税所得として
は、前期より32,396千円
増加。

１５役員に民間経営者等
を登用している。

１６２～３年後で検討す
る。

１７会議等で把握している

Ⅰ全評価項目を通して
　１貸借対照表，損益計
算書の係数等から団体の
「評価結果（コメント）」は
妥当である
　２委員会意見なし

Ⅱ各評価項目ごとに
　６８９
　県は財政的関与（委託・
補助・負担）をしていない

　７県職員を派遣していな
い

１２１３１４１５１６１７
該当なし

Ⅲ結論
１８該当なし

１９特になし

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

全国農業協同組合連合会他大手商社

飼料原料の安定供給

６７　石巻埠頭サイロ株式会社
県担当課　産業経済部畜産課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

サイロ事業

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「取扱数量 ４７２千トン」

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

743,205 898,500 254,064 292,322

510,915 1,016,132 1,218,504 300,966

223,453 211,790 345,115 125,949

42,855 45,249 42,668 32,883

174,174 188,379 235,818 195,148

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

- - 18,709 17,175 19,879 18,464

- - 165,078 143,267 199,358 163,193

- - 9,379 4,960 4,366 4,420

- - 455,957 479,492 458,596 446,164

2 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

29 36 26 22 22 23

0 0 0 0 0 0 0 0

78,586 64,785 51,843 46,131 46,831 18,320 51,000 51,000

100,562 170,779 77,984 93,972 86,555 81,626 80,000 80,000

0 0 0 0 0 0 0 0

179,148 235,564 129,827 140,103 133,386 99,946 131,000 131,000

179,148 235,564 129,827 140,103 133,386 99,946 131,000 131,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事 業 収 入 (a) 2,085,281 3,313,126 1,555,410 479,492 1,741,314 1,444,077

事 業 外 収 入 (b) 622,696 980,461 1,731,130 3,695,266 2,846,053 1,102,025

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 2,707,977 4,293,587 3,286,540 4,174,758 4,587,367 2,546,102

支 出 事 業 費 (e) 1,651,747 2,400,524 2,302,680 1,946,543 1,059,122 960,234

管 理 費 (f) 229,634 208,650 64,375 71,875 79,378 201,699

事 業 外 支 出 (g) 794,901 1,416,110 1,214,317 2,171,065 3,438,543 1,386,574

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0

計(i) 2,676,282 4,025,284 3,581,372 4,189,483 4,577,043 2,548,507

31,695 268,303 △ 294,832 △ 14,725 10,324 △ 2,405

31,695 268,303 △ 294,832 △ 14,725 10,324 △ 2,405

83,841 352,144 △ 298,324 - 7,188 -

資 産 流 動 資 産 493,443 807,382 1,399,858 - 362,187 -

固 定 資 産 1,727,175 2,163,794 1,990,049 - 2,579,915 -

計 2,220,618 2,971,176 3,389,907 - 2,942,102 -

負 債 流 動 負 債 406,416 446,723 1,332,362 - 283,581 -

固 定 負 債 1,365,188 1,802,613 1,634,028 - 2,227,818 -

（うち引当金等） 51,669 50,911 49,140 - 34,488 -

計 1,771,604 2,249,336 2,966,390 - 2,511,399 -

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 263,150 263,150 263,150 - 263,150 -

剰 余 金 等 185,864 458,690 160,365 - 167,553 -

計 449,014 721,840 423,515 - 430,703 -

※平成1７年度以降の目標数値については，平成1７年7月1日現在の目標値である。

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

支出額(d)のうち一般財源

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）一人当たり人件費（月）（千円） 299

評価結果及び取組目標設定の
考え方

当期収支差額(d-i)

委託金(a)

　 うち県職員（派遣職員）

団体の取組目標については，いずれも経営改善のためには必要と認められるので達成に向けた助言指導を行っていく。

支出額(d) ((a)+(b)+(c）)
③県から
の財政的

関与
（単位：
千円）

②役職員
数

（単位：
人）

【H17.3】
団体に対する意見
①設定された経営目標の
達成状況を注視していく。

【H18.3】
団体に対する意見
①目標達成状況を注視す
る。

⑤ 貸 借
対 照 表
（ 単 位 ：
千 円 ）

④ 収 支
計 算 書
（ 単 位 ：
千 円 ）

常勤職員数

経常収支(a+b)-(e+f+g)

6.6

379

補助金(b)

県からの単年度貸付金残高(f)

(e)、(f)のうち無利子貸付金

常勤役員数

県の損失（債務）補償額(g)

  ４　経営改善に向けての取組計画(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

5.4

121.4 180.7

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×１００

（流動資産÷流動負債）×１００

-

Ｈ１５年度

△ 23.3

12.0

-

2.9

△ 60.7

仙台市宮城野区安養寺三丁目１１番２４号

http://miyagi.lin.go.jp

昭和３０年１２月２７日

147.500 千円 （57.4 ％）

産業経済部畜産課

事業費（単位：千円）

Ｈ１３年度 Ｈ１４年度

△ 43.6

H13～H16増減率
（％）

会長　大堀　哲

△ 41.1

Ｈ１６年度

事業内容

畜産業を営む者に対する技術及び経営の指導他

肉用子牛生産安定等特別措置法に基づく生産者補給金の交付

主要事業名

022-298-8471（総務課）

１．畜産経営支援事業推進事業費

-

022-293-2311（総務課）

家畜の健康保持に係る技術の指導及び自衛防疫の推進

- -

-

定義

４．生乳検査事業費 生乳の取引検査及び格付

借入金依存度（％）

５．家畜人工授精用精液流通調整事業費 肉用牛，乳用牛の改良増殖並びに登記，登録及び検査

県からの受託事業の再委託率（％）

６８　社団法人宮城県畜産協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

１．事務費の節減

２．総人件費の低減

３．事務所費の低減

３．家畜衛生事業推進事業費

２．肉用子牛基金事業推進事業費

県からの貸付金残高(e)

経営目標・評価推進委員
会の意見

１　前年度の経営目標の達成状況に関
する評価結果（概要）
目標設定時に想定していなかった新規
事業等の追加と，高いハードルの目標数
値を設定したこともあり，Ｈ１６の取組目
標は達成でなかった。今後も，引き続き
高い目標達成に努める。

２　本年度（以降）の目標設定の考え方
　当協会事業費の大部分は，肉用子牛
補給金制度，肉用牛肥育経営安定対策
事業等に係る補助金及び生産者負担金
を原資とする生産者への補てん金で占
められる。
　今後，補助並びに受託事業収入は大
幅な削減が予想され，補助並びに受託
事業収入の収益増加が見込めない状況
となっている。
　経営状況の特徴は平年と大差なく，
従って固定経費の一層の縮減に取り組
まなければならない。
　主な課題は次のとおりとし、おおよそ従
来の目標と同様の内容と考える。

(1)事務費の節減
１７年度目標として，消耗品費等事務費
の８％程度の節減に取り組む。

(2)総人件費の節減
今後，事業量に見合った適正な人員体
制を整え，人件費の抑制に努める。

(3)事務所費の節減
平成１６年４月１日より，自己所有の事務
所で業務を行っており，徐々にこの効果
が現れてくるものと思われる。

(4)生産者負担の見直し
諸事業実施に対する補助金が削減され
るなか，実費弁償方式による適正な受益
者負担について検討を行う。

３　委員会意見
上記のとおり積極的に努力する。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目

標 ４．生産者負担の見直し

　 うち県職員（派遣職員）

実績推移 年度別目標

当期利益(又は△当期損失)

436 377

経営指標

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×１００

-

127.7

-

105.0

3.9

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×１００



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　

4 4

3

1 1

4

2 2

5

2 2

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

2 2

3 3

1 1

3 3

7

1 1

8

2 2

9

2 2

10

1 1

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

3 3

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

1 1

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

1 1

17

1 1

18 理事会 監事

1 1

19

2 2

20

ー ー

３　補助金依存率は低下
傾向にある

　６　目標を未達成
　目標設定時点で想定し
ていなかった新規の３事
業の追加による事業量増
加や目標設定が高すぎた
こともあり，ア及びイにつ
いては目標を達成できな
かった。
　エについては，受益農
家の実費弁償方式の導
入を考えていたが，農畜
産業振興機構等からの委
託事務費が継続されたこ
ともあり，Ｈ１６は生産者
負担の大きな見直しの必
要は無くなり結果として，
目標未達成となった。

　８　経常収支がﾌﾟﾗｽとな
り，当期利益が確保でき
た。

　９　資産及び負債共に
減少したが，剰余金等が
増えて資本増加が図られ
た。

　１４　平成１７年度より公
認会計士（西村会計事務
所）に指導調査を受けて
おり，出来るだけ早期に
選任したい。

　１５　役員に畜産情勢に
明るい民間経営者等を登
用している

　１７　会議等で把握して
いる

　１８　畜産物への安全・
安心の要求は，更に高
まっている。

Ⅰ全評価項目を通して
　１　団体の「評価結果（コ
メント）」
　畜産協会は畜産農家を
主な事業対象とする協会
であったが，最近の畜産
物に対する安心・安全の
要求の高まりから，消費
者との安心・安全の相互
理解醸成活動や，児童の
情操教育のための教育
ファーム整備等の多岐に
渡る活動を展開している
中で，事務所移転等のコ
スト低減努力も続けてお
り妥当と判断される。
　２　委員会意見なし

Ⅱ各評価項目ごとに
　　６　８　９
　県は財政的関与（委託・
補助・負担）については削
減傾向で推移する

　７　県職員を派遣してい
ない

　１２　１３　１４　１５　１６
１７
　該当なし

結論

　１８　該当なし

　１９　特になし

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「事務所費の低減」

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

宮城県の畜産農家、畜産団体

宮城県における畜産業の安定的発展と振興に寄与する。

６８　社団法人宮城県畜産協会
県担当課　産業経済部畜産課　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

畜産農家の経営、畜産団体等の運営指導、技術支援、知識普及、価格安定対策、自衛防疫推進、生乳検査・品質改善、その他必要な事柄

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「事務費の削減」

取組目標 「総人件費の低減」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標 「生産者負担の見直し」

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者 県 担 当 課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６

39,448 34,147 8,519 8,104

783 672 845 900

Ｈ１３ Ｈ１４ H15 H16目標 H16実績 H17計画 H18計画 H19計画

26,496 24,467 8,729 8,200 14,662 6,800

2 2 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

4 3 3 3 3 3

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事 業 収 入 （ ａ ） 32,795 27,523 12,729 8,287 14,446 11,755

事 業 外 収 入 （ ｂ ） 28,698 1,126 10,422 9,692 9,404 9,496

その他の収入（ｃ） 0 0 0 0 0 0

計（ｄ） 61,493 28,649 23,151 17,979 23,850 21,251

支 出 事 業 費 （ ｅ ） 49,828 37,465 11,333 8,705 9,592 13,454

管 理 費 （ ｆ ） 4,064 3,478 3,335 3,290 3,972 4,075

事 業 外 支 出 （ ｇ ） 11,067 9,209 6,525 6,825 6,275 6,475

その他の支出（ｈ） 0 0 0 0 0 0

計（ｉ） 64,959 50,152 21,193 18,820 19,839 24,004

△ 3,466 △ 21,503 1,958 △ 841 4,011 △ 2,753

△ 3,466 △ 21,503 1,958 △ 841 4,011 △ 2,753

8,817 4,833 4,828 0 6,343 3,722

資 産 流 動 資 産 24,899 1,815 3,701 3,701 7,984 5,231

固 定 資 産 128,042 132,872 135,742 142,567 138,074 144,549

計 152,941 134,687 139,443 146,268 146,058 149,780

負 債 流 動 負 債 23,265 178 106 106 378 378

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0

計 23,265 178 106 106 378 378

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 102,192 109,613 115,654 122,479 121,471 127,946

剰 余 金 等 27,484 24,896 23,683 23,683 24,209 21,456

計 129,676 134,509 139,337 146,162 145,680 149,402

（ｅ）、（ｆ）のうち無利子貸付金

○:経営全般にわたっては、収益事業の充実やコストの低減が図られるなど概ね目標を達成したものと判断され、また、項目毎に見ても経営が悪化している指標はないと思われる。
○当財団の主要事業の基礎研究事業は、東北大学等の協力を得ながら実施しているカキ等に関する研究など養殖業の推進に重要な役割を担っており、また、社会貢献事業は、県民を対
象とした体験学習などを通じて水産生物や水産試験研究の取組等をＰＲする意義ある事業と考えられる。
○今後も、理事及び監事並びに評議員に登用されている有識者や民間経営者等のノウハウを活かしつつ、さらなる収入の安定やコスト削減などにより経営の安定が図られるよう指導を継続
するものとする。

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

（注）上記目標数値については，平成１7年６月２７日現在での目標値である。

(1)　前年度の経営目標の達成状況に対する評価
結果（概要）
新たな体制の中で事業を実施し、経営全般につい
ては共同研究の充実などにより収入の増加が図ら
れ、概ね目標を達成したと考えられる。

(2)　本年度（以降）の目標設定の考え方
①カキ人工種苗生産の高度化、マガキにおける貝
毒・ノロウィルスに関する研究、さらに、シジミの産
地識別に関する研究に加え、先端エレクトロニクス
技術開発企業との共同研究を展開する。
②収益事業の比率を高め、事業収入の改善を図
る。

(3) 委員会意見（H17年３月）への対応
上記のとおり積極的に努力する。

【H17.3】
団体に対する意見
①設定された経営
目標の達成状況を
注視していく。

【H18.3】
団体に対する意見
①目標達成状況を
注視する。

支出額(d)のうち一般財源

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金（ｆ）

常勤職員数

  ５　団体の取組計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方

④収支計
算
（単位：
千円）

経常収支（ａ＋ｂ）－（ｅ＋ｆ＋ｇ）

当期収支差額（ｄ－ｉ）

当期利益（又は△当期損失）

県の損失（債務）補償額（ｇ）

負担金(c）

県からの貸付金残高（ｅ）

　 うち県職員（派遣職員）

常勤役員数

支出額(d) ((a)+(b)+(c）)

委託金(a)

補助金(b)

　 うち県職員（派遣職員）

収益（委託）事業の充実

187 178

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）（団体記入、ただし、役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入）

取組目標の設定の考え方
経営目標・評価推
進委員会の意見

実績推移 年度没計画

①経営改
善（効率
化）に向
けた取組
目標

一人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数） 200 198

3,491.5 2,112.2流動比率（％） （流動資産÷流動負債）×１００ 107.0 1,019.7

－ －

－ －県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×１００ － －

借入金依存度（％） （長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×１００ － －

－ －

経営指標 定義

県からの受託事業の再委託率（％） 県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費×１００ － －

基礎研究事業 カキ（貝毒、ﾉﾛｳｲﾙｽ、他）及びその他水産動物（シジミ、他）に関する忌避研究 △ 79.5

社会貢献事業 体験学習会の開催、成果の公表及び普及（機関誌発行、東北大学の講座への参画） 14.9

  ２　事業内容（団体記入）

主要事業名 事業内容
事業費（単位：千円） H13-H16増減率

（％）

０２２－７７２－１８６６ ０２２－７７２－１８６７ http://www.kakiken.or.jp   ２７，８００千円（　２２．８９   ％）

６９　財団法人かき研究所
  １　基本情報（団体記入）

仙台市泉区長命ヶ丘５丁目１６－１２－１０３ 昭和３６年１０月２６日 理事長　森  勝義 産業経済部漁業振興課

  ３　主な経営指標の推移（団体記入）

Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６



平成１６年度経営評価シート

６９ 財団法人かき研究所
県担当課 産業経済部漁業振興課

人と水環境と水産生物の調和の追求団体の使命

経
水産業に係る各種団体・企業・学術機関営 団体の顧客

戦
カキを中心とする各種水産物の種苗生産・養殖に関する試験研究を通じて学術並びに産業の発展に資する略 団体の目的

評 価 項 目 評価結果(コメント) 県の考え方区分

１全評価項目を通し３ １ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

て主 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４

収益事業の充実やな ２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。

コストの削減が図ら経 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４

れるなど概ね目標を営 ３ 県からの補助金収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。

達成したものと判断指 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４

４ 事業の効率化等に される。標 ４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

より流動資産が増加しの ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 １ １

た。 ２各評価項目毎に推 ５ 一人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。

各項目毎に見ても移 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 １ １

経営が悪化している

６ 共同研究事業の増 指標はないと思われ４ ６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

加により事業の収入が る。経 ア 取組目標「収益事業の充実」 理事会 監 事

増加した。営 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １

７ 「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。改

１ １ ３結論善 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ８ 収入の増加に対し

コスト削減ができたこ 当財団の主要事業に ８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

となどから経常収支の の基礎研究事業は、向 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ２ ２

改善が図られた。 東北大学の協力を得け ９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

ながら実施しているて ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ２ ２

９ 県・市町からの出 カキ等に関する研究の 10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。

捐などにより資本合計 など養殖業の振興に取 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 １ １

の増加が図られた。 重要な役割を担って組 11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。

おり、また、社会貢計 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた １ １

献事業は、県民を対画

象とした体験学習な

どを通じて水産生物12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格

や水産試験研究の取団 と時価を比較し，含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債券 理事会 監 事

該当する資産を保 組等をＰＲする意義体 等安全確実なもので，満期保有を目的とするものを除く。 12
有していない。 ある事業と考えられ改 ①含み損益なし ②含み損あり ③含み益有り ③把握していない １ １

る。革 13 上記12 で「②含み損益有り」と評価した場合，その解消に努めたか。

今後も、理事及び計 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 １ １

監事並びに評議員に画 14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

登用されている有識表 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

者や民間経営者のノ以 15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

、外 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １ ウハウを活かしつつ

計算書類以外は全 さらなる収入の安定の 16 インターネットによる情報の公開に努めているか。 16
て公開している 。 やコスト削減などにも ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ２ ２ 。

研究報告会やイン より経営の安定が図の 17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件 17

タ－ネット等を通じて られるよう指導を継数及び内容を把握しているか。

把握している。 続するものとする。①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない １ １

新たな体制の中で事18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 理事会 監 事

業を実施し、経営全般総 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる １ １

については、共同研究19 以上を総合的に判断し 経営状況は前年度と比較して良くなっているか， 。

の充実などにより収入①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 １ １

の増加が図られ、概ね合 20 上記19 で「③やや悪化 「④大分悪化」と評価した場合は，トップや経」

目標を達成したと考え営幹部の経営責任はどのように負うか。

られる。①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

3,793 4,669 4,627 4,363

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

46,165 16,803 30,291 39,984 40,992 58,615

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 0 0 0 0 0 0

事業外収入(b) 46,165 16,803 30,291 39,984 40,992 58,615

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 46,165 16,803 30,291 39,984 40,992 58,615

支 出 事業費(e) 1,014 1,926 2,040 2,130 1,723 1,070

管理費(f) 2,779 2,743 2,587 2,561 2,640 2,282

事業外支出(g) 44,061 15,096 25,132 35,293 36,261 55,263

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0

計(i) 47,854 19,765 29,759 39,984 40,624 58,615

△ 1,689 △ 2,962 531 0 368 0

△ 1,689 △ 2,962 531 0 368 0

△ 2,912 △ 2,973 △ 3,496 0 △ 21,475 0

資 産 流 動 資 産 4,546 1,536 2,115 　　　※１ 2,471 　　　※１

固 定 資 産 159,466 159,226 155,198 　　　※１ 133,446 　　　※１

計 164,012 160,762 157,313 　　　※１ 135,917 　　　※１

負 債 流 動 負 債 103 48 95 　　　※１ 83 　　　※１

固 定 負 債 312 90 90 　　　※１ 180 　　　※１

（うち引当金等） 312 90 90 　　　※１ 180 　　　※１

計 415 138 185 　　　※１ 263 　　　※１

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 100,000 100,000 100,000 　　　※１ 100,000 　　　※１

剰 余 金 等 63,597 60,624 57,128 　　　※１ 35,653 　　　※１

計 163,597 160,624 157,128 　　　※１ 135,653 　　　※１

【H17.3】
団体に対する意見
①設定された経営目標の
達成状況を注視していく。

【H18.3】
団体に対する意見
①経営目標の達成状況を
注視する。

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

ー ー県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 4,413.5 3,200.0

ー

Ｈ１６年度

ーー

ー

産業経済部研究開発推進課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

H13～H16増減率
（％）

理事長　 秋　葉　征　夫

http://www.agri.tohoku.ac.jp/suisei/index.html

平成元年３月１日

35,000千円 （ 35.0％ ）０２２－２７６－１５８２

経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

15.0

ー

2977.1

ー

2,226.3

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区堤通雨宮町１－１

事業内容

農水産技術に関する講演会・研修会等の開催，農水産学情報の提供，農水産学研究者等
の外国への派遣等

主要事業名

０２２－２７６－１５８２

農水産業振興事業

Ｈ１３年度

ー

ー ー

ー

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

７０　　財団法人翠生農学振興会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

運営資金の確保（千円）

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

182 177

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

※平成１７度以降の目標数値については，平成１７年６月１日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
   事業規模の縮小化を図ることが求
められている点については、若干で
はあるが目標を達成したと考えてい
る。
　しかし、依然として会費収入や寄附
金収入は少なかったので、今後も運
営資金の確保に努力していきたい。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　　財団ニュースの発行を中止するこ
とによって、支出の削減を図るととも
に、ホームページで財団の苦しい財
政状況を訴えて、会費収入や寄付金
収入の増大を図りたい。

３　委員会意見（Ｈ17年3月）への対
応
　　経営目標を達成するためには、
的確な目標設定が重要なので、その
点を今後とも考慮していきたい。

(※1）予定貸借対照表は作成してい
ない。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

179

（A）実績推移

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 178

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】
③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

　当該財団は，平成元年の設立時に県から出捐（基本財産１億円のうち３千５百万円）の経緯を有する県出資団体である。
　同財団の事業規模はこれまでも比較的小規模であり，設立時以降は県からの財政的関与は受けていない。
　財団本来の主たる収入であるべき基本財産運用収入は，昨今の超低金利時代の中にあってここ数年来減収の一途を辿っており，事業規模の更なる縮小化を図ることが求められて
いる。基本財産の果実の減少を補填するため，会費収入及び寄付金収入の増大を期待しているものの，このような経済情勢にあっては，これまで以上に事業の厳選に努めるべきと考
える。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

④ ④

3

④ ④

4

② ②

5

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

③ ③

ー ー

ー ー

ー ー

7

① ①

8

③ ③

9

④ ④

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

④ ④

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

② ②

17

② ②

18 理事会 監事

② ②

19

② ②

20

ー ー

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「運営資金の確保」

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

本会の事業に対する賛同者

農水産学の教育研究に対し必要な援助を行うことにより、宮城県における農水産業の育成発展に貢献し、もって地域社会の繁栄に寄与する。

　７０　　　　財団法人翠生農学振興会
県担当課　産業経済部研究開発推進課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

「農」を基盤とする農水産業・食品産業・生物産業とそれを担う農学の発展に寄与する。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

　

 6 経済の長期低迷から、
資産の運用益は少なく、
維持会員会費や寄付金
による収入も少なかったこ
とによる。

 9 運用収入，会費収入，
寄付金収入が少なかった
ことにより，剰余金等が減
少した。

12・13　アルゼンチン国債
について、平成17年1月に
担当証券会社からの情報
で、本債権を割り引いて
売却するか、新証券との
交換により、欠損額の縮
小が可能であることが分
かった。検討した結果、新
証券と交換することとし、
平成17年2月に証券会社
に手続を依頼した。平成
17年6月に割当結果は
74,307ユーロであるとの
通知があった。

14 本会は事業規模も小さ
く資金に余裕がないため

15 現役員が無報酬のた
め

17 カルチャー講座の開催
時等において会員からの
意見等を聴取している。

Ⅰ全評価項目を通して

財団が運営改善に向け，
取組目標として掲げた「運
営資金の確保」について
は，昨今の経済動向や超
低金利状況を踏まえる
と，非常に困難になってい
ることは理解できる。

Ⅱ 各評価項目ごとに

 12・13 アルゼンチン国債
については新証券と交換
し含み損の解消を図った
が、ユーロ建ての長期証
券(最終償還日：2038年12
月31日)であり今後の動向
を十分に確認していくこと
が必要と考える。

 14・15 現在の財団の事
業内容や予算規模を考え
るとやむを得ないものと思
われる。

 16 インターネットによる
財務関係資料等の公表
について引き続き指導し
ていくこととする。

Ⅲ 結論

　当該財団は，平成元年
の設立時に県から出捐
（基本財産１億円のうち３
千５百万円）の経緯を有
する県出資団体である。
　同財団の事業規模はこ
れまでも比較的小規模で
あり，設立時以降は県か
らの財政的関与は受けて
いない。
　財団本来の主たる収入
であるべき基本財産運用
収入は，昨今の超低金利
時代の中にあってここ数
年来減収の一途を辿って
おり，事業規模の更なる
縮小化を図ることが求め
られている。基本財産の
果実の減少を補填するた
め，会費収入及び寄付金
収入の増大を期待してい
るものの，このような経済
情勢にあっては，これまで
以上に事業の厳選に努め
るべきと考える。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り



所 在 地 設 立 代表者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

336,930 322,968 297,637 278,916

7,634 13,569 40,106 29,189

24,764 23,699 23,986 23,618

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

21 21 19 19 19 19

15,762 15,398 14,541 15,861 15,868

- - - - - -

- - - - - -

1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

26 27 27 25 25 24

0 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

238,696 233,662 210,022 212,430 199,314 207,700 207,700 207,700

0 0 0 0 0 0 0 0

238,696 233,662 210,022 212,430 199,314 207,700 207,700 207,700

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 0 0 0 0 0 0

事業外収入(b) 0 0 0 0 0 0

その他の収入(c) 388,540 389,832 395,388 380,110 356,550 377,160

計(d) 388,540 389,832 395,388 380,110 356,550 377,160

支 出 事業費(e) 307,535 306,322 311,892 309,550 286,780 302,380

管理費(f) 74,231 66,699 61,239 68,215 56,701 68,105

事業外支出(g) 0 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 6,774 16,810 22,257 2,345 13,253 7,175

計(i) 388,540 389,831 395,388 380,110 356,734 377,660

△381,766 △373,021 △373,131 △377,765 △343,481 △370,485

0 1 0 0 △184 △500

5,973 4,802 5,004 0 4,820 0

資 産 流 動 資 産 9,375 9,089 37,085 37,085 7,566 0

固 定 資 産 406,110 404,761 400,390 400,390 328,665 0

計 415,485 413,850 437,475 437,475 336,231 0

負 債 流 動 負 債 3,402 4,286 32,082 32,082 2,746 0

固 定 負 債 406,110 404,762 400,390 400,390 328,665 0

（うち引当金等） 25,500 29,082 30,082 30,082 33,082 0

計 409,512 409,048 432,472 432,472 331,411 0

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 0 0 0 0 0 0

剰 余 金 等 5,973 4,802 5,004 5,004 4,820 0

計 5,973 4,802 5,004 5,004 4,820 0

462

（A）実績推移

補助金(b)

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 441

受託事業

10.7

‐ ‐

12.0

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％） （長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

　商工会連合会は、商工会法に基づいて昭和３６年に設立された法人であり、商工会の健全な発達を図ることを通じて商工業の振興に寄与している。また、当該団体が実施してきている小規模事業
者の経営の改善発達を支援する経営改善普及事業については、平成５年に商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律が制定され、小規模事業者の支援主体として位置づけ
られるとともに、経営改善普及事業に必要な経費については、国が補助することについて規定されているところである。
　小規模事業者は事業所数で約８割を占め、地域経済の発展を支える原動力になっていることはもとより、地元の資源や技術の活用、雇用の場の提供等地元に密着した活動を通じて大きな役割を果
たしてきている。県内約８万事業所にも上る小規模事業者のニーズに的確に応えることは困難であることから、当該団体を小規模事業者を支援する担い手として位置づけ、事業を促進していくことが
必要である。
　県としては、担い手としての商工会・商工会議所の機能強化を図るとともに、商工会指導の役割を果たす当該団体への指導、経営支援としての補助を通じて、本県産業の振興を図っていくことが必
要である。
　現在、県内の商工会では、組織・財政基盤の強化等を目的とした合併を推進している。また、組織の活性化等を図るため、商工会職員の当該団体への転籍を実施し、各商工会への出向形態とした
ところである。(H17.4～）　これらにより、各商工会の運営に関する事務量の低減が図られるものであるが、当該団体としては、指導対象数は減少するものの、人事・給与等の一元管理に伴う事務や、
合併後の新たな運営体制等に関する指導業務が増加している状況にある。これらを踏まえると当該団体の補助対象職員の削減目標は、非常に厳しい内容となるものであるが、取り組みに期待する
とともに、目標達成に向けて側面から支援していきたい。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

収益事業の実施

県からの単年度貸付金(f )

525 494

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

※平成17年度以降の上記目標数値については，平成17年6月1日現在の目標値である。

１．前年度の経営目標の達成
状況に関する評価結果（概要）
（1）「3 主な経営指標の推移」
　　①受託事業については今
　　　後とも再委託の予定なし
　　②借入金については、計
　　　画通り返済し順調に減少
　　③補助金等収入依存度に
　　　ついては補助金は削減さ
　　　れているものの会費等手
　　　数料が減少したため微増
（2）「4　経営改善に向けての
　　取リ組み計画」
    ①共済事業については目
　　　標を設定し推進をしてい
　　　るが新規契約は難しく、
　　　現状では解約・満期に
　　　より、契約数が減少し
　　　ないように努力している
　　②収支計算では一部受託
　　　事業の終了により収入が
　　　減少し支出も減少、また
　　　収入では会費手数料収
　　　入の減少、支出では管
　　　理費も減少
　　③貸借対照表の固定資産
　　　・流動資産の減少につい
　　　ては建物の減価償却を
　　　行ったことと流動資産の
　　　未払金と預り金が減少
　　　したことによる
２．本年度(以降)の目標設定
　　の考え方
（1）合併推進による商工会減
　　少から補助対象職員削減
（2）一般職員を臨時職員に
　　切り替え
（3）共済事業、ひまわりコール
　　等の収益事業の推進

　

①経営改
善（効率
化等）に
向けた取
組目標

会費賦課基準の見直し

７１　宮城県商工会連合会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

補助対象職員削減(人)

一般職員の臨時職員切り替え(千円)

地域総合振興事業

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区上杉１丁目１４番２号

事業内容

商工会運営指導等

講習会等開催

主要事業名

０２２(２２５)８７５１

経営改善普及事業

Ｈ１３年度

情報化推進事業等

０２２(２６５)８００９

経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

△17.2

8.9

275.5

9.9

115.6

55.9

0 千円（　　0.0　％）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

△7.8

H13～H16増減率
（％）

Ｈ１６年度

‐‐

会長　三浦　一夫

http://www.miyagi-fsci.or.jp

昭和３６年１１月８日

282.4

事業費（単位：千円）

県 担 当 課 産業経済部団体指導検査課

県 出 資 額

61.4 59.9 53.1

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 275.6 212.1

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【H17.3】
県に対する意見
①職員数の見直しや自主
財源確保についての県の
指導状況を注視する。

【H18.3】
県に対する意見
①県の団体に対する指導
状況を注視する。

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期収支差額 (d - i)



区分 県の考え方

1 理事会 監事 〔1〕該当なし

4 4

2 　 〔2〕計画通り順調に減少、年間563

1 1 万円を返済、残額　3,313万円

3 〔3〕平成16年度収入総額に対する

2 2 補助金収入は1.4％増の55.4%

4 〔4〕本団体にはなじまない

2 2

5 〔5〕減少ではあるが人事異動により

1 1 在籍する職員構成が変化したため

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 〔6〕

理事会 監事      ア：18人とし目標を達成

1 1
　　　イ：変動なし

3 3
　　　ウ：事業計画に基づき事業推進

3 3

7 〔7〕県内商工会全職員の県連帰属

3 3 化によりｼｽﾃﾑ稼動準備のため

8 〔8〕経費節減の成果といえる

2 2

9 〔9〕長期借入金は年間563万円を返

2 2 済、残額3,313万円と順調に減少

10 〔10〕該当なし

1 1

11 〔11〕本会として適切な数値目標を

1 1 設定している

12 理事会 監事

〔12〕該当なし

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。 〔13〕該当なし

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 〔14〕法的に不可能

4 4

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。 〔15〕既に登用済

1 1

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。 〔16〕検討段階であり公開期日は

3 3 決定していない

17
〔17〕諸会議及び各商工会の役職
員を通じて把握し事業に反映させ

1 1 ている

18 理事会 監事 〔18〕商工会法に明記されていると

2 2 おり社会的要請に変化はない

19 〔19〕

2 2

20
〔20〕該当なし

－ －

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

①目標を達成 ③目標を未達成

②既に一部公開

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

⑤著しく悪化②一部改善

④変化なし

取組目標 「補助対象職員の削減」

取組目標 「一般職員の臨時職員への切り替え」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

県内商工会及び商工業者

使命に同じ

７１　宮城県商工会連合会
県担当課　産業経済部団体指導検査課　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

地区内における商工会の健全な発達を図り、商工業の振興に寄与する

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「共済事業、ひまわりコール等の収益事業推進」

⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

④著しく弱まる

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

④一部悪化

⑤著しく悪化

イ

ウ

②変化なし

①該当なし ②解消済み ③一部解消

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

①既に全て公開

Ⅰ全評価項目を通して
　 評価結果は、過大なも
のもなく妥当であると思わ
れる。

Ⅱ 各評価項目ごとに
    取組目標を設定し、そ
の成果を検証している。
～

Ⅲ 結論
　　昨今の経済情勢から、
当該団体に対する商工
会、小規模事業者からの
要請はますます高まって
きている。県の産業振興
を図る上でも必要である。

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

④一部悪化

③変化なし

③少し弱まった

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

－ 8,324 3,860 5,767

10,719 9,150 8,253 8,074

8,519 6,780 6,767 6,277

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

54 59 53 51 50 50
3 3 3 3 3 3

643 461 596 500 554 500

1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

2 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

858 483 921 920 794 920

0 0 0 0 0 0

858 483 921 920 794 920

858 483 921 920 397 460

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 4,621 2,230 9,408 2,600 2,550 2,600

事業外収入(b) 30,634 38,667 28,029 26,760 26,304 25,743

その他の収入(c) 5,998 7,225 0 3,000 6,001 0

計(d) 41,253 48,122 37,437 32,360 34,855 28,343

支 出 事業費(e) 31,943 28,986 22,376 26,985 23,375 25,735

管理費(f) 11,423 10,993 10,869 6,720 7,391 8,754

事業外支出(g) 0 255 0 105 0 0

その他の支出(h) 500 7,500 6,500 1,924 0 0

計(i) 43,866 47,734 39,745 35,734 30,766 34,489

△ 8,111 663 4,192 △ 4,450 △ 1,912 △ 6,146

△ 2,613 388 △ 2,308 △ 3,374 4,089 △ 6,146

資 産 流 動 資 産 6,930 7,338 5,016 ー 9,071 ※

固 定 資 産 329,065 328,800 334,806 ー 329,218 ※

計 335,995 336,138 339,822 ー 338,289 ※

負 債 流 動 負 債 96 116 207 ー 68 ※

固 定 負 債 2,514 2,790 3,290 ー 3,840 ※

（うち引当金等） (2,514) (2,790) (3,290) ー (3,840) ※

計 2,610 2,906 3,497 ー 3,908 ※

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 325,000 325,000 325,000 ー 325,000 ※

剰 余 金 等 8,385 8,231 11,324 ー 9,381 ※

計 333,385 333,231 336,324 ー 334,381 ※

社員研修（技術･事務･営業部門、女性職員、新入社員）、市町村建設･都市計画･下水道担当部課長
研修、専門研修（土木・建築） 他

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 7,218.8

－

－

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

情 報 受 発 信 ･ 情 報 化 推 進 事 業

6,325.9

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】
③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【H17.3】
団体に対する意見
①剰余金にあまり余剰がな
いので，当期収支差額利益
とも単年度赤字にならない
よう，収支バランスに注意し
ていくことが必要である。
②設定された経営目標の
達成状況を注視していく。

【H18.3】
団体に対する意見
①効率的かつ効果的な経
費支出に努められたい。

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 376366 373

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

2.1% 1.0% 2.5%

Ｈ１６年度

－－

－

－

土木部事業管理課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

△ 26.3

H13～H16増減率
（％）

理事長　奥田和男

http://www.miyakencenter.or.jp

平 成 8 年 3 月 18 日

△ 24.7

022(266)3303

経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

－

－

13,339.7

－

2,423.2

2.3%

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙 台 市 青 葉 区 支 倉 町 2 番 48 号

事業内容

地 域 建 設 業 再 生 の 特 別 委 員 会 ・ 地 域 づ く り シ ン ポ ジ ウ ム ・ 経 営 相 談 会 他

主要事業名

022(266)3355

建 設 産 業 政 策 推 進 事 業

Ｈ１３年度

CALS/EC の 促 進 、 イ ン タ ー ネ ッ ト ・ ホ ー ム ペ ー ジ 、 セ ン タ ー ニ ュ ー ス 発 行 、 図 書 コ ー ナ ー 他

人 材 育 成 ・ 職 業 能 力 向 上 事 業

県からの受託事業の再委託率（％）

当期収支差額 (d - i)

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

人材育成研修人数（人）

借入金依存度（％）

７２　財団法人みやぎ建設総合センター

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

主要事業数
組織　役・職員（人）

385

（A）実績推移

150,000千円（　46.1％）

※平成17年度以降の目標数値については，平成17年4月1日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
　事業については概ね達成している
が、財政状況は収入が低下傾向で
厳しい状況にあり、収入確保が当面
の課題である。
　なお、流動比率の増加は、運営強
化資金取崩しに伴う流動資産増加の
ためである。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　収入の確保に努めると共に、時代
の要請に応じる方向で内容を充実さ
せる。

３　委員会意見（Ｈ17年3月）への対
応
①収支改善のため，収入確保として
事業分野の拡大による会員増を図
る。また，支出については，すでに設
立後１０年を経過しているので研修
などの見直しを進め，支出削減に努
力する。
②目標達成に向けて努力していく。

※予定貸借対照表については，作成
していないので記入していない。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

委託金(a)

　財団法人を適正に運営していると認められるが、剰余金にあまり余剰がないので、収支バランスに注意して今後も運営経費の節減に努め、より多くの公益事業を展開していく必要が
あると思われる。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

④ ④

3

② ②

4

① ①

5

③ ③

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

② ②

① ①

① ①

ー　 ー

7

① ①

8

③ ③

9

③ ③

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

② ②

17

② ②

18 理事会 監事

① ①

19

② ②

20

ー　 ー

（記入の手引き参照）
３　県の補助金について
は認定職業訓練校受講
生数に応じたもので､比率
も２％前後と小額である。
４　建設業の公共事業の
削減に伴う会員数の減、
受講収入の減、県以外の
補助金等の減など低下傾
向にある。なお、今期は
運営化資金取崩しに伴い
流動資産が増加してい
る。
５　人件費については極
力抑制の方向で対応して
いる。
６　主要事業等の目標に
ついては、人材育成･職
業訓練の点から事業内
容･事業数は確保する必
要があり、50事業は堅持
したい。
  人材育成研修は当セン
ターのメーンであるが、最
近の建設会社の厳しい経
営状況から低落傾向にあ
るが、何とか500人（受講
者）を維持したい。
７  組織役職員について
は、従来から最小の人員
3名で、事業執行をおこ
なっており、最小人員で最
大の効果をあげるように
努めたい。
８　財務内容については、
会費収入・事業収入・他
団体からの助成収入な
ど、建設業不況の影響か
ら低落傾向にあるが各方
面との折衝で収入の維持
に努めたい。
12　宮城県債を平成10年
1月に3億円取得し、年率
2％で運用している。
14　監事に東日本建設業
保証㈱宮城支店長を専門
家として選任している。
15　役員には産・学・官か
ら当該団体の長を登用し
ている。
16　早期に，インターネッ
ト・HPで事業内容・財務内
容等を公開するよう努め
たい。
17　HP・アンケート・セン
ターニュースで意見聴取。
18　21世紀を見据えた建
設業の将来像等を審議す
るなど時代的社会的要請
に応じている。

（記入の手引き参照）
Ⅰ全評価項目を通して
　事業計画、予算計画に
基づき適正に執行してい
る。

Ⅱ 各評価項目ごとに
　６　８　９
　補助金事業を別会計と
し、適正に執行している。

　

　１４　１５　１６　１７
　インターネットにより，早
期に全ての情報を公開す
るよう指導していく。

Ⅲ 結論
　財団法人を適正に運営
していると認められるが、
剰余金にあまり余剰がな
いので、収支バランスに
注意して今後も運営経費
の節減に努め，より多くの
公益事業を展開していく
必要があると思われる。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「人材育成研修生の確保（500人以上）」

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

建設産業関係者

①人材の育成・確保　②情報化の推進　③建設生産物の品質向上、構造改革　④地域社会貢献

７２　財団法人みやぎ建設総合センター
県担当課　土木部事業管理課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

建設産業の確立と地域社会貢献

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
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け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「主要事業数の確保（50事業以上）」

取組目標 「最低の役・職員数（3人）」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

4,231 6,018 6,733 7,215

200 100 100 450

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

（※１） （※１） （※１） （※１） （※１） （※１）
（※１） （※１） （※１） （※１） （※１） （※１）
（※１） （※１） （※１） （※１） （※１） （※１）
（※１） （※１） （※１） （※１） （※１） （※１）

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1,150 1,150 1,150 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1,150 1,150 1,150 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 2,464 3,678 4,209 3,900 3,938 4,000

事業外収入(b) 2,848 5,774 2,736 6,309 5,027 5,274

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 5,312 9,452 6,945 10,209 8,965 9,274

支 出 事業費(e) 200 100 100 650 331 450

管理費(f) 4,231 6,018 6,733 7,865 7,215 9,010

事業外支出(g) 500 1,000 2,500 1,894 1,750 114

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0

計(i) 4,931 7,118 9,333 10,409 9,296 9,574

381 2,334 △ 2,388 △ 200 △ 331 △ 300

381 2,334 △ 2,388 △ 200 △ 331 △ 300

580 3,335 113 0 △ 331 －

資 産 流 動 資 産 1,022 3,356 969 769 638 300

固 定 資 産 307,099 308,100 310,599 307,599 308,850 309,669

計 308,121 311,456 311,568 308,368 309,488 309,969

負 債 流 動 負 債 0 0 0 0 0 0

固 定 負 債 1,750 1,750 1,750 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0

計 1,750 1,750 1,750 0 0 0

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 302,000 302,000 302,000 302,000 302,000 302,000

剰 余 金 等 4,371 7,706 7,818 6,368 7,488 7,969

計 306,371 309,706 309,818 308,368 309,488 309,969

ー ー県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 0.0 0.0

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） ー

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

125.0

ー

Ｈ１６年度

ーー

土木部河川課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

H13～H16増減率
（％）

理事長　髙橋　國雄平成２年１月8日

１５０，０００千円 （４９．７％）

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

（※１）

借入金依存度（％）

０２２４－３７－２４６８

経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

70.5

0.6

0.0

ー

0.0

ー

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

七ケ宿町字関１２６番地

事業内容

除草、トイレ清掃等

Ｅボート交流会、パンフレット作成

主要事業名

０２２４－３７－２１１１

七ケ宿ダム自然休養公園施設の維持管理運営

Ｈ１３年度

七ケ宿ダムの水質保全に関する啓発、活動

0.6

ー ー

0.6

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

７３　財団法人七ヶ宿ダム自然休養公園管理財団

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

（※１）
（※１）

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

※平成17年度以降の目標数値については，平成１７年５月３１日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
　財務内容について、収入の増額が
望めない状況の中、経営の効率化と
経費の削減を実施した。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　（※１）
　事業収入は国土交通省からの公
園環境整備作業委託事業のみであ
り、基本財産で事業運営するための
果実を生むことは困難となってきて
おり、今後の対策を検討中である。

３　委員会意見（Ｈ17年3月）への対
応
該当なし

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【H17.3】
団体に対する意見
①剰余金にあまり余剰がな
いので、当期収支差額、当
期利益とも単年度赤字とな
らないよう、収支バランスに
注意して運営していくことが
必要である。

【H18.3】
県に対する意見
①県の団体に対する指導
状況を注視する。

ー

（A）実績推移

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

ー ー

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

　 国からの環境整備作業委託収入や基本財産の利息収入のみでの事業運営は，経営の効率化や管理経費の節減など実施主体の努力や工夫の範囲を超えていると思われるが，
今後も管理部門等の見直しなどを図り，経費節減に努めるとともに，受託事業の増の確保を国に働きかけていくことが必要と思われる。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

（※１）

当期収支差額 (d - i)



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　

1 1

3

4 4

4

ー ー

5

ー ー

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

ー ー

ー ー

ー ー

ー ー

7

ー ー

8

2 2

9

4 4

10

1 1

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

4 4

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

4 4

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

3 3

17

2 2

18 理事会 監事

1 1

19

2 2

20

－ ー

今後とも、基本財産の安
全かつ有利な運用を図
り、効率的な管理運営を
執行していく。

８　事業外収入の増によ
る。

９　流動資産の減による。

14　事業費が少額のた
め。

15　構成市町村の首長で
十分であるため。

16　閲覧で対応していくた
め。
　　（今後の予定は検討
中）

17 電話によるものがほと
んどで、その都度的確に
対応している。

Ⅰ全評価項目を通して
  今後も管理部門等の見
直しなどを図り，経費節減
に努めさせる。

Ⅱ 各評価項目ごとに
３，６，７，１２～１５は該当
なし。８については，長期
借入金返済のための特定
預金取崩による収入増で
あり，今後とも公園管理
事業収入の確保について
指導していく。９について
は，流動資産の預金減に
よるもので，今後とも経費
節減に努めるよう指導す
る。１６については，今後
早期に実施するよう指導
していく。１７については，
十分に把握するよう指導
していく。

Ⅲ　結論
　 国からの環境整備作業
委託収入や基本財産の
利息収入のみでの事業運
営は，経営の効率化や管
理経費の節減など実施主
体の努力や工夫の範囲を
超えていると思われるが，
今後も管理部門等の見直
しなどを図り，経費節減に
努めるとともに，受託事業
の増を国に働きかけてい
くことが必要と思われる。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

　全ての人々

　七ケ宿ダム自然休養公園施設の維持管理運営及び七ケ宿ダムの水質保全に寄与する。

７３　財団法人七ケ宿ダム自然休養公園管理財団
県担当課　土木部河川課　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

　七ケ宿ダム自然休養公園の適切な管理を行い、利用者が快適かつ、安全に利用出来るように努める。

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし
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計
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推
移

取組目標

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

164,741 176,468 130,128 125,128

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

25,678 17,718 16,277 17,800 17,611 ※

31,162 28,091 24,506 26,000 23,465 ※

25,809 25,800 23,406 ー 21,910 21,500

1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

9 5 6 6 6 6

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 155,477 134,091 128,850 115,100 124,169 120,000

事業外収入(b) 9,264 42,377 1,278 900 959 1,300

その他の収入(c) 310,000 0 0 0 0 0

計(d) 474,741 176,468 130,128 116,000 125,128 121,300

支 出 事業費(e) 2,483 506 0 0 0 0

管理費(f) 266,972 129,066 108,902 110,250 104,533 111,040

事業外支出(g) 16,338 143 638 300 301 200

その他の支出(h) 310,402 201,428 4,031 5,050 0 3,550

計(i) 596,195 331,143 113,571 115,600 104,834 114,790

△ 121,052 46,753 20,588 5,450 20,294 10,060

△ 121,454 △ 154,675 16,557 400 20,294 6,510

△ 122,406 △ 155,625 15,606 400 19,344 6,510

資 産 流 動 資 産 37,941 214,954 219,131 219,531 233,030 241,337

固 定 資 産 1,322,274 28,411 21,228 19,225 27,356 24,780

計 1,360,215 243,365 240,359 238,756 260,386 266,117

負 債 流 動 負 債 270,736 28,896 10,183 9,535 10,434 13,234

固 定 負 債 730,773 11,389 11,489 10,133 11,921 8,341

（うち引当金等） (639) 926 1,356 1,356 1,788 2,219

計 1,001,509 40,285 21,672 19,668 22,355 21,575

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 1,180,000 1,180,000 1,180,000 1,180,000 1,180,000 1,180,000

剰 余 金 等 △ 821,294 △ 976,919 △ 961,312 △ 960,912 △ 941,968 △ 935,458

計 358,706 203,081 218,688 219,088 238,031 244,542

― ―県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 14.0 743.8

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【H17.3】
団体に対する意見
①現状では剰余金が黒字
化するまでに相当の年数を
要する。現状のほかに関連
する新規事業を展開してい
く必要がある。
②設定された経営目標の
達成状況を注視していく。

県に対する意見
意見なし

【H18.3】
団体に対する意見
①目標達成状況を注視す
る。

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 223

―

Ｈ１６年度

――

土木部港湾課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

H13～H16増減率
（％）

代表取締役社長　横田　善三郎

http//www.shiogama.co.jp/

平成５年１２月１４日

334,000千円 （28.3％）

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

警備費・清掃費（単位：千円）

借入金依存度（％）

022-361-1471

経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

△ 24.0

―

2233.4

―

2151.9

―

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

塩釜市港町１－４－１

事業内容

塩釜市より旅客ターミナル「マリンゲート塩釜」の管理運営業務を受託

主要事業名

022-361-1500

マリンゲート塩釜管理運営業務

Ｈ１３年度

―

― ―

53.9

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

７４　塩釜港開発株式会社

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

人件費削減（単位：千円）
光熱費削減（単位：千円）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

274 284

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

※平成１７年度以降の目標数値については，平成１７年６月２９日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に関す
る評価結果（概要）
　　・ほぼ目標達成している。
　

２　本年度（以降）の目標設定の考え方
　　①テナントの充足率増
　　②営業戦略の強化
　　③新たな事業展開の検討
　　④経費削減の徹底

　　※人件費、光熱水費の削減につい
　　　ては限界に達していることから、
　　　１７年度以降の目標とはせず、支
　　　出の大きい警備料、清掃料を新
　　　たな取り組み目標として設定した。
　

３　委員会意見（Ｈ17年3月）への対応
　　・新たな事業展開については、当
　　　施設に隣接する地域の区画整理
　　　事業や塩釜港港奥部の再開発も
　　　少しずつ動き出しているので、
　　　それらも見極めながら検討して
　　　いく。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

241

（A）実績推移

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

　管理運営を受託している「マリンゲート塩釜」の安定的な運営を行っていくため、可能な限りのコスト削減とテナント確保が求められており、引き続き積極的な取り組みを行うよう指導をし
ていく。
　また、新たな事業の取り組みについては、適切な助言を行っていく。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

④ ④

3

④ ④

4

② ②

5

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

① ①

① ①

－ －

－ －

7

① ①

8

② ②

9

② ②

10

③ ③

11

② ②

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

③ ③

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

③ ③

17

② ②

18 理事会 監事

② ②

19

① ①

20

－ －

[６]ア．人件費削減
事務作業の時間内消化に
努め、不足分は固定費とな
らないパート等の活用によ
り、人件費の抑制を図っ
た。
　　イ．水道光熱費削減
窓の開閉や温度調節を行
い、極力節電に努め、水道
については、管理を設定し
節減に努めた。

[７]役職員数の目標と実績
固定費となる社員雇用は
行わず、繁忙期には臨機
応変にパート等の活用を
図り目標を達成した。

[８]収支計算書
対前期比で事業収入は５
百万円減収し、また、支出
面で営繕費が上昇したが、
電気料、減価償却費、貸倒
引当金繰入額がそれ以上
に減少したので、対前期比
の当期利益は3,738千円増
加している。

[９]貸借対照表
対前期との流動比率をみ
ると、81.5ﾎﾟｲﾝﾄ上昇してい
る。その内訳は現金預金
の増加である。

[16]ｲﾝﾀｰﾈｯﾄに情報の公
開
当社ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで、ｲﾍﾞﾝﾄ
情報や施設案内、交通案
内、観光船や市営汽船
等々の情報を発信してい
るので、業務、財務等に関
する情報についても、条件
整備を行い、早い時期に実
施できるように努める。

[17]ｱﾝｹｰﾄの実施
年２回(7月・12月)季節ｾｰﾙ
を行っており、同時にｱﾝｹｰ
ﾄを実施

Ⅰ全評価項目を通して
　「おおむね妥当」

Ⅱ 各評価項目ごとに
　［１０］
　　引き続き利益を出して
　累損金の解消に努める
　ことになるが、減資によ
　る解消方法も選択肢。

Ⅲ 結論
　　コスト削減と売上（テ
  ナント確保等）の増収
  が求められている。ま
  た、外形課税による
  負担を減らす点からも
   、減資について検討
  が必要。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件
数および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

観光客や港を利用する人々

旅客ターミナル「マリンゲート塩釜」施設の管理運営

７４　塩釜港開発株式会社
県担当課　土木部港湾課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

塩釜港港奥部再開発事業の先導施設

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「人件費削減」

取組目標 「水道光熱費削減」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安
全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

798,960 1,083,148 2,547,042 5,109,701

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

15 14 14 14 15 18

3 3 3 3 3 3

0 0 0 0 0 0 0 0

12 11 11 11 12 15

6 5 5 6 6 5 4 4

0 0 0 0 0 0 0 0

113,653 142,791 436,966 1,749,372 733,740 2,891,708 1,940,790 0

0 0 0 818,000 513,000 1,662,500 718,500 0

113,653 142,791 436,966 2,567,372 1,246,740 4,554,208 2,659,290 0

56,827 72,473 1,483 685 269 455 395 0

0 0 0 1,795,000 1,795,000 4,086,000 4,704,064 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 0 0 0 0 0 0

事業外収入(b) 646 126 670 254 853 720

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 646 126 670 254 853 720

支 出 事業費(e) 0 0 0 0 0 0

管理費(f) 59,398 55,599 46,666 55,314 73,922 86,352

事業外支出(g) 4,257 6,445 12,763 14,107 14,106 13,064

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0

計(i) 63,655 62,044 59,429 69,421 88,028 99,416

△ 63,009 △ 61,918 △ 58,759 △ 69,167 △ 87,175 △ 98,696

△ 63,009 △ 61,918 △ 58,759 △ 69,167 △ 87,175 △ 98,696

△ 63,959 △ 62,868 △ 59,969 △ 84,435 △ 88,384 △ 114,984

資 産 流 動 資 産 683,431 705,849 2,100,050 927,261 3,698,971 1,668,508

固 定 資 産 1,079,038 2,069,641 4,481,544 14,101,555 9,285,224 26,461,527

計 1,762,469 2,775,490 6,581,594 15,028,816 12,984,195 28,130,035

負 債 流 動 負 債 10,559 6,996 11,222 20,218 35,388 29,510

固 定 負 債 228,434 473,888 1,093,434 8,300,543 6,236,754 21,001,432

（うち引当金等） 0 0 0 0 0

計 238,993 480,884 1,104,656 8,320,761 6,272,142 21,030,942

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 1,636,200 2,470,200 5,712,500 7,029,000 7,036,000 7,539,000

剰 余 金 等 △ 112,723 △ 175,592 △ 235,561 △ 320,945 △ 323,946 △ 439,907

計 1,523,477 2,294,608 5,476,939 6,708,055 6,712,054 7,099,093

　　　仙台空港鉄道株式会社は、県の重点事業である仙台空港アクセス鉄道の平成１８年度開業を目指して、鉄道建設工事を推進しているところである。
　　鉄道事業は、初期投資が巨額であるため、建設段階での投資額をはじめ、開業後のランニングコストを見据えたトータルコストの縮減を図ることが必要となる。
　　このような観点から、県としても会社と一体となり建設事業費の縮減を図るとともに、低コストの資金を調達して、開業後の経営安定に資するものとする。
　　また、鉄道沿線の開発など、鉄道旅客の需要喚起のための施策を積極的に展開するものとする。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

697

（A）実績推移

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

819 735

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

※平成17年度以降の目標数値については，平成17年5月26日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
　
   　常勤役職員の削減は達成できな
かったが、必要最低限の人員増で対
応し、人件費の削減に努めた。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方

　　初期投資の圧縮が将来の経営安
定策の根本であるので、県の指導を
得て事業費の縮減に努める。

３　委員会意見（Ｈ17年3月）への対
応　該当無し

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

７５　仙台空港鉄道株式会社

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

常勤役職員の削減

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

1.5

- -

-

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区本町三丁目６－１６　漁信基ビル７階

事業内容

仙台空港アクセス鉄道の運営

主要事業名

０２２ー７１６ー５２０５

第一種鉄道事業

Ｈ１３年度

０２２ー７１６ー５２１１

経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

539.5

0.7

10452.6

27.7

18713.7

16.2県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

借入金依存度（％）

土木部臨空地域整備推進課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

H13～H16増減率
（％）

代表取締役社長　八木　功

http//www.senat.co.jp

平成１２年４月７日

3,769,000千円 （53.5％）

15.7

Ｈ１６年度

--

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【H17.3】
団体に対する意見
意見なし

県に対する意見
①建設費の縮減、低コスト
資金の調達、沿線開発など
の県の取り組みを注視す
る。

【H18.3】
団体及び県に対する意見
意見なし

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 709

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

16.9 22.2県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 6472.5 10089.3



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

③ ③ 2 建設計画に基づく借入

3

① ① 3 出資金が多いため

4

① ① 4 出資金が多いため

5

① ① 5 人事異動のため

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事 6

② ②

－ －

－ －

－ －

7

② ②

8

③ ③

9

③ ③

10

④ ④

11

① ①

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

① ① 14 監査法人に委託

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ① 15 民間会社社長を登用

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

② ②

17

① ① 17

18 理事会 監事

① ①

19

② ②

20

－ －

電話、インターネット等に
よる意見、クレーム等につ
いて、担当課毎に整理し
ている。

評価結果（コメント）

（記入の手引き参照）
Ⅰ全評価項目を通して

 人員増を最小限に抑える
などの取り組みがなされ
ていることから、団体の評
価結果については妥当と
考えられる。
　なお、団体に対する公
社等外郭団体経営目標・
評価推進委員会の意見
はない。

Ⅱ 各評価項目ごとに

２、３、４について　既定の
資金スキームに基づく。
５、６について　開業準備
等のため必要最小限の人
員増を図ったもの。
８～９、１０について　開業
前であり、営業収入がな
いことから累積欠損が生
じている。
１１について　適当と考え
られる。
１２～１５　適当と考えられ
る。
１６について　全部公開に
ついて配慮するよう指導
する。
１７について　適当と考え
られる。

Ⅲ 結論
　
　　仙台空港鉄道株式会
社は、県の重点事業であ
る仙台空港アクセス鉄道
の平成１８年度開業を目
指して、鉄道建設工事を
推進しているところであ
る。
　　鉄道事業は、初期投
資が巨額であるため、建
設段階での投資額をはじ
め、開業後のランニングコ
ストを見据えたトータルコ
ストの縮減を図ることが必
要となる。
　　このような観点から、
県としても会社と一体とな
り建設事業費の縮減を図
るとともに、低コストの資
金を調達して、開業後の
経営安定に資するものと
する。
　　また、鉄道沿線の開発
など、鉄道旅客の需要喚
起のための施策を積極的
に展開するものとする。

　

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし

②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標  

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

②横ばい

空港利用者等

ＪＲ名取駅・仙台空港駅間の鉄道の整備・運行

７５　仙台空港鉄道株式会社
県担当課　土木部臨空地域整備推進課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

仙台空港利用客の空港アクセス手段及仙台空港を核とする臨空都市形成の促進に寄与する都市内交通手段の整備

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成

③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

⑤著しく悪化

評  価  項  目

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向

取組目標 「常勤役職員の削減」

取組目標  

事務量が増大している
が、必要最低限の人員増
で対応した。

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

③目標を未達成

取組目標  

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

①目標を達成



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

－ 158,918 161,068 164,915

21,699 115,752 101,145 87,750

83,054 21,600 16,800 18,600

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

－ － １，１２５ １，５００ ３５０ ７５０

２ ２ １ １ １ １
－ － － － － －
－ － － － － －

１ １ １ １ １ １

１ １ １ １ １ １ １ １

６ ６ ９ ９ ９ ９

２ ２ ２ ２ ２ ４ ４ ２

６，０７７ ５，８４３ ５，９５８ ５，９５８ ５，６３７ ５，８６３ 0 0

１２０，１０１ ３１２，８０５ ２９０，０６９ ２９０，０６９ ２８０，９７９ ３９８，７３０ ３９０，０００ ３００，０００

２，２２０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

１２８，３０７ ３１８，６４８ ２９６，０２７ ２９６，０２７ ２８６，６１６ ４０４，５９３ ３９０，０００ ３００，０００

１２８，３０７ ３１８，６４８ ２９６，０２７ ２９６，０２７ ２８６，６１６ ４０４，５９３ ３９０，０００ ３００，０００

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

収 入 事業収入(a) １３８，１６１ ３２７，４９６ ３６５，４５５ ３６５，４５５ ２９８，８９２ ４２８，０００

事業外収入(b) ２４，６５１ １１，６５８ １２，６９７ １２，６９８ ３８，３２２ ４０，８４５

その他の収入(c) ０ ０ ０ ０ ０ ８，９６９

計(d) １６２，８１２ ３３９，１５４ ３７８，１５２ ３７８，１５３ ３３７，２１４ ４７７，８１４

支 出 事業費(e) １３７，８４６ ３２７，７７４ ３７１，６８４ ３７１，６８４ ３２６，３３６ ４５８，１７６

管理費(f) １６，５１５ １２，５６５ ６，０６５ ６，０６５ ９，３１４ １３，３０５

事業外支出(g) ６，０００ ９２３ ７３４ ７３４ １，１４７ ６，３３３

その他の支出(h) ０ ０ ０ ０ ０ ０

計(i) １６０，３６１ ３４１，２６２ ３７８，４８３ ３７８，４８３ ３３６，７９７ ４７７，８１４

２，４５１ -２，１０８ -３３１ -３３０ ４１７ -３，４５１

３，０１１ -４，５５９ １，７７７ -３３０ ４１７ ０

-３６，１６８ -６４１ １５０ -３３０ ５，８７５ ０

資 産 流 動 資 産 １４，５９５ ３６，２６９ ７０，４７３ ７０，４７３ ２７，４１０

固 定 資 産 １４３，６６２ １４４，５６６ １４５，２８０ １４５，２８０ １５１，３５１

計 １５８，２５７ １８０，８３５ ２１５，７５３ ２１５，７５３ １７８，７６１

負 債 流 動 負 債 ６，２２２ ３０，００５ ６３，８０１ ６３，８０１ １６，７３６

固 定 負 債 ３，８７１ ３，９９４ ４，２２７ ４，２２７ ４，８４０

（うち引当金等） ３，８７１ ３，９９４ ４，２２７ ４，２２７ ４，８４０

計 １０，０９３ ３３，９９９ ６８，０２８ ６８，０２８ ２１，５７６

資 本 基 本 （ 資本 ） 金 １３６，５６０ １３６，８６０ １３６，８６０ １３６，８６０ １３７，０６０

剰 余 金 等 １１，６０４ ９，９７６ １０，８６５ １０，８６５ ２０，１２５

計 １４８，１６４ １４６，８３６ １４７，７２５ １４７，７２５ １５７，１８５

１　経営改善に向けての取組み
　（１）財政基盤強化のため，賛助会員拡大に向けた広報活動等の強化を図る必要がある。
　（２）県職員の充て職の見直しについては、引き続き１７年度末までその方向性を検討する。
２　団体改革計画表以外
　（１）監事（監査役）
　　　　今後とも,内部牽制の確立と監査体制の充実を図る方策について検討する必要がある。
　（２）役員等経営幹部
　　　　選任済みの有識者や民間経営者の経験を活用するなど，今後とも，経営の健全化を図る必要がある。
　（３）インターネットによる情報の公開
　　　　引続き経営状況並びに県・市町村のスポーツ情報の提供やリンクの充実を図る必要がある。
　（４）顧客からの意見やクレームの把握
　　　　引続き意見や要望等を十分把握できるよう努める必要がある。
３委員会意見に対する対応
今後も引き続き団体を指導していく。
４総合
　　取り組み目標並びに設立目的達成に向けて引き続き努力する必要がある。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

４４８

（A）実績推移

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

【Ｈ１７．３】
団体に対する意見

①達成された経営目標の達成状
況を注視していく

　
県に対する意見

（E）経営目標・評価推進委員会
の意見

５０９３７８ ５２８

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

※平成１７年度以降の目標数値については，平成１７年３月２３日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
○賛助会員については，今年度目標
額を大幅に下回った。（件数４６件，
金額：目標Ｈ１６目標額＝１５００千
円・実績＝３５０千円），今年度は賛
助会員の拡大に繋がるようホーム
ページ等で県体協の事業内容・活動
内容の広報活動に力を入れて行きた
い。
○加盟団体分担金の見直しについて
は，市町村合併が出揃う今年度末ま
でに，理事会・担当専門委員会等で
協議・検討中である。
○充て職役員就任は，スポーツ健康
課長の理事への就任を平成１５年度
から廃止している。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
○引き続き賛助会員の拡大に努力す
るが，昨今の厳しい経済状況下で
は，多くを望めない状況である。しか
し目標額は達成出来るよう努力した
い。（個人会員５千円・団体法人会費
１０千円以上）

３　委員会意見（Ｈ17年3月）への対
応
○役員及び事務局一体となって，経
営目標達成するよう努力していく。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

①県としての団体改革に対する
考え方の実現状況を注視する。

【Ｈ１８．３】
県に対する意見
①県としての団体改革に対する
考え方の実現状況を注視する。

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

県からの補助金等収入依存度（％）

７６  財団法人宮城県体育協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

 

賛助会員制度の導入（千円）
県職員の理事への充て職の見直し（人）

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

仙台市青葉区本町三丁目７番２号

事業内容

加盟競技団体への補助金交付・ジュニア選手育成及び指導者研修派遣等

東北総体・国体参加費，ユニフォーム購入，県民体育大会，国体予選会開催補助

主要事業名

０２２－７２６－４２１１

競技力向上対策事業

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

Ｈ１３年度

有能な選手・チーム育成のための体育指導者育成事業

－

３．４ ３．５

－

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

△ 77.6

H13～H16増減率
（％）

国体等県代表派遣，予選会等開催

定義

体育指導者活動助成事業

－

１６３．８

－

１１０．４

８５．０

流動比率（％）

借入金依存度（％）

会長　浅野史郎

http://www.miyagi-taikyo.or.jp

昭和４６年８月１３日

（流動資産÷流動負債）×100 ２３４．５ １２０．８

０２２－７２６－４２１２

５．３５．３

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円）

７８．８ ９３．９県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100 ７８．２

教育庁スポーツ健康課

事業費（単位：千円）

７５，０００千円 （５４．８％）

経営指標

－

304.4

Ｈ１６年度Ｈ１４年度 Ｈ１５年度



区分 県の考え方

全 価 を1 理事会 監事 Ⅰ全評価項目を通して

② ②

2 　

④ ④

3

② ②

4

② ②

5

② ①

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

③ ③

① ①

－ －

－ －

7

① ①

8

③ ②

9

③ ③

10

① ①

11

② ③

12 理事会 監事
⑭　当財団法人の監事に
は，既に経営者等有識者
を選任している。

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

① ①

17

① ①

18 理事会 監事 Ⅲ　結論

① ①

19

② ①

20

－ －

⑥－ア　財政基盤強化の
ため、賛助会員拡大に向
けた広報活動等の強化を
図る必要がある。

⑥－イ　県職員の充て職
見直しについては、引続
き１７年度末までその方
向性を検討する必要があ
る。

⑭　今後とも内部牽制と
監査体制の充実を図る方
策について検討する必要
がある。

⑱　ホームページ開設後に，
一般県民の方から事業の内
容等についての質問を頂くよ
うになった。

⑮　選任済みの有識者や
民間経営者の活用を図る
必要がある。

⑯　引き続き経営状況並
びに県・市町村のスポー
ツ情報の提供やリンクの
充実を図る必要がある。

⑰　意見や要望等を十分
把握できるよう今後も努
める必要がある。

取組み目標並びに設立目
的達成に向けて引き続き
努力する必要がある。

⑥－イ　平成１５年度から
県スポーツ健康課長の理
事への就任を廃止した。

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標 「○○○」

①目標を達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない

「県職員の充て職の見直し」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

①６９市町村体育協会・②５４競技団体・③高校体育連盟・④中学校体育連盟・⑤市町村スポーツ少年団（１３４７団）・⑥ｽﾎﾟｰﾂ指導者協議会（１２地域支部）

宮城県におけるスポーツを振興し県民の体力向上を図り，スポーツ精神を養うとともに体育関係諸団体相互の連携を図ることを目的とする。

７６　財団法人宮城県体育協会
県担当課　教育庁スポーツ健康課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

競技力の向上と生涯スポーツの振興

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

①著しく改善

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

取組目標 「賛助会員制度の導入」

取組目標

③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「○○○」

④著しく弱まる

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

③少し弱まった

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

①良化

⑰　今年度から，上記のとお
りホームページを開設し，加
盟団体及び一般県民にも情
報の提供を行っている。また，
各市町村体協や競技団体及
び理事や評議員を通して競技
者等の要望を把握しているほ
か，ホームページにも書き込
み欄を設け，県民からも意見
等を聴き，本協会運営の参考
にしている

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

②変化なし

③一部解消 ④解消策検討中

④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

③今後予定

④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①既に全て公開 ②既に一部公開

情報公開等で取組みが進
んでいるが、なお経営目
標達成に向けて努力する
必要がある。

Ⅱ　各評価項目ごとに

⑧　昨年度は当期収支差
額で３３０千円のマイナス
であったが１６年度は４１
７千円のプラスを計上す
ることができた。

⑮　役員は，寄附行為及
び役員選任細則に基づき
選任している。理事３０名
の内，民間企業の取締役
や顧問職を８名登用して
いる。

⑯　今年４月１日に事業
内容・寄附行為・収支決
算・収支予算・役員・加盟
団体等本協会のホーム
ページを開設し，一般県
民にも広く情報提供を
行っている。

⑥－ア　平成１６年度は
目標を大幅に下回った。
今年度は取組目標額を達
成できるよう加盟団体は
じめ県民一般にも県体協
事業内容を理解していた
だく等の広報活動が必要
である。



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

1,834 1,840 1,751 1,608

53,573 53,574 52,833 52,692

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 H１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

16,601 16,050 16,138 16,500 14,392 15,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

3 3 3 3 3 3

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1,400 1,400 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300

0 0 0 0 0 0 0 0

1,400 1,400 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300

1,400 1,400 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 3,351 3,316 2,405 3,318 2,399 2,288

事業外収入(b) 55,042 54,979 54,133 53,997 54,030 53,943

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 58,393 58,295 56,538 57,315 56,429 56,231

支 出 事業費(e) 55,408 55,414 54,584 54,727 54,300 54,578

管理費(f) 2,480 2,843 2,495 2,588 2,011 1,653

事業外支出(g) 0 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0

計(i) 57,888 58,257 57,079 57,315 56,311 56,231

505 38 △ 541 0 118 0

505 38 △ 541 0 118 0

505 38 △ 541 0 118 0

資 産 流 動 資 産 9,251 9,722 7,485 7,700 7,808 7,782

固 定 資 産 55,000 55,000 55,000 55,000 55,000 55,000

計 64,251 64,722 62,485 62,700 62,808 62,782

負 債 流 動 負 債 3,085 3,517 1,821 2,036 2,027 2,000

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0

計 3,085 3,517 1,821 2,036 2,027 2,000

資 本 基本（資本）金 55,000 55,000 55,000 55,000 55,000 55,000

剰 余 金 等 6,166 6,205 5,664 5,664 5,782 5,782

計 61,166 61,205 60,664 60,664 60,782 60,782

※平成1７年度以降の目標数値については，平成1７年4月1日現在の目標値である。

299.8 276.4

支出額(d)のうち一般財源

616 625

常勤役員数

県の損失（債務）保証額(g )

385.2

県からの貸付金残高(e)

　財団法人宮城県野外活動振興協会は，野外活動の振興を通じ，青少年の健全な活動を助長し，もって宮城県における青少年健全育成に寄与するという目的のため，主催事業や文
部科学省からの委託事業等を行ってきた。 その中で経営改善に向けた取組目標として「利用者の増加」を掲げ，「インターネットによる主催事業の告知」「地域社会への広報活動強化」
等により経営努力を行ってきた。しかし，前年度については，台風の襲来，長雨の影響，また平成１５年度にあった１，０００人規模の大会が，平成１６年度開催されなかったこと等によ
り，目標達成は出来なった。県としては，今後，「幅広い広報活動による野営場の認知度アップ」「新規利用者の開拓」「魅力ある事業・施設つくり」等により取組目標が達成できるように，
その方策を助言していきたいと考える。

（D)評価結果及び取組目標設定の
考え方

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

委託金(a)

　 うち県職員（派遣職員）

当期利益(又は△当期損失)

７７　財団法人宮城県野外活動振興協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

国立南蔵王青少年野営場の

利用者数（人）

受託事業

-

- -

-

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×１００

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×１００借入金依存度（％）

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区本町３丁目８番１号

事業内容

野外活動の促進のための主催事業の開催、運営

国立南蔵王青少年野営場の施設の運営管理受託業務

主要事業名

０２２－２１１－３６５１

野外活動振興事業

Ｈ１３年度

０２２－２１１－３６９７

経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
　利用者数については，目標の８７．
２％の達成にとどまった。夏の猛暑
の好影響で８月は利用者が前年度
比９６９人増となったが，その前後の
月については台風の襲来，長雨の影
響等で利用者が大きく減少した。ま
た，平成１５年度に開催された１，００
０人規模の大会が，平成１６年度に
開催されなかったことも大きく影響し
ている（平成１５年度比：宿泊１，７２５
人減・日帰利用２１人減）。しかし，利
用件数については，前年度より５０件
増加してることから，１件あたりの利
用者数が減少しているということがで
きる。
　収支面については，事業収入の減
少により収入目標額は達成できな
かったが，その分支出を抑え平成１５
年度並の支出とすることができ，結
果として当期収支差額は１１８千円増
となった。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　平成１７年度の利用者数について
は，平成１６年度実績の４．２５％増
である１５，０００人強を目標とした
い。今後，少子化の影響，学校等行
事の精選，また天候の影響等で利用
者の安定確保は難しいと思われる
が，広報活動の強化による認知度
アップ，新規利用者の開拓等により
目標を達成したいと考える。同時に
利用者の増減が，収支面にも影響し
てくることから，今後全体の状況を踏
まえながら，収支の調整をしていきた
いと考えている。

３　委員会意見への対応
　上記２のとおり，目標達成に向け努
力していく。

①経営改善（効
率化等）に向けた
取組目標

補助金(b)

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

県からの受託事業の再委託率（％）

△12.3

教育庁　生涯学習課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

H13～H16増減率
（％）

理事長　　白石　晃　

http://www.pref.miyagi.jp/syougaku/Minami.htm

昭和６２年１月３１日

４０，０００千円 （72.7％）

△1.6

2.3

Ｈ１６年度

--

- -

2.32.4 2.4県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×１００

（流動資産÷流動負債）×１００

②県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【H17.3】
団体に対する意見
①設定された経営目標の達
成状況を注視していく。

【H18.3】
団体に対する意見
①１７年度目標の達成状況
を注視する。

人件費÷１２（月）÷（役職員数＋職員数）一人当たり人件費（月）（千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

637

（A）実績推移 （B)年度別目標

627

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

県からの単年度貸付金(f )

411.0

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

  ４　経営改善に向けての取組計画(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

④ ④

3

② ②

4

① ①

5

③ ③

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

③ ③

－ －

－ －

－ －

7

① ①

8

② ②

9

② ②

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

④ ④

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

③ ③

17

② ②

18 理事会 監事

② ②

19

① ①

20

－ －

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「国立南蔵王青少年野営場の利用者数」

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

青少年

野外活動の振興を通じ、青少年の健全な活動を助長し、もって宮城県における青少年健全育成に寄与する。　

７７　財団法人宮城県野外活動振興協会
県担当課　教育庁生涯学習課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

宮城県の青少年育成行政を補完し、野外における青少年活動の機会拡充、指導補助、指導者育成等を行い、青少年野外活動の活性化を図るとともに、健全な心身と創造性豊かな青少年の育成を図る。　

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

５職員数は同じであるが，
給与が県職員給与条例に
準じたものであるため，昇
級による部分で若干上昇し
た。

６台風の襲来，長雨の影
響，また平成１５年度にあっ
た１，０００人規模の大会
が，平成１６年度開催され
なかったこと等が大きく影響
している考えられる。

８外部委託を一部縮小，ま
た更新時期にある貸出物
品の購入を控える等経費削
減の経営努力を行ったこと
によるもの。

９支出を抑えるなど経費削
減の経営努力によるもの。

11利用者の増加という取組
目標は達成できなかったも
のの，その他については経
費削減等の経営努力により
総じて目標値をほぼ上回る
ことができた。よって目標値
の設定は，ほぼ適当と考え
る。

14監事に公認会計士を選
任してはいないが，公共団
体の収入役等有識者を選
任し，予算執行の適正化を
図っている。

15青少年の健全育成という
当協会の目的から，今後も
理事は教育関係者にお願
いしたい。

16平成17年度中に財務等
に関する資料も含めた情報
の公開をインターネットを通
じて行いたい考えている。

17主催事業等終了後，参
加者にアンケートを行い，そ
の結果を集計し，一部野営
場の運営に活かしている。

18これからの社会が多様化
し，ますます複雑になってい
く中で次世代の担い手であ
る青少年の健全な成長へ
の期待は大きい。そしてそ
の成長の課程で自然とふ
れあい，野外活動を行うこ
とは大変重要である。よっ
て，現在でも当協会への社
会的要請はあると考える。

Ⅰ全評価項目を通して
　前年度に一部悪化した
収支を経費削減等の経営
努力により改善させたこと
については，高く評価した
い。しかし，利用者数が開
場以来初めて15,000人を
割りこむ等，取組目標を
大幅に下回ったことにつ
いては，早急に対策を講
ずる必要があると考える。

Ⅱ 各評価項目ごとに
６利用者の減少について
は，天候不順，団体利用
者の減少，又は少子化の
影響も考えられるとは思う
が，広報活動による野営
場の認知度アップ，新規
利用者の開拓，魅力ある
事業・施設つくり等によ
り，利用者数が減少しな
い方策を講ずる必要があ
ると考える。

15青少年の育成という協
会の目的から，教育関係
者を多く理事とし，協会の
方向性を審議いただくこと
は妥当と考える。

17利用者からの意見につ
いては，主に主催事業参
加者，団体利用者からの
アンケートによるものなの
で，今後は全利用者を対
象とすべきと考える。

Ⅲ 結論
　県としては，「幅広い広
報活動による野営場の認
知度アップ」「新規利用者
の開拓」「魅力ある事業・
施設つくり」等により今後
取組目標が達成できるよ
うに，その方策を助言して
いきたい。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

15,548 16,976 15,781 15,063

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

898 625 769 1,200 846 1,200

988 1,022 1,116 1,200 1,126 1,300

91.5 87.3 76.9 90.0 72.0 90.0

1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

3 3 3 3 3 3

0 0 0 0 0 0 0 0

3,559 3,580 3,526 3,580 3,539 3,539 3,550 3,550

4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500

0 0 0 0 0 0 0 0

8,059 8,080 8,026 8,080 8,039 8,039 8,050 8,050

4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 30,677 30,300 28,354 30,022 26,739 29,519

事業外収入(b) 0 0 0 0 0 0

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 30,677 30,300 28,354 30,022 26,739 29,519

支 出 事業費(e) 15,548 16,976 15,781 16,962 15,063 16,997

管理費(f) 11,039 11,490 11,927 11,867 11,518 11,695

事業外支出(g) 0 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 0 8,657 417 1,193 326 827

計(i) 26,587 37,123 28,125 30,022 26,907 29,519

4,090 1,834 646 1,193 158 827

4,090 △ 6,823 229 － △ 168 ※1

3,157 612 △ 1,197 － △ 878 ※1

資 産 流 動 資 産 10,271 3,504 3,283 － 3,151 ※1

固 定 資 産 628,103 635,483 634,338 － 633,955 ※1

計 638,374 638,987 637,621 － 637,106 ※1

負 債 流 動 負 債 653 710 261 － 297 ※1

固 定 負 債 580 524 804 － 1,131 ※1

（うち引当金等） 580 524 804 － 1,131 ※1

計 1,233 1,234 1,065 － 1,428 ※1

資 本 基本（ 資本 ）金 620,000 620,000 620,000 － 620,000 ※1

剰 余 金 等 17,141 17,753 16,556 － 15,678 ※1

計 637,141 637,753 636,556 － 635,678 ※1

当課所管の団体経営計画については、見直し改善等の問題はない。
※(県に対する）委員会意見（Ｈ17年3月）への対応状況も記入すること。
該当なし

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

262

（A）実績推移

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

308 329

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（B）年度別目標

※平成17年度以降の目標数値については，平成17年４月１日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
 
・ 責任者講習の受講率は、対象事
業所に対する積極的な働きかけによ
り、前年を上回ったものの、71％と目
標を下回った。
・ 賛助会員の加入促進に努め、目
標数を達したが、会費納入は72％に
止まった。
・ 費用対効果を考慮した事業推進に
よって、計画に沿った事業活動を推
進できた。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　
・ 責任者講習受講率向上に向けた
取り組みを更に強化する。
・ 賛助会費納入率の向上に努める。
・ 人件費の抑制等による管理費の
削減に努める。

３　委員会意見（Ｈ17年3月）への対
応
　　今後も目標の達成に向け引き続
き努力していきたい。

※１　平成１７年度の予定貸借対照
表及び予定損益計算書は、作成して
いないので記入できません。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

７８　財団法人暴力団追放宮城県民会議

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

不当要求防止
責任者講習受講者数(人)

賛助会員数（人）

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

―

― ―

―

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区本町三丁目５番２２号

事業内容

「暴力団員による不当な要求行為の防止等に関する法律」第３１条第２項各号に規定する事業

主要事業名

022-215-5050

暴力団追放啓蒙啓発活動

Ｈ１３年度

借入金依存度（％）

022-215-5051

経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

△ 3.1

―

1061.3

―

1257.8

警察本部刑事部組織犯罪対策室暴力団対策課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

H13～H16増減率
（％）

理事長　　鹿野　文永

http://www.f2.dion.ne.jp̃miyagi-b

平成３年６月２６日

300,000千円 （48.4％）

25.7

Ｈ１６年度

――

30.1

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 261

22.2 20.2県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】
③県から
の財政
的関与
（単位：
千円）

②役職
員数
（単位：
人）

【H17.3】
団体に対する意見
①設定された経営目標の
達成状況を注視していく。

【H18.3】
団体に対する意見
①１７年度目標の達成状況
を注視する。

賛助会費納入率（％）

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 1572.8 493.5



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　

4 4

3

2 2

4

2 2

5

1 1

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

3 3

1 1

3 3

－ －

7

1 1

8

2 2

9

3 3

10

1 1

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

1 1

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

1 1

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

3 3

17

1 1

18 理事会 監事

1 1

19

2 2 Ⅲ結論

20
今後も社会的要請に応え

られるよう指導していきたい。

- -

今後導入できるよう努
めること。

①含み損益なし ②含み損有り

財政的にやむを得な
い事情があると認められ
るが、目標達成に向けて
指導していきたい。

引き続き管理費の抑
制に努めるよう指導して
いきたい。

事務経費の見直しに
努め、管理費の抑制に努
めた。

④把握していない

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み

暴力団追放対策協議
会等に積極的に出席し把
握に努めている。

役員の大半を民間各層
から選任し、県民のニーズに
応える事業の推進にあたって

今後検討したい。

監事３名は在仙３銀
行の総務部長、決算時は
公認会計士の指導・審査
を受けている。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件
数および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

③今後予定

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化

⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

③一部解消 ④変化なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「賛助会費納入率」

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

③上昇傾向 ④該当なし

②横ばい

①低下傾向 ②横ばい

７８　財団法人暴力団追放宮城県民会議
県担当課　警察本部暴力団対策課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

暴力団追放啓蒙啓発活動

県民

暴力団の根絶とこれに向けた県民意識の高揚

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

①目標を達成

①報酬・給料カット

①十分把握

②登用手続中

②選任手続中

①目標を達成

取組目標

③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安
全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

⑤著しく悪化

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

「責任者講習受講率」

取組目標 「賛助会員数」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

現体制で問題ないと
判断する。

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向

　　関係機関団体から大
きく期待されているため

　　今後も期待に応えら
れるよう努力すること。

基本財産運用益の
減少と寄附金収入の低
迷等により、流動比率の
向上には至らなかった。

－ア 不当要求防止
責任者講習の受講率は
目標1,200人に対し、846
人（71％）と前年を若干上
回ったものの、目標に至
らなかった。

－イ、ウ 賛助会員
の加入促進に努め、相応
の成果をみたが、会費納
入は72％に止まった。

 
Ⅰ全評価項目を通して
   団体の評価が、妥当と
判断する。

Ⅱ各評価項目ごとに

引き続き把握に努め
ること。

現体制で問題ないと
判断する。

４

６

６

８

14

15

17

16

６

８

14

15

16

17

18 18



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度

820,741 815,824 764,471 825,567

Ｈ１３実績 Ｈ１４実績 Ｈ１５実績 Ｈ１６目標 Ｈ１６実績 H１７目標 H１８目標 H１９目標

61.4 64.0 53.3 64.0 54.3 60.0

66.6 74.9 64.2 64.0 71.7 60.0

1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

169 169 165 139 139 141

0 0 0 0 0 0 0 0

520,288 513,755 487,033 524,620 509,147 501,794 520,000 520,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

520,288 513,755 487,033 524,620 509,147 501,794 520,000 520,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 637,484 636,874 609,508 648,469 609,719 610,978

事業外収入(b) 499,043 447,202 389,820 410,558 440,719 416,705

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0

計(d) 1,136,527 1,084,076 999,328 1,059,027 1,050,438 1,027,683

支 出 事業費(e) 820,741 815,824 764,471 802,987 825,567 813,171

管理費(f) 151,639 153,104 142,452 155,768 152,824 145,187

事業外支出(g) 135,805 95,474 79,337 100,272 58,735 69,325

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0

計(i) 1,108,185 1,064,402 986,260 1,059,027 1,037,126 1,027,683

28,342 19,674 13,068 - 13,312 ※1

28,342 19,674 13,068 - 13,312 ※1

20,367 43,381 1,396 - 7,567 ※1

資 産 流 動 資 産 561,511 578,871 562,833 - 626,471 ※1

固 定 資 産 524,005 513,141 477,081 - 464,967 ※1

計 1,085,516 1,092,012 1,039,914 - 1,091,438 ※1

負 債 流 動 負 債 115,128 111,552 80,598 - 130,911 ※1

固 定 負 債 106,691 73,381 50,841 - 44,486 ※1

（うち引当金等） 80,707 56,687 50,841 - 44,486 ※1

計 221,819 184,933 131,439 - 175,397 ※1

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 129,777 129,777 129,777 - 129,777 ※1

剰 余 金 等 733,921 777,302 778,698 - 786,265 ※1

計 863,698 907,079 908,475 - 916,042 ※1

290 288

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

249

健全な団体運営となるよう適切に指導監督していきたい。
※(県に対する）委員会意見（Ｈ17年3月）への対応状況も記入すること。
該当なし

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

補助金(b)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

　 うち県職員（派遣職員）

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

７９　社団法人宮城県交通安全協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

協会加入率の向上（％）
自動車学校人件費の抑制（％）

委託金(a)

Ｈ１３年度

常勤職員数

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

経営指標

45.7

（A）実績推移

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

（B）年度別目標

－

－ －

－

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100県からの受託事業の再委託率（％）

仙台市青葉区上杉一丁目２番３号

事業内容

公益一般事業、県委託講習事業等（現地調査等・原付講習の収益事業を含む。）

主要事業名

022-223-1130

交通道徳の向上と交通事故防止活動の推進

http://www.miyagi-ankyo.or.jp/

昭和24年8月24日

022-223-1169

48.5

－

698.3

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100借入金依存度（％）

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

経常収支(a+b) - (e + f +g)

※平成17年度以降の目標数値については，平成17年4月1日現在の目標値である。

警察本部交通部交通企画課

事業費（単位：千円）

Ｈ１４年度 Ｈ１５年度

H13～H16増減率
（％）

会長　八島　俊章

0千円 （0％）

0.6

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 271

48.7

－

478.5

Ｈ１６年度

－

－

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】
③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【H17.3】
団体に対する意見
①設定された経営目標の
達成状況を注視していく。

【H18.3】
団体に対する意見
①１７年度目標の達成状況
を注視する。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
   アについては、目標値を下回った
が、実施した諸対策の成果が顕著に
現れてきたことから、引き続き会員加
入率の向上に一層努める。また、イ
については、少子化等の要因により
入校生が減少したため、目標値は下
回ったものの、適正な管理により、公
益法人経営の学校としての立場を堅
持し、公益事業推進のための資金確
保を図ることができた。
　

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　　アについては、ここ数年の減少傾
向に歯止めが付いたことから、今後
も各地区協会の事業費確保のため
各種施策を講じて会員加入率の向
上を図る。
　　イについては、前年度と同様に少
子化に伴う入校者の減少が懸念され
るが、積極的に広報等を推進して、
公益事業に必要な活動資金の確保
に努める。

３　委員会意見（Ｈ17年3月）への対
応
　　上記のとおり積極的に努力する。

　 うち県職員（派遣職員）

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

県からの単年度貸付金(f )

47.4県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100 487.7 518.9



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　

4 4

3

2 2

4

3 3

5

1 1

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

3 3

3 3

- -

- -
7

1 1

8

3 3

9

3 3

10

1 1

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

1 1

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

1 1

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

3 3

17

1 1

18 理事会 監事

1 1

19

2 2 Ⅲ結論

20
今後も社会的要請に応え

られるよう指導していきたい。

- -

⑤さらに悪化

:現状で問題ないと判断す
る。

引き続き管理費の抑制
に努めるよう指導していきた
い。

－イ 入校生の減少
に対応し、支出の見直し
を行った結果、前期に比
較し、支出合計で約２千８
００万円の削減を行った。
人件費についても、事業
部門での人員見直し等に
より削減を行ったが、目
標達成に至らなかった。
今後とも、公益性と収益
性を兼ねた法人として健
全な経営に努力する。

⑤著しく悪化④一部悪化

③一部解消

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし

①該当なし ②解消済み ④変化なし

③今後予定

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件
数および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①既に全て公開 ②既に一部公開

④予定なし

エ

民間企業の経営者を
選任している。

今後検討したい。

税理士を選任してい
る。

②登用手続中

②選任手続中

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

④著しく悪化

平成16年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった ④著しく弱まる②変化なし ③少し弱まった

③変化なし ④一部悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営幹部の経
営責任はどのように負うか。

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

全県民

交通道徳の向上と交通事故の防止により、交通の安全と円滑を促進する。

７９　社団法人宮城県交通安全協会
県担当課　警察本部交通企画課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

安全で快適な交通社会の実現

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「協会加入率の向上」

取組目標 「自動車学校人件費の抑制」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安
全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

④把握していない①含み損益なし ②含み損有り

⑤著しく悪化②一部改善

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①目標を達成 ③目標を未達成

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

　　　今後も期待に応えら
れるよう努力すること。

当期利益が確保でき
ているため

Ⅰ全評価項目を通して
   団体の評価が、妥当と
判断する。

Ⅱ各評価項目ごとに

引き続き把握に努め
ること。

協会活動は、加入費
による活動が 基本 であ
る。加入状況を見ると、新
規運転免許取得者の加
入率低下が全体の加入
率低下につながっている
ことから、財源の確保の
ため、更新者はもとより、
新規取得者に対する協
会活動の積極的な広報
等による加入率の向上を
指導していきたい。

現体制で問題ないと
判断する。

現体制で問題ないと
判断する。

今後導入できるよう努
めること。

剰余金が横ばいのた
め

　　　県民の願いである悲
惨な交通事故を限りなく
減少させるため、関係機
関・団体との連携を密に
した交通安全諸対策を今
後も推進したい。

－ア 取組み目標に
は至らなかったが、前年
度を上回る実績を上げる
ことができた。引き続き目
標の達成に向けて一層
努力する。

地域に密着した交通
安全活動を通じ把握に努
めている。
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